
(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

1 山梨県
やまなしけん 2009/3

山梨県地球温暖化対策実行計画のなか
で、長期ビジョンとして2050年までに「ＣＯ２
ゼロやまなし」を実現と明記

クリーンエネルギーの導入促進、省エネルギー対策、森林
整備による吸収などにより、県内の二酸化炭素排出量をゼ
ロとする「ＣＯ２ゼロやまなし」の実現を目指す。

2
京都府
きょうとふ

京都市
きょうとし

2019/5/11

・IPCC第49回総会京都市開催記念シンポ
ジウム「脱炭素社会の実現に向けて～世界
の動向と京都の挑戦～」において、「2050年
までの二酸化炭素排出量正味ゼロ」を目指
すことを市長が表明。あわせて、「1.5℃を目
指す京都アピール」を発表

・京都市地球温暖化対策条例を改正し，
2050年二酸化炭素排出量正味ゼロを目指
すことを明記（2020年12月改正）

■2004年に日本初の地球温暖化対策に特化した条例を制定。
温室効果ガス排出量はピークアウトしており，エネルギー消費量
はピーク時から28％削減、ごみ量は半減などの成果が上がって
いる。
■2050年の削減シナリオでは、正味ゼロが技術的には達成可能
であることが、京都市協力のもと実施されたNPO等による研究で
示されている。
■1997年の「京都議定書」に続き、2019年5月にIPCC総会のホス
トシティとしてパリ協定の実行を支える「IPCC京都ガイドライン」誕
生の地となった。
■京都市地球温暖化対策条例（愛称：2050京からCO2ゼロ条例）
を改正（2020年12月）
　（主な改正点）
・2050年二酸化炭素排出量正味ゼロを目指すことを明記
・2030年度の削減目標の見直し（1990年度比40％削減　⇒
2013年度比40％以上削減）
・中規模排出事業者へのエネルギー消費量等報告書の提出義
務の新設
 ・ 建築物に係る再エネ導入義務の強化
（大規模：導入義務量の引き上げ。中規模：導入義務の新設）
・建築士による再エネ導入に係る説明義務の新設
■京都市地球温暖化対策計画＜2021-2030＞の策定
　（概要）
・4つの分野（ライフスタイル，ビジネス，エネルギー，モビリティ）
の転換を進める施策の展開により，省エネの加速（エネルギー排
出量18％以上削減）と再エネの飛躍的な拡大（消費電力に占め
る割合を35％以上に拡大）を図る。
・また，森林・農地等の吸収機能の保全・強化を図り，CO2の吸
収源対策を推進する。

3 東京都
とうきょうと 2019/5/21

東京都は、Urban 20（U20）の2019年議長都
市として、U20東京メイヤーズ・サミットを主
催し、「G20に向けたコミュニケ」に2050年
二酸化炭素排出量実質ゼロを宣言

「ゼロエミッション東京」（２０１９年１２月策
定）にて明記

プラスチック、ZEV※に関する中期目標「2030年までに都内
の乗用車の新車販売台数に占める割合5割を目指し、公共
用充電器数を倍増し、急速充電器は2030年までに1000基
にするなど）や省エネ・再エネ施策等の更なる強化

※ゼロエミッションビークル（電気自動車、プラグインハイブ
リッド自動車、燃料電池自動車）

4
神奈川県
かながわけん

横浜市
よこはまし

2019/6/17

JCLPシンポジウム「再生可能エネルギー需
要の増加によるマーケットへの影響　急増
する再エネ100%への企業ニーズ」における
オープニングスピーチにおいて、市長が
2050年までの温室効果ガス排出量ゼロを
目指すことを表明。

横浜市は2018年改定の実行計画で「2050
年も見据えて今世紀後半のできるだけ早い
時期における脱炭素化」を明記。

再生可能エネルギーを軸とした広域連携
・再生可能エネルギーの余剰ポテンシャルを有する地域と
連携し、環境モデルゾーンへ供給の実証
・横浜市との広域連携により、再エネ・環境価値をはじめと
した経済の好循環（まちおこし等）により地域循環共生圏の
形成を目指す。
　具体的には、横浜市・東北12市町村（青森県横浜町、岩
手県久慈市、二戸市、葛巻町、普代村、軽米町、野田村、
九戸村、洋野町、一戸町、福島県会津若松市、郡山市）の
連携

5 大阪府
おおさかふ 2019/10/7

「2050年に府内の二酸化炭素（ＣＯ２）の排
出量・実質ゼロを目指す」と府知事が表明。

府は来年度、具体策を盛り込んだ計画を立てる方針

6 徳島県
とくしまけん 2019/11/15

定例記者会見の場で、知事が「2050年温室
効果ガス実質排出ゼロ」を宣言

現在改定中の「地球温暖化対策推進計画」
の長期目標に文言を盛り込む。

　徳島県は、全国初の「脱炭素条例」を策定し、国を上回る
温室効果ガス削減目標を掲げている。水素エネルギーの率
先導入を一層図ることにより「環境先進県」として2050年温
室効果ガス実質排出ゼロを目指す。

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等
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7
神奈川県
かながわけん

小田原市
おだわらし

2019/11/22

市長定例会見において、市長が2050年実
質排出ゼロを表明。

現在改定中の「小田原市エネルギー計画」
の長期目標に、2050年に実質排出ゼロに
向けた文言を盛り込む予定。

小田原市は、EVを活用した脱炭素型の地域交通モデルの
構築を実施。エネルギーインフラの機能を担い、レジリエン
スの強化などの地域課題を同時解決。
地域新電力等と連携しながら、2050年の脱炭素化に向けて
民間主導のイノベーションの地域での促進を目指す。

8
奈良県
ならけん

生駒市
いこまし

2019/11/25

定例記者会見の場で、市長が「ゼロカーボ
ンシティ生駒」の実現に向け、環境モデル都
市及びＳＤＧｓ未来都市としての取組をさら
に加速させ、幅広い分野で総合的な取組を
展開することを宣言。

・地産エネルギーの利用拡大（いこま市民パワーによる地
産地消ほか）
・需用側の省エネ推進
・資源循環の推進（資源循環コミュニティステーションの実証
を踏まえた100の複合型コミュニティづくりほか）

9 岩手県
いわてけん 2019/11/27

知事が定例記者会見の場で、令和２年度に
策定予定の次期岩手県環境基本計画に、
当該計画期間を超えた目標として、「2050
年温室効果ガス排出量の実質ゼロ」を掲げ
ることを発表

・全県的な団体・機関で構成する温暖化防止いわて県民会
議を中心に各主体が温室効果ガスの排出削減に向けた具
体的な行動に取り組む県民運動を展開
・全国トップクラスの再生可能エネルギーのポテンシャルを
最大限に活用
・地域資源の好循環に向けた再エネ由来の水素の利活用
を推進
・具体的な取組は、来年度策定する計画に盛り込む予定。

10 神奈川県
かながわけん 2019/11/28

神奈川県議会において、知事が「「2050年
の脱炭素社会」の実現を目指して全力で取
り組む」と表明

神奈川県のホームページ上に「二酸化炭素
排出量の実質ゼロ」について掲載
http://www.pref.kanagawa.jp/docs/ap4/ind
ex.html

・「神奈川県地球温暖化対策計画」に基づき、事業者向けの
計画書制度や住宅の省エネ化を進めるとともに、九都県市
で連携して高効率家電への買替を進める。
・「かながわスマートエネルギー計画」に基づき、再生可能エ
ネルギーの導入拡大を図る。
・今後は、新たな施策も検討しながら、2050年のCO2実質ゼ
ロを目指す。

11
福島県
ふくしまけん

郡山市
こおりやまし

2019/11/28
臨時記者会見において、市長が「2050年二
酸化炭素排出量実質ゼロ」を宣言

・2021年に地球温暖化対策に係る総合的な計画を策定し、
中長期的な取組を定めるとともに、横浜市やこおりやま連
携中枢都市圏自治体との広域連携による地域循環共生圏
の形成を目指す。
・地域新電力の設立等による再生可能エネルギーの有効
活用と地産地消の推進
・燃料電池自動車、水素ステーションの普及促進による水
素利活用の推進
・クールチョイスの推進

12
愛知県
あいちけん

豊田市
とよたし

2019/11/29

市長記者会見の場で、市長が「2050年にお
けるＣＯ２排出量実質ゼロ」を目指すことを
宣言

今後策定する、第８次総合計画後期実践計
画や地球温暖化防止行動計画において目
標として設定する予定

・環境モデル都市として、脱炭素に向けた既存技術の積み
上げや新技術の活用、ライフスタイルの転換に係る取組を
継続して展開
・産業、民生など多様な主体と連携し、脱炭素の目標の共
有や行動のきっかけとなる取組を検討
・ＳＤＧｓ未来都市として行っているＳＤＧｓパートナー（※）の
仕組みの活用
・水素社会を含め、様々な技術の劇的な革新を期待しつ
つ、既にＣＯ２ゼロにチャレンジしている企業の取組など、産
業界等と連携した実績の積み上げ

※ＳＤＧｓの達成、持続可能なまちの実現に向け、豊田市と
共に取組等を実施、協力いただける企業・団体等

13
岩手県

久慈市
くじし

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手9市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・横浜市と県北９市町村とで再生可能エネルギーを軸とした
広域連携により、地域循環共生圏の形成を目指す。
・来年度の地球温暖化対策実行計画（区域施策編）改訂時
に2050年温室効果ガス実質排出ゼロを盛り込んだ計画を
立てる予定。
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14
岩手県

二戸市
にのへし

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手9市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

横浜市との再生可能エネルギーに関する連携協定に基づく
取組み等を進め、二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すとと
もに、人やモノの交流を促進し、地方創生に結び付ける。

15
岩手県

洋野
ひろの

町
ちょう

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手９市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・2014年に策定した再生可能エネルギービジョンの更なる
推進によるエネルギー自給率の向上
・メガソ－ラ－、大型風力、洋上風力の設置計画の推進によ
るエネルギーの地域循環、地産地消の推進
・町民のソ－ラ－パネル設置費、蓄電池設置費助成の推
進・検討
・森林の整備促進によるＣＯ２吸収効果増大の推進
・自律分散型エネルギーシステムの構築推進

16
岩手県
いわてけん

一戸
いちのへ

町
まち

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手９市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・既存新電力への支援と協力により、再エネの地産地消推
進と、包括連携協定を締結した横浜市向けの供給を拡大す
る
・再エネ地産地消の具体化の先例として、町内公共施設で
使用する電気は原則、地産再エネとし、順次切替えを行っ
ている
・横浜市との広域連携により、再エネ・環境価値をはじめと
した経済の好循環（まちおこし等）により地域循環共生圏の
形成を目指す。

17
岩手県

軽米町
かるまいまち

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手９市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・全国有数のメガソーラー発電事業を計５か所計画し、うち３
か所が稼働。また、畜産が盛んな地域性を活用し、バイオ
マス発電が2016年に稼働している。
・横浜市と東北12市町村の広域連携により、再エネ・環境価
値をはじめとした「環境と経済の好循環」を生み出し、地域
循環共生圏の形成を目指す。

18
岩手県

葛巻町
くずまきまち

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手９市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

「地域循環共生圏」の理念に基づき、次の事項について相
互に連携し協力する。
・再生可能エネルギーの創出・導入・利用拡大。
・脱炭素化の推進を通じた住民・地域企業主体の相互の地
域活力の創出。
・再生可能エネルギー及び地域循環共生圏の構築に係る
国等への政策提言。

19
岩手県

九戸
くのへ

村
むら

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手９市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・再生可能エネルギーを軸とした広域連携（横浜市との連携
協定）
・北岩手９市町村において、地域循環共生圏の構築に向け
ての取り組みの推進
・既存の施策（公共施設への太陽光パネルの設置、一般住
宅への太陽光パネル設置補助、ごみ減量化対策への補助
（コンポスト購入））等の継続実施
・今後建設が予定される風力発電事業への誘致活動や協
力の実施
・クールチョイスの推進。

20
岩手県

野田村
のだむら

2019/12/2

2019年2月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手９市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・今後は新たな施策を検討しながら2050年のＣＯ２実質ゼロ
を目指す。
・横浜市との広域連携により、再エネ・環境価値をはじめと
した経済好循環(まちおこし等)により地域循環共生圏の形
成を目指す。

21
岩手県

普代村
ふだいむら

2019/12/2

2019年２月に横浜市と再生可能エネルギー
供給に関する包括連携協定を締結した12
市町村のうち、北岩手９市町村の長が合同
で記者会見を行い、「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・横浜市と県北９市町村とで再生可能エネルギーを軸とした
広域連携により、地域循環共生圏の形成を目指す。
・普代村地球温暖化対策実行計画を軸としたカーボン・マネ
ジメント強化を図り、公共施設におけるCO2削減を目指す。
・地域内の二酸化炭素排出量の削減に向けた検討の推進
を図る。
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22
栃木県
とちぎけん

那須塩原市
なすしおばらし

2019/12/3
臨時記者会見において、市長が「2050年ま
でにCO2排出量実質ゼロ」を宣言

　地球温暖化対策や気候変動適応等に係る施策に積極的
に取り組むため、本市組織に「気候変動対策局」を新置し、
地域気候変動適応センターの運営や現在策定中の那須塩
原市気候変動適応計画に基づき関係事業を推進していく。

23 三重県
みえけん 2019/12/4

定例記者会見において、知事が「ミッション
ゼロ2050みえ～脱炭素社会の実現を目指
して」を2019年12月15日、「みえ環境フェア
2019」において宣言することを表明。

方向性や具体的な施策については、来年度に予定している
「三重県地球温暖化対策総合計画（仮称）」策定に向けた議
論の中で、有識者や事業者等、県民のご意見を踏まえて検
討する。

24 熊本県
くまもとけん 2019/12/4

2019年12月4日 熊本県議会において
「2050年までに県内CO2排出実質ゼロを目
指す」ことを知事が宣言

熊本県では、2020年度に「第六次熊本県環境基本計画」、
「第二次熊本県総合エネルギー計画」を策定予定。
その中で「2050年県内CO2排出実質ゼロ」を目標に掲げ、
持続可能な未来の実現に向けて、県民総ぐるみで取り組ん
でいく。

25
愛知県
あいちけん

みよし市
し

2019/12/4

市議会定例会の一般質問の場で、市長が
「2050年までにＣＯ２排出量実質「ゼロ」を目
指してまいります。」と表明。

現在改定中の「みよし市環境基本計画」
に、2050年に実質排出ゼロに向けた文言を
盛り込む予定。

・再生可能エネルギーのさらなる利用拡大
・家庭の省エネ推進
・資源循環の推進（市内3箇所目のリサイクルステーション
の建設など）
・今後は、新たな施策も検討しながら、2050年のCO2実質ゼ
ロを目指す。

26 長野県
ながのけん 2019/12/6

県議会の「気候非常事態宣言に関する決
議」を受けて、同日知事が「気候非常事態
宣言」を行い、この中で「2050年二酸化炭素
排出量実質ゼロ」を宣言。

2021年度を初年度とする新たな環境エネルギー戦略（第四
次長野県地球温暖化防止県民計画）において、「2050年二
酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す中長期的な取組を策
定

27
埼玉県
さいたまけん

秩父市
ちちぶし

2019/12/6
2019年12月に記者発表により、「2050年に
おけるＣＯ２排出量実質ゼロ」を目指すこと
を宣言

・地域新電力と連携し、電源開発等の事業を軸とした再生
可能エネルギーの地産地消の推進
・市公共施設のCO2排出量ゼロに向けた取り組みの推進
・その他、「ゼロカーボンシティ」の実現に向け、計画的な各
種施策の推進

28 宮城県
みやぎけん 2019/12/10

県議会において，知事が来年度改定予定
の次期宮城県環境基本計画に「2050年二
酸化炭素排出実質ゼロの目標を掲げる方
向」と表明

・宮城県地球温暖化対策実行計画（2018年10月策定）にお
いて，温室効果ガス排出量の削減目標を2030年度までに
2013年度比で31％削減とし，国（26％削減）を上回る目標を
掲げて取り組んでいる。
・「脱炭素社会」の実現に向け，地産地消型エネルギーの導
入拡大，住宅・建築物の省エネ化の推進，脱炭素型ビジネ
スモデルの推進，水素エネルギーの普及拡大，環境・エネ
ルギー関連産業の振興など総合的かつ計画的に取組を推
進する。

29
福岡県
ふくおかけん

大木
おおき

町
まち

2019/12/12

2019年12月12日議会において、議会の同
意を得て、町長が気候非常事態宣言を表
明。同宣言の中において「2050年までに温
室効果ガス排出量実質ゼロ社会の実現」を
目指すこととしている。

・温室効果ガス排出量実質ゼロ社会の実現に向けての機
運づくりを行うため、町民や関係団体、近隣市町に向けて講
演会などを実施する。
・2030年までに公共施設の使用電力を全て再生可能エネル
ギーで賄う。
・具体的な取組みについては、今後、気候非常事態宣言行
動計画に盛り込む。

30
鳥取県

北栄町
ほくえいちょう

2019/12/20

2019年12月20日の議会において、町長が
気候非常事態宣言を表明。同宣言の中に
おいて「2050年までに北栄町におけるゼロ
カーボン（人為起源のＣＯ₂の実質排出ゼ
ロ）」を目指すこととしている。

・徹底した省エネ、最大限の再エネの活用
・気候変動問題に関する普及啓発・教育
・バイオマスを含めた森林資源の管理や農地の適切な保全
・地方公共団体実行計画の抜本的見直し
・持続可能な発展を見据えた公共施設等のマネジメント等、
他の行政分野における気候変動対策の主流化
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31 群馬県
ぐんまけん 2019/12/25

2019年12月に知事が環境大臣と会談し、
2050年に向けた｢ぐんま5つのゼロ｣を宣言。
自然災害による死者ゼロ、温室効果ガス排
出量ゼロ、災害時の停電ゼロ、プラスチック
ごみゼロ、食品ロスゼロを実現し、災害に
強く、持続可能な社会を構築するとともに、
県民の幸福度を向上させる。

○｢ぐんま再生可能エネルギープロジェクト｣
　の推進
　・長い日照時間、豊富な水資源･森林資源な
　ど群馬県の恵まれた再生可能エネルギー
　資源のフル活用
　・エネルギーの自立･分散化(地産地消)の
　推進
　・水素社会の実現
○省エネ･節電対策のさらなる推進など

32
鹿児島県
かごしまけん

鹿児島市
かごしまし

2019/12/25

定例記者会見で、市長が「ゼロカーボンシ
ティかごしま」を宣言。

今後、2021年度策定予定の「鹿児島市第三
次環境基本計画」及び「鹿児島市第二次地
球温暖化アクションプラン」等に2050年二酸
化炭素排出実質ゼロを見据えた具体的施
策を盛り込み、体系的に事業の展開を図っ
ていく予定。

・南国ならではの豊かな太陽の恵みを活かした再生可能エ
ネルギーによるエネルギーの地産地消
・一般廃棄物を活用した再生可能エネルギーの創エネ
・走行時ＣＯ２排出量ゼロの電気自動車・燃料電池自動車
の普及促進
・家庭・事業所等でのエコスタイルへの転換

33 滋賀県
しがけん 2020/1/6

定例記者会見で、「2050年二酸化炭素排出
量実質ゼロムーブメント」のキックオフを宣
言。2050年までに県内の二酸化炭素排出
量を実質ゼロにすることを目指し取組を開
始。

「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロムーブ
メント」キックオフ宣言ホームページ
「https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kankyo
shizen/ondanka/309038.html」

・二酸化炭素排出量実質ゼロの取組に賛同していただける
県民や事業者等を募って賛同の登録をしてもらうことによ
り、この取組を、行政だけではなく、全県的なムーブメントと
して県民や事業者等にも広げ、機運を盛り上げていく。
・2021年度に改定する「滋賀県低炭素社会づくり推進計画」
において、具体的な取組を盛り込む予定。

34
群馬県
ぐんまけん

太田市
おおたし

2020/1/7
定例記者会見で「2050年脱炭素社会の実
現に向けて」を表明。

再生可能エネルギーを軸として、脱炭素社会の実現に向け
た取組みを加速させ、幅広い分野での総合的な取組を展開
する。
・地域新電力と共同し、再生可能エネルギーの地産地消の
更なる拡大。
・焼却施設の排熱を利用した発電を効率的に活用。
・アンモニア水を原料とした燃料電池の普及促進。
・省エネ機器等の導入推進。

35
熊本
くまもと

県

熊本市
くまもとし

2020/1/18

環境省シンポジウム「気候変動を踏まえた
脱炭素社会の実現に向けて」において、熊
本連携中枢都市圏2050年温室効果ガス排
出実質ゼロを目指すことを表明（18市町
村）。

熊本連携中枢都市圏では、2020年度に「熊本連携中枢都
市圏地球温暖化対策実行計画」を策定予定であり、当該計
画において、地域循環共生圏の考え方に基づき、より効果
的に脱炭素化社会を醸成するため、様々な施策を展開す
る。

36
熊本
くまもと

県

菊池市
きくちし

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

37
熊本
くまもと

県

宇土市
うとし

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

38
熊本
くまもと

県

宇城市
うきし

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

39
熊本
くまもと

県

阿蘇市
あそし

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

40
熊本
くまもと

県

合志
こうし

市
し

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

41
熊本
くまもと

県

美里
みさと

町
まち

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左
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42
熊本
くまもと

県

玉東
ぎょくとうまち

町

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

43
熊本
くまもと

県

大津
おおづ

町
まち

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

44
熊本
くまもと

県

菊陽町
きくようまち

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

45
熊本
くまもと

県

高森
たかもりまち

町

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

46
熊本
くまもと

県

西原村
にしはらむら

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

47
熊本
くまもと

県

南阿蘇村
みなみあそむら

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

48
熊本
くまもと

県

御船町
みふねまち

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

49
熊本
くまもと

県

嘉島町
かしままち

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

50
熊本
くまもと

県

益城町
ましきまち

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

51
熊本
くまもと

県

甲佐町
こうさまち

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

52
熊本
くまもと

県

山都
やまとちょう

町

2020/1/18 熊本市欄に掲載 同左

53 鳥取県
とっとりけん 2020/1/30

定例記者会見において、知事が2050年の
二酸化炭素実質排出ゼロを目指す旨を表
明

2019年度末に策定予定の「令和新時代とっとり環境イニシ
アティブプラン」において、2050年の二酸化炭素実質排出ゼ
ロを目指し、低炭素化に向けた具体的な取組施策等を規定

54
山形県
やまがたけん

東根
ひがしね

市
し

2020/1/31
記者会見の場で、市長が「ゼロカーボンシ
ティ」の実現に向け、様々な分野で総合的
な取組を展開することを宣言。

・再生可能エネルギーのさらなる利用拡大
・地域の省エネ推進
・庁舎内、関係施設の省エネ推進
・次期計画策定時、ゼロカーボンシティの考え方を反映す
る。

55
静岡県
しずおかけん

御殿場
ごてんば

市
し

2020/2/3
報道機関へ「宣言」をプレスリリースして表
明

　エコガーデンシティ構想やＳＤＧｓの実現に向けた様々な
取組を通じて、ゼロカーボンシティを目指す。
・再生可能エネルギーによるエネルギーの地産地消
ゼロエミッションビークル（電気自動車、プラグインハイブリッ
ド車、燃料電池　　自動車）の普及促進
・省エネや循環型社会形成に向けた取組
・その他

56
北海道
ほっかいどう

古平町
ふるびらちょう

2020/2/3
古平町ホームページ内に「二酸化炭素（ＣＯ
２）の排出量実質ゼロを目指す」宣言文を掲
載

図書館、地域防災センター、地域交流センター、役場庁舎
が一体となった中心拠点誘導複合施設の道内初のZEB化
を契機とし再生可能エネルギー、省エネ高効率機器の導入
や町内事業者に対し国の補助制度を活用した省エネ機器
への更新等の推進

57
東京都
とうきょうと

葛飾区
かつしかく

2020/2/6
区長の定例記者会見において、2050年ま
でに区内ＣＯ２排出実質ゼロを目指す「ゼロ
エミッションかつしか」を宣言

2020年度から策定に着手する「第３次葛飾区環境基本計
画」にＣＯ２の排出を抑制するための取組やクリーンなエネ
ルギーへの転換などの具体的手段を盛り込む予定
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58
神奈川県
かながわけん

鎌倉市
かまくらし

2020/2/7

市長が、記者会見において表明した「鎌倉
市気候非常事態宣言」の中で、「2050年ま
でに温室効果ガス排出を実質ゼロにするこ
とを目指します」と表明

・公共施設における再生可能エネルギーの率先的な導入及
び調達、電気自動車の導入拡大等。
・地域の未利用エネルギー（バイオマス等）の活用の推進
・市民の再生可能エネルギーや電気自動車の導入を促進
するための補助制度の充実
・温室効果ガスの吸収作用の強化のため、森林吸収源対策
や都市緑化の取組の充実

59
大阪府
おおさかふ

枚方市
ひらかたし

2020/2/8

2020.2.8「ひらかたエコフォーラム」におい
て、市長が「2050年までに二酸化炭素排出
量を実質ゼロ」にすることを目指すことを宣
言

・市民団体や市内事業者と気候変動問題の課題を共有し、
連携して省エネルギーなど地球温暖化対策の取り組みを推
進。
・公共施設において、太陽光発電をはじめとする再生可能
エネルギーの率先導入及び市民や事業者への拡大。
・二酸化炭素の排出削減につながる新たな取り組みの情報
収集及び導入の検討。

60
福島県
ふくしまけん

大熊町
おおくままち

2020/2/9

2020年２月９日、小泉環境大臣と大熊町吉
田町長が面会・記者会見した際に「大熊町
2050ゼロカーボン」を宣言。

2020年度、総合的なビジョンを策定予定。

（理念）
原発事故を経験した町だからこそ、原発や化石エネルギー
に頼らず、地域の再エネを活用した持続可能なまちづくりに
取り組み、我々の子ども、孫たちが誇りをもって語れるまち
を目指す。

（具体的な施策の方向性）
１　創る　地域資源を活用したエネルギー創出
　　　　　　（太陽光、風力等の自然エネルギー）
２　巡る　地域内循環システム構築
　　　　　　（スマートコミュニティ、再エネ100%産業拠点
　　　　　　　地域新電力等）
３　贈る　持続可能な大熊を将来世代へ
　　　　　　（ＳＤＧsと教育、社会的起業家支援等）

61 京都府
きょうとふ 2020/2/11

２月１１日開催の「KYOTO地球環境の殿
堂」表彰式(※)において、主催者あいさつの
中で知事が「2050年までに温室効果ガス排
出量の実質ゼロ」を目指すことを宣言

※世界で地球環境の保全に多大な貢献を
された方々の功績を顕彰する取組

・京都府総合計画「京都夢実現プラン」（2019年10月策定）
において、「温室効果ガス排出実質ゼロへの挑戦」を掲げる
とともに、現在、京都府地球温暖化対策条例及び京都府地
球温暖化対策推進計画の見直しに向けた検討を進めてお
り、その中で、温室効果ガス排出量実質ゼロに向けた具体
的な方策等を盛り込む予定(2021年4月改正予定）

62 愛媛県
えひめけん 2020/2/12

　「第三次えひめ環境基本計画」及び「愛媛
県地球温暖化対策実行計画」の両計画案
に係る愛媛県環境審議会会長からの答申
の際に、知事が長期目標として2050年に温
室効果ガス排出実質ゼロの脱炭素社会を
目指すことを表明。

・2020年2月に策定した「第三次えひめ環境基本計画」及び
「愛媛県地球温暖化対策実行計画」に、2050年に温室効果
ガス排出実質ゼロの脱炭素社会の実現を目指すことを明記
した。
・温室効果ガス排出実質ゼロに向けて、徹底した省エネル
ギー化や再生可能エネルギーの利用拡大、建築物のネッ
ト・ゼロ・エネルギー化など、既存技術を最大限活用した抜
本的な温室効果ガス削減対策や、適切な森林整備・保全等
による吸収源対策に県民総ぐるみで取り組むとともに、今後
の脱炭素イノベーションによる革新的技術等の導入促進な
ど、あらゆる取組を通して脱炭素社会の実現を目指す。

63
神奈川県
かながわけん

川崎市
かわさきし

2020/2/17

令和２年第１回川崎市議会定例会における
「令和２年度施政方針」の中で、市長が、Ｃ
Ｏ２排出実質ゼロを目指し2050年の脱炭素
社会の実現に向けて取り組むことを表明

・「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」に基づき、再生
可能エネルギーの導入、水素の利活用、次世代自動車の
普及、循環型社会の形成、環境技術・環境産業による貢献
などの取組を推進
・脱炭素社会の実現に向けて目指す将来像とその実現に向
けた戦略を令和２年度に示す予定
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64
岩手県
いわてけん

八幡平市
はちまんたいし

2020/2/19
八幡平市議会において、市長が「2050年ゼ
ロカーボン」に取り組むことを表明。

・2021年度に策定する「第２次八幡平市環境基本計画」に
2050年ゼロカーボンに取り組むことを盛り込み、併せて温室
効果ガスの削減目標を定めた「八幡平市地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）」の2021年度の見直しに向けて、具
体的な施策の構築を進める。
・さきに宣言をした岩手県と連携し、地熱をはじめとする全
国トップクラスの再生可能エネルギーのポテンシャルを最大
限に活用する。

65
愛知県
あいちけん

半田市
はんだし

2020/2/20

令和２年３月定例会の市長施政方針におい
て、市長が「2050年を目途にCO2排出量を
実質ゼロにする目標を掲げ、地球温暖化対
策に取り組む。」と表明

・2020年度に「第２次半田市環境基本計画」を策定し、その
中で2030年度までの取組内容、目標値を明示する。
・2021年度（予定）に2050年を目標とした戦略を策定する。

66
福岡県
ふくおかけん

福岡市
ふくおかし

2020/2/21

令和2年度予算案の公表過程において，
「2040年度温室効果ガス実質ゼロ」をめざ
すことや「脱炭素社会へのチャレンジ」を表
明

福岡市の地域特性やポテンシャルを踏まえ，「市役所が率
先して取組む」「新たなイノベーションを生み出す」「市民・事
業者の行動を変える」「福岡市の技術で世界に貢献する」を
取組みの柱とし，「脱炭素社会」の実現に向けたチャレンジ
を開始
　・新たなイノベーション創出（次世代モビリティ・食品ロス削
減）
　・マイボトル用｢給水スポット｣の設置
  ・行政手続き等オンライン化　　　　　　　　　　　等

今後，改定予定の「福岡市地球温暖化対策実行計画」等
に，温室効果ガス排出量実質ゼロを見据えた施策を盛り込
み，総合的・計画的な取組みを推進

67
新潟県
にいがたけん

佐渡市
さどし

2020/2/23

2020年2月23日に開催する「洋上風力発電
に関する講演会」において、佐渡市長と粟
島浦村長が県が掲げる「自然エネルギーの
島構想」の取組を進めることを決意し、2050
年までにCO2排出量実質ゼロを目指す国
内離島発となる「ゼロカーボンアイランド」を
共同宣言

・2019年2月に新潟県が発表した「自然エネルギーの島構
想」を新潟県・電力事業者・粟島浦村と連携して推進し、離
島における再生可能エネルギーを「増やす」「需給調整す
る」「使う」という観点で洋上風力発電や水素の利活用など
の取組をすすめる。
・今後策定する「佐渡市地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）」において、2050年の二酸化炭素排出量実質ゼロを
目指すことを明記する。

68
長野県
ながのけん

白馬村
はくばむら

2020/2/23

長野県（北アルプス地域振興局）及び大町
市、池田町、松川村、白馬村、小谷村によ
る2020年２月23日開催の「大北地域気候変
動対策セミナー」においてに、2050年　二酸
化炭素排出量実質ゼロを宣言

・村民ともに白馬村から積極的に気候変動の危機に向き合
い、他自治体の取り組む模範となります。
・2050 年における再生可能エネルギー自給率100％（村内
CO2排出実績ゼロ）による脱炭素社会の実現を目指しま
す。
・地球温暖化防止対策のための国民運動「COOL CHOICE
（賢い選択）」を更に推進します。

69
新潟県
にいがたけ

粟島浦村
ん あわしまうらむら

2020/2/23

2020年２月23日に開催する「洋上風力発電
に関する講演会」において、佐渡市長と粟
島浦村長が県が掲げる「自然エネルギーの
島構想」の取組を進めることを決意し、2050
年までにCO2排出量実質ゼロを目指す国
内離島発となる「ゼロカーボンアイランド」を
共同宣言

・2019年２月に新潟県が発表した「自然エネルギーの島構
想」を新潟県・電力事業者・佐渡市と連携して推進し、離島
における再生可能エネルギーを「増やす」「需給調整する」
「使う」という観点で洋上風力発電や水素の利活用などの取
組をすすめる。
・今後策定する「粟島浦村地球温暖化対策実行計画」にお
いて2050年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すことを
明記する。

70
富山県
とやまけん

魚津
うおづ

市
し

2020/2/24
魚津市ホームページ上で、2050年にＣＯ２
排出量の実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）を
目指し挑戦することを表明

・「第二次魚津市環境基本計画」（計画期間：2021年度から
10年間）の策定において、2050年のCO2実質ゼロを目指す
基本事業を検討する。
・水の循環が市域で完結しているという、世界的にもまれな
特徴「魚津の水循環」の恵みを守り未来へ継承していくため
に、森林環境の保全をはじめ、環境負荷をより少なくする取
り組みを進める。
・2019年度に市が取り組んだ「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ」普及啓発
活動を継続し、できることから始めようという意識の醸成を
図る。
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71
石川県
いしかわけん

加賀市
かがし

2020/2/25
「2050年に加賀市内の二酸化炭素（ＣＯ２）
の排出量実質ゼロを目指す」と市長が議会
で表明。

・「加賀市地球温暖化対策実行計画」に基づき、地域内経
済循環による地域社会の活性化と持続可能で強靭な地域
社会を目指し、自治体新電力と連携し、再生可能エネル
ギーの普及と電源開発等の事業に取り組み、再生可能エネ
ルギーの地消地産を推進
・市民や企業とともにCO2排出量ゼロに向けた取り組みを
推進

72
三重県
みえけん

志摩市
しまし

2020/2/25

定例記者会見において、市長が「ゼロカー
ボンシティしま」を目指し、ＳＤＧｓ未来都市
として、環境・経済・社会の３つの視点から
持続可能なまちづくりの取り組みをさらに進
め、市民や事業者等と一体になって、脱炭
素社会の実現に向け、取り組む決意を表
明。

・「エシカル・パール」をはじめ自然エネルギー電力を利用し
た、エネルギーの地域間連携の推進。
・全市的な取り組みとして、脱プラスチックに向けた宣言、条
例化等を検討。
・家庭の省エネ促進に向けた啓発など、省エネルギーの推
進。

73
北海道
ほっかいどう

札幌
さっぽろ

市
し

2020/2/26

2018年度から改定作業を進めている「仮
称）札幌市気候変動対策行動計画（たたき
台）」では、IPCC1.5℃特別報告書を踏ま
え、温室効果ガス排出量を2030年に2010
年比で45％削減、2050年に実質ゼロとする
目標を掲げている。

市議会の代表質問の質疑の中で、市長が
「2050年には温室効果ガス排出量の実質
ゼロを目指すこと」を表明するとともに、
2030年についても改定中の計画に高い目
標を掲げる考えを表明。

「仮称）札幌市気候変動対策行動計画」において、札幌市
環境審議会や札幌市環境保全協議会の意見も踏まえなが
ら、脱炭素社会の実現に向けた2050年のあるべき姿と2030
年目標の達成に向けた取組を示す予定。

74
愛知県
あいちけん

岡崎市
おかざきし

2020/2/27
　市議会３月定例会の市長提案説明におい
て、「本市における二酸化炭素排出量を
2050年までに実質ゼロにする。」と表明

・岡崎市地球温暖化対策実行計画の推進（本計画で温室
効果ガス排出量の削減目標を2030年度までに2013年度比
で28%削減することとし、国（26%)を上回る目標を掲げて取り
組んでいる。）
・本市が出資する地域新電力会社の事業利益を活用した再
エネ利用の普及拡大
・西三河首長誓約推進協議会における「持続可能なエネル
ギーアクションプラン（エネルギー地産地消戦略・広域連携
戦略）」の推進

75
長野県
ながのけん

池田
いけだ

町
まち

2020/2/28
議会において、町長が「気候非常事態宣
言」を行い、この中で「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

・住宅用太陽光パネル設置、生ごみ処理機などごみ減量化
対策、住宅断熱化や省エネ機器導入等補助の継続実施
・今後は、新たな施策も検討しながら、住民事業者と協働
し、2050年のCO2実質ゼロを目指す。

76
石川県
いしかわけん

金沢市
かなざわし

2020/3/3

市議会において、市長が施政方針で、2020
年度新たに地球温暖化対策実行計画を策
定する中で、2050年に温室効果ガス排出量
実質ゼロを掲げることを表明。

2020年度に地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を改定
する際に、長期目標として2050年の温室効果ガス排出量実
質ゼロを目指し、脱炭素社会に向けた施策を掲げていく。

77
京都府
きょうとふ

与謝野
よさの

町
まち

2020/3/4
令和２年３月定例会の冒頭において、町長
が「2050年までに温室効果ガス排出量の実
質ゼロ」を目指すことを宣言

「与謝野町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の改
定に向けた検討を進めており、2020年度に改定する当該計
画の中で、2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ
に向けた具体的な方策等を盛り込む予定。

78
福島県
ふくしまけん

浪江町
なみえまち

2020/3/5
浪江町議会において、町長が「2050年二酸
化炭素排出実質ゼロ」を宣言。

水素の利活用検討、再生可能エネルギーの導入推進、ス
マートコミュニティの構築等を進め、エネルギーの地産地消
と二酸化炭素排出の削減を目指す。

79
神奈川県
かながわけん

開成
かいせい

町
まち

2020/3/5

開成町議会において、町長がＺＥＢで整備し
た新庁舎を起点に町全体で二酸化炭素排
出量実質ゼロに取り組むとして、「2050年温
室効果ガス実質排出ゼロ」をを宣言

町ホームページ上に近日中に「二酸化炭素
排出量の実質ゼロ」について掲載

日本初のＺＥＢ庁舎である役場庁舎を起点に、ＺＥＨを始め
とする住宅のエコロジー化への補助や電気自動車の普及
促進を図り、ＳＤＧｓの実現に向けた様々な取組を展開す
る。
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80 富山県
とやまけん 2020/3/6

「とやまゼロカーボン推進宣言」共同宣言式
を開催し、知事が民間の関係団体とともに
2050年までの温室効果ガス排出量の実質
ゼロを共同宣言

・「新とやま温暖化ストップ計画（2019年８月策定）」に基づ
き、レジ袋無料配布廃止運動や食品ロス対策といった県
民・事業者・行政が連携した取組に加え、再生可能エネル
ギーの推進、水と緑の森づくり税を活用した里山林整備な
ど、温室効果ガスの排出量削減や吸収源対策などに徹底し
て取り組む。
・「SDGs未来都市」にも選定された本県の持続可能な地域
づくりのノウハウを生かしながら、国の取組みと歩調を合わ
せ、地域を挙げて脱炭素社会づくりに向けた取組みを加速
する。

81
鳥取県
とっとりけん

南部
なんぶ

町
まち

2020/3/9
令和2年第2回定例議会において、令和2年
度施政方針の中で、町長が「2050年二酸化
炭素排出実質ゼロ」を目指すことを宣言

・環境問題に関する普及啓発
・家庭等でのエコスタイルへの転換
・温暖化防止実行計画の抜本的な見直し
・地域新電力会社と連携した、再エネ・省エネ事業、レジリエ
ンス強化事業等の推進

82 北海道
ほっかいどう 2020/3/11

令和２年第１回定例道議会において、知事
が「2050年までに温室効果ガス排出量を実
質ゼロとすることを目指す」旨を表明

2020年度に予定している「北海道地球温暖化対策推進計
画」の見直しにおいて、脱炭素社会を見据えた長期的な視
点を踏まえ、取組の方向性や推進方策を検討

83
長野県
ながのけん

小谷村
おたりむら

2020/3/16
　議会において、村長が「気候非常事態宣
言」を行い、この中で「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

　森林整備を推進し、木材利用による村内温室効果ガスの
排出を上回る効果的な吸収源の整備を行い、新たな山作り
の検討をする。

84
岡山県
おかやまけん

真庭市
まにわし

2020/3/17

2020年３月17日、市長が、記者会見におい
て、脱炭素を前提とするまちづくりを加速さ
せ、2050年二酸化炭素排出実質ゼロ都市
を目指す「ゼロカーボンシティまにわ宣言」
を実施。また、同３月23日、真庭市議会が、
真庭市定例議会において、「ゼロカーボン
シティまにわ」に向けた決議を実施。

また、2021年２月２日に、岡山都市圏連携
協議会において、2050年二酸化炭素排出
実質ゼロを目指す取組を共同で行うととも
に、各市町が各々の取組を進めることに同
意し、共同で記者発表を行った。

『真庭市第２次環境基本計画』にある"低炭素で持続可能な
エコタウン"の実現に向け、ソフト・ハード両面から脱炭素の
まちづくりを行う。

・木質バイオマスや豊富な水資源など、地域資源を活用し
た再生エネルギーの創出を進め、地域エネルギー自給率
100％を目指す。また、地域マイクログリッド構築によるエコ
で災害につよいまちづくりを行う。
・エコカー・自転車・公共交通を活用した、回遊性が高く、エ
コで健康な交通網づくりを行う。
・地産食材の給食利用など、地産地消を促進し、フードマイ
レージを低減する。
・ごみの減量化という地域課題解決に向けた資源循環シス
テムを構築する。
・スマート農業の推進により、農業による環境負荷を低減す
る。
・「COOL CHOICE(賢い選択)」推進により、エシカルな行動
ができる人づくりを行う。
・地域資源"木"を、脱炭素型の建材・プラスチック製品代替
品として活用を図る。
・蒜山高原をSDGsに沿った国立公園にすることを目指し、
「住んでよし、訪れてよし」の持続可能な観光地域づくりを行
う。
・2021年度策定予定の「第４次真庭市地球温暖化対策実行
計画」において、ゼロカーボンシティまにわに向けた取り組
みを明記する。

85
長野県
ながのけん

軽井沢町
かるいざわまち

2020/3/18
町長が「2050年までにＣＯ₂排出量実質ゼ
ロ」宣言を表明。

来年度以降、環境基本計画を策定し、CO₂排出実質ゼロに
向けた施策を盛り込む方針

86
兵庫県
ひょうごけん

明石市
あかしし

2020/3/23

2020年３月23日明石市議会の「気候非常事
宣言に関する決議」を受けて、同日市長が
「気候非常事態宣言」を表明、宣言文にお
いて2050年までにCO2排出量と吸収量の
均衡をとる「実質ゼロ」を目指すことを明
記。

・市が推進するSDGｓの理念に基づき、環境・経済・社会の
３側面の統合的な向上を図るため、地域循環共生圏の構築
に向け、様々な地域資源の活用を検討する。
・再生可能エネルギーの活用を軸とし、水素等の新エネル
ギーの活用についても検討する。
・その他、今後の方向性や具体の施策については、環境基
本計画及び地球温暖化対策実行計画の改定にあわせ定め
ることとする。
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87
佐賀県
さがけん

武雄市
たけおし

2020/3/24
月例記者会見において、市長が「2050年ま
でに温室効果ガス排出量実質ゼロ」を宣言

・当面は、市職員の温暖化対策に対する意識の向上
・庁内および市民からの温暖化対策に関するアイデア等の
募集

88
静岡県
しずおかけん

浜松市
はままつし

2020/3/30

2020年3月30日の市長定例記者会見で、
「2050年までの二酸化炭素排出実質ゼロを
目指し、浜松市域”RE100"を実現する」と表
明

・浜松市域”RE100"の定義：
　　浜松市内の再エネ電源≧浜松市内の総電力使用量
・浜松市の強み「エネルギー」と「林業」を活かし、二酸化炭
素排出実質ゼロを目指す。
・浜松市域”RE100”戦略の3本柱
　　①再生可能エネルギーの導入・利用拡大
　　②徹底した省エネ+イノベーション
　　③森林の二酸化炭素吸収

89
長崎県
ながさきけん

平戸市
ひらどし

2020/4/1

2020年４月１日開催の定例記者懇談会に
おいて市長が、現在実施中のCO2排出ゼロ
対策の継続的な取り組みの推進を図ること
の意思表明として、「ゼロカーボンシティひ
らど」を表明。併せて2020年度策定予定の
地方公共団体実行計画の中に、「ゼロカー
ボンシティひらど」を推進する旨の文言を明
記する。
（令和２年３月平戸市議会定例会における
閉会挨拶において、市長が2020年４月１日
に表明することを報告済）

平戸市は、2014年９月に「平戸市CO2排出ゼロ都市宣言」
を行い、現在、「平戸市CO2排出ゼロ都市実行計画」に則
り、2023年度を目標年としたCO2排出実質ゼロの実現に向
け取り組んでいる。今後は、現計画の計画的遂行と併せ、
今後の世界の潮流にあわせた地球温暖化対策に取り組む
こととする。
・再生可能エネルギー（風力・太陽光発電・木質バイオマス
等）の導入、省エネルギー対策（LED化、高効率機器への切
り替え等）の実施、森林吸収の３つの柱によりCO2の排出、
削減の収支ゼロを目指す。
・令和２年度において、現計画の後期計画と併せて、地方
公共団体実行計画を策定予定。

90
愛媛県
えひめけん

松山市
まつやまし

2020/4/8

「松山市環境モデル都市行動計画」に長期
目標として「2050年までに温室効果ガスの
排出実質ゼロ社会を目指す」と明記し、
ホームページ上に公表。

・松山市環境モデル都市行動計画に「世界や国の動向、
様々な技術の研究や開発状況を受けて計画や目標を見直
し、2050 年までに温室効果ガスの排出実質ゼロの社会（脱
炭素社会）の実現を目指す」ことを明記。
・実現に向けては、現在の取組の延長にとどまらず、日々研
究・開発される技術やサービスを最大限に活用したライフス
タイル及び事業活動のイノベーションを追求し、社会活動の
質の向上と経済発展を同時実現する「ゼロカーボンシティ
まつやま ～誰もが安心して住み続けられるスマートシティ
～」を基本理念とした上で、対策・施策を進める。

91
神奈川県
かながわけん

三浦市
みうらし

2020/5/7

1997年度に設置をした風力発電機の老朽
化による撤去に伴う再設置工事が完了した
ことを受け、2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロを目指す「ゼロカーボンシティみうら」を宣
言し、報道発表するとともに、市ホームペー
ジに宣言文を掲載した。

・風力発電機の設置やバイオマスエネルギーの利用など、
これまで先導的に取り組んできた再生可能エネルギーの導
入をさらに推進していく。
・2012年度から市民と一体となって取り組んできた「ごみダ
イエット大作戦」を継続し、ごみの減量化再資源化を徹底す
るとともに、2020年1月から開始した横須賀市との広域処理
により効率的に焼却対象ごみの処理を行い、ごみに関する
二酸化炭素排出削減に取り組んでいく。

92
大阪府
おおさかふ

東大阪市
ひがしおおさかし

2020/5/16

2020年3月策定の「東大阪市第3次地球温
暖化対策実行計画（区域施策編）」におい
て、あるべき将来像として「2050年温室効果
ガス排出量実質ゼロ」を掲載

「東大阪市第3次地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」
に基づき、2050年を見据えて、まず短期目標期間として設
定した2030年までの地球温暖化対策を緩和策・適応策の両
面から進める。また、2050年という未来を担う若い世代への
環境教育や啓発の取り組みを進めていく。

93 大分県
おおいたけん 2020/5/19

大分県のホームページ上に「二酸化炭素排
出量の実質ゼロ」について掲載
http://www.pref.oita.jp/soshiki/13060/dai3j
ikankyoukihonkeikaku.html

2020年度に予定している「大分県地球温暖化対策実行計
画」の見直しにおいて、脱炭素社会を見据えた長期的な視
点を踏まえ、取組の方向性や推進方策を検討
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94
千葉
ちば

県
けん

山武市
さんむし

2020/6/2
山武市議会において、市長が「2050年まで
に二酸化炭素排出量実質ゼロ」をオールさ
んむで取り組むことを宣言。

・市の北西部に広がる緑豊かな森林エリアを活用し、バイオ
マスを軸とした取組みにより、森林の吸収源の保護・増大対
策を整え、自然との共生、里山づくり、生物多様性の確保に
よる自然環境保護の体制を整備し、市として、「オールさん
む」で2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指します。

95
長野県
ながのけん

立科町
たてしなまち

2020/6/3
議会において、町長が「気候非常事態宣
言」を行い、この中で「2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を宣言。

生ごみ処理機器の購入費補助、住宅断熱化補助、住宅用
太陽光補助、クリーンエネルギー自動車補助の継続的な実
施。
再生可能エネルギーの利用拡大。
町民・町内事業者と協働した取り組みの検討、森林資源の
適切な管理等を行い2050年ＣＯ２排出量実質ゼロを目指
す。

96
京都府
きょうとふ

宮津
みやづ

市
し

2020/6/4
2020年6月定例議会において、市長が
「2050年までに二酸化炭素実質排出量ゼ
ロ」を目指すことを表明。

2020年度に改定予定の「宮津市地球温暖化防止計画」の
中で、2050年二酸化炭素実質排出量ゼロを見据え、有識
者・事業者・市民等の意見を踏まえ、取組みを検討。

97
新潟県
にいがたけ

妙高市
ん みょうこうし

2020/6/5

・妙高市議会６月定例会において、市長が
「生命地域妙高　ゼロカーボン推進宣言」を
表明（2020年6月）

・2050年における二酸化炭素排出量実質ゼ
ロに向けて、市、市民、事業者及び滞在者
の責務を明らかにしながら、ゼロカーボンの
推進と持続可能な脱炭素型地域の実現を
図ることを目的とする「生命地域妙高ゼロ
カーボン推進条例」を制定（2021年3月）、施
行（2021年4月）

【宣言内容（条例内では重点施策として位置づけ）】
１　世界から愛される妙高を目指し、全ての生命の源となる
水資源の保全を図る
２　ＣＯ₂削減に向けた地球温暖化対策に取り組み、持続可
能なまちづくりを進る
３　地域の特性を活かした再生可能エネルギーの自給率向
上に努める
４　プラスチックスマートを推進し、環境負荷を軽減する生活
スタイルの変革に取り組む
５　ライチョウや高山植物をはじめとする貴重な自然資源を
守り、次代に継承する

98
長野県
ながのけん

南箕輪
みなみみのわ

村
むら

2020/6/5

2020年３月議会において、「気候非常事態
に関する決議」が議決され、この議決を受
けて、村は、６月５日に「気候非常事態宣
言」を表明した。この中で「2050年に二酸化
炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを宣
言。

・具体的な取り組みは、村総合計画後期基本計画、地球温
暖化対策実行計画策定の中で検討、決定していく。
・再生可能エネルギーへの転換、照明のＬＥＤ化、電気自動
車の導入、森林の整備等、計画推進していく。

99
新潟県
にいがたけん

十日町市
とおかまちし

2020/6/8

定例記者会見の場で、市長が「2050年二酸
化炭素排出実質ゼロ」を目指すことを表明

定例記者会見後、市ホームページ上に
「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」につい
て掲載

今後見直しを行う、「第二次十日町市環境基本計画」や「十
日町市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」におい
て、2050年二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた、再生可能
エネルギー創出30％等、具体的な施策・取組を検討する

100
大阪府
おおさかふ

泉大津
いずみおおつ

市
し

2020/6/17

2020年６月５日「泉大津市気候非常事態事
宣言」を表明。2020年6月17日「泉大津市ゼ
ロカーボンシティ」を表明し、2050年までに
CO2排出量実質ゼロを目指す。

2020年度から策定に着手する「泉大津市第３次環境基本計
画」にCO2の排出を抑制するための新たな取組、再生可能
エネルギーへの転換など2050 年までにCO2排出量実質ゼ
ロを目指す具体的な手段を盛り込む予定

101
東京都
とうきょうと

多摩市
たまし

2020/6/25

多摩市気候非常事態宣言の中で2050年ま
でに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す
ことを多摩市長と多摩市議会議長と共同で
表明。

・地球温暖化に伴う様々な課題に対応していくため、「地球
温暖化対策担当課長」を設置
・次期みどりと環境基本計画へ「二酸化炭素排出実質ゼロ」
の目標を記載
・地球温暖化対策実行計画【区域施策編】を策定予定
・庁舎等の再生可能エネルギー導入の検討
・既存施策の更なる推進
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102 福井県
ふくいけん 2020/7/10

「福井県長期ビジョン（2020年7月策定）」に
おいて「2050年の二酸化炭素排出実質ゼ
ロ」を掲げるとともに、2020年7月22日の定
例記者会見で、県内初の商用水素ステー
ションの整備に併せて知事が発表

・県民や事業者の自主的な省エネ行動を促すとともに、省エ
ネ性能の高い住宅や水素ステーションの整備等による次世
代自動車の普及
・中小企業の省エネ対策への支援など、企業における地球
温暖化対策を強化
・小水力発電や風力発電など地域資源を活かした再生可能
エネルギーの導入拡大
・スマートハウスが集まる住宅団地の開発やエネルギーを
効率的に利用する仕組み（ＶＰＰ）の構築を推進
などにより2050年の二酸化炭素排出実質ゼロを目指す。

103
北海道
ほっかいどう

ニセコ町
ちょう

2020/7/21

令和２年第６回ニセコ町議会臨時会におい
て、町長から気候非常事態を宣言し、その
中で「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を
目指すことを表明

・「第２次ニセコ町環境モデル都市アクションプラン」（平成31
年（2019年）３月策定）に掲げる、「温室効果ガスの排出量を
2015年比で2050年までに86％削減する」目標に向け、建築
物や事業活動の低炭素化、再生可能エネルギーの利用の
促進などの各種施策を推進する
・残りの14％については、現在、プランには位置づけていな
い、森林の適切な管理の推進による二酸化炭素の吸収量
により相殺することなどにより、排出量を実質ゼロとする

104
茨城県
いばらきけん

北茨城市
きたいばらきし

2020/7/28

北茨城市へ一般廃棄物を搬入する団体、
民間処分事業者及び北茨城市の３者で構
成される「廃棄物と環境を考える協議会」の
2019年度総会において、2050年ゼロカーボ
ンシティ表明の推進について決議をとり、可
決。
それを受け、北茨城市ホームページ上にて
「ゼロカーボンシティ宣言　～2050年二酸化
炭素排出実質ゼロに向けて～」を賛同した
協議会構成市町村の連名で公表。

2020年度改定予定の「北茨城市環境基本計画」及び「北茨
城市地球温暖化対策実行計画」内に2050年二酸化炭素排
出実質ゼロを見据えた数値目標を設定。

・地球温暖化対策の推進に向けた人材づくりや環境づくり
・二酸化炭素削減につながる暮らし方や事業活動の周知
・再生可能エネルギーや効率的なエネルギーの利用

等を推進し、様々な施策を展開する。

105
茨城県
いばらきけん

水戸市
みとし

2020/7/28 北茨城市と同様

2021年に策定を予定している「水戸市地球温暖化対策実行
計画（第２次）」において、2050年二酸化炭素排出量実質ゼ
ロを目指し、省エネ化や再生可能エネルギーの導入など、
様々な施策を推進する。

106
茨城県
いばらきけん

土浦市
つちうらし

2020/7/28 北茨城市と同様

2019年度に策定した「第二期土浦市地球温暖化防止行動
計画」に基づき，市民・事業者・行政が協働・連携の下，脱
炭素に向けた取組を推進していくとともに，新たな施策・取
組を検討しながら，「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目
指していく。

107
茨城県
いばらきけん

古河市
こがし

2020/7/28 北茨城市と同様

・「COOL CHOICE(賢い選択)」推進により、環境に配慮した
行動ができる人づくりを行う。

・当面は、市職員の温暖化対策に対する意識の向上

108
茨城県
いばらきけん

結城市
ゆうきし

2020/7/28 北茨城市と同様

・環境問題，気候変動問題に関する意識啓発と教育。
・公共施設における省エネ活動や高効率機器の導入など
「結城市地球温暖化対策実行計画の実践」。
・家庭や事業所における省エネ促進に向けた啓発など，省
エネルギーの推進。
・「COOL CHOICE(クールチョイス)」の推進。
・今後，新たな施策も検討しながら、2050年のCO2排出実質
ゼロを目指す。
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109
茨城県
いばらきけん

常総
じょうそうし

市

2020/7/28 北茨城市と同様

・2021年度改定予定の「常総市役所地球温暖化対策率先
実行計画（じょうそうエコオフィスプラン）」の見直しにおい
て、2050年二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた数値目標
を設定
・次期、「じょうそう未来創生プラン」及び「常総市環境基本
計画」の改定時、ゼロカーボンシティーの考え方を反映
・現在推進中の地球温暖化対策を強化継続すると共に、今
後は新たな施策の検討

110
茨城県
いばらきけん

高萩市
たかはぎし

2020/7/28 北茨城市と同様 調整中

111
茨城県
いばらきけん

牛久市
うしくし

2020/7/28

市長が令和２年７月の臨時議会冒頭に、
「2050年までに二酸化炭素の実質排出量
ゼロを目指す」ことを表明。
その後、北茨城市ホームページ上にて「ゼ
ロカーボンシティ宣言　～２０５０年二酸化
炭素排出実質ゼロに向けて～」を賛同した
廃棄物と環境を考える協議会構成市町村
の連名で公表。

牛久市は、これまでにバイオマスタウン構想を策定し、地域
で排出されるバイオマスを有効活用するため、給食等で使
用済みの廃食用油を原料としてBDFを製造し、公用車及び
コージェネレーションシステムに利用している。また木質ペ
レット用の空調設備を市庁舎等に整備したほか、太陽光発
電、電気自動車を積極的に導入するなど、二酸化炭素の排
出削減に努めてきた。今後は、現在策定中の牛久市第４次
総合計画及び令和３年度に策定予定の牛久市第４期環境
基本計画に、「2050年までに二酸化炭素の実質排出量ゼロ
を目指す」旨を記載し、その方策を環境審議会において議
論を重ね、脱炭素のまちづくりに取り組んでいく。

112
茨城県
いばらきけん

鹿嶋市
かしまし

2020/7/28 北茨城市と同様

当面の間、現在取り組んでいる温暖化抑止策（庁舎等の省
エネ・節電等）の推進に取り組む。

今後、
・公共施設における再生可能エネルギー等の利用拡大及
び調達
・地域内の二酸化炭素排出量の把握及び削減の検討
・地域にある新エネ・再エネ等の把握と活用の検討
等を進め、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指した
施策を検討していく。

113
茨城県
いばらきけん

潮来
いたこ

市
し

2020/7/28 北茨城市と同様

・地球温暖化対策の推進に向けた人材づくりや環境づくり
・二酸化炭素削減につながる暮らし方や事業活動の周知
・再生可能エネルギーや効率的なエネルギーの利用
等を推進し、様々な施策を展開する。

114
茨城県
いばらきけん

守谷
もりや

市
し

2020/7/28 北茨城市と同様
今後の「守谷市環境基本計画」の改定に向けて，2050年二
酸化炭素排出ゼロを目指し，地球温暖化防止や二酸化炭
素削減等に向けた施策を検討する。

115
茨城県
いばらきけん

常陸大宮市
ひたちおおみやし

2020/7/28 北茨城市と同様 調整中

116
茨城県
いばらきけん

那珂
なか

市
し

2020/7/28 北茨城市と同様

・地域や各家庭の省エネ活動推進
・庁舎内、関係施設の省エネ活動推進
・ごみの資源化の推進
・次期計画改定時、ゼロカーボンシティの考え方を記述

117
茨城県
いばらきけん

筑西市
ちくせいし

2020/7/28 北茨城市と同様
来年度以降、具体策を検討し、これを踏まえた計画を策定
する方針。

118
茨城県
いばらきけん

坂東市
ばんどうし

2020/7/28 北茨城市と同様 調整中
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119
茨城県
いばらきけん

桜川市
さくらがわし

2020/7/28 北茨城市と同様
　今後策定する地球温暖化対策実行計画においてゼロカー
ボンシティ宣言を盛り込み、2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロを目指す。

120

茨城県
いばらきけん

つくばみらい

市
し

2020/7/28 北茨城市と同様

・「つくばみらい市環境基本計画」及び「つくばみらい市地球
温暖化対策実行計画」内に2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロを見据えた取組を検討。
・2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた啓発・周知を発
信する。

121
茨城県
いばらきけん

小美玉市
おみたまし

2020/7/28 北茨城市と同様 調整中

122
茨城県
いばらきけん

茨城町
いばらきまち

2020/7/28 北茨城市と同様

2022年度改訂予定「茨城町地球温暖化対策実行計画(区域
施策編)」内に2050年CO2排出実質ゼロに向けた数値目標
を設定する。

①再生可能エネルギーや高効率エネルギー利用の促進
②CO2削減に繋がる暮らし方や事業活動に向けた学習・啓
発

などの施策を展開する。

123
茨城県
いばらきけん

城里町
しろさとまち

2020/7/28 北茨城市と同様

　2021年に「城里町環境基本計画」を新たに策定し、2050年
二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた数値目標を設定。
　
・2023年には分別収集を見直し、店舗に資源回収ボックス
の設置などゴミの減量化を図る。
・身近にできる二酸化炭素排出量削減の周知など住民参加
型の二酸化炭素排出抑制を目指す。
・町全体の約61％を森林が占めており、二酸化炭素の吸収
源として里山の保全に取り組む。

124
茨城県
いばらきけん

東海村
とうかいむら

2020/7/28 北茨城市と同様
今後，改定予定の「東海村環境基本計画」の中で，温室効
果ガス排出量実質ゼロに向けた施策を検討していく。

125
茨城県
いばらきけん

五霞町
ごかまち

2020/7/28 北茨城市と同様

・2020年度に見直し予定している「五霞町温室効果ガス削
減実施計画」のなかで、2050年までに温室効果ガス排出量
の実質ゼロに向けた取組みを検討する。
・クールチョイスの推進

126
茨城県
いばらきけん

境町
さかいまち

2020/7/28 北茨城市と同様 調整中

127
栃木県
とちぎけん

大田原市
おおたわらし

2020/7/28 北茨城市と同様

・大田原市地球温暖化防止実行計画（区域施策編・事務事
業編）、大田原市役所節電エコオフィス取組方針等に基づ
き、温室効果ガスの削減を図っていくとともに、廃棄物の減
量化と資源化を促進し、循環型社会の構築と地球環境の保
全を図っていく。
・住宅用太陽光発電設備・住宅用省エネ設備・クリーンエネ
ルギー自動車購入補助金の継続的な実施。
・環境フォーラム等のイベントを通じて、環境保全、地球温
暖化防止の普及啓発。

128
栃木県
とちぎけん

那須烏山市
なすからすやまし

2020/7/28 北茨城市と同様

・再生可能エネルギーの利用拡大、公共施設の省エネル
ギー対策等、施策を検討・推進し、2050年二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指す。
・各種環境計画の次期策定時はゼロカーボンシティの考え
を反映した数値目標を設定する。
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129
栃木
とちぎ

県
けん

那須町
なすまち

2020/7/28 北茨城市と同様

・令和3年度を計画の初年度とする第2次那須町環境基本
計画（改訂版）において、2050年までに脱炭素社会を実現
する「ゼロカーボンシティ」について、研究・検討を図ることを
明記し、2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指
す。
・廃棄物の減量化と資源化を促進し、循環型社会の構築と
地球環境の保全を図る。
・日常生活や事業活動における温室効果ガス排出削減に
向けた取り組みについて普及啓発を図る。
・森林などの適正な管理や豊かな自然環境を守ることによ
り二酸化炭素を抑制し、良好な自然循環を実現する。

130
栃木県
とちぎけん

那珂川町
なかがわまち

2020/7/28 北茨城市と同様

第2次那珂川町環境基本計画に基づく低炭素のまちづくり
の取り組みとして、一般家庭における太陽光発電と高効率
給湯器の普及を支援し、ごみ減量と再資源化を図るため、
市街地にて、生ごみの堆肥化事業を継続実施。今後は新た
な施策も検討しながら、CO2排出量実質ゼロを目指す。

131
群馬県
ぐんまけん

藤岡
ふじおか

市
し

2020/7/28

令和2年2月13日藤岡市議会において、市
長が「2050年の脱炭素社会の実現を目指し
て全力で取り組む」と表明。
その後、廃棄物と環境を考える協議会にお
いて「ゼロカーボンシティ宣言　～2050年二
酸化炭素排出実質ゼロに向けて～」構成市
町村の連名で公表。

地球温暖化対策を強化するため「第3次藤岡市環境基本計
画」を適切な時期に見直し、脱炭素社会の実現に向けた取
り組みを加速。
・木質バイオマス発電検討事業
・再生可能エネルギー導入調査事業
・住宅用再生可能エネルギー設備等設置補助金
・クールチョイス事業の推進
などの様々な施策を展開する。

132
群馬県
ぐんまけん

神流町
かんなまち

2020/7/28

令和2年2月17日神流町議会全員協議会に
おいて町長が「2050年までに町内で排出さ
れる二酸化炭素(CO2)の実質ゼロを目指
す」と説明した。
その後、北茨城市ホームページ上にて「ゼ
ロカーボンシティ宣言　～２０５０年二酸化
炭素排出実質ゼロに向けて～」を賛同した
廃棄物と環境を考える協議会構成市町村
の連名で公表。

廃棄物のリサイクル推進、再生可能エネルギーの導入推
進、食品ロス削減食品リサイクル推進を検討する。

133
群馬県
ぐんまけん

みなかみ町
まち

2020/7/28 調整中 調整中

134
群馬県
ぐんまけん

大泉町
おおいずみまち

2020/7/28 北茨城市と同様

2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指し、その
実現に向けた取り組みを推進していく。

・ごみ排出量の削減
（資源分別の周知徹底、４R運動の推進）
・省エネ活動の推進
・環境保全活動、環境学習の推進
・地球温暖化対策実行計画の見直し

135
千葉県
ちばけん

野田市
のだし

2020/7/28 北茨城市と同様
2020年度改定予定の「野田市環境基本計画」及び2021年
度改定予定の「野田市地球温暖化対策実行計画」内に
2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目指すことを明記する。
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136
千葉県
ちばけん

我孫子市
あびこし

2020/7/28 北茨城市と同様

・2022年改訂予定の「我孫子市環境基本計画」の中に、
「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」を見据えた目標数
値や施策を盛り込み、計画的に推進していく。

・再生可能エネルギー導入、効率的なエネルギーの利用、
電力の再エネ調達等の施策を推進していく。

137
千葉県
ちばけん

浦安市
うらやすし

2020/7/28 北茨城市と同様

2020年度策定予定の第3次環境基本計画及び地球温暖化
対策実行計画において、脱炭素社会を目指し、省エネ対策
の強化や再エネ電気の導入など再生可能エネルギー利用
の拡大について検討する。

138
千葉県
ちばけん

四街道市
よつかいどうし

2020/7/28 北茨城市と同様

・二酸化炭素の排出削減につながる新たな取組の情報収
集及び導入を検討する。
・2024年度改訂予定の環境基本計画において、二酸化炭
素排出実質ゼロを目指す取組やクリーンなエネルギーへの
転換などの具体的手段を盛り込む予定。
・行政、市民、事業者が一体となった二酸化炭素排出実質
ゼロに向けた取り組みを推進する。

139
山梨県
やまなしけん

南
みなみ

アルプス市
し

2020/7/28 北茨城市と同様
「ストップ温暖化やまなし会議」や「やまなしクールチョイス県
民運動」とも共同し、温暖化対策を推進する。

140
山梨県
やまなしけん

甲斐
かい

市
し

2020/7/28
甲斐市ウェブサイトへ「ゼロカーボンシティ
宣言」の表明をする。

本市が取り組んでいる、食品系廃棄物の肥料化や計画を
進めている木質バイオマス発電所からの排熱利用について
引き続き推進し、令和3年度改定予定の「甲斐市環境基本
計画」において、脱炭素化に向けた新たな取り組みの方向
性や推進方法を検討する。

141
山梨県
やまなしけん

笛吹市
ふえふきし

2020/7/28 北茨城市と同様

・「ストップ温暖化やまなし会議」や「やまなしクールチョイス
県民運動」と共同し温暖化対策を推進する。
・「第2次笛吹市環境基本計画（Ｒ3-Ｒ12）において、「2050
年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロ」を目指す旨を記載
し、実現に向け取組を推進している。また、2024年度改訂予
定の「笛吹市地球温暖化対策実行計画」に具体的な施策を
盛り込む。

142
山梨県
やまなしけん

上野原
うえのはら

市
し

2020/7/28
共同表明については、北茨城市と同様
上野原市ホームページ上にて「2050年二酸
化炭素排出実質ゼロ」について掲載

・地球温暖化対策の推進に向けた人材づくりや環境づくり
・二酸化炭素削減につながる暮らし方や事業活動の周知
・山梨県の「ストップ温暖化やまなし会議」や「やまなしクー
ルチョイス県民運動」共同して温暖化対策を推進していく。

等を推進し、様々な施策を展開する。

143
山梨県
やまなしけん

中央
ちゅうおう

市
し

2020/7/28 北茨城市と同様

・本庁舎、支所の省エネ、創エネを推進する。
・地球温暖化防止対策のための国民運動「COOL
CHOICE(賢い選択）」を推進する。
・次期計画策定時、ゼロカーボンシティの考え方（2050年の
二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す等）を明記する。

144
山梨県
やまなしけん

市川三郷
いちかわみさと

町
ちょう

2020/7/28 北茨城市と同様

・「ストップ温暖化やまなし会議」や「やまなしクールチョイス
県民運動」と共同し温暖化対策を推進する。
・公共施設の省エネ、創エネを推進する。
・節電やごみの削減・分別の徹底を推進する。
・地球温暖化計画策定時に、ゼロカーボンシティの考え方に
ついて明記する。
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145
山梨県
やまなしけん

富士川町
ふじかわちょう

2020/7/28 北茨城市と同様

2020年度改訂予定の「富士川町地球温暖化対策実行計
画」内に2050年二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた数値
目標を設置。
・環境教育の推進
・富士川町住宅用太陽光発電システム設置費補助金活用
・３Ｒ活動の啓発（リユース食器導入促進事業補助金活用）
（食品残渣の堆肥化）（リサイクルステーションの整備）等を
推進し、焼却ごみの減量化を図る様々な施策を展開する。

146
山梨県
やまなしけん

昭和町
しょうわちょう

2020/7/28 北茨城市と同様
クリーンエネルギーの導入促進、省エネルギー対策などに
より、「二酸化炭素排出量ゼロ」の実現を目指す。

147
埼玉県
さいたまけん

さいたま市
し

2020/7/28
定例記者会見において、市長が「温室効果
ガス排出量実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）」
を目指すことを表明。

現在、改定を行っているさいたま市総合振興計画（計画期
間：2021年度～2030年度）において、「脱炭素社会に向けた
持続可能な都市の実現」を掲げるとともに、さいたま市地球
温暖化対策実行計画（区域施策編）等において、脱炭素社
会の実現に向けた2050年のあるべき姿とその実現に向け
た具体的な施策等を盛り込む予定（2021年4月改定予定）。

148 岡山県
おかやまけん 2020/7/28

7月22日に開催したＥＶ等の試乗モニター事
業キックオフセレモニーの主催者あいさつ
の中で、知事が、「国の掲げる脱炭素社会
が早期に、できれば2050年に実現できるよ
う、温室効果ガス実質ゼロに向けた取組
を、行政・事業者・県民それぞれの立場から
進めてまいりたい」と表明

今年度策定する次期岡山県環境基本計画に2050年の実質
ゼロを目指すことを盛り込むとともに、具体的な取組等につ
いては、今後行う岡山県地球温暖化防止行動計画（区域施
策編）の見直しの中で検討する。

149
茨城県
いばらきけん

取手市
とりでし

2020/8/3

2020年8月3日臨時記者会見において、市
長が「取手市気候非常事態宣言」を表明、
宣言文において「2050年の二酸化炭素排
出量を実質ゼロ」にする取り組みを進めると
している。

・地球温暖化や気候変動問題に関する普及啓発
・小中学校での環境教育
・地球温暖化防止実行計画の改定
・４R運動、緑のカーテン、エコドライブ、クールチョイス等の
推進
・公共施設への太陽光発電施設等の再生可能エネルギー
の導入やLED化の推進
・今後、新たな施策・取組を検討しながら，「2050年二酸化
炭素排出実質ゼロ」を目指す。

150
富山
とやま

県
けん

南砺市
なんとし

2020/8/6

南砺市議会において、市長が「2050年二酸
化炭素排出実質ゼロ」を目指すことを説明
し、同日定例記者会見で「ゼロカーボンシ
ティなんと」に取り組むことを表明し、市ホー
ムページに趣旨や取組を掲載

・「南砺市環境基本計画」の2021年度での改定作業におい
て、「ゼロカーボンシティ」を目指すこと、具体的施策を掲載
・目標値やロードマップを示す「南砺市地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）」を策定する方針
・「南砺市エコビレッジ構想」において、再生可能エネルギー
関連施策をより一層推進
・「南砺市ＳＤＧｓ未来都市推進実施計画」で設定したリー
ディングプロジェクトの積極的な推進

151 山形県
やまがたけん 2020/8/6

全国知事会「第1回ゼロカーボン社会構築
推進プロジェクトチーム会議」において、知
事が2050年の二酸化炭素実質排出ゼロを
目指す「ゼロカーボンやまがた2050宣言」を
発表

省エネルギー対策、再生可能エネルギーの導入拡大、森林
整備等による二酸化炭素の吸収源対策の推進に加え、
2020年度末に策定予定の「第4次山形県環境計画（仮称）」
において、カーボンゼロ（脱炭素）に向けた施策等を盛り込
んでいく予定。
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152
滋賀県
しがけん

湖南
こなん

市
し

2020/8/31

市長がＳＤＧｓ未来都市に選定された都市
として、市民や事業者と共に、脱炭素社会
の実現に貢献するため、2050年までに市内
のCO2排出量実質ゼロを目指す「ゼロカー
ボンシティ」へ挑戦することを８月31日記者
発表にて表明。

第二次湖南市地域自然エネルギー地域活性化プランを地
方公共団体温暖化対策実行計画にも位置付けている。
地域のエネルギー供給の核となる地域新電力から供給され
る電力のＣＯ２排出係数を、地域の自然エネルギー活用に
より段階的に低減を図っていくものとして、2050年度に地域
新電力の電力排出係数を”０”とすることとしている。
また、2050年のゼロカーボン達成も視野に入れながら、プラ
ンの推進により更なる削減をめざすこととしている。自治体
地域新電力会社「こなんウルトラパワー株式会社」を核とし
て自然エネルギーを活用することで地域循環共生圏の実現
とＳＤＧｓへの貢献をめざすこととしており、同プランに地域
新電力が核となって事業推進していく取組を位置付けてい
る。

153
香川県
かがわけん

善通寺
ぜんつうじ

市
し

2020/9/16

2020年９月市議会定例会において、市長が
「ゼロカーボンシティ」宣言を表明。また、同
年度策定の「第３次善通寺市環境基本計
画」及び「地球温暖化対策実行計画（事務
事業編）」に明記

市民参画のゴミのリサイクル事業と遊休市有地に建設した
太陽光発電所２か所の売電収益により、市内の防犯灯・街
路灯を省エネのＬＥＤ灯に交換し、その維持管理、電気代を
負担する等の低炭素・循環型社会の構築に邁進している。

154
京都府
きょうとふ

大山
おおやま

崎
ざき

町
まち

2020/9/25
町議会において、町長が「2050年二酸化炭
素排出量実質ゼロ」を目指すことを表明し、
町ホームページ上に宣言文を掲載。

町民の意見を踏まえながら、新たな施策を検討し、2050年
の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシ
ティ」に向けて取り組む。

155 新潟県
にいがたけん 2020/9/29

県議会において、知事が県内の気候変動
の影響が非常事態であるという認識のも
と、「2050年までに温室効果ガス排出量の
実質ゼロ」を目指すことを表明

今年度の県地球温暖化対策地域推進計画の見直しにおい
て、具体的な対策を検討し、2050年実質ゼロを目指す。ま
た、地域気候変動適応計画を新規策定し、２つの計画を両
輪として取組を推進する。

156
神奈川県
かながわけん

相模原
さがみはら

市
し

2020/9/30
「2050年の二酸化炭素排出量実質ゼロを
目指す」ことを含む「さがみはら気候非常事
態宣言」の市議会議決をもって宣言

　現行の「第2次相模原市地球温暖化対策計画」の目標を
着実に達成するため、再生可能エネルギーの利用や省エ
ネルギー活動の促進等に取り組む。
　今後、計画の改定にあわせ、2050年の二酸化炭素排出
量実質ゼロの実現に向け、新たな施策や取組の強化につ
いて盛り込む予定。

157
富山県
とやまけん

立山町
たてやままち

2020/10/1

令和2年9月町議会において、町長が「2050
年までにＣＯ₂排出量実質ゼロ」を目指すこ
とを説明し、同年10月1日町ホームページ上
で、「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ立山
町宣言」を表明

平成29年に改定した「立山町地球温暖化防止実行計画書
（2017-2030）」による地球温暖化防止のための取組を着実
に実施する。
2020年度中に策定予定の「第10次立山町総合計画（2021-
2031）」にゼロカーボンの理念と新たな具体策を明記する予
定。

158
山形
やまがた

県
けん

米沢
よねざわ

市
し

2020/10/8

市長記者会見の場で、市長が「2050年にお
ける二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す
ことを宣言
記者会見後、市ホームページ上に「2050年
二酸化炭素排出量実質ゼロ」について掲載

現在改定中の「環境基本計画」の環境目標
と基本方針に文言を盛り込む予定

米沢市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（2019年9
月策定）において、温室効果ガス排出量の削減目標を2030
年度までに2013年度比で30.5％削減とし、国（26％削減）を
上回る目標を掲げて取り組んでいる。

今年度改定する環境基本計画に2050年の実質ゼロを目指
すことを盛り込むとともに、具体的な取組等については、今
後行う米沢市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の見
直しの中で検討する。

159
長野県
ながのけん

佐久市
さくし

2020/10/12

佐久市長と佐久市議会議長と共同で「佐久
市気候非常事態宣言」を行い、この中で
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指すことを明記

・省エネルギー化の推進
・再生可能エネルギーの利用促進
・まちの低炭素化の推進
・災害に強いまちづくり
・３Rの推進
・ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ等の周知による地球温暖化対策に関す
る意識啓発
・県等との連携
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160
東京都
とうきょうと

世田谷区
せたがやく

2020/10/16
区長が「世田谷区気候非常事態宣言」を行
い、この中で「２０５０年までに二酸化炭素
排出量実質ゼロを目指す」ことを表明。

・２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロを目指し、「地球温暖化
対策地域推進計画」の見直しを行う。
・脱炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギーの利用拡
大や省エネの推進、みどりの保全・創出などの施策に取組
んでいく。

161
鹿児島県
かごしまけん

知名町
ちなちょう

2020/10/19
議会において、町長が「知名町気候非常事
態宣言」を行い、この中で「2050年二酸化炭
素排出量実質ゼロ」を宣言。

４R(リデュース・リユース・リサイクル・リフューズ)の徹底、再
生可能エネルギー(風力・地中熱・太陽光)の導入促進、省
エネルギー対策、自然環境保全等により2050年までにCO₂
排出量実質ゼロを目指す。

162
山形県
やまがたけん

山形市
やまがたし

2020/10/19

市長記者会見の場で、市長が「2050年にお
ける二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指
し、「ゼロカーボンシティ」へ挑戦することを
表明

市ホームページにおいても表明について掲
載

「COOL CHOICE（クールチョイス）」の推進等により脱炭素
に向けた意識の啓発に努めるとともに、更なる省エネル
ギーの推進、再生可能エネルギーの利用促進等を図ってい
く。
現在策定中の「（仮称）第４次山形市環境基本計画」にゼロ
カーボンシティの考え方を盛り込み、2050年二酸化炭素排
出実質ゼロを目指す。

163
佐賀
さが

県
けん

佐賀
さが

市
し

2020/10/20
2020年10月の市主催イベントにおいて、
2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指
すことを市長が表明。

・「第2次佐賀市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」
に基づき各種施策の検討に取り組み、計画に定める中期目
標（2030年までに2013年度比27％削減）の早期達成を目指
す。
・施設の維持管理に伴う温室効果ガス排出量削減のため、
市有施設のZEB化を推進する。

164
長野県
ながのけん

小諸
こもろ

市
し

2020/10/23

市議会の「気候非常事態宣言に関する決
議」を受けて、市長が「小諸市気候非常事
態宣言」を行い、この中で「2050年の二酸化
炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを宣
言。

「共に取り組むCO2削減計画こもろ」にて、CO2削減目標を
取り組み中だが、次期改定時に2050年二酸化炭素排出量
実質ゼロを目標に掲げ、
今後策定予定である、第3次小諸市環境基本計画にて、施
策を検討していく。

165 兵庫県
ひょうごけん 2020/10/26

2020年９月29日の県議会において、現在改
定作業中の「兵庫県地球温暖化対策推進
計画」に盛り込む‶長期的なあるべき将来
像″の方向性として、知事が『2050年に二
酸化炭素排出実質ゼロを目指すべき』と表
明

2020年度に改定する「兵庫県地球温暖化対策推進計画（区
域施策編）」に2050年に実質ゼロを目指すことを盛り込むと
ともに、取組の方向性を同計画に示す。

166
山形県
やまがたけん

朝日
あさひ

町
まち

2020/10/26

2020年10月24日に行った「空気神社建立
30周年記念式典」において、「2050 年にＣ
Ｏ₂ の排出を実質ゼロにすることを目指す」
ゼロカーボンシティを宣言した。

2020年10月26日に町のＨＰに宣言文を掲
載した。

・家庭並びに事業所での省エネの推進
・再生可能エネルギー利用の推進
・温室効果ガスの吸収作用の強化のため、森林吸収源対策
の充実
・庁舎内及び関係機関における省エネの推進
・今後策定する各種計画に、「2050年にＣＯ₂ の排出を実質
ゼロにすることを目指す」旨を記載し、施策に反映する。

167
福岡県
ふくおかけん

北九州市
きたきゅうしゅうし

2020/10/29

10月29日の市長定例記者会見において、
「環境と経済の好循環に貢献するため、国
と同様に、2050年までの脱炭素社会の実
現、温室効果ガスの排出を全体としてゼロ
を目指すこと」を表明

これまで環境モデル都市として、アジア地域も含めて2050
年度のCO2　200％削減を目標に取り組みを進めてきた。
現在、「北九州市地球温暖化対策実行計画」を改定するた
め、北九州市環境審議会に諮問し審議を行っているところ
であり、環境審議会をはじめ、各界の意見をうかがいなが
ら、今回表明した方向性のもと、具体的な取組みについて
議論を深めていく。

168
山形県
やまがたけん

高畠町
たかはたまち

2020/11/2

町長が、「2050年までに二酸化炭素排出量
実質ゼロ」を目指し、取り組みを進めること
を宣言。町ホームページにおいても宣言文
を掲載。

2021年度及び2022年度で策定する次期高畠町環境基本計
画に、2050年実質ゼロを目指すことを盛り込むとともに、高
畠町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の見直しの中
で、具体的な施策を検討していく。
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169
埼玉県
さいたまけん

所沢市
ところざわし

2020/11/3

所沢市制施行70周年記念式典にて、「2050
年までに市内の二酸化炭素の排出量実質
ゼロ」を目指すことを市長が表明。

また、2021年2月15日、埼玉県西部地域ま
ちづくり協議会において、構成する５市長
（所沢市・飯能市・狭山市・入間市・日高市）
が「2050年までに二酸化炭素の排出量実
質ゼロ」を目指すことを改めて表明。

・㈱ところざわ未来電力による低圧電力の供給開始
・補助金制度等による創エネ・蓄エネ設備導入の強化
・環境配慮事業者へのインセンティブ付与等による環境市
場の拡大
・ライフスタイルの変換に係る啓発事業
・市の事務事業の脱炭素化に向けたさらなる推進
等の取組を実施する。
　計画については、今後、「所沢市マチごとエコタウン推進
計画（第3期所沢市環境基本計画）」（所沢市地球温暖化対
策実行計画を内包）の改定時に併せて盛り込む予定。

170
山形県
やまがたけん

庄内町
しょうないまち

2020/11/7

農山漁村再エネ基本法を利用した風力発
電施設の建設を機にシンポジウムを開催
し、その場で宣言
温暖化実行計画（2021年3月改定予定）に
て明記予定

温暖化実行計画（事務事業編、区域施策編）を今年度中に
改定予定
農山漁村再エネ法を利用した再エネ設備建設の推進

171
岩手県
いわてけん

宮古市
みやこし

2020/11/11
宮古市ホームページ内に「2050年までに
CO2（二酸化炭素）の排出量実質ゼロを目
指す」表明を掲載

・再生可能エネルギーの活用を推進し、2050年までに地域
エネルギー供給率100％を目指す。
・市管理施設の省エネ推進

172 島根県
しまねけん 2020/11/18

2020年11月18日 島根県議会において、
「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」を長
期的な目標に掲げることを、知事が表明

策定中の「島根県環境総合計画」に、「2050年温室効果ガ
ス排出実質ゼロ」を長期的な目標に掲げ、取組を推進す
る。

173
千葉県
ちばけん

千葉市
ちばし

2020/11/20

定例記者会見の場で、市長が「千葉市気候
危機行動宣言」を表明、宣言文において
「2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロ」を目指すことを宣言

緩和と適応の二つの側面から行動を進める
・様々な主体への、気候危機への意識共有と行動変容の促
し
・市有施設への再生可能エネルギー導入の促進
・広域連携による再生可能エネルギー由来電力の調達

今後，改定予定の「千葉市環境基本計画」及び「千葉市地
球温暖化対策実行計画」に，2050年二酸化炭素排出量実
質ゼロを見据えた施策を盛り込み，総合的・計画的な取組
みを推進

174
広島
ひろしま

県
けん

尾道
おのみち

市
し

2020/11/24

定例記者会見で、市長が「2050年二酸化炭
素排出実質ゼロ」を宣言。
尾道市のホームページに「尾道市ゼロカー
ボンシティ宣言」について掲載。

・2020年度に立ち上げた「尾道COOL CHOICEプロジェクト
推進事業」を継続し、COOL CHOICEの普及・啓発を推進す
る。「尾道COOL CHOICEプロジェクト推進事業」では、環境
学習、家庭や事業所に向けて省エネを推進するなどの事業
を実施。
・自家用車から公共交通機関への利用を促すとともにグ
リーンスローモビリティを取り入れたまちづくりを進める。
・公共施設への再生可能エネルギーの導入やLED化を推進
する。

175
千葉県
ちばけん

成田市
なりたし

2020/11/25
記者会見において、市長が「二酸化炭素排
出量実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）」を目指
すことを表明。

現在実施している省エネルギーや再生可能エネルギーの
利用をさらに推進するなど、市民・事業者との協働により地
球温暖化防止対策を進めるとともに、今後、「成田市環境基
本計画」を見直しするなかで、新たな施策・取組を検討す
る。

176
新潟県
にいがたけん

新潟市
にいがたし

2020/12/1

12月1日の定例市長記者会見において、パ
リ協定の目標達成に貢献するとともに、市と
しての方向性を明らかにし、気候変動問題
への対策を牽引するため、「2050年までに
二酸化炭素排出量を実質ゼロとする『ゼロ
カーボンシティ』を目指す」と表明

現行の「新潟市地球温暖化対策実行計画（地域推進版）」
に基づき、再生可能エネルギーの地産地消や次世代自動
車普及などの緩和策を着実に実施していく。
脱炭素化の目標を2023年度策定予定の第4次環境基本計
画に明示するとともに、具体的な方策について、事業者や
関係団体・有識者等との議論を深め、次期温暖化対策実行
計画に盛り込む予定。

21/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

177
兵庫県
ひょうごけん

神戸市
こうべし

2020/12/1
神戸市ウェブサイトに、二酸化炭素排出実
質ゼロをめざす表明文を掲載

KOBE COOL CHOICE ～日々のくらしの中の「選択」で地球
にやさしく～”をキャッチフレーズに、「省エネルギーの推
進」、「再生可能エネルギーの普及」、水素スマートシティ神
戸構想を中心とする「革新的技術開発の推進」を3つの柱と
した施策を実施。

178
三重県
みえけん

南伊勢町
みなみいせちょう

2020/12/1

「ゼロカーボンシティみなみいせ」をめざして
～２０５０年までに二酸化炭素排出量の実
質ゼロ～と称し、記者会見を実施

グリーンカーボンオフセット(森林資源や農地による二酸化
炭素吸収・固定化)量増加のため、森林保育や耕作放棄地
の再生を政策として位置づける。
ブルーカーボンオフセット(藻場保全・海藻養殖による二酸
化炭素吸収・固定化)量増加のため、現在、町営種苗セン
ターにて試験栽培を実施しているヒロメの商用化を推進す
る。
町内全ての街路灯等のＬＥＤ化、住宅用太陽光発電設備設
置補助制度、ＥＶ車用急速充電設備の増設を通し、二酸化
炭素排出量削減を目指す。

179
静岡県
しずおかけん

静岡市
しずおかし

2020/12/02
市議会令和２年11月定例会で、市長が
2050年実質ゼロに向けて取り組んでいくこ
とを表明

「第２次静岡市地球温暖化対策実行計画」で掲げる４つの
基本目標「①省エネルギーの推進」、「②地域の特色を活か
した再生可能エネルギーの普及促進」、「③災害に強く環境
にやさしいエネルギーの分散化」、「④気候変動に適応した
対策の推進」に向けて取り組んでいくとともに、経済界との
連携を深めるため、官民連携協議会を設置する予定。その
後、協議会で得た経済界の意見を踏まえ、具体的なロード
マップを作成し、令和４年度改定予定の「第３次静岡市地球
温暖化対策実行計画」に盛り込んでいく。

180
和歌山県
わかやまけん

那智勝浦
なちかつうら

町
ちょう

2020/12/3
記者会見において、町長が「ゼロカーボン
シティ」を目指すことを表明

・那智の滝を支える森林の保全と健全な管理・育成
・「地域循環共生圏」づくりの推進
・ごみの減量化と適正処理

181
香川県
かがわけん

高松
たかまつ

市
し

2020/12/3
市長定例記者会見の場で、「２０５０年まで
に二酸化炭素排出量を実質ゼロ」を目指す
「ゼロカーボンシティ」を宣言。

２０２１年度に行う「高松市地球温暖化対策実行計画」の見
直しの中で、２０５０年までに温室効果ガスの実質ゼロに向
けた具体的な取組等について検討を行う。

182
島根
しまね

県
けん

松江
まつえ

市
し

2020/12/7

2020年12月7日 松江市議会において、
「2050年温室効果ガス（二酸化炭素）排出
実質ゼロ」を長期的な目標に掲げることを、
市長が表明

策定中の「松江市環境基本計画」に、「2050年温室効果ガ
ス排出実質ゼロ」を長期的な目標に掲げ、取組を推進す
る。

183
千葉県
ちばけん

八千代市
やちよし

2020/12/7
令和2年12月定例会での一般質問におい
て、市長がゼロカーボンシティを宣言するこ
とを表明。

2020年度末に策定予定の「第3次環境保全計画」にCO2の
排出を抑制するための具体的な取組みや目標値等を設定
する。

184
広島県
ひろしまけん

広島
ひろしま

市
し

2020/12/8

2020年12月定例会において、市長が「脱炭
素社会の構築に向けて取り組み、2050年ま
でに温室効果ガス排出量の実質ゼロを目
指す」ことを表明。

現在改定中の「広島市環境基本計画」及び今後改定予定
の「広島市地球温暖化対策実行計画」において、2050年ま
でに温室効果ガスの排出量を実質ゼロにすることを目指す
旨を記載する予定。

185
北海道
ほっかいどう

石狩市
いしかりし

2020/12/8

市議会定例会の一般質問の場で、市長が
「2050年までに温室効果ガス排出量を実質
ゼロにする「2050年ゼロカーボンシティを目
指します」と表明。

現在改定中の「石狩市環境基本計画」及び
「石狩市地球温暖化対策推進計画」に、
2050年までに実質排出量ゼロを目指す文
言を盛り込む予定。

・市のポテンシャルを活かした再生可能エネルギーの積極
的な導入の図るとともに、生産されたエネルギーの域内循
環活用の調査・検討を行い実現に向けて取組を推進する。
・水素エネルギーの活用に向けた、環境整備のための調
査・検討を行い実現に向けて取組を推進する。
・エネルギーマネージメントシステムの導入を推進し効果的
な省エネルギーを図っていく。
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186 岐阜県
ぎふけん 2020/12/9

県議会定例会において、第６次環境基本計
画に「2050年に『脱炭素社会ぎふ』の実現」
を明記すると表明

　現在策定中の県地球温暖化防止・気候変動適応計画に
おいて、具体的な対策・施策を盛り込んでいく。（令和３年３
月策定予定）

187
大阪府
おおさかふ

大阪市
おおさかし

2020/12/9
2020/11/27の大阪市会にて市長が「2050
ゼロカーボンをめざす」ことを表明し、これを
受け12/9環境省に報告

2020年度中に策定する大阪市地球温暖化対策実行計画
〔区域施策編〕において、2030年度目標の達成に向けた着
実な取組みと、2050年の大阪の成長につながる脱炭素社
会「ゼロ カーボン おおさか」の実現に向けた取組みの方向
性について明記する。

188
宮崎県
みやざきけん

串間市
くしまし

2020/12/11
「2050年の二酸化炭素排出量を実質ゼロに
する『ゼロカーボンシティ串間』の実現を目
指す」ことを市議会議決をもって宣言

再生可能エネルギーを基軸とするSDGｓの理念による各施
策における二酸化炭素排出量を抑える取組を推進するとと
もに、循環型林業等による二酸化炭素を吸収する取組も推
進する。
そして、これらを中心に据えた「ゼロカーボンシティ串間」、
「地域循環共生圏」の構築を目指す。

189
京都府
きょうとふ

京丹後市
きょうたんごし

2020/12/14

京丹後市地球温暖化対策推進本部会議
（2020年12月14日開催）において、市長が
「2050年ゼロカーボンシティ」を表明

※市議会12月定例会の閉会挨拶において

「2050年ゼロカーボンシティ」を表明したこと
を議会へ報告

・SDGs貢献型資源循環再生化事業の調査及び検討を行
い、推進に努める。
・第3期京丹後市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）
の長期目標として「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を設
定し、市役所の事務事業における率先垂範を市民や事業
者に示す。
・現在、見直し作業が進められている「地球温暖化対策計
画」及び本市の「2050年ゼロカーボンシティ」表明との整合
を図るため、今後、市地球温暖化対策実行計画の区域施
策編及び事務事業編における削減目標や取組内容等の強
化を図り、「2050年ゼロカーボンシティ」の実現を目指す。

190 栃木県
とちぎけん 2020/12/14

県議会において、知事が、栃木県として
「2050年のカーボンニュートラルの実現を目
指す」ことを宣言

2050年のカーボンニュートラルの実現に向けたロードマップ
を策定し、目標達成に必要な取組の具体的な工程表を示し
ていく。

191 鹿児島県
かごしまけん 2020/12/14

2020年11月27日鹿児島県議会において、
知事が「2050年までに温室効果ガスの排出
を全体としてゼロとすることを目指す」と表
明（環境省へ2020年12月14日報告）

今年度改定する、「鹿児島県環境基本計画」において、
2050年に温室効果ガスの排出を全体としてゼロを目指すこ
とを盛り込む。具体的には、今後、「鹿児島県地球温暖化対
策実行計画」の見直しの中で検討する。

192 高知県
こうちけん 2020/12/15

・令和2年12月高知県議会定例会にて、
「2050年のカーボンニュートラル」を目指し、
取り組んでいくことを知事が宣言。

・現在改定作業中の「高知県球温暖化対策
実行計画」に、2050年の脱炭素社会の実現
を目指す文章を盛り込む。

・豊富な森林資源を生かし、林業振興を通じた森林吸収源
対策と、県産材の利用促進を通じた「都市の脱炭素化」を推
進する。
・省エネルギー化を促進し、「ものづくりやサービスの脱炭素
化」を進め、産業振興と脱炭素化の両立を図る。

この２つの方向性を柱として、今後強化策の検討を進めな
がらカーボンニュートラルの実現を目指す。

193
山形県
やまがたけん

飯豊
いいで

町
まち

2020/12/15

2020年12月15日飯豊町議会定例会終了
後、町長が議場において、２０５０年までに
二酸化炭素排出量ゼロを目指す、飯豊町
「ゼロカーボンシティ」を宣言した。同日記者
会見を実施。

町が掲げる、ＳＤＧｓ未来都市計画、バイオマス産業都市構
想及び飯豊電池バレー構想の実現と、低炭素・循環型社会
の構築、再生可能エネルギーの普及、森林整備と保全活動
等を中心とした取組の推進を図る。今後、実行計画を策定
し、２０５０年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指
す。

194
岐阜県
ぎふけん

大垣市
おおがきし

2020/12/17
2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロにする「ゼロカーボンシティおおがき」を目
指すことを記者発表にて表明。

2021年度改定予定の「大垣市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」に2050年までに二酸化炭素排出量の実質
ゼロに向けた取組の方向性を示す。

23/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

195
新潟県
にいがたけん

柏崎
かしわざき

市
し

2020/12/17

2020年12月7日の市議会12月定例会議に
て市長が「2035年脱炭素のまち・柏崎市ス
タートを目指す」こと表明し、これを受け
2020年12月17日環境省に報告

　現在実施している再生可能エネルギー・次世代エネル
ギーの利活用・産業化を更に推進するなど、市民・事業者
に向けた意識啓発を進めるとともに、「柏崎市環境基本計
画」及び「柏崎市地球温暖化対策実行計画」改訂の際に脱
炭素化の目標を明記する予定。

196
長野県
ながのけん

東御市
とうみし

2020/12/17

2020年12月8日、12月議会において、市長
が「気候非常事態宣言」を行い、東御市地
球温暖化対策地域推進計画に基づき行動
するとともに、「2050年までに二酸化炭素排
出量実質ゼロを目指す」ことを表明。（2020
年12月17日環境省に報告）

・東御市地球温暖化対策地域推進計画に基づき、脱炭素に
向け取り組んでいきます。
・地域の特性を生かし再生可能エネルギーの利用促進
・市民・事業者・市による環境活動
・脱炭素に向けた地域環境整備
・循環型社会の構築

197
長崎県
ながさきけん

五島市
ごとうし

2020/12/17

2050年カーボンニュートラル・全国フォーラ
ムの場で、市長が「ゼロカーボンシティ宣
言」を表明し、「島まるごとカーボンニュート
ラル」の早期実現を目指します。

・再生可能エネルギーの地産地消の推進
・電気自動車の推進
・市役所における省エネルギーの取組
・一般廃棄物焼却量減少に関する取組

198
長野県
ながのけん

松本市
まつもとし

2020/12/21

2020年12月18日、定例記者会見で、市長
が、「松本市気候非常事態宣言　～２０５０
ゼロカーボンシティを目指して～」を行い、こ
の中に、「２０５０年までに二酸化炭素排出
量実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）を目指す」
と明記。12月21日に環境省へ報告。

令和３年度中に策定する次期松本市温暖化対策実行計画
を、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すことを記載
する。

199
山梨県
やまなしけん

北杜市
ほくとし

2020/12/23

市長と北杜市地球温暖化対策・クリーンエ
ネルギー推進協議会会長の連名で、「2050
年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目
指し、取り組みを進めることを宣言。市ホー
ムページにおいても宣言文を掲載。

2020年に策定している北杜市再生可能エネルギービジョン
（マスタープラン）に2050年実質ゼロを目指すことを盛り込む
とともに、２０１８年度に策定した北杜市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）の見直しを行い、卒ＦＩＴや再エネの地
産地消に向けて市内公共施設等で再生可能エネルギーの
活用方法をモデル的に取り組む。

200
山形県
やまがたけん

南陽市
なんようし

2020/12/23

市役所において、市長が2050年までに二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指し、「ゼロ
カーボンシティ」へ挑戦することを宣言。
報道発表するとともに、市ホームページ上
に宣言文を掲載。

県の計画に沿って、省エネルギー化の推進、ごみ排出量の
削減、環境問題に関する普及啓発などにより、市民・事業
者と協働して2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す。

201
山形県
やまがたけん

川西
かわにし

町
まち

2020/12/25

2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ
を目指す「川西町ゼロカーボンシティ宣言」
を町長が表明した。
同日、ホームページ上に宣言について掲載
を行うとともに報道機関へプレスリリースを
行った。

2020年度策定予定の「第4次川西町環境基本計画」及び
2020年度策定予定の「川西町地球温暖化対策実行計画
（事務事業編）」内に2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目
指すことを明記する。

202
愛知県
あいちけん

大府市
おおぶし

2021/1/7

2021年１月の年頭記者会見において、「第
３次大府市環境基本計画」の中で、「2050
年を目途にＣＯ２排出量を実質ゼロにする
ことを目指す。」と表明

・第３次大府市環境基本計画に、2050年を目途にＣＯ２排出
量を実質ゼロにすることを目指すことを明記
・市民、事業者、行政などの多様な主体で構成されている
パートナーシップで活動を推進
・地域の未利用エネルギー（バイオマス、地中熱など）の活
用を推進
・再生可能エネルギーの導入、省エネ対策の実施、森林吸
収などの取組のさらなる拡大
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203
栃木県
とちぎけん

鹿沼市
かぬまし

2021/1/7
市長記者会見において、市長が、鹿沼市と
して「2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目
指す」ことを表明

・クールチョイス普及啓発による温室効果ガスの排出抑制、
省資源・省エネの推進、再生可能エネルギーの利活用、温
室効果ガスの吸収源対策等により、温室効果ガスの削減に
取り組む。
・次期「第５次鹿沼市環境基本計画」において、2050年二酸
化炭素排出実質ゼロについて明記し、具体的な施策内容
や目標値を設定していく。

204
静岡県
しずおかけん

牧之原市
まきのはらし

2021/1/8
2021年1月8日定例記者懇談会にて、市長
が「2050年までに二酸化炭素の実質排出
量ゼロに向けて果敢に取り組むことを表明

2017年3月に策定した「牧之原市地球温暖化対策実行計
画」に基づき、市民・事業者・滞在者・行政が協働の下、再
生可能エネルギー由来電力の地産地消、設備の省エネル
ギー化、４Ｒの推進、地球温暖化対策に関する環境教室等
を通じた普及啓発等二酸化炭素の実質排出量ゼロに向け
た取り組みを推進していくとともに、国・県の計画の見直しな
ども踏まえ、2026年までに同実行計画に盛り込んでいく。

205
静岡県
しずおかけん

富士宮市
ふじのみやし

2021/1/13

2021年1月13日定例記者会見において、市
長が「脱炭素社会の実現に向けて、2050年
までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする
「ゼロカーボンシティ」に、市民や事業者等
と一体となって取り組むこと宣言。

「第５次富士宮市総合計画」、「第２次富士宮市環境基本計
画（地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編を
含む）」の中間見直し及び富士宮市一般廃棄物処理基本計
画の改定において、2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目
指した施策や取組を検討していく。

206
群馬県
ぐんまけん

館林市
たてばやしし

2021/1/13

2020年12月21日、館林市長が群馬県知事
を訪問し、持続可能で強靭な暮らしやすい
まちの実現に向けて、市民・事業者と共に
行動するための目標として、2050年に向け
た｢たてばやし5つのゼロ｣を宣言。自然災害
による死者「ゼロ」、温室効果ガス排出量
「ゼロ」、災害時の停電「ゼロ」、プラスチック
ごみ「ゼロ」、食品ロス「ゼロ」の実現を目指
すと表明。2021年１月13日環境省に報告。

第三次館林市環境基本計画に基づく下記の取組を軸に、
脱炭素に向けた取組を推進する。
・再生可能エネルギーの導入拡大、エネルギーの有効活用
への取組
・省エネルギーへの取組
・交通による温室効果ガス削減の取組

207
群馬県
ぐんまけん

嬬恋村
つまごいむら

2021/1/18

令和2年9月嬬恋村議会全員協議会におい
て、村長が「環境省の 気候危機宣言、2050
ゼロカーボン、脱炭素社会を 目指すととも
に、群馬県の5つのゼロ宣言の取り組みと
連携しながら、災害に強く 持続可能な社会
の構築と村民の幸福度を向上させるため、
2050年に向け「つまごい5つのゼロ」 宣言を
表明。翌年１月18日環境省に報告。

2050年に向け下記の取り組みを実施する。

・温室効果ガス排出量「ゼロ」（再生可能エネルギー自給率
100%超を維持）
・プラスチックごみ「ゼロ」（プラスチックのライフスタイル全体
を通じた資源循環の構築）
・食品ロス「ゼロ」（食品ロス削減「MOTTAINAI運動」の展
開）

208
茨城県
いばらきけん

下妻市
しもつまし

2021/1/19
2021年1月19日、市議会において、市長が
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指すことを宣言。

「下妻市環境基本計画」に掲げている以下の取り組みを推
進します。
・省エネルギーや再生可能エネルギーの利用を推進し、脱
炭素社会の実現に取り組みます。
・5Rを推進し、循環型社会の構築に取り組みます。
・省エネ意識の普及啓発を推進し、地球温暖化対策に取り
組む市民・事業者を支援します。

2022年度の「下妻市環境基本計画」の改定時に2050年二
酸化炭素排出量実質ゼロを目指すための具体的な取組内
容や目標値について検討します。
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209
沖縄県
おきなわけん

久米島
くめじま

町
まち

2021/1/22
久米島町のホームページ上に「二酸化炭素
排出量の実質ゼロ」について掲載

久米島町エネルギービジョン2020の目標である「2040年ま
でに、島内で消費されるエネルギーの100％を再生可能エ
ネルギーによって自給する」の実現を目指す。
・公共施設の屋根等に太陽光発電設備の導入促進
・海洋温度差発電設備導入への誘致活動
・EV車やエネルギーマネジメントシステム（EMS)導入促進
・省エネルギーの推進
・エネルギー教育の推進

210
埼玉県
さいたまけん

深谷市
ふかやし

2021/1/26
2021年1月の市長記者会見により、「2050
年までにＣＯ２排出量実質ゼロ」を目指すこ
とを宣言

・令和4年度に環境基本計画の見直しの際に脱炭素化を位
置付ける。
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）及び気候変動適
応計画を策定し、取組を推進する。

211
愛知県
あいちけん

田原市
たはらし

2021/1/28
報道機関へのプレスリリースで、2050年二
酸化炭素排出量を実質ゼロにする「たはら
ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明。

現在実施している再生可能エネルギーや省エネルギーの
推進の取組を継続しつつ、2022年度中に改定予定の「田原
市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に2050年CO2
排出量実質ゼロの目標を記載し、具体的な施策を検討して
いく。

212
神奈川県
かながわけん

横須賀
よこすか

市
し

2021/1/29

2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ
を目指す「横須賀市ゼロカーボンシティ宣
言」を市長が表明した。
同日、ホームページ上に宣言を掲載すると
ともに報道機関へプレスリリースを行った。

脱炭素関連条例を制定するとともに、2050年までに二酸化
炭素排出量の実質ゼロへの移行に向けて、現在策定中の
令和４年度からの新たな地球温暖化対策実行計画策定の
中で具体的な取組等について検討する。

213
愛知県
あいちけん

武豊町
たけとよちょう

2021/2/2

2021年2月2日、行政報告会にて町長が
2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ
を目指す「武豊町ゼロカーボンシティ宣言」
を表明。同日、ホームページ上に宣言につ
いて掲載を行うとともに報道機関へプレスリ
リースを行った。

令和3年度中に新たに策定する温暖化対策実行計画（区域
施策編）で、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すこ
とを明記する。

214
岡山県
おかやまけん

岡山市
おかやまし

2021/2/2

2021年2月2日に、岡山都市圏連携協議会
において、2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロを目指す取組を共同で行うとともに、各市
町が各々の取組を進めることに同意し、共
同で記者発表を行った。

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・本庁舎の省エネ化：老朽化した本庁舎を建て替え、新庁舎
ではエネルギー消費量を削減するZEB Readyの実現を目指
す。
・新庁舎等の公共施設の電力に再生可能エネルギーを活
用：可燃ごみ広域処理施設等で発電した電力を新庁舎等の
公共施設で利用する。
・道路照明灯LED化：民間の事業者の資金・技術力を活用
するESCO事業で、エネルギー消費量の少ないLED照明に
切り替える。
・バイオマス発電（食品廃棄物）の促進：民間事業者と連携
して、食品廃棄物を活用したバイオマス発電を促進する。

215
岡山県
おかやまけん

津山市
つやまし

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・津山市独自の取組としては以下の通り
①超小型モビリティ　コムスの導入
②環境イベント親子エコフェスタ、森の学校、水の学校の開
催
③市民協働発電所への支援
④スマートエネルギー導入補助
⑤住宅太陽光発電に伴うＣＯ２排出削減をＪクレジット化
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216
岡山県
おかやまけん

玉野市
たまのし

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・玉野市独自の取組として、
　▶公共施設における省エネ化、ごみの減量化・資源化、市
民や事業者に向けた省エネ促進の意識啓発など、各種施
策の継続的な取組の推進
　▶市域全体で二酸化炭素の排出削減に繋がる新たな施策
の調査、検討
などを行う。

217
岡山県
おかやまけん

総社市
そうじゃし

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・再生可能エネルギーの導入拡大、省エネルギー対策の活
動推進、ごみの減量化・資源化等の活動の輪を広げるため
の普及啓発を行っていくとともに、新たな取り組みの調査研
究を行う。

218
岡山県
おかやまけん

備前市
びぜんし

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・2022年度（令和4年度）に現行の備前市地球温暖化対策
実行計画「事務事業編」の改定を実施し、見直しを図る。
・備前市地球温暖化対策実行計画「区域施策編」の作成に
向け、調査及び検討。
・環境問題に関する普及啓発活動の実施。
・PPA事業の検討。
・公共施設における省エネ設備及び再生可能エネルギー導
入の検討。
・二酸化炭素の排出削減につながる新たな取り組みの情報
収集及び導入の検討。

219
岡山県
おかやまけん

瀬戸内
せとうち

市
し

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・令和３年度に中間見直しを行う第２次瀬戸内市環境基本
計画において、2050年温室効果ガス実質排出ゼロを盛り込
んだ計画を立てる予定
・公共施設の省エネ化及びPPA事業等を活用した再生可能
エネルギーの利用の検討
・環境イベントの実施で市民の行動変容を促す
・ごみ減量に向けた施策の推進

220
岡山県
おかやまけん

赤磐市
あかいわし

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・バイオディーゼル燃料の一般廃棄物焼却施設への活用、
山陽ふれあい公園総合体育館における総合的システム（再
生可能エネルギー⇔蓄電池⇔ＧＨＰ設備）の導入により二
酸化炭素排出抑制に積極的に取り組んでいる。
・今後も継続的に、新たな事例、取組を調査研究し、2050年
二酸化炭素排出実質ゼロを目指す。
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221
岡山県
おかやまけん

和気町
わけちょう

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）を実
質ゼロ宣言を記載したものに改訂する。
・家庭への省エネ設備の普及啓発、公共施設の省エネ化の
推進、再生可能エネルギーの導入検討を行う。

222
岡山県
おかやまけん

早島町
はやしまちょう

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・住宅用スマートエネルギー導入促進補助による、省エネル
ギー対策、再生可能エネルギーの導入拡大
・家庭用生ごみ処理機購入補助金
・フードドライブを活用した、焼却ごみの削減

223
岡山県
おかやまけん

久米南町
くめなんちょう

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・久米南町では独自の取り組みとして、住民一人一人の意
識の醸成のため、クールチョイスの更なる推進を図る

224
岡山県
おかやまけん

美咲町
みさきちょう

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・低公害車の利用を積極的に行い、環境に優しい町づくりの
推進のため、クリーンエネルギー自動車購入者を対象とし
たクリーンエネルギー自動車導入促進補助金を実施。
・ごみの減量化と再資源化を図るため、町内の町民団体等
が行う資源ごみ集団回収に対し、奨励金を交付。
・日常生活から排出されるごみの減量化と再資源化を図り、
生活環境整備のため一般家庭において家庭用生ごみ処理
機及び処理容器を設置しようとする方に補助金を交付。
・長寿命化による維持経費の削減、電気料金の負担軽減、
二酸化炭素削減などを目的に、既設の防犯灯を発光ダイ
オードを光源とした防犯灯へ交換する場合には、補助金を
交付。

225
岡山県
おかやまけん

吉備
きび

中央町
ちゅうおうちょう

2021/2/2 岡山市と同様

・岡山連携中枢都市圏での共同の取組として、一斉ライトダ
ウンキャンペーンを始めとした啓発事業、好取組事例の共
有、再生可能エネルギー推進の検討を行う。

・町営の大規模太陽光発電所により二酸化炭素排出量削
減に貢献
・生ごみ処理機(容器)を購入した者に対し、補助を行う
・自主的に資源回収を行う団体（PTA）等に対し、回収量に
応じた報奨金を交付し、ごみの減量化、資源化活動の促進
を図る
・庁舎内照明のＬＥＤ化及び街路灯のＬＥＤ化により消費エ
ネルギーを削減
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226 千葉県
ちばけん 2021/2/4

千葉県議会において、知事が「国の掲げる
『2050年までに温室効果ガスの排出を全体
としてゼロにする。脱炭素社会の実現を目
指す。』という高い目標の達成に向けて、
『オール千葉』で取り組む」と表明。

2021年度から改定に着手する「千葉県地球温暖化対策実
行計画」に、脱炭素社会実現に向けた具体的な取組みや長
期的な目標値について盛り込む予定。

227
宮城県
みやぎけん

気仙沼市
けせんぬまし

2021/2/5

市議会定例会において，市長が「脱炭素社
会の構築に向け，『気仙沼カーボンニュート
ラル』を推進し，2050年までに二酸化炭素
排出実質ゼロを目指す」ことを表明

脱炭素社会の実現に向け，カーボンニュートラルを見据え
た総合的な取組を推進する。
・2019年4月に設立した地域新電力会社「気仙沼グリーンエ
ナジー」と連携し，再生可能エネルギーの利用拡大と地産
地消を推進
・公共施設への再生可能エネルギー及び省エネ・高効率機
器の積極的導入
・市役所新庁舎におけるZEB化の検討
・家庭向け創エネ・省エネ・蓄エネ機器の導入支援
・意識啓発による脱炭素を意識したライフスタイルへの転換
・森林環境譲与税を活用した私有林の管理や森林整備

228
大阪府
おおさかふ

阪南市
はんなんし

2021/2/5

市長が2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指し、「ゼロカーボンシティ」へ挑
戦することを宣言。
報道発表するとともに、市ホームページ上
に宣言文を掲載。

・今後は新たな施策を検討しながら2050年のCO2実質ゼロ
を目指す。
・各家庭や事業所に対し省エネ推進に向けた啓発を広報誌
やホームページ等を活用し行う。

229
鳥取
とっとり

県
けん

米子市
よなごし

2021/2/9

第2次米子市環境基本計画(2021年2月策
定、2021年4月施行) において、「2050年温
室効果ガス排出実質ゼロ」を長期的な目標
に掲げることを明記

「第2次米子市環境基本計画」に、「2050年温室効果ガス排
出実質ゼロ」を長期的な目標に掲げ、取組を推進する。

230
宮城県
みやぎけん

富谷
とみや

市
し

2021/2/10

記者会見の場で、市長が「ゼロカーボンシ
ティ」の実現に向け、水素エネルギーを活用
した取組や様々なエネルギー分野で総合
的な脱炭素を目指していくこと宣言する。

　2017年8月に環境省委託事業の低炭素水素技術実証事
業をスタートし、「とみやからはじまる未来のくらし」をスロー
ガンに脱炭素に向けた水素利活用を目指す産学官の実証
プロジェクトを行っており、引き続き、水素エネルギー利活用
による脱炭素社会を目指していく。その事業に合わせた、未
来の子供たちに向けた環境啓発事業を推進していく。
　また、省エネルギーやクリーンエネルギーのさらなる導入
促進を行い、2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロ
を目指していく。

231
千葉県
ちばけん

木更津市
きさらづし

2021/2/10
「2050年の二酸化炭素排出量を実質ゼロに
する『ゼロカーボンシティ』の実現を目指す」
ことを木更津市議会にて宣言

令和２年３月策定の「きさらづストップ温暖化プラン（木更津
市地球温暖化対策実行計画〔区域施策編〕）」に基づき、重
点取組事項を市民・市内事業者・市の協働により推進し、計
画の延長線上である2050年に、ゼロカーボンシティの実現
を目指す。
重点取組事項
１．環境意識の啓発による、省エネ型ライフスタイルの定着
２．再生可能エネルギーによる、エネルギーの地産地消の
強化
３．資源の再利用や再資源化による、循環型社会の形成
４．森林や干潟などの保全による、温室効果ガス吸収源の
確保
５．環境に配慮した設備や仕組みを面的に導入したまちづく
りの推進

232
大阪府
おおさかふ

吹田市
すいたし

2021/02/10

豊中市と共同で宣言する「豊中市・吹田市
気候非常事態共同宣言」の中で、「2050年
までに温室効果ガス排出量実質ゼロに向
けて取り組む」ことを表明。

令和２年度策定の「吹田市第２次地球温暖化対策新実行計
画」に掲げる重点施策「RE100の推進」「低炭素なくらしと経
済活動のしくみづくり」「気候変動への適応」を推進するとと
もに、市域の枠を超えた近隣市との連携による地球温暖化
対策を実施することで、実現を目指す。
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233
大阪府
おおさかふ

豊中市
とよなかし

2021/02/10

吹田市と共同で宣言する「豊中市・吹田市
気候非常事態共同宣言」の中で、「2050年
までに温室効果ガス排出量実質ゼロに向
けて取り組む」ことを表明。

「第２次豊中市地球温暖化防止地域計画」の見直しを令和
３年度に実施することを検討している。また、次年度以降再
生可能エネルギーの導入促進、水素エネルギーに関する
普及啓発、カーボンオフセット事業を新規・拡充事業として
実施予定としている。さらに市域の枠を超えた連携による事
業を実施予定。

234
京都府
きょうとふ

京田辺市
きょうたなべし

2021/2/12

市長が令和３年2月12日の定例記者会見に
おいて、市民や事業者、市が一体となって、
2050年までに市内の二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」へ挑
戦することを宣言。

平成３０年５月に策定した「京田辺市地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）改定版」の中間見直し（令和４年度）にお
いて、「2050年までに市内の二酸化炭素排出量実質ゼロ」
を盛り込むとともにその実現に向けた具体的な施策等を令
和３年度～令和４年度にかけて検討する。

235
埼玉県
さいたまけん

小川町
おがわまち

2021/2/12

記者発表において、2050年までに二酸化炭
素排出量実質ゼロを目指す「小川町ゼロ
カーボンシティ宣言」を町長が表明した。
同日、ホームページに宣言文を掲載。

脱炭素型の持続可能な社会づくり
・循環型社会の構築
・再生可能エネルギー（木質バイオマスエネルギー等）の導
入
・森林等の吸収源対策

具体的な内容については、令和3年度に行う、第2次小川町
環境基本計画の中間見直しの際に２０５０年二酸化炭素排
出量実質ゼロに向けた施策を位置付け、取組を推進する。

236
群馬県
ぐんまけん

上野村
うえのむら

2021/2/12

2019年12の群馬県による「ぐんま5つのゼロ
宣言」を受けて、上野村においてもこれを未
来に向けて推進し、幸せな暮らしのある、持
続可能な社会の構築を目指す2050年に向
けた「Ueno ５つのゼロ宣言」を2020年8月7
日に群馬県庁にて知事同席のうえ表明。
（2021年2月12日環境省に報告）

「Ueno ５つのゼロ宣言」中の宣言２：温室効果ガス排出量
「ゼロ」として、木質バイオマスなどの再生可能エネルギー
資源を最大限に活用し、温室効果ガスの排出を実質ゼロに
します。
・森林整備の推進
・再生可能エネルギーの地産地活の促進　 ・ＥＶ化の促進

237
埼玉県
さいたまけん

狭山市
さやまし

2021/2/15

埼玉県西部地域まちづくり協議会におい
て、構成する５市長（所沢市・飯能市・狭山
市・入間市・日高市）が「2050年までに二酸
化炭素の排出量実質ゼロ」を目指すことを
表明。

・省エネルギー化の推進
・再生可能エネルギーの利用・促進
・緑地の整備・保全
・来年度策定予定の「第３次環境基本計画」「地球温暖化対
策実行計画」で具体的な取組・施策を検討する。

238
埼玉県
さいたまけん

入間市
いるまし

2021/2/15

埼玉県西部地域まちづくり協議会におい
て、構成する５市長（所沢市・飯能市・狭山
市・入間市・日高市）が「2050年までに二酸
化炭素の排出量実質ゼロ」を目指すことを
表明。

・目標値を定めた計画等の策定
・住宅用省エネルギー設備補助制度による再生可能エネル
ギーの普及、省エネルギーの推進
・市民向けの啓発（広報紙）や講座、イベントの開催

239
埼玉県
さいたまけん

飯能市
はんのうし

2021/2/15

埼玉県西部地域まちづくり協議会におい
て、構成する５市長（所沢市・飯能市・狭山
市・入間市・日高市）が「2050年までに二酸
化炭素の排出量実質ゼロ」を目指すことを
表明。

・森林の整備・保全及びその活用
・再生可能エネルギーの利用・促進
・省エネルギーの推進

240
埼玉県
さいたまけん

日高市
ひだかし

2021/2/15

埼玉県西部地域まちづくり協議会におい
て、構成する５市長（所沢市・飯能市・狭山
市・入間市・日高市）が「2050年までに二酸
化炭素の排出量実質ゼロ」を目指すことを
表明。

・省エネルギー化の推進
・再生可能エネルギーの利用・促進
・森林の整備・保全及び活用

241
山梨県
やまなしけん

甲府
こうふ

市
し

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・「甲府市地球温暖化対策実行計画」に基づき、「６つのアク
ションプラン」と「地球温暖化への適応策」を定め、市民、事
業者、ＮＰＯ及び行政の協働により取組を進めている。
・2021年3月の改定時に、長期目標を2050年温室効果ガス
（二酸化炭素）排出実質ゼロとする予定。
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242
山梨県
やまなしけん

富士吉田
ふじよしだ

市
し

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・地球温暖化対防止実行計画に「2050年温室効果ガス排出
量の実質ゼロ」に向けた目標を盛り込むとともに、具体的な
施策の見直しを行う。
・再生可能エネルギー（太陽光パネル、蓄電池システム、木
質ペレットストーブ）設置費補助金の継続実施。

243
山梨県
やまなしけん

都留
つる

市
し

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・「ストップ温暖化やまなし会議」や「やまなしクールチョイス
県民運動」とも共同し、温暖化対策を推進する。
・自治体初の「グリーン電力証書」発行者として、クリーンエ
ネルギーの導入促進、省エネルギー対策などにより、「二酸
化炭素排出量ゼロ」の実現を目指す。

244
山梨県
やまなしけん

山梨
やまなし

市
し

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・再生可能エネルギーの導入方針を見直し、地域の特性や
社会のニーズを踏まえた再エネの導入促進を考慮し、施策
を推進する。
・「山梨市地球温暖化対策実行計画区域施策編（山梨市環
境基本計画掲載）」及び山梨市役所地球温暖化対策実行
計画事務事業編」の中にCO2排出量ゼロを位置づけ、両計
画の推進を図る形で進捗管理を行う予定。
・具体的施策の推進については、市民や事業者などの民間
の力が不可欠であるため、民間活力の支援・育成について
も推進を図る。
・地域のパートナーシップによって目標の達成が図れらるよ
う、体制の構築を検討する。

245
山梨県
やまなしけん

大月
おおつき

市
し

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・公共施設における温室効果ガスの排出抑制を推進する。
・クリーンエネルギーの導入促進、省エネルギー対策、ごみ
の減量化等の施策を検討し、2050年までに二酸化炭素排
出量の実質ゼロを目指す。

246
山梨県
やまなしけん

韮崎
にらさき

市
し

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・ 次期「韮崎市環境基本計画」（第３次）及び「韮崎市地球
温暖化対策実行計画（事務事業編）」（第３次）策定時にお
いて、「2050年温室効果ガス（二酸化炭素）実質排出ゼロ」
を目指す旨を記載する。
・ 第2次地球温暖化対策実行計画に基づいた公共施設の
省エネルギー化
・ 令和3年3月策定予定の「第２次ごみ減量アクションプラ
ン」に基づく、ごみの減量化及び資源リサイクルの推進
・ クリーンエネルギー導入促進補助金による非化石エネル
ギーの普及促進。併せて、社会情勢や国県の方針を注視し
ながら補助対象の拡大を検討する。
・ 環境教育事業（環境学習会・親子環境学習会・キッズ
ISO・緑のカーテン）の推進
・ 温室効果ガス（二酸化炭素）実施排出ゼロにつながる、く
らし方や事業活動の周知

247
山梨県
やまなしけん

甲州
こうしゅう

市
し

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・甲州市環境基本計画を改定する際に、二酸化炭素排出量
実質ゼロを目指し、地球温暖化対策実行計画（事務事業
編・区域施策編）を盛り込み、脱炭素社会に向けた施策を
掲げていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・SDG
ｓの実現や循環型社会の形成に向けた取り組みを行う。
・「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ」普及啓発活動を展開し、意識の醸成
を図る。

248
山梨県
やまなしけん

早川
はやかわ

町
ちょう

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・地球温暖化防止計画の見直し
・庁舎等の省エネルギー化の推進。
・再生可能エネルギーや効率的なエネルギーの利用の推進
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249
山梨県
やまなしけん

身延
みのぶ

町
ちょう

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・庁舎等における省エネ活動の推進
・身延町住宅用太陽光発電システム設置費補助金
・身延町地球温暖化対策実行計画において「2050年二酸化
炭素排出実質ゼロ」を明記する

250
山梨県
やまなしけん

南部
なんぶ

町
ちょう

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

本庁舎、支所の省エネ推進・一般住宅における太陽光発電
ｼｽﾃﾑ設置への補助金によるクリーンエネルギーの推進、
次期計画策定時にゼロカーボンシティ宣言の考え方の明記
等

251
山梨県
やまなしけん

道志
どうし

村
むら

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

調整中

252
山梨県
やまなしけん

西桂
にしかつら

町
ちょう

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・公用車への積極的なＥＶ（電気自動車）の導入　　　　　　・
現在建設を予定している新庁舎での再生可能エネルギー
の有効活用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・西桂
町住宅用太陽光発電システム設置補助金の活用

253
山梨県
やまなしけん

忍野
おしの

村
むら

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・山梨県の「ストップ温暖化やまなし会議」や「やまなしクー
ルチョイス県民運動」と共同して温暖化対策を推進してい
く。
・クリーンエネルギーの導入促進、省エネルギー対策などに
より二酸化炭素削減を目指す。

254
山梨県
やまなしけん

山中湖
やまなかこ

村
むら

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・山梨県の「ストップ温暖化やまなし会議」や「やまなしクー
ルチョイス県民運動」共同して温暖化対策を推進していく。
・再生可能エネルギーの導入促進、省エネルギー対策など
により二酸化炭素削減を目指す。具体的施策として木質ペ
レットストーブの設置費に対し最大２０万円の補助を行って
いる。

255
山梨県
やまなしけん

鳴沢
なるさわ

村
むら

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

調整中

256

山梨県
やまなしけん

富士河口湖
ふじかわぐちこ

町
まち

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

調整中

257
山梨県
やまなしけん

小菅
こすげ

村
むら

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・「ストップ温暖化やまなし会議」や「山梨クールチョイス県民
運動」とも共同し、温暖化対策を推進する。
・庁舎等の省エネルギー化の推進。
・再生可能エネルギーや効率的なエネルギーの利用の推進

258
山梨県
やまなしけん

丹波山
たばやま

村
むら

2021/2/15

「ストップ温暖化やまなし会議」設立総会に
おいて、山梨県及び山梨県内の全27市町
村が、2050年までの温室効果ガス排出量
の実質ゼロを目指すことを共同表明。

・現在建設予定の庁舎で太陽光発等電再生可能エネル
ギーの導入予定
・「ストップ温暖化 やまなし会議」や「やまなしクールチョイス
県民運動」とも共同し、 温暖化対策を推進する。

259
静岡県
しずおかけん

御前崎
おまえざき

市
し

2021/2/15

2021年2月15日定例市長記者会見におい
て、市長が「2050年までにＣＯ２の排出量を
実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」に取り
組んでいくことを宣言。

御前崎市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づ
き、ごみ削減の推進、再生可能エネルギーの積極的な導
入、省エネルギーの推進、保安林や防災林の保護、森林や
公園の適正管理など、2050年CO2排出量実質ゼロに向け、
取り組んでいく。
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260
静岡県
しずおかけん

藤枝市
ふじえだし

2021/2/15
市議会令和２年度2月定例月議会で、市長
が2050年実質ゼロに向けて取り組んでいく
ことを表明

令和３年３月に策定する「第3次藤枝市環境基本計画」及び
「第２次藤枝市地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区
域施策編）」の中で、2050年の温室効果ガス排出量実質ゼ
ロを目指すことを明記する。
・再生可能エネルギー、省エネルギー設備の導入支援
・国民運動「COOL CHOICE（賢い選択）」に同調した普及啓
発
・廃プラスチックゼロ、食品ロスゼロをはじめとする６Ｒの推
進
・行政における再生可能エネルギー導入、省エネ推進の率
先行動
・国・県の今後の方針を注視し、引き続き施策や取組を推進
などの施策や取組を盛り込み、ゼロカーボンシティの実現を
目指す。

261
京都府
きょうとふ

亀岡市
かめおかし

2021/2/15
2021年2月の定例記者会見で、2050年の二
酸化炭素排出量を実質ゼロにする「かめお
か脱炭素宣言」を発表

・2021年度に予定している「第3次亀岡市環境基本計画」の
策定において、脱炭素社会に向けた取組施策を検討
・自治体地域新電力会社「亀岡ふるさとエナジー株式会社」
を核として、公共施設への自然エネルギーの率先導入
・公共施設のLED化、省エネルギー機器への更新
・自然エネルギーや省エネルギー関する情報発信

262
神奈川県
かながわけん

藤沢市
ふじさわし

2021/2/15

 令和３年２月市議会定例会の施政方針に
おいて、市長が「藤沢市気候非常事態宣
言」を発出し、この中で「２０５０年までに二
酸化炭素排出実質ゼロ」を目指すことを表
明。

 現行の「藤沢市地球温暖化対策実行計画」に基づき、太陽
光発電システムなどの再生可能エネルギーや電気自動車
などエコカーの普及促進の取組を継続するとともに、令和３
年度以降に予定している同計画改定の中で、２０５０年脱炭
素社会の実現に向けた施策を盛り込み、具体的取組を進
める。

263
秋田県
あきたけん

大館市
おおだてし

2021/2/16

臨時記者会見において、市長が2050年ＣＯ
２実質排出ゼロを宣言。

第3次大館市環境基本計画に、「2050年に
ＣＯ２実質排出ゼロ」を盛り込む予定。

再生可能エネルギー及び高効率設備の導入を促進し、カー
ボンニュートラルに寄与する森林整備や木材バイオマスの
利活用等により、豊かな自然とともに快適に暮らせるカーボ
ンシティをめざします。

264
千葉県
ちばけん

銚子市
ちょうしし

2021/2/16
市長が記者会見の場で、「2050年までに二
酸化炭素排出実質ゼロ」を目指す「ゼロ
カーボンシティ」を表明。

①洋上風力発電を活かしたまちづくり
　銚子市が推進する洋上風力発電などの再生可能エネル
ギーのポテンシャルを最大限に活用し、地域と連携した経
済の好循環により、地域循環共生圏の形成を目指します。
②官民協働による再生可能エネルギーの導入促進
　地域新電力である銚子電力株式会社などと連携し、公共
施設に再生可能エネルギー100％の電力を供給します。
③市民への地球温暖化対策の啓発
　住宅用省エネルギー設備の設置費用の補助や、地球温
暖化防止対策のための国民運動「COOL　CHOICE（クール
チョイス）」の推進により脱炭素に向けた意識の啓発に努め
ます。

265 香川県
かがわけん 2021/2/17

2021年2月17日 香川県議会において、知
事が「気候が危機的な状況であることを認
識し、2050年までに二酸化炭素の排出を実
質ゼロにする」目標を掲げることを表明

現在策定中の「地球温暖化対策推進計画」において、徹底
した省エネルギーの推進や再生可能エネルギー等の導入
促進、森林整備と都市緑化の推進、CO2以外の温室効果ガ
ス対策の推進を施策の柱に位置付け、具体的な対策・施策
を盛り込んでいく（令和３年10月策定予定）
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266
東京都
とうきょうと

豊島区
としまく

2021/2/18

令和3年2月の第1回区議会定例会におい
て区長が、脱炭素社会の実現に向けて、
2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロにする「ゼロカーボンシティ」を目指すこと
を表明。

・豊島区環境基本計画（2019-2030）（地球温暖化対策地方
公共団体実行計画(区域施策編)）に「実質ゼロ」を目指すこ
とを位置付ける。（計画については、豊島区環境審議会で
の議論を踏まえて、前倒しで改定）
・「省エネルギー・再生可能エネルギーの利用促進」、「自然
と都市の共生」、「プラスチックのリサイクル」の3点を基本方
針として、2050年「実質ゼロ」に向けて取り組む。

267 福島県
ふくしまけん 2021/2/19

令和3年2月県議会において、知事が、2050
年までに脱炭素社会の実現を目指すカー
ボンニュートラルを宣言。

福島県地球温暖化対策推進計画の改定の中で、有識者か
ら幅広く意見をいただきながら、再生可能エネルギーの推
進や県民総ぐるみの省エネルギー対策などを柱とした取組
について検討していく。

268
長野県
ながのけん

上田市
うえだし

2021/2/19

令和３年３月定例会の冒頭において、市長
が「上田市気候非常事態宣言」を行い、こ
の中で「2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロ」を目指すことを表明

令和２年度中に策定する上田市地球温暖化対策地域推進
計画に基づき、地域特性を活かした再生可能エネルギーの
導入や省エネルギー対策などにより、2050年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロを目指し取り組む。

269
兵庫県
ひょうごけん

西宮市
にしのみやし

2021/2/19

2021年2月19日の市議会における令和3年
度施政方針の中で、市長が「2050年までに
二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指す」こ
とを表明。

2021年度に改定する「西宮市地球温暖化対策実行計画」の
区域施策編において2050年に実質ゼロを目指すことを盛り
込むとともに取り組みの方向性を示す。

270
岩手県
いわてけん

一関市
いちのせきし

2021/2/22

令和３年一関市議会定例会２月通常会議
において、市長が、令和３年度施政方針の
中で、2050年二酸化炭素排出実質ゼロを
目指すことを表明。

宣言を達成するため、「一関市資源・エネルギー循環型まち
づくりビジョン」をその先導役と位置づけ、エネルギーの地産
地消や、新エネルギー導入に対する支援などの取組を進め
る。

271
鳥取県
とっとりけん

鳥取市
とっとりし

2021/2/22

令和3年2月市議会定例会提案説明の際
に、市長が「2050年までに温室効果ガスの
実質排出量をゼロにする脱炭素社会の実
現」を目指すことを宣言。

①再生可能エネルギーなどの利用促進
　・再生可能エネルギーの利用促進
　・環境ビジネスなどの創出支援
② 省エネルギーの推進
　・市民・事業者の省エネルギー活動に対する意識啓発
　・環境にやさしい移動手段の推進
③脱炭素なまちづくりの推進
　・多極ネットワーク型コンパクトシティの推進
　・交通ネットワークの充実
　・二酸化炭素の吸収源の確保

272
神奈川県
かながわけん

厚木市
あつぎし

2021/2/22

令和3年厚木市議会第２回会議（2月定例会
議）における「令和３年度施政方針」の中
で、市長が、2050年までの二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指していくことを表明。

　 脱炭素社会の実現に向けて、再生可能エネルギーの普
及促進を始め、省エネルギーの推進、ごみの減量化・資源
化、森林整備の推進や温暖化防止の意識向上など地球温
暖化対策実行計画の着実な推進。

273
福岡県
ふくおかけん

久留米
くるめ

市
し

2021/2/22

令和3年3月の市議会定例会の提案説明
で、市長が2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロに向けて取り組んでいくことを表明。

令和2年度に策定する「第三次久留米市環
境基本計画」の中で、2050年に市域からの
二酸化炭素排出実質ゼロに向けて取り組
むことを明記。

・太陽光や一般廃棄物処理施設等で発電したエネルギーや
ZEH・ZEBの余剰電力等を他の施設や地域で有効に活用す
るなど、エネルギーが地域で循環する地産地消モデルの構
築をめざす。
・既存公共建築物で全国初の『ZEB』認証を取得した環境部
庁舎をモデルに公共施設のZEB化をはじめ、民間建築物へ
の波及を進めていく。
・国民運動「COOL CHOICE」の普及促進などにより、脱炭
素型のライフスタイルやビジネススタイルの定着に取り組
む。

274
兵庫県
ひょうごけん

姫路市
ひめじし

2021/2/22

姫路市議会の市長所信表明において、
2050年までに二酸化炭素の実質排出ゼロ
を目指すことを市長が宣言。脱炭素社会の
実現に向けた取組方針について令和3年度
を始期とする姫路市環境基本計画に明記

燃料電池自動車の普及促進や水素ステーションの整備促
進などによる水素エネルギーの利用拡大に向けた環境整
備や、家庭用蓄電システムやⅤ２Ｈの普及促進などによる
強靭性（レジリエンス）の向上に資する環境活動を推進する
ことで、2050年までに脱炭素社会の実現を目指す。
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275 青森県
あおもりけん 2021/2/22

県議会において、知事が、気候が危機的状
況にあるとの認識のもと、「2050年までの温
室効果ガス排出実質ゼロを目指して取り組
む」ことを表明

2021年度から改定に着手する「青森県地球温暖化対策推
進計画」に、脱炭素社会の実現に向けた施策等を盛り込む
予定

276
福岡県
ふくおかけん

大野城市
おおのじょうし

2021/2/22

大野城市議会令和３年３月定例会の場に
おいて、市長より2050年二酸化炭素実質排
出ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」宣言
を表明

・再生可能エネルギーの更なる推進
・市役所をはじめとする関連施設における省エネルギーの
取組
・一般廃棄物（家庭・事業系）減量に関する取組
・市域の約40％を占める森林の計画的な整備の取組

277
東京都
とうきょうと

武蔵野市
むさしのし

2021/2/24

2021年２月24日、市長による令和３年度施
政方針演説において、2050年度までに温室
効果ガスの排出を実質ゼロとする脱炭素社
会を目指していく旨を表明した。

また、2021年４月発行の第五期武蔵野市環
境基本計画及び武蔵野市地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）においても、2050
年度までの温室効果ガス排出実質ゼロを
目指すことを明記した。

清掃工場のごみ発電を中核とする地域エネルギー融通の
仕組み「エネルギー地産地消プロジェクト」の運用やさらな
る展開の検討、住宅の省エネ機器等に対する助成制度の
運用や改善、ZEH・ZEBの普及促進策の検討、Jクレジット等
のカーボンオフセット制度活用の検討、2020年11月に開設
した環境啓発施設「むさしのエコreゾート」を通じた環境啓発
の展開等。

278
鳥取県
とっとりけん

境港
さかいみなと

市
し

2021/2/24
市長が定例市議会の施政方針の中で
「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指
すことを表明。

環境教育や、市民が導入する家庭用発電設備等への補助
の拡充。
策定予定の環境基本計画に「2050年二酸化炭素排出実質
ゼロ」を盛り込む。

279
福島県
ふくしまけん

福島市
ふくしまし

2021/2/25

市長定例記者会見の場で、「福島市脱炭素
社会実現実行計画」の内容が決定し、目指
す将来像として「チャレンジ2050ゼロカーボ
ンふくしま市」を掲げることを発表。あわせ
て、2050年度には温室効果ガス排出量を実
質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」を目指
すことを宣言

計画で定める再生可能エネルギーの導入拡大や省エネル
ギー・省資源に向けたライフ・ワークスタイルシフト等の4つ
の基本方針の下、以下のような取組を推進
・水素エネルギーの利活用推進のため普及啓発事業
・脱炭素住宅整備事業（太陽光発電・蓄電池・V2H等への補
助）
・ごみ減量化促進対策事業（段ボールコンポスト普及促進、
食品ロス見える化等）
・廃棄物発電電力のシェアサイクルへの給電
・クールチョイス普及啓発事業等

280 静岡県
しずおかけん 2021/2/25

県議会において、知事が「2050年までに温
室効果ガスの排出量を実質ゼロとする、脱
炭素社会の実現を目指す」と表明。

・2021年度に策定する次期環境基本計画及び次期地球温
暖化対策実行計画（区域施策編）において、2050年に実質
ゼロを長期目標として設定し、具体的な取組を盛り込む予
定。

281
大阪府
おおさかふ

高石市
たかいしし

2021/2/25

　令和三年第１回定例会において、施政方
針として「脱炭素社会の実現に貢献すべく、
2050年までに本市内における二酸化炭素
排出量実質ゼロを目指すゼロ・カーボンシ
ティへ挑戦する」ことを表明する。

脱炭素社会の実現に向けての目標等を「高石市地球温暖
化対策実行計画」として策定予定。

282
愛知県
あいちけん

犬山市
いぬやまし

2021/2/26
令和３年３月定例会の市長施政方針におい
て、市長が「ゼロカーボンシティ」の表明

公共施設における照明設備のLED化
地球温暖化防止対策のための国民運動「COOL CHOICE
（賢い選択）」の推進
再生可能エネルギーの導入、省エネ対策の実施
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283
岐阜県
ぎふけん

郡上市
ぐじょうし

2021/2/26

令和3年市議会定例会において、市長が施
政方針の中で、２０５０年までに二酸化炭素
排出量を実質ゼロにする、「脱炭素社会郡
上」を目指すことを表明した。また、市議会
も同日、「脱炭素社会郡上」の実現に関す
る決議を可決した。

【１】二酸化炭素の排出削減に向けた具体的な施策の推進
・日常生活での省エネルギー対策と４Ｒ運動の展開による
ごみの減量を進めます。
・事業者、行政での高効率設備機器等の導入を進めます。
【２】地域の特性を活かした再生可能エネルギーの導入
・利活用の推進
・地域単位での小水力発電等の再生可能エネルギー施設
の導入を進めます。
・市内の再生可能エネルギーの利活用による地域循環共
生圏の形成を進めます。
【３】森林整備等による二酸化炭素吸収源の保全・強化策の
推進
・広大な森林を有する本市の特性を活かし、森林整備を計
画的に行い吸収源の保全・強化を図るとともに、木材などの
森林資源の活用を進めます。
・市民協働による木育や健全な森づくりを進めます。

284
京都府
きょうとふ

福知山市
ふくちやまし

2021/2/26

福知山市議会定例会における令和3年度予
算案の発表時に、「ゼロカーボンシティ・再
エネ100への挑戦」を重点テーマの1つに掲
げ、福知山市域における2050年CO2排出
量実質ゼロを表明

今後、「福知山市地球温暖化対策実行計
画」等にも明記予定

・地域貢献型エネルギー推進事業（地域新電力、大学、金
融機関、建設建築業者等と連携）
・電気自動車等導入事業（公用車のEV・PHV・FCV等導入、
再エネ電気を蓄電して行政サービスや非常時の緊急電源
に活用）
・北陵地域公民館整備事業（エネルギー完全自家消費型の
広域避難施設）
・街路灯・公園灯LED化事業
・市役所本庁舎照明LED化推進事業
・小・中学校施設改修事業（体育館LED化）
・再エネ由来電力受給（全国初の常時再エネ100％受給の
お城である福知山城をはじめ、小中学校、市庁舎等40施設
を今後も継続し、さらに広げる）

【普及啓発】
・福知山市企業版SDGsパートナーとの連携（NPO・団体・学
校とも連携）
・地域のSDGs商品の購入促進（エシカル消費、クールチョイ
ス等）
・小中学校等での出張講座
・ドッコイセ！bizでの持続可能なビジネス創出のサポート

285
神奈川県
かながわけん

秦野市
はだのし

2021/2/26

令和3年第1回定例会における「令和3年度
施政方針」のなかで、市長が、2050年まで
に二酸化炭素排出実質ゼロを目指す「ゼロ
カーボンシティ」への挑戦を表明。

(仮称)秦野市地球温暖化対策実行計画を策定し、これまで
の取組をより効果的かつ着実に推進していくほか、地域の
バイオマスを活用した産業創出と地域におけるエネルギー
循環といった新たな再生可能エネルギーの利活用を進め、
すべての行動の基盤となる「人づくり（環境教育による地球
温暖化防止等への意識向上の徹底）」について、市民、事
業者、行政との協働・連携を強化して取り組んでいく。

286
千葉県
ちばけん

船橋市
ふなばしし

2021/2/26

船橋市議会において、市長が「4月よりス
タートする船橋市地球温暖化対策実行計画
に取り組むことで2050年ゼロ・カーボンに挑
戦すること」を表明。

2021年4月よりスタートする「船橋市地球温暖化対策実行計
画」において取組を推進し、2050年ゼロ・カーボンに挑戦す
る。
・市民・事業者の環境配慮行動の普及、啓発
・低炭素化のためのライフスタイルの転換、設備投資の促
進
・次世代自動車の普及など交通の低炭素化の推進
・省エネルギー型建築物の普及など環境負荷の少ない都市
形成の推進

36/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

287
兵庫県
ひょうごけん

加西
かさい

市
し

2021/2/26

2021年3月議会の所信表明において、市長
が2050年までの温室効果ガス排出量実質
ゼロを目指すことを表明。
2021年改定の実行計画(区域施策編)で
「2050年度までに温室効果ガス排出実質ゼ
ロを目指す」と明記。

創・省・蓄エネによるエネルギーの地産地消を実現するた
め、加西市気候エネルギー行動計画（温暖化対策実行計
画・区域施策編）に掲げる取組みを推進します。

288
北海道
ほっかいどう

釧路
くしろ

市
し

2021/2/26
令和３年２月定例会の市政方針において、
市長が二酸化炭素実質排出ゼロを目指す
「ゼロカーボンシティ」を宣言。

・2021年3月に地方公共団体地球温暖化防止実行計画（地
域施策編）を含む「第２次釧路市環境基本計画」を策定予
定。
・当該計画へ、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを見据え
た方向性を示す。

289
北海道
ほっかいどう

稚内市
わっかないし

2021/2/26

稚内市議会定例会の市政執行方針の中
で、2021年3月に策定予定の新たな「稚内
市地球温暖化対策実行計画」に基づき、
2050年二酸化炭素の排出実質ゼロを目指
すことを表明。

2050年までに実質排出量ゼロを目指すため、まずは2030
年度の目標である二酸化炭素排出量26％以上の削減に向
け、省エネルギー行動の徹底、事業者へ省エネ診断を促し
高効率な機器・設備の導入を促進、再生可能エネルギーを
利用したクリーンエネルギーへの転換、脱炭素化へ向けた
取り組み等によって二酸化炭素排出量の削減を進める。

290
兵庫県
ひょうごけん

豊岡市
とよおかし

2021/2/26
2021年３月議会の総括説明において、市長
が「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を
表明

再生可能エネルギーの導入促進と省エネルギーの推進を
中心に脱炭素社会の実現へ向けた行動計画を2021年度に
策定する予定

291
島根県
しまねけん

邑南町
おおなんちょう

2021/3/１

令和３年３月定例会の施政方針の中で、町
長が「２０５０年までに二酸化炭素の排出を
全体として実質ゼロとする社会を実現し、環
境と経済を両立した住みよい邑南町なるべ
く事業を推進していく」と表明

・「邑南町ゼロカーボンシティ宣言～ＣＯ２排出削減のイイ話
～」を活用した啓発
・官民共同によるエネルギーの地産地消の推進
・森林環境譲与税を活用した森林環境の保全整備
・住宅用太陽光発電システム設置補助の継続

292
香川県
かがわけん

東
ひがし

かがわ市
し

2021/3/1
2021年3月定例会において市長が2050年ま
でに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す
ことを表明

・再生可能エネルギーの導入促進
・事務事業の省エネ対策
・市民・事業者への啓発
その他具体的な施策は次年度策定する地球温暖化対策実
行計画（区域施策編）に盛り込む予定

293
富山県
とやまけん

富山市
とやまし

2021/3/1

令和3年3月定例会見において、市長が
2050年温室効果ガス排出実質ゼロを表明
する。

あわせて、その実現に向けた方針・施策・
温室効果ガス削減目標等を定める「富山市
エネルギービジョン」を新たに策定する。

・再生可能エネルギーの導入拡大・活用推進
（PPAモデルを活用した太陽光発電の拡大、EVシェアリング
の推進　等）
・省エネルギーの推進
（多様な省エネルギー関連技術・エネルギーリソースの普及
展開、公共施設におけるエネルギー利用の効率化の推進
等）
・エネルギービジネスの活性化
（自立分散型エネルギーシステムのモデル形成・展開、再
生可能エネルギーの地産地消スキーム・ビジネスモデルの
構築　等）
・ステークホルダーとの協働による事業推進
（官民連携によるエネルギープロジェクトの推進・展開、県
内におけるエネルギーの広域連携の検討　等）

294
愛知県
あいちけん

蒲郡市
がまごおりし

2021/3/2

令和3年3月市議会定例会予算大綱説明の
際に、市長が2050年を目途に温室効果ガ
スの排出を実質ゼロにするまち「ゼロカー
ボンシティ」の実現に向けて取り組むことを
宣言。

令和2年3月に策定した「蒲郡市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）の改定時にゼロカーボンシティを明記。行政
における再生可能エネルギーの導入、次世代自動車の普
及、省エネルギーの促進に率先して取り組む。市民向けの
地球温暖化対策設備導入費補助を継続し再生可能エネル
ギーの導入を促す。公共施設においても照明のLED化や太
陽光発電システム等の再生可能エネルギーを積極的に導
入する。また、市民、事業者に地球温暖化対策の支援や啓
発を進め、一体となって取り組む。
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295
香川県
かがわけん

丸亀
まるがめ

市
し

2021/3/2
2021年3月2日、市議会において、市長が
「ゼロカーボンシティ」を宣言。

・令和3年度の丸亀市第二次環境基本計画の見直しの際に
脱炭素を位置づける。
・今後、新たな施策を調査研究し、2050年までの温室効果
ガス実質ゼロを目指す。

296
長野県
ながのけん

高森町
たかもりまち

2021/3/2
高森町議会３月定例会開会に先立ち、町長
と議会議長連名にて、「2050年二酸化炭素
排出量実質ゼロ」を表明予定。

省エネルギーの推進、再生可能エネルギー利用の拡大、森
林整備等による吸収量の増加を柱として、2050年二酸化炭
素排出量実質ゼロを目指す。

297
宮城県
みやぎけん

美里町
みさとまち

2021/3/2

美里町議会３月会議の施政方針おいて、町
長が温室効果ガス総排出量の削減及び再
生可能エネルギーの導入に行政が率先し
て取り組むことで、２０５０年までに温室効
果ガスの排出量を実質ゼロとする「ゼロ
カーボンシティ」の実現を目指すことを表明

美里町地球温暖化対策実行計画で定めた目標である２０３
０年度における温室効果ガス削減38.4％の目標達成に向け
て取り組みを進める。２０５０年に向けた地球温暖化対策
は、美里町の総合的な区域施策を策定して推進していく。

298
奈良県
ならけん

天理市
てんりし

2021/3/2
2021年3月議会の市長所信表明演説にて
表明

　現行の「天理市地球温暖化対策実行計画(第4次)」で策定
している温室効果ガス削減目標を達成し、引き続き温暖化
対策意識を高め､環境負荷の低減化へ取り組む。
　市民協働組織「天理市環境連絡協議会」では、行政・市
民・事業者が一体となって清掃活動やイベントを通した温暖
化対策の啓発を実施している。また、新たな試みとして環境
保全に向けて共通目標を持った活動基盤(プラットフォーム)
の構築を目指す。
　本市を含む県内10市町村による新ごみ処理施設の建設
を進めており、新施設稼働以降は、ごみ焼却の効率改善と
ごみの減量化をもって温室効果ガス削減につなげる。
　その他、再生可能エネルギーの活用や二酸化炭素削減
に向けたライフスタイルの変容の提言など幅広い側面から
環境負荷の低減を目指し、情報収集・発信の機会を増やし
ていく方針である。

299
福岡県
ふくおかけん

鞍手町
くらてまち

2021/3/3

鞍手町議会３月定例会における町長の施
政方針において、２０５０年二酸化炭素排出
実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣
言」を表明

・「鞍手町地球温暖化対策実行計画(事務事業編）」におい
て基準年度（2013年度）と比較し、2030年度に温室効果ガ
ス排出量40％削減を掲げ、各施策に取り組む。
・「RE100」導入への取組みや,新庁舎建設においては
「NearlyZEB」庁舎とすることで設計を進めている。
・新たな施策の情報収集、具体的手法等を検討、実施する
ことにより、2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロを目指
す。

300
奈良県
ならけん

三郷町
さんごうちょう

2021/3/3
2021年3月3日 第1回三郷町議会定例会に
おいて、町長が「2050年までに町のCO2排
出量実質ゼロをめざす」ことを宣言

再生可能エネルギーの利用拡大、創エネ・省エネシステム
の導入補助、ゴミの減量化・資源化対策、サテライトオフィス
の誘致、乗合タクシーに電気自動車を導入等の取組を継続
実施。令和３年４月よりZEB化工事の補助を創設など、新た
な施策・取り組みを検討しながら、「2050年二酸化炭素排出
量実質ゼロ」をめざす。

301
大阪府
おおさかふ

能勢町
のせまち

2021/3/4

令和3年3月議会で、町長が施政方針演説
のなかで「2050年温室効果ガス排出量実質
ゼロ」を宣言

現在改定中の「地球温暖化対策推進計画」
の長期目標に文言を盛り込む。

・再生可能エネルギー導入地域のゾーニング
・脱炭素化技術の低コスト化（共同購入等）
・能勢町に適したエネルギー管理方法の開発
・EV利用の促進
・新しい交通モードの試行的な運用
・災害時におけるエネルギー供給体制の整備
・森林資源量の把握
・都市部との連携による森林整備の推進
・人材の育成と雇用促進
・資源量・排出量等のデータの見える化
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302
秋田県
あきたけん

大潟村
おおがたむら

2021/3/4

　2019年度に環境省の補助事業「地域の多
様な課題に応える脱炭素型地域づくりモデ
ル形成事業」を活用し、2050年までに自然
エネルギー100％の村づくりを実現するため
の検討を行い報告書にまとめた。
　その概要版を全世帯に配布し周知すると
ともに、2021年3月1日ホームページに掲載
し、2050年二酸化炭素排出実質ゼロを表明
した。
 （環境省に2021年3月4日報告）

　2019年度に環境省の補助事業の採択を受け、村内で消
費するエネルギーを2050年までに実質100％自然エネル
ギーで賄うための方策を検討。
　2020年度には、バイオマス産業都市に選定。
　2021年度は、村の主産業である農業の残渣として発生す
る籾殻を熱供給や炭素固定等に有効活用する事業の具体
化を推進していくこととしている。

303
東京都
とうきょうと

調布市
ちょうふし

2021/3/5
令和3年第1回市議会定例会において，市
長が「2050年までにゼロカーボンシティの実
現を目指す」ことを表明。

・令和3年度から新たな計画がスタートする調布市環境基本
計画及び調布市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
において，「2050年に二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指すこ
とを位置付ける。
・脱炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギーの活用推
進や省エネルギーの推進、みどりの保全・創出などの施策
を進める。

304
福島県
ふくしまけん

広野町
ひろのまち

2021/3/5

令和２年10月の菅首相による「2050年カー
ボンニュートラル宣言」並びに令和３年２月
に福島県知事が「福島県2050年カーボン
ニュートラル宣言」を表明したことから、東日
本大震災・原発災害から10年、第二期復
興・創生期間がスタートするこの機を捉え、
町長が記者会見し、ゼロカーボンシティを表
明する。

火力発電所を有する町として、事業者である(株)ＪＥＲＡをは
じめ、町内の立地事業者に協力を呼びかけ、再生可能エネ
ルギーとの相互補完を成し得ながら、持続可能な未来像と
してゼロエミッションの追求を共に考え、将来世代に、広野
町の豊かな自然と里山、美しい水を守り残すため、2050年
までに二酸化炭素排出の実質ゼロを目指す。

305
福井県
ふくいけん

坂井
さかい

市
し

2021/3/5

　「第二次坂井市環境基本計画案」に係る
坂井市環境審議会会長からの答申（令和3
年2月26日）の際に、施策概要として2050年
に温室効果ガス総排出量実質ゼロの脱炭
素社会を目指すことを公表。3月5日に環境
省へ報告。坂井市ホームページに2050年ま
での温室効果ガス排出ゼロ「ゼロカーボン」
について掲載。

・2021年3月に策定する「第二次坂井市環境基本計画」に、
2050年までの温室効果ガス総排出量実質ゼロを目指すこと
を明記。また、計画に設定した2030年度における温室効果
ガス総排出量削減（H25年度比28.0%）の目標達成やCOOL
CHOICEの普及促進に向けての取り組みを進めるとともに、
新たな施策を調査研究し、温室効果ガスの削減を目指す。

306
福島県
ふくしまけん

楢葉町
ならはまち

2021/3/7

令和3年3月7日、復興感謝祭2021「楢葉な
らでは祭」～輝け！未来へ～　において、
楢葉北・南小学校の小学生7名による”よび
かけ”及び町長からのゼロカーボンシティを
宣言した。

・再生可能エネルギーの推進
地域と共存できる再生可能エネルギーをつくり、蓄え、使う
ことにより、環境と産業との間に好循環を生み出す。

・省エネルギーの推進
町民一人ひとりがやさしく丁寧に暮らすことにより、環境負
荷の削減につなげる。

・SDGs達成への取り組み
誰もが安心してこの地に暮らし続けることのできる社会の実
現を目指します。
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307
岩手県
いわてけん

紫波町
しわちょう

2021/3/8

2021/2/24紫波町議会本会議において、町
長が「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」
を目指すことを表明し、町ホームページ上
に所信表明演説文を掲載。これを受け3/8
環境省に報告

2000年６月に「新世紀未来宣言」を公表し「循環型まちづくり
条例」の制定、「環境・循環基本計画」を策定するなど、計画
即した次のような地球温暖化防止の取り組みを実践。
・循環型エコプロジェクト事業（CO2排出削減量に応じた町
が「エコbeeクーポン券」という商品券を発行する。）の継続。
･間伐材や病害木を利用した木質バイオマスの製造と、それ
を活用した熱供給事業開始。
・環境負荷に配慮しエネルギー消費を抑えた「紫波型エコハ
ウス」の建設促進。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・公
共施設等に町産木材を積極的に利用（14棟）　現在、小中
一貫校を建設中（R3完成）。
・里山保全活動のため企業と森林所有者及び町が協定を
結び「企業の森活動事業」を実施。　　　　　　　　　　　　　　・
公共施設の屋根に太陽光発電パネルを設置し買電する「お
ひさま太陽光発電」を実施。                                    ・施
策の実効性を高めるため「温暖化防止対策実行計画」を策
定する予定。

308
大阪府
おおさかふ

河内長野市
かわちながのし

2021/3/8
市長が「河内長野市気候非常事態宣言」を
行い、この中で「2050年までにゼロカーボン
を目指す」ことを表明。

　令和3年3月に策定した「河内長野市第3次環境基本計画」
を軸に、市域の温室効果ガスの排出量を把握し、削減目標
に向けて施策を展開することにより、低炭素社会の実現に
向けて重点的に取り組む。
　その中で、2050年ゼロカーボンを見据え、まずは2030年ま
での目標達成に向けて、「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥ」の普及啓発
に努める。
　また、より具体的な温室効果ガス削減に向けた施策を推
進する。

309
北海道
ほっかいどう

厚岸町
あっけしちょう

2021/3/8
2021年3月8日厚岸町議会において、町長
が「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ
を目指す」ことを表明。

2021年度中に改訂予定である「厚岸町地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）」に2050年二酸化炭素排出量実質ゼ
ロを見据えた取組の方向性を示す。
また、今後においては「厚岸町地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」の策定を目指す。

310
静岡県
しずおかけん

焼津市
やいづし

2021/3/8
2021年2月議会定例会で、市長が「2050年
におけるＣＯ２排出量実質ゼロ」を目指す
「ゼロカーボンシティ」を表明

2021、2022年度に「第三次焼津市環境基本計画」を策定、
「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」、「地球温暖化
防止実行計画（事務事業編）」を改定予定。
それらの計画中で「2050年CO2排出実質ゼロ」を目標に掲
げ、市民、事業者、行政が連携して、地球温暖化対策に取
り組んでいく。

311
北海道
ほっかいどう

喜茂別町
きもべつちょう

2021/3/9

令和3年第1回喜茂別議会定例会におい
て、町長から、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目
標）の取組みや二酸化炭素の吸収源であ
る森林の整備を行い、2050年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼ
ロカーボンシティ」を宣言

・本町では公共施設に地中熱を利用したヒートポンプ暖房な
どの導入、公共施設や街路灯のＬＥＤ化など二酸化炭素排
出抑制対策に積極的に取り組むとともに生ごみのたい肥
化、バークたい肥の活用といった有機農業をはじめ、町の
資源を活用した地域循環型農業を支援し、持続可能な環境
保全型の農業を推進しています。合わせて、森林の適切な
管理の推進により二酸化炭素の吸収量により相殺すること
などにより、排出量を実質ゼロとする

312
埼玉県
さいたまけん

春日部市
かすかべし

2021/3/11

令和3年3月春日部市議会定例会におい
て、市長が2050年に二酸化炭素の排出量
を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ」を目
指す旨を宣言

・公共施設における再生可能エネルギーの推進等を図る。
・市民、事業者に省エネを促すとともに、環境配慮型設備設
置の奨励を行う。
・次期、地球温暖化対策実行計画において、２０５０年に二
酸化炭素排出量実質ゼロを目指す旨を記載。
・その他、実質ゼロに向けた効果的な施策について、検討
を進める。
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313
鳥取
とっとり

県
けん

日南町
にちなんちょう

2021/3/11

令和3年3月2日開催の日南町議会におい
て、2050年までにCO２実質排出量ゼロを目
指すことを町長が施政方針で表明し、同日
にホームページで宣言を公開した。

令和3年3月11日に環境省へ「２０５０年まで
に二酸化炭素排出量実質ゼロ」について報
告した。

森林整備等によってCO2吸収量を伸ばすことで
町内の二酸化炭素排出量実質ゼロの実現を目指す。

314
茨城県
いばらきけん

ひたちなか市
し

2021/3/11

令和3年3月3日，3月定例会における施政
方針の中で「2050年までに温室効果ガスの
排出量実質ゼロを目指す」ことを表明。（令
和3年3月11日環境省へ報告。）

具体的な取組・施策については，現在策定中のひたちなか
市第3次環境基本計画（令和3年度から令和12年度まで）に
盛り込む予定。

315
石川県
いしかわけん

白山市
はくさんし

2021/3/11

令和3年市議会3月会議の提案理由説明に
おいて、「ゼロカーボンシティ」を宣言（令和
3年3月8日）
また、令和3年3月策定予定の地球温暖化
対策地域推進計画において、「2050年温室
効果ガス実質排出ゼロ」を目指すと明記
(令和3年3月11日環境省に報告）

市民、事業者、行政のSDGsにおける経済、社会、環境の３
側面の統合や地域資源（森林、地下水）を活用した取組、施
策

316
北海道
ほっかいどう

鹿追町
しかおいちょう

2021/3/12

令和3年第1回鹿追町議会定例会におい
て、2050年までにカーボンニュートラルを実
現するべく“鹿追型ゼロカーボンシティ”に
挑戦することを町長が宣言

・バイオガスプラント（現時点2基：家畜糞尿由来）を核とし、
「電気×熱×水素」等を域内消費することで
“鹿追型”ゼロカーボンシティの実現を目指す。
・域内消費の本格展開は2028年、1基目のバイオガスプラン
ト卒fitに合わせて地域新電力会社を設立し、町民等に広く
クリーンエネルギー提供する。
・目指す将来像は域内のすべてのエネルギーをバイオガス
プラント等から調達する「電気×熱×水素」等に代替し、「鹿
追型脱炭素交通、鹿追型ZEB（H）」等の全域展開を目指
す。
また、公共施設中心エリアに整備した「自営線ネットワーク
（太陽光+地中熱）」を受け皿とし、「電気」と「熱」の自家消費
（託送）も進める。
・スケジュールは下記のとおり、10年毎にSTEP1-3とし、
STEP1-2までを「脱炭素Ready」として位置づけ、「STEP3
（脱炭素化総仕上げ）」への切替がスムーズに行えるよう戦
略的に事業を進める。
　2021-2030【STEP1】
　2031-2040【STEP2】
　2041-2049【STEP3】
・Playerは鹿追町が主体となり、
「鹿追町×鹿島建設（スマートソサエティ構想連携協　定締
結済）」・町民・賛同者等を巻き込み一体となって進める。
・これらの構想をより具現化するため、Ｒ3年度に「鹿追町ゼ
ロカーボンシティ推進戦略」を策定予定。（PDCAサイクル運
用）

317
岐阜県
ぎふけん

羽島
はしま

市
し

2021/3/12

令和3年3月市議会定例会の一般質問にお
いて、2050年までに二酸化炭素の排出量
実質ゼロを目指す旨を表明。
また、令和3年3月策定の「羽島市環境基本
計画」においても2050年までに脱炭素社会
の実現を目指すことを明記。

　令和3年度中に「地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」を策定し、2050年に脱炭素社会の実現に向けた具体
的な取組を明記する予定。
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318
宮城県
みやぎけん

仙台市
せんだいし

2021/3/15

令和3年2月、市議会第１回定例会冒頭の
施政方針において、市長が「温室効果ガス
排出量を実質ゼロにする目標を掲げ、ゼロ
カーボンシティの実現に向けた取り組みを
着実に推進」することを宣言。

「杜の都環境プラン（仙台市環境基本計
画）」における中期目標として、令和12年度
（2030年度）における温室効果ガス排出量
を平成25年度（2013年度）比で35％以上削
減（森林等による吸収量を含む）、長期目標
として令和32年（2050年）温室効果ガス排
出量実質ゼロを目指すことを掲げており、
本計画は令和3年第1回定例会において、
令和3年3月12日に議決。（令和3年3月15日
環境省に報告）

・中期目標の達成に向け、「仙台市地球温暖化対策等の推
進に関する条例」に基づく、事業活動からの排出削減に向
けた制度である「温室効果ガス削減アクションプログラム」を
進めるとともに、ZEHや省エネ家電の普及促進による家庭
からの排出削減など、市民・事業者と連携した取り組みを推
進する。
・これらの施策を着実に推進しながら、技術革新等の動向を
踏まえ、長期目標である実質ゼロを目指し、率先して取り組
みを進めていく。

319
島根県
しまねけん

美郷
みさと

町
ちょう

2021/3/15

令和３年第１回定例議会（３月15日の一般
質問）において「2050年CO2実質排出ゼロ」
を表明
後日報道機関・HP等でも宣言

H31年に策定した「美郷町地球温暖化対策
実行計画」に基づき、今まで実施してきた事
業の継続・発展と地域全体としてのカーボ
ンニュートラルを目指していきます。

H31年に「美郷町地球温暖化対策実行計画」を策定
実行計画に基づきR２年度にも以下の事業を実施
１．公用車の電気自動車への更新を１台/年ペースで実施し
公用車の電動化を図る。
２．住民向けの補助金として、電気自動車購入補助金を設
け、国の補助金に上乗せで町独自で最大30万円交付する。
また、防災協定として災害時に住民の電気自動車を避難所
等へ借用し、非常電源として活用する協定を結ぶことで、協
力者へは追加で15万円（固定）の給付を実施する。あわせ
て、住宅向け太陽光パネル設置の補助も実施し、町全体で
二酸化炭素排出量を抑制する。
３．ドローンを活用した物流改善を行うことで、最大50㎏まで
の運搬を可能とさせたドローンで、町からの集配物などを運
搬する。運搬に係る燃料費の削減と、非常時の物流確保を
図る。
４．役場庁舎や防災センターの防災拠点、町民ホールや公
民館などの指定避難所へ太陽光発電と蓄電設備を整備し、
平時の電気料金の削減やドローン・電気自動車の充電など
に活用する。また非常時の非常電源として活用する。

320
北海道
ほっかいどう

羅臼町
らうすちょう

2021/3/16
令和3年3月町議会定例会終了後のプレス
リリースにて、町長が、2050年まで二酸化
炭素排出量実質ゼロを表明

・今後改定の「羅臼町環境基本計画」や「羅臼町地球温暖
化防止実行計画」において、2050年の二酸化炭素排出量
実質ゼロを目指すことを明記

・公共施設における省エネ活動や高効率機器の導入など
「羅臼町地球温暖化防止実行計画」の実践

・地球温暖化防止対策のための国民運動「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣ
Ｅ」の推進

・家庭や事業所における省エネ促進に向けた啓発など、省
エネルギーの推進

・廃棄物の減量化と資源化を促進し、循環型社会の構築と
地球環境の保全を図る

・二酸化炭素の排出削減につながる新たな取り組みの情報
収集及び検討

321
熊本県
くまもとけん

荒尾
あらお

市
し

2021/3/17

令和3年3月議会において、市長が所信表
明の中で「2050年までにCO2を実質ゼロす
る」ことを宣言。（令和3年3月17日環境省に
報告）

・令和3年度中に、2050年までに温室効果ガス排出量を実
質ゼロにする地球温暖化対策実行計画を策定する。
・地域新電力会社による、エネルギーの地産地消を促進す
る。
・Ｊクレジット制度を活用した市公共施設でのRE100の取組
や公用車への電気自動車の導入の推進を図る。
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322
長崎県
ながさきけん

長崎市
ながさきし

2021/3/17

2021年2月22日の市議会において市長が
施政方針の中で、ゼロカーボンシティ宣言
する方針を説明。
2021年3月17日に宣言式を開催し、長崎広
域連携中枢都市圏である長与町、時津町と
共に、「2050年までに二酸化炭素排出量を
実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシティ」を
同時の宣言。
長崎市は、産学官民の代表として、長崎市
地球温暖化対策実行計画協議会の会長と
連名でゼロカーボンシティを宣言する。

・長崎市、長与町、時津町で形成する長崎広域連携中枢都
市圏において、地球温暖化対策実行計画の共同策定に向
けた検討を進め、より実効性のある施策を展開する。

・市民、事業者等の環境行動の実践を更に促進するため、
長崎市地球温暖化防止活動推進センター「サステナプラザ
ながさき」において、環境行動の核となる人材を育成するな
ど取組みの強化を図る。

・自治体新電力「（株）ながさきサステナエナジー」による再
生可能エネルギーの地産地消を推進するとともに、市内産
学官民のネットワークを構築することにより、市民、事業者
等の意識の醸成や新たな脱炭素事業の創出を図る。

・公用車への電気自動車導入の拡大、清掃工場の廃棄物
発電を活用した急速充電設備整備、電気自動車の蓄電池
化による災害時の非常用電源の確保等を推進する。

323
長崎県
ながさきけん

長与町
ながよちょう

2021/3/17

2021年3月17日に宣言式を開催し、長崎広
域連携中枢都市圏である長崎市、時津町と
共に、「2050年までに二酸化炭素排出量を
実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシティ」を
同時の宣言。

長崎市、長与町、時津町で形成する長崎広域連携中枢都
市圏において、地球温暖化対策実行計画の共同策定に向
けた検討を進め、より実効性のある施策を展開する。

324
長崎県
ながさきけん

時津町
とぎつちょう

2021/3/17

2021年3月4日の町議会において町長が地
球温暖化防止対策に係る一般質問への答
弁の中で、ゼロカーボンシティ宣言する方
針を説明。
2021年3月17日に宣言式を開催し、長崎広
域連携中枢都市圏である長崎市、長与町と
共に、「2050年までに二酸化炭素排出量を
実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシティ」を
同時の宣言。

長崎市、長与町、時津町で形成する長崎広域連携中枢都
市圏において、地球温暖化対策実行計画の共同策定に向
けた検討を進め、より実効性のある施策を展開する。

325 宮崎県
みやざきけん 2021/3/17

第四次環境基本計画の重点プロジェクトに
「２０５０年ゼロカーボン社会づくり」を掲げ、
同計画の県議会での議決をもって表明とし
た。

省エネルギー・省資源の推進、再生可能エネルギーの導入
拡大、森林吸収量の維持及び環境保全を支える人材づくり
の４つを柱に施策を展開する。

326 広島県
ひろしまけん 2021/3/18

小泉環境大臣への要望活動に併せて，
2050年の温室効果ガス排出量実質ゼロを
目指して，「みんなで挑戦 未来につながる
2050ひろしまネット・ゼロカーボン」を宣言

カーボンニュートラルの実現に向けて，これまでの省エネル
ギー対策や再生可能エネルギーの導入促進に加え，二酸
化炭素を建設資材や燃料等の原材料として再利用する取
組や農林水産業における利用，石油由来プラスチックから
の代替促進などにより，環境と地域経済の好循環を図りな
がら，ＳＤＧｓへも貢献することで，日本のみならず世界から
注目を集めるような広島型カーボンサイクル構築の取組を
推進し，2050年の温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指
す。

327
静岡県
しずおかけん

伊豆
いず

の国市
くにし

2021/3/18

市長定例記者会見において、気候非常事
態宣言と脱炭素宣言を表明。「2050年二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指す」ことを表
明。

現在の「地方公共団体実行計画（区域施策編）」の４つの重
点施策への取り組みを引き続き進める。
また、2023年度に改定予定の「地方公共団体実行計画（区
域施策編）」の改定前倒しを検討し、2050年温室効果ガス排
出量実質ゼロの目標を盛り込む。
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328
福島県
ふくしまけん

本宮市
もとみやし

2021/3/18

市議会の議決を受け、市長が「本宮市２０５
０ゼロカーボンシティ」を宣言。市のスロー
ガン「『笑顔』あふれる『人』と『地域』が輝く
まち　もとみや」を創り、次世代の市民へ引
き継いでいくため、２０５０年までに市内の
温室効果ガス排出実質ゼロを目指す「ゼロ
カーボンシテイ」へ挑戦することを明記。

・2021年に推進計画（ロードマップ）を策定し、2030年、及び
2050年に向けた取組を定め以降の事業推進の礎とする。
・クールチョイスの推進（令和３年度全世帯向けマイバック
作成・交付を予定)
・再エネ導入検討、事業実施（自立・分散型エネルギー導入
支援、住宅ZEH化支援等）
・官民連携体制の構築と事業推進（再エネインフラ誘致等）
・新公共交通システムの構築

329
神奈川県
かながわけん

葉山町
はやままち

2021/3/18

プレスリリースにて表明した「はやま気候非
常事態宣言」の中で、「2050年までに温室
効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目
指します」と表明

・公共施設における再生可能エネルギーの導入及び公用
車のエコカー導入等
・町民の再生可能エネルギーや電気自動車、省エネルギー
設備の導入を促進するための補助制度の充実
・SDGsの達成に向けた「はやまクリーンプログラム」のより
一層の推進

330
長野県
ながのけん

伊那市
いなし

2021/3/19
令和３年３月市議会において、市長が
「2050年カーボンニュートラル宣言　－伊那
から減らそうCO２!!への決意－」を表明

・これまで「伊那市50年の森林ビジョン」、「伊那から減らそう
CO２!!～伊那市二酸化炭素排出抑制計画～」を策定し、二
酸化炭素排出抑制に取り組んできた。
・「伊那から減らそうCO２!!」の延長線上の目標として、2050
年カーボンニュートラルの実現を目指すため、地域産業界と
の連携や市民総参加による伊那市らしいCO２の排出抑制
に取り組む。
【市民】
自動車や給湯器具などの電化、住宅のＺＥＨ化、太陽光・熱
及び木質バイオマス等による再エネの導入、普段の生活の
中での省エネ・節電
【事業者】
車両や重機・工場等の動力源の電化、ＺＥＢ化、太陽光・木
質バイオマス等による再エネの導入、環境に配慮した経営
や再エネ由来電力の活用
【行政】
公共施設への再エネやＥＶ車の導入、公共施設の省エネ、
ＺＥＢ化の促進、市民や事業者への啓発・支援、事業者の
カーボンニュートラルへの取組み支援

331
長野県
ながのけん

飯田市
いいだし

2021/3/19

記者発表の席にて「環境文化都市」実現を
目指し、市長、市議会議長、商工会議所会
頭の３者共同で声明を発表。
R3年４月からスタートする「21’いいだ環境
プラン第5次改訂版」「飯田市地球温暖化対
策実行計画」においても明記。

・省エネルギー診断の実施、省エネセミナーなどによる意識
啓発、民間事業所と連携した面的な環境改善活動など、エ
ネルギー使用を「へらす」
・公共交通や次世代自動車の促進、飯田市版ZEH制度の
普及などエネルギーを「かえる」
・太陽光発電、木質バイオマス機器、小水力発電建設支援
などエネルギーを「つくる」
・リニア駅周辺や移転街区での飯田市版ZEH集団化による
モデルエリアの構築、V2H導入など蓄電システムの活用、
FIT切れ電源の有効活用など、地元産エネルギーを「つか
う」
・計画的な森林整備や里山保全により二酸化炭素を「吸収
する」
・産官連携による新たな行動に向けたプラットフォーム構
築、環境人材育成やネットワークづくりによる生涯にわたる
環境学習による「学びと実践」

332
高知県
こうちけん

四万十市
しまんとし

2021/3/22

令和3年3月22日に、四万十市議会３月定
例会で2050年に温室効果ガス排出実質０
を目指すことの宣言を制定を議決。

同内容をホームページに掲載する。

四万十市において、望ましい将来像として掲げる「人が輝き
夢が生まれる　悠久と躍動のまち」の実現のため、また、私
たちの祖先から脈々と引き継がれる四万十川を代表する豊
かな自然を守り、未来の世代に繋いでいくため、2050年まで
に温室効果ガス排出量実質ゼロを目指し、その実現に向
け、自然再生エネルギーの活用や森林の整備など「脱炭
素」への取り組みを推進していく
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333
新潟県
にいがたけん

津南町
つなんまち

2021/3/23

2021年2月25日、第１回定例会において、
町長が令和３年度町長施政方針の中で、
2050年脱炭素社会の実現を宣言し、「2050
年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目
指す」ことを表明。（2021年3月23日環境省
に報告）

・津南町総合振興計画（計画期間：令和3年度～令和12年
度）において、脱炭素社会の実現といった文言を記載予定
であり、取組・施策を検討していく。
・温室効果ガスの削減目標を定めた「環境にやさしい津南
町率先行動計画」において、2022年度の見直しの際、2050
年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すことを明記すると
ともに、取組・施策を検討し、すすめていく。

334
東京都
とうきょうと

足立区
あだちく

2021/3/23

条例に基づく「区としての基本的な方向性を
定める宣言」として区議会が議決し、区長と
区議会議長が共同で二酸化炭素排出実質
ゼロを目指すことを宣言

・2021年度中に、2050年の二酸化炭素排出実質ゼロに向
けた、2024年度、2030年度の削減目標値の見直しを行うと
ともに、その後の中長期的な道筋と短期的な施策を環境基
本計画に取りまとめていく。
・区民に対する、省エネの推進・再エネの利用拡大・エネル
ギー転換の推進
・区施設における先進技術の率先導入、脱炭素の技術と社
会システムを区内に定着させる啓発・支援、脱炭素型の再
開発やまちづくりの推進

335 長崎県
ながさきけん 2021/3/23

第２次長崎県地球温暖化（気候変動）対策
実行計画の中で、長期目標として「2050年
度までの脱炭素社会の実現」を明記

左記の計画に基づき、まずは短期目標「2030年度までに温
室効果ガス31.5削減（2013年度比）」を達成するために、従
来からの省エネ推進等の取組に加え、電動車等の導入促
進、アプリやSNSなどを活用した普及啓発などの新たな取
組を進めていく。

336
群馬県
ぐんまけん

千代田町
ちよだまち

2021/3/24

自然災害による死者ゼロ、温室効果ガス排
出量ゼロ、災害時の停電ゼロ、プラスチック
ごみゼロ、食品ロスゼロを実現し、災害に
強く、持続可能な社会を構築するとともに、
町民の幸福度を向上させるため、2050年に
向けた「ちよだ5つのゼロ」を宣言。同宣言
の中において「2050年二酸化炭素排出量
実質ゼロ」を目指すことを表明。

脱炭素社会の実現に向けて、省エネルギー対策、再生可能
エネルギーの推進、CO2排出量の削減に取り組んでいき、
今後、新たな施策・取組を検討しながら「2050年二酸化炭素
排出量実質ゼロ」を目指す。
・令和４年度を目標に町内に資源ごみを回収できる施設を
設け、資源の有効活用を図ることにより、焼却施設からの
CO2排出量を抑える。
・環境教育の充実化、フードドライブの実施、緑のカーテン
の普及、住宅用太陽光発電システム補助等の再生可能エ
ネルギーの推進事業を継続的に実施する。

337
三重県
みえけん

桑名市
くわなし

2021/03/24
市長が記者会見の場で、「2050年までに二
酸化炭素排出実質ゼロ」を目指す「ゼロ
カーボンシティ」を表明。

ゼロカーボンシティの実現に向け、産学官金連携によるグ
リーンIoTラボ・桑名を設立。
IoTを活用し、再生可能エネルギーの地産地消を始め、市の
環境と経済の好循環を生みだす取り組みを市民や民間事
業者等と連携して取り組む。
また、ゼロカーボンシティに取り組む企業の積極的な企業
誘致にも取り組む。

338
福井県
ふくいけん

福井市
ふくいし

2021/3/24

「第４次福井市環境基本計画（2021年3月策
定）」に「2050年の二酸化炭素排出量実質
ゼロ「ゼロカーボン」を目指す」ことを表記。
2021年3月24日の記者会見で、市長が「ゼ
ロカーボンシティ」を目指すことを表明。

・本市の特性（家庭での電気使用量が多い、車の保有台数
が多い、地産地消率が高い）に即した温暖化対策への取組
を行う「COOL CHOICE　FUKUI」事業を推進する。
・福井市環境推進会議と協力し、環境に関する知見や情報
を交換する企業交流会や、環境講座、ＥＳＤ研修会を開催
するなど、市民・市民組織・事業者・行政が連携した環境取
組を推進する。
・水素ステーション設置を契機とし燃料電池自動車の普及を
促進する。
などにより2050年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す。
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339
岐阜県
ぎふけん

中津川市
なかつがわし

2021/3/25

記者会見の場で、市と区長会連合会の共
同宣言として中津川市「ゼロカーボンシ
ティ」宣言を公表し、「2050年温室効果ガス
実質排出ゼロ」を市と地域が協力して目指
していくことを宣言。

現在中間見直しを行っている「第三次中津
川市環境基本計画（地球温暖化対策実行
計画を含む）」にも、将来ビジョンとして文言
を盛り込む予定。

太陽光や小水力等の再生可能エネルギー発電の導入促
進、地域での省エネルギー対策や省資源対策の推進、交
通分野での削減対策、森林整備による吸収減対策などを現
計画に合わせて推進しながら、将来的な二酸化炭素排出量
ゼロに向けて、新たな対策の検討と実現を目指していく。

340
広島県
ひろしまけん

大崎上島町
おおさきかみじまちょう

2021/3/25
大崎上島町ホームページ内に「二酸化炭素
（ＣＯ２）の排出量実質ゼロを目指す」宣言
文を掲載

国、県とも連携し、ゼロカーボン自治体を目指して、町の脱
炭素に向けた行動計画を策定し、電気自動車の導入、集会
所等への蓄電池整備等、具体的な整備を行い、二酸化炭
素の排出ゼロに向けて取り組む。

341
東京都
とうきょうと

国立市
くにたちし

2021/3/25

令和3年国立市議会第1回定例会の市長施
政方針演説（令和3年2月24日）で、2050年
までに「ゼロカーボンシティ」を目指していく
ことを表明。（令和3年3月25日環境省に報
告）

2021年4月からスタートする「第5期国立市役所地球温暖化
対策実行計画（事務事業編）」にゼロカーボンシティを目指
すことを明記。
市役所本庁舎の契約電力の100％再生可能エネルギーへ
の切替（2020年11月実施）に続き、市公共施設への再生可
能エネルギー電力の導入拡大。
森林環境譲与税を活用した友好交流都市との連携事業に
よるカーボンオフセット事業の開始。
「国立市域地球温暖化対策アクションプラン」に基づき、再
生可能エネルギーの導入促進、省エネルギー、エコライフス
タイルを推進している。

342
福井県
ふくいけん

大野市
おおのし

2021/3/25
記者会見において、市長が「大野市ゼロ
カーボンシティ宣言」を表明

2021年3月に策定した「第三期大野市環境基本計画」（兼
大野市地球温暖化対策実行計画（区域施策編））に基づ
き、2050年を見据えて、まずは本計画の目標期間として設
定した2030年までの地球温暖化対策として温室効果ガス排
出量の削減よび吸収源対策に取り組む。
・低炭素型のエコライフや事業活動の推進
・公共施設の脱炭素化
・公共交通等の利用促進
・省エネ、再エネの推進
・廃棄物の減量化、リサイクルの推進
・木質バイオマスの利活用促進

343
東京都
とうきょうと

港区
みなとく

2021/3/26

令和３年３月策定の港区環境基本計画に
おいて「2050年までに区内の温室効果ガス
の排出実質ゼロ」を基本目標の一つとして
明記

（環境基本計画に掲載した主な取組）
○建築物低炭素化促進条例を新たに実施し、建築物の低
炭素化と環境性能の向上を促進
○区民・事業者への再生可能エネルギーの導入拡大
○区有施設におけるゼロエミッション化の推進
○国産木材の区内建築物への活用促進を通じた森林整備
への貢献
○職場や家庭における省エネルギー行動の促進

344
東京都
とうきょうと

狛江市
こまえし

2021/3/26
令和３年第１回定例会において、市長が
「2050年二酸化排出量実質ゼロ、ゼロカー
ボンシティを目指す」ことを表明

・脱炭素社会の推進に向けて、公共施設から排出される温
室効果ガスの削減や事業者の省エネ行動の推進等に取り
組む。
・令和３年４月より市庁舎に100％再生可能エネルギー電力
を導入。
・エネルギー効率のよいまち、再生可能エネルギー等の利
用促進、気候変動の影響への適応に取り組む。
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345
大阪府
おおさかふ

堺市
さかいし

2021/3/26
市長が「堺市気候非常事態宣言」を表明
し、宣言の中で「2050年までにカーボン
ニュートラルの実現をめざす」ことを表明。

2050年を目途とした将来環境ビジョンと、その実現に向けた
ロードマップを示す「堺環境戦略」を2021年3月に策定。この
戦略では、脱炭素都市（Carbon Neutral）、循環都市
（Circular）、快適都市(Comfortable)、貢献・協働都市
（Cooperation）という「4つのC」をキーワードに、持続可能な
環境イノベーション都市を実現し、世界をリードする環境先
進都市をめざすこととしている。この戦略の内容を踏まえ、
脱炭素に向けた具体的な施策を位置づけ、取組を推進する
ため、堺市地球温暖化対策実行計画を2021年度末に改定
予定。

346 沖縄県
おきなわけん 2021/3/26

沖縄県気候非常事態宣言において「2050
年度に向けて温室効果ガス排出量を実質
ゼロにします｣と表明。また、第２次沖縄県
地球温暖化対策実行計画においても長期
目標として「2050年度に向けて温室効果ガ
ス排出量を実質ゼロを目指す｣とする。

　令和３年３月に策定予定の第２次沖縄県地球温暖化対策
実行計画及び沖縄県クリーンエネルギー・イニシアティブに
基づき、関連施策を推進することとしている。
（具体例）
①風力発電、蓄電池、モーター発電機を組み合わせて運用
することにより、自然条件に左右される再生可能エネル
ギーを安定的に導入できるシステムを構築する実証事業。
②再生可能エネルギーを効率的に利用するエネルギーマ
ネジメントの実証成果の活用促進。
③県公用車を電動車へ転換するとともに、県施設で太陽光
発電設備と蓄電池を組み合わせた脱炭素型充電設備モデ
ル事業を実施。

347 和歌山県
わかやまけん 2021/3/30

第5次和歌山県環境基本計画において、
2050年度までに排出量実質ゼロとなること
を目指すことを明らかにし、3月30日の知事
記者会見で当該計画を発表。

・次世代自動車の普及促進をはじめとした省エネルギーの
推進
・水素や蓄電池など新しい技術の普及促進
・地域の環境と調和した再生可能エネルギーの導入
・森林保全や紀州材需要拡大、バイオマス発電などによる
森林吸収源対策
・わかやま環境賞表彰などによる啓発活動や環境教育の推
進
・革新的環境イノベーションの創出と活用

348
東京都
とうきょうと

中央区
ちゅうおうく

2021/3/30

令和3年第一回区議会定例会において、
2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ
を目指すことを明記した「ゼロカーボンシ
ティ中央区宣言」を決議することで表明。

・「中央区環境行動計画2018」（地方公共団体実行計画(区
域施策編)を内包）の見直しの際に、２０５０年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロを目指すことを明記する。
・脱炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギーの積極的
な活用や省エネルギー対策の徹底など既存施策の更なる
推進を図る。

349
静岡県
しずおかけん

島田市
しまだし

2021/3/30
報道機関へ「表明文」をプレスリリースして
表明。
市ホームぺージに「表明文」を掲載。

2021年度から2022年度にかけて策定する、第３次島田市環
境基本計画及び次期地球温暖化対策実行計画において、
2050年に実質ゼロを長期目標として設定し、具体的な取組
を盛り込む予定。

350 奈良県
ならけん 2021/3/30

2021年3月5日、奈良県議会において、知事
が「「2050年までに二酸化炭素等の温室効
果ガスの排出を実質ゼロにする脱炭素社
会の構築を目指す」と表明（2021年3月30日
環境省に報告）

「奈良県環境総合計画」（2021年３月策定）
に明記

・「奈良県環境総合計画」に基づき、「2050年温室効果ガス
排出ゼロ」に向け、県民・事業者・行政が一体となって取り
組む社会を目指す。
・一般住宅や事業所に対して、「創エネ」「蓄エネ」「省エネ」
の設備導入の支援。
・木質バイオマス燃料や水素エネルギーの普及・拡大。
・二酸化炭素吸収源となる森林の整備。
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351
大阪府
おおさかふ

八尾
やお

市
し

2021/4/1
八尾市ホームページ内に「二酸化炭素（ＣＯ
２）の排出量実質ゼロを目指す」宣言文を掲
載

脱炭素社会構築を目指し、市民・事業者・行政によるプラッ
トフォームを構築し、以下の取組の研究・検討を行う。
・脱炭素社会構築に向けた取り組みを支援するための環境
基金の創設
・八尾市の里山における生態系サービスを活用したエネル
ギー自給
・ＺＥＨモデルハウスを活用したＺＥＨの普及促進事業
・エコカーの普及や再配達防止に関する事業
・八尾市における未利用エネルギーのポテンシャルを把握
・シェアリングサービスなどによる環境ビジネスの創出

352
大分県
おおいたけん

大分市
おおいたし

2021/4/1

2021年3月策定の「第3期大分市地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）」において、
地球温暖化対策の長期的な取組の考え方
として「2050年までに二酸化炭素排出実質
ゼロ」を目指し取り組む旨を記載するととも
に、同計画策定の市ホームページにて同様
の内容を掲載した。

「第3期大分市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に
基づき、計画に定める短期目標及び中期目標の達成に向
け、市民、事業者、行政の協働で地球温暖化対策を推進す
る。

353
神奈川県
かながわけん

茅ヶ崎
ちがさき

市
し

2021/4/1

 2021年4月1日に開催する「気候非常事態
宣言」共同表明式において、茅ヶ崎市長と
寒川町長が2050年までに二酸化炭素排出
実質ゼロを目指すことを含んだ「気候非常
事態宣言」を表明。

市ホームページ上に宣言文を掲載予定。

 2021年度を始期とする「茅ヶ崎市環境基本計画」の政策目
標に「気候変動に対応できるまち」を位置づけ、緩和策と適
応策の両輪で取り組みを進める。また、子どもから大人ま
で、あらゆる世代への環境教育・環境学習の充実を図り、
広域で連携しながら目標の達成を目指す。

354
神奈川県
かながわけん

寒川
さむかわ

町
まち

2021/4/1

 2021年4月1日に開催する「気候非常事態
宣言」共同表明式において、茅ヶ崎市長と
寒川町長が2050年までに二酸化炭素排出
実質ゼロを目指すことを含んだ「気候非常
事態宣言」を表明。

町ホームページ上に宣言文を掲載予定。

 2021年度を始期とする「第３次寒川町環境基本計画」の重
点プロジェクトに位置付けた「二酸化炭素排出実質ゼロのま
ちキックオフ！プロジェクト」をはじめ、省エネルギーの推
進、再生可能エネルギーの利用の推進、気候変動に適応し
たまちづくりなどにおいて、住民や事業者、団体及び他市町
村と広く連携して取り組みを進め、目標の達成を目指す。

355
大阪府
おおさかふ

和泉市
いずみし

2021/4/1
市長が「和泉市ゼロカーボンシティ」を市の
ホームページ及び報道発表により表明

「第4次和泉市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に
基づき、市の事務事業からの温室効果ガスの排出量を削
減するとともに、令和3年3月に策定した「第3次和泉市環境
基本計画」を軸に、市域の温室効果ガスの排出量を把握
し、その削減に向けて施策を展開することにより実現を目指
していく。
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356
茨城県
いばらきけん

笠間市
かさまし

2021/4/1

令和2年7月1日に宣言した環境負荷ゼロへ
の挑戦「プラスチックごみゼロ宣言」と合わ
せて、環境負荷ゼロへの挑戦「ゼロカーボ
ンシティ宣言」として，ホームページに掲載
するとともに報道機関へのプレスリリースを
行う。

第2次笠間市環境基本計画に宣言の表明とカーボンニュー
トラルの実現を目指すことを明記し、温室効果ガス（ＣＯ2）
削減と廃棄物プラスチックの削減に向けた取り組みを実施
します。
　◇市民に対して
　　・環境寺子屋のＷｅｂ配信などによる環境教育の充実を
目指します。
　　・環境サポーター制度の導入による環境への取り組み体
制の充実を図ります。
　◇事業者に対して
　　・資源物回収品目の拡大や店舗の拡充により，分別回
収の充実を図ります。
　　・事業者と行政の意見交換会の開催などにより，相互の
事業連携を強化します。
　◇滞在者（観光者）に対して
　　・ＣＯ2排出量の削減を目指したシェアサイクルなど，環
境に配慮したモビリティの活用を推進します。
　◇行政として
　　・市役所内で率先したワンウェイプラスチックの削減対策
を実施します。
　　・公用車の低燃費車両への移行などにより，環境に配慮
した整備に努めます。
　　・森林の適正管理を促進し，ＣＯ2吸収源の確保を図りま
す。

357
高知県
こうちけん

宿毛
すくも

市
し

2021/4/6
市長が「2040年までに二酸化炭素の排出
量実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシティ」
を宣言

・公共施設の太陽光発電設備等の再生可能エネルギーの
導入
・公共施設のＬＥＤ化による省エネの推進
・公用車のハイブリッド及びＥＶ化の促進
・徒歩・自転車利用による近隣移動の推進
・昼食時の職員による車利用の抑制（庁舎内での昼食週間
の導入）
・地域公共交通（コミュニティバス）の利用促進
・宿毛市地球温暖化対策実行計画の策定
・電動自転車購入補助による２次交通の利便性の促進

358
沖縄県
おきなわけん

竹富
たけとみ

町
ちょう

2021/4/7

令和3年度施政方針演説において「 国が
2050 年までに二酸化炭素の実質排出量ゼ
ロを目指しているゼロカーボンシティへの取
り組みを推進することを宣言。（令和3年4月
7日環境省に報告）

検討を進めてきた生ごみの適正処理の検討を発展させると
ともに、再生可能エネルギーの導入も合わせて検討し、地
域経済の活性化や新しいビジネスの創出と災害時のエネル
ギー供給確保の実現を目指す

・海洋資源によるCO2の削減
藻場の再生やマングローブによるCO2吸収とそのクレジット
化による外部資金の獲得（ブルーカーボン）
・再エネによるCO2の削減
離島間をつなぐ船舶及び離島内の移動手段の電動化や行
政施設等への民間資金を活用した太陽光発電・畜電池の
導入（オンサイトＰＰＡ）
・資源循環によるCO2の削減
生ごみの堆肥化等
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359
静岡県
しずおかけん

富士市
ふじし

2021/4/7

定例記者会見の場で、市長が「２０５０年ま
での二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し、
自治体の責務である率先行動や支援施策
とともに、市民・事業者の相互理解の推進
に取り組んでいくこと」を宣言。

併せて、「富士市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編第二期計画）」における長期目
標（2050年度達成目標）として、「ゼロカーボ
ンシティ実現を目標とする」と明記

・再生可能エネルギーの普及推進
・廃棄物、下水汚泥等のエネルギー利用推進
・省エネルギーの更なる推進
・公共交通の利用推進
・森林整備による二酸化炭素固定化
・エネルギー多消費型産業のゼロカーボン化を進めるため
の市民・事業者の相互理解推進
・日本一であるバイオマス発電設備の持続的活用、燃料バ
イオマス化の推進
等

360
鹿児島県
かごしまけん

指宿市
いぶすきし

2021/4/9

令和３年度第１回市議会定例会の施政方
針演説において，ゼロカーボンシティの実
現に向けてチャレンジしていくことを市長が
発表。（令和３年４月９日環境省に報告）

第二次総合振興計画の後期基本計画において施策ごとに
SDGsの目標を関連づけており，その推進の取組の一つとし
て，2050年までに本市の二酸化炭素排出実質ゼロを目指
すゼロカーボンシティの実現に向けてチャレンジする。

361
三重県
みえけん

多気町
たきちょう

2021/4/12
６町共同で「三重広域６町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を記者発表をする。

地域課題解決とRE100実現を軸とした６町による広域連携
バイオマス産業都市構想の認定を取得し、この中で木質バ
イオマス発電及び食物残渣等を原料とするバイオガスプラ
ント誘致について検討していく。

362
三重県
みえけん

明和町
めいわちょう

2021/4/12
６町共同で「三重広域６町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を記者発表をする

地域課題解決とRE100実現を軸とした６町による広域連携
カーボンニュートラルの取り組みを進めることとしており、自
然エネルギーを活かした発電など、環境に配慮したエネル
ギー政策を検討する。

363
三重県
みえけん

大台町
おおだいちょう

2021/4/12
６町共同で「三重広域６町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を記者発表をする

地域課題解決とRE100実現を軸とした６町による広域連携
J-VERオフセットクレジットの利用や企業と共同したリサイク
ル資源回収システムの取り組み等を進め,今後もカーボン
ニュートラルの実現に向け展開していく。
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364
三重県
みえけん

大紀町
たいきちょう

2021/4/12
６町共同で「三重広域６町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を記者発表をする

地域課題解決とRE100実現を軸とした６町による広域連携
公共施設への太陽光発電設備の設置を進めるとともに、大
紀町森林経営管理制度推進方針にもとづく森林の経営管
理に必要な措置を講じることにより、カーボンニュートラルの
実現に取り組む。

365
三重県
みえけん

紀北町
きほくちょう

2021/4/12
６町共同で「三重広域６町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を記者発表をする

地域課題解決とRE100実現を軸とした６町による広域連携
地球温暖化対策実行計画のもと、温室効果ガス抑制効果
が期待できる施策に取り組む。

366
三重県
みえけん

度会
わたらい

町
ちょう

2021/4/12
６町共同で「三重広域６町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を記者発表をする

地域課題解決とRE100実現を軸とした６町による広域連携
現在稼働中の大型風力発電所とあわせて、年間４３，０００t
を超える二酸化炭素削減量を見込む大規模ソーラーパーク
の２０２３年４月稼働を目指して整備に取り組む。

367 佐賀県
さがけん 2021/4/13

県HPに掲載している第４期環境基本計画
（R3.３策定）をもってゼロ宣言とする。
※「国が表明した 2050 年までの温室効果
ガスの排出量実質ゼロを見据えて、県がで
きる取組を着実に進めていくこととしていま
す」と明記

国が表明した 2050 年までの温室効果ガスの排出量実質
ゼロを見据えて、県ができる取組を着実に進めていく（主な
取組）
　・森川海人っプロジェクト
　・歩くライフスタイル推進プロジェクト

368
神奈川県
かながわけん

真鶴
まなづる

町
まち

2021/4/14

令和3年4月9日真鶴町議会全員協議会に
おいて町長が「2050年までにＣＯ２排出量
の実質ゼロを目指す」と説明した。
その後、真鶴町ホームページ上に宣言文の
掲載を行うとともに、報道機関へプレスリ
リースを行った。

　二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すため、 再生可能エ
ネルギーの普及促進を始め、省エネルギーの推進、ごみの
減量化・資源化、温暖化防止の意識向上を図る。

369
北海道
ほっかいどう

富良野市
ふらのし

2021/4/16

第3次富良野市地球温暖化対策実行計画
において2050年ゼロカーボンシティの取組
を明記すると共に、市HPにて2050年脱炭素
社会を目指すことを市長が宣言

再生可能エネルギー設備導入促進及び支援、省エネ対策、
廃棄物エネルギーの有効活用、森林資源の拡大等の緩和
策と併せて、自然災害への対策や地球温暖化による生活
環境への影響を周知することで脱炭素社会の実現を目指
す。
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370
北海道
ほっかいどう

当別
とうべつ

町
ちょう

2021/4/16

令和３年第１回定例町議会における「令和
３年度町政執行方針」において、脱炭素社
会の実現に向けて「2050年までに、町全体
のエネルギー供給を再生可能エネルギー
で賄える体制を目指す」ことを表明。

スマート林業による「林業の省力化」や公共施設等への町
産材利用や木質チップボイラの導入により「木材の地産地
消」を推進する。

371
山形県
やまがたけん

鶴岡市
つるおかし

2021/4/20

公益社団法人鶴岡青年会議所4月公開例
会『ローカルSDGs～ゼロカーボンシティへ
の開花～』(令和３年４月17日開催)におい
て、公益社団法人鶴岡青年会議所ととも
に、2050年までに二酸化炭素の排出量を
実質0とすることを目指すと市長が表明。
（令和３年４月20日環境省に報告）

第2次鶴岡市環境基本計画や第3次鶴岡市地球温暖化対
策実行計画（区域施策編・事務事業編）の中間見直しに
2050年の実質ゼロを目指す旨を盛り込む。
2021年4月稼働のごみ焼却施設で発電し、電力の地産地消
事業やその自己消費電力の環境価値の有効活用事業、自
律的好循環の形成へ向けた制度を構築するためにSDGsプ
ラットフォームを創出するなど、脱炭素社会に向けた取組み
を検討・実施していく。

372
神奈川県
かながわけん

松田
まつだ

町
まち

2021/4/20
町有施設の木質バイオマスボイラーの導入
式典後に、2050年までに二酸化炭素排出
量を実質ゼロにすることを町長が宣言。

平成28年度よりクールチョイスの普及促進事業を継続して
実施。
令和元年度に「松田町再生可能エネルギーの利用等の促
進に関する条例」を策定し、「地域エネルギー享受権」の理
念に基づく再生可能エネルギーの利用及びエネルギーの
使用の節約及び効率化に関する施策を実施。
住宅用太陽光発電設備、給湯設備、電気自動車、薪ストー
ブ等の購入に対する補助の実施。

373
埼玉県
さいたまけん

久喜市
くきし

2021/4/22

2050年までに温室効果ガスの排出量実質
ゼロを目指す久喜市「ゼロカーボンシティ」
宣言を行い、報道発表するとともに、市ホー
ムページに宣言文及びゼロカーボンシティ
実現に向けた取り組み内容の説明動画を
掲載

・太陽光発電システムの公共施設設置の推進
・電力の地産地消を目指した、再生可能エネルギーを供給
する地域新電力会社の設立
・公用車のEV化など次世代自動車の普及促進
・市民、事業者、行政のパートナーシップで活動を推進

374
群馬県
ぐんまけん

前橋市
まえばしし

2021/4/22
前橋市地球温暖化防止実行計画の中で、
2050年の将来像として「2050ゼロカーボン
シティまえばし」を目指すことを明記

実行計画の６つの施策（再生可能エネルギーの利用推進、
省エネ型ライフスタイル等の推進、環境にやさしい交通シス
テムの構築、環境負荷の少ないまちづくり、循環型社会の
形成、環境教育・普及啓発活動の推進）の推進とともに社
会状況の変化や期待される新たな技術革新を見据えた取
組を展開しながら「2050ゼロカーボンシティまえばし」を目指
す。

375
埼玉県
さいたまけん

越谷市
こしがやし

2021/4/26
2021/4/26記者発表により埼玉県東南部地
域５市１町で2050年二酸化炭素排出実質
ゼロを目指すことを共同で宣言

・普及啓発・環境学習
・公共施設における省エネルギー対策
・太陽光発電設備の普及
・再生可能エネルギー電力の利用推進
・廃棄物・食品ロスの削減
・事業者との協働による取組
・気候変動適応に関する情報発信

376
埼玉県
さいたまけん

草加市
そうかし

2021/4/26 越谷市欄に掲載 同左
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377
埼玉県
さいたまけん

三郷市
みさとし

2021/4/26 越谷市欄に掲載 同左

378
埼玉県
さいたまけん

吉川市
よしかわし

2021/4/26 越谷市欄に掲載 同左

379
埼玉県
さいたまけん

八潮市
やしおし

2021/4/26 越谷市欄に掲載 同左

380
埼玉県
さいたまけん

松伏町
まつぶしまち

2021/4/26 越谷市欄に掲載 同左

381
高知県
こうちけん

南国
なんこく

市
し

2021/4/26

市議会定例会において市長が「2050年カー
ボンニュートラル、脱炭素社会の実現」を目
指すことを表明
（令和３年４月26日環境省に報告）

令和３年３月に策定した「南国市地球温暖化対策実行計
画」に基づき、市民・事業者等と連携し、地球温暖化対策に
取り組んでいく。

382
埼玉県
さいたまけん

川越市
かわごえし

2021/5/1

2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指
す旨を「小江戸かわごえ脱炭素宣言」として
ホームページに掲載するとともに、報道機
関へプレスリリースを行う。

・公共施設の省エネルギー化の推進
・公共施設での再生可能エネルギー利用推進
・公用車への次世代自動車の導入推進
・川越市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の適正な
見直しの実施
・家庭への再生可能エネルギー機器等の購入補助による
再エネ・省エネ機器の普及拡大
・市民、事業者、民間団体への地球温暖化対策に関する普
及・啓発
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383
埼玉県
さいたまけん

本庄市
ほんじょうし

2021/5/4

・2021年4月27日、市長定例記者会見にお
いて、5月4日のみどりの日に宣言すること
を表明
・本庄市は、緑豊かで自然に恵まれた環境
にやさしいまちを次世代に引き継ぐため、
SDGsの達成を今後の課題としている。本庄
市の偉人である塙保己一、SDGsの理念に
通じる「世のため、後のため」を掲げた。
本庄市は、この「世のため、後のため」の精
神を引き継ぎ、持続可能なまちづくりをさら
に推進するため、2050年までに本市の二酸
化炭素排出量を実質ゼロの実現に挑戦

2021年4月27日に締結した「電気自動車を活用したＳＤＧs
連携協定」（本庄市、埼玉日産自動車株式会社、株式会社
日産サティオ埼玉、日産プリンス埼玉販売株式会社、日産
自動車株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、東京
電力エナジーパートナー株式会社、株式会社カインズの8者
による）に基づき、脱炭素に向けた各種啓発事業を企画す
る予定

384
山形県
やまがたけん

尾花沢市
おばなざわし

2021/5/6
5月6日に市内小学校で、小学生とともに
「2050年までにCO２排出量実質ゼロ」を目
指すことを宣言

・令和３年度中に環境基本計画を見直す予定のため、計画
に脱炭素化を盛り込む。
・公用車の電気自動車への移行
・再生可能エネルギーの地産地消の推進
・再生可能エネルギー設備導入補助金の拡充

385
埼玉県
さいたまけん

美里町
みさとまち

2021/5/11
議会の関連審議の中で表明、今後策定す
る環境基本計画等で目標として設定する予
定

・再生可能エネルギー等の利活用を促進　　　　　　　　　　・
次世代自動車の普及促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
地域のエネルギーや資源の地産地消を推進
・森林の適正管理など

386
高知県
こうちけん

高知市
こうちし

2021/5/14

第２次高知市地球温暖化対策地域推進実
行計画（区域施策編）（2021年３月改訂）の
中で，「長期的な目標として，2050年（令和
32）年における温室効果ガス排出量を実質
ゼロにする脱炭素社会の実現を目指しま
す」と明記。（令和3年5月14日環境省に報
告）

　左欄の計画において，脱炭素社会の実現に向けて４つの
基本方針を掲げ，温室効果ガス排出量の削減目標の達成
のために取り組んでいる。
・基本方針１
　自家消費型の太陽光発電設備をはじめとした新エネル
ギーの普及促進に取り組むなど，地球にやさしいエネル
ギーをつくります。
・基本方針２
　市民や事業者に対して脱炭素型ライフスタイルへの転換
や省エネルギー機器・設備の普及促進に取り組み，エネル
ギーを賢くつかいます。
・基本方針３
　公共交通の利用促進，森林や市街地の緑の保全及び農
地の適切な管理を進めるなど，温室効果ガスの排出の少な
いまちをつくります。
・基本方針４
　ごみの発生抑制や資源の有効利用に取り組み，循環型
社会をつくります。

387
大阪府
おおさかふ

熊取町
くまとりちょう

2021/5/18

2020年5月25日「熊取町気候非常事態宣
言」の中で、「2050年までに温室効果ガス排
出量実質ゼロに向けて取り組む」ことを表
明。2021年5月18日環境省に報告。

・今後は新たな施策を検討しながら2050年のCO₂実質ゼロ
を目指す。
・環境関連イベントをはじめ、広報紙やホームページ、環境
家計簿による「見える化」の普及などを通じて、省エネル
ギーやCO₂に関するあらゆる情報を発信し、住民や事業者
への地球温暖化対策推進の機運を高めます。
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388
福井県
ふくいけん

鯖江市
さばえし

2021/5/20

2021年5月20日の定例記者会見で、市長が
「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明。
鯖江市環境基本計画改定版（2022年3月策
定）に「2050年の二酸化炭素排出実質ゼ
ロ」を明記。

2022年3月に策定する「第5期鯖江市環境基本計画改定版」
に、2050年までの二酸化炭素排出実質ゼロを目指すことを
明記。
NPO法人エコプラザさばえと連携し、環境イベント・教育の
実施や小学生によるこどもエコクラブ活動を通しての地球環
境保全活動の推進。
COOL　CHOICE普及啓発事業を推進するとともに、新たな
施策を調査研究し、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを
目指す。

389
山口県
やまぐちけん

下関市
しものせきし

2021/5/24
市長が定例記者会見で「2050年までに温室
効果ガス排出量実質ゼロ」を目指すことを
宣言

・クールチョイスの啓発・推進
・スマートハウス普及促進補助事業
・公共施設の照明LED化など省エネ設備の導入促進
・今後、「下関市地球温暖化対策実行計画(区域施策編)」の
改定を行い、2050年に温室効果ガス排出量実質ゼロを目
標とすることを明記する。

390
島根県
しまねけん

出雲市
いずもし

2021/5/27

2021年5月27日 出雲市議会において、市
長が、2050年二酸化炭素排出実質ゼロを
めざし、「ゼロカーボンシティ」に挑戦すると
宣言した。

2018年に策定した「第2次出雲市地球温暖化対策実行計画
【区域施策編】」に基づき、市民、事業者、市が連携・協働し
て脱炭素に向けた取組を推進していくとともに、2023年度か
らは新たな計画期間が始まる「第3次出雲市環境基本計画」
において「2050年二酸化炭素排出出実質ゼロ」を明記し、
「脱炭素のまち出雲」を目指す。

391
北海道
ほっかいどう

小樽市
おたるし

2021/5/28

市長定例記者会見で、市長が「生活環境及
び自然環境の保全との調和を図りながら
2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼ
ロを目指す」ことを表明

2021年度中に策定予定の「第４次小樽市温暖化対策推進
実行計画（事務事業編）」に、2050年二酸化炭素排出実質
ゼロを見据えた市の取組を盛り込む。
　また、省エネ行動の徹底、省エネ・高効率機器の導入を促
進するとともに、将来のまちづくりにも資する地域資源を活
用した再生可能エネルギー等への転換を図り、二酸化炭素
排出量削減を進める。

392
兵庫県
ひょうごけん

芦屋市
あしやし

2021/6/1

６月号の広報紙とホームページ上で「芦屋
市ゼロカーボンシティ」を表明し，2050年ま
でに温室効果ガス実質ゼロにむけて取組
むことを明記

緑の基本計画や芦屋市環境計画に基づき，省エネルギー
の推進，再生可能エネルギーの活用，クールチョイスの取
組みの推進，花と緑いっぱいのまちづくり等を実施します。
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393
愛媛県
えひめけん

新居浜市
にいはまし

2021/6/1

新居浜市地球温暖化対策地域計画（第２次
区域施策編）にて、２０５０年度までに市内
全域から排出される温室効果ガス排出量を
実質ゼロとする目標を明記

・新居浜市地球温暖化対策地域計画に基づき、市民や事
業者の脱炭素型のライフスタイル・ビジネススタイルへの転
換、再生可能エネルギーの利活用促進などに取り組む。
・新居浜市地球温暖化対策率先行動計画に基づき、公共
施設への高効率機器導入や再生可能エネルギー設備（太
陽光発電、バイオマス発電など）の利活用を推進する。

394
大分県
おおいたけん

宇佐市
うさし

2021/6/1
２０２１年６月議会において、市長が表明す
る施政方針で、「2050年二酸化炭素排出実
質ゼロを目指す」ことを表明

脱炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギーの活用や
電気自動車の普及を促進するための脱炭素促進グリーン
補助制度の新設、環境保全活動団体の育成及び温暖化対
策に関する啓発などの脱炭素化への取組を推進。

395
青森県
あおもりけん

八戸市
はちのへし

2021/6/1
令和3年6月定例会冒頭の提案理由説明の
中で市長がゼロカーボンを表明

調整中

396
高知県
こうちけん

黒潮町
くろしおちょう

2021/6/1
６月議会全員協議会の場において、首長が
「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を宣
言

・公共施設における再生可能エネルギーのさらなる利用拡
大を推進
・避難所施設への再エネ設備の高機能換気設備の導入し、
地域のレジリエンスと脱炭素化の地域づくりを推進
・次期計画策定時に、ゼロカーボンシティの考え方を反映

397
兵庫県
ひょうごけん

三田市
さんだし

2021/6/3
2021年６月３日の市議会提案説明におい
て、2050年までに温室効果ガスの実質排出
量ゼロを目指すことを表明

・令和4年度の環境基本計画の見直しにあたり、「CO2排出
実質ゼロ推進計画」を一元化することで脱炭素化を位置付
け取組を推進する。
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398
新潟県
にいがたけん

村上市
むらかみし

2021/6/4
2021年6月定例記者会見において、市長が
「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指
すことを表明

2020年度に策定した「第2次村上市環境基本計画」に基づ
き、豊かな自然と調和しながら発展して共生する循環共生
社会のまちを目指す。
今後の主な取組として
・森林資源を利用したカーボンオフセットの導入を検討し、
森林整備による温室効果ガス吸収量の増加を図る。
・民間発電事業者と連携した公共施設等での再生可能エネ
ルギーの利用促進を図る。
・バイオマス資源を原料としたごみ袋を導入し、環境保全活
動等での利活用を図る。

399
熊本県
くまもとけん

球磨村
くまむら

2021/6/4
球磨村のホームページ上に「2050年までに
温室効果ガス排出量を実質ゼロ」を目指す
旨掲載

令和２年７月豪雨災害からの復興と併せて、公共施設の省
エネ化や、再生可能エネルギーの地産地消に取組み、環境
に配慮した脱炭素のむらづくりを目指す。

400
東京都
とうきょうと

新宿区
しんじゅくく

2021/6/5

6月5日「環境の日」に、2050年までに区内
のＣＯ２排出量実質ゼロを目指す、ゼロカー

ボンシティの実現に向けて取り組むことを表
明
・6月2日　令和3年第2回区議会定例記者
　　　　　　 会見でプレス
・6月5日　表明

令和4年度の「新宿区第三次環境基本計画」改定におい
て、2030年度のCO２削減目標の見直しやゼロカーボンシ

ティ実現に向けた具体的な取組を盛り込む予定。

401
兵庫県
ひょうごけん

尼崎市
あまがさきし

2021/6/5

2021年6月5日表明の「尼崎市気候非常事
態行動宣言」に、2050年までに二酸化炭素
排出量を実質ゼロとする脱炭素社会の実
現を目指す旨明記。
また、同日市内の環境イベントにおいて、市
長が同内容について宣言。市ホームページ
にも掲載する。

●消費するエネルギーを徹底的に削減するとともに、再生
可能エネルギーなどへの転換を目指す
　　・再生可能エネルギーの導入拡大
　　・エネルギーの地産地消
　　・省エネ型住宅・建築物の普及促進
　　・エコカーの普及促進
　　・水素エネルギーの普及促進
●一人ひとりがライフスタイルを見つめ直し、大量生産・大
量消費・大量廃棄型社会からの脱却を目指す
　　・ごみとしない取組によるごみ量の削減
●地球温暖化による危機を正しく認識・共有するとともに、
この危機を乗り越えるために行動する
　　・地球温暖化による危機の認識・共有／環境に配慮した
行動の普及・啓発

402
岡山県
おかやまけん

倉敷市
くらしきし

2021/6/7

令和3年6月定例市議会で市長が、2050年
までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目
指す「ゼロカーボンシティ」にチャレンジして
いくことを表明。

令和3年3月に策定した「倉敷市第七次総合計画」及び「倉
敷市第三次環境基本計画」において、脱炭素社会の実現に
向けた取り組みを促進することを明記。
・事業者・公共施設への省エネルギー、再生可能エネル
ギー設備の導入促進
・環境にやさしい脱炭素型ライフスタイルへの転換を促進す
る、など
今後予定している倉敷市地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）-通称「クールくらしきアクションプラン」の改定の中
で、2050年脱炭素社会の実現に向けた施策を盛り込み、具
体的取り組みを進める。

403
宮城県
みやぎけん

岩沼市
いわぬまし

2021/6/8
2021年6月8日の市議会定例会において、
「2050年までにCO２排出量実質ゼロ」を目
指すことを表明

・「再生可能エネルギーの普及促進」、「緑を活かした
環境づくり」、「省エネ社会の実現」、「環境に優しい地域モビ
リティの構築」、「循環型社会の構築」の実現のため、各種
施策を推進する。
・次期総合計画、次期環境基本計画等に明記予定。地球温
暖化対策実行計画〔区域施策編〕の策定についても今後検
討。
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404
鹿児島県
かごしまけん

薩摩川内市
さつませんだいし

2021/6/8

令和３年第３回市議会定例会（６月８日開
催）の施政方針演説で、市長が未来創生Ｓ
ＤＧｓの推進を図ること及びカーボンニュー
トラルの達成に向けて取り組むことを宣言。

今後、未来創生ＳＤＧｓの推進及びカーボンニュートラルの
達成に向けた取組の調査・研究を行うとともに、必要な施策
等については、令和７年度を始期とする第３次総合計画等
に反映していく。

405
愛知県
あいちけん

小牧市
こまきし

2021/6/9

2021年6月7日の市議会6月定例会にて市
長が「ゼロカーボンシティの実現に向けて、
市民や企業の皆様とともにあらゆる取組み
を進めていく」ことを表明し、これを受け
2021年6月9日環境省に報告

・資源循環の推進（再資源化率が平成28年度から4年連続
県下第1位）
・令和４年度中に稼働予定の民間の食品バイオガス発電設
備（令和3年5月に着工）をはじめ、再生可能エネルギーの
更なる導入促進
・市民への省エネ啓発（クールチョイスの推進）
・公共施設の照明LED化の推進
新たな施策も検討しながら、2050年の二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指します。

406
岡山県
おかやまけん

奈義町
なぎちょう

2021/6/10

2021年6月8日令和3年第2回定例会におい
て、「奈義町気候非常事態宣言」を町議会
が議決。宣言において、「2050年までに二
酸化炭素排出実質ゼロ」を目指すことを表
明。（2021年6月10日環境省へ報告）

①地球温暖化の加速化や気候変動がもたらす危機的状況
を広く周知し認識を強化するため、広報紙、町ホームぺージ
等を活用した積極的な普及啓発活動
②脱炭素社会の実現に向けた「COOL CHOICE」への積極
的な取り組み
③教育委員会と連携した小・中学校での環境教育の実施
④施策の方針や実施目標を明確にし、地域の再生エネル
ギーを活用した脱炭素化を促進するため「地球温暖化対策
実行計画　（事務事業編）」を策定

407
長崎
ながさき

県
けん

西海
さいかい

市
し

2021/6/11

2021年6月の西海市議会において、西海市
が「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ
をめざす『ゼロカーボンシティ』へチャレンジ
し、脱炭素社会に向けたモデル地域づくり
や産業、地域振興を強力に推進していくこと
を市長が表明。

国が示した「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実
現」に向けて、西海市が「脱炭素社会に向かう地域」となる
ため、
①西海市江島沖洋上風力発電の促進区域の指定に全力で
取り組み、県内造船業などへの経済波及効果や市内の雇
用促進につなげる。
②高効率発電システムへの転換を図る「松島火力発電所」
や高付加価値船・省エネ船の建造・研究に取り組む「大島
造船所」など、地元企業と協力体制をとり、さらには、豊かな
森林資源を有する本市の特性を活かし、市内産木材の生
産、加工・消費の循環を目指す「緑の産業」創出を推進して
いく。
③脱炭素社会に向けたモデル地域づくりや産業、地域振興
を強力に推進していくため、市組織に『新エネルギー政策
課』を新設した。

408
静岡県
しずおかけん

磐田市
いわたし

2021/6/14
市議会において市長が、2050年までに二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指すことを表明

2022年に見直しを予定している第二次磐田市環境基本計
画に「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を長期目標とし
て設定し、具体的な取り組みを盛り込む予定。

409
愛知県
あいちけん

春日井市
かすがいし

2021/6/22

市長が市議会定例会記者会見の場で、
2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指
す「ゼロカーボンシティ　かすがい」について
表明。その後、「ゼロカーボンシティ　かす
がい」を宣言。

2021年７月に本庁舎を始め109公共施設に、市内のゴミか
ら発電された電力が供給され、電力の地産地消を図る。さら
に、小・中学校では、この電力を100％使用し、RE100を達成
する。
ゼロカーボンに関する講座やイベントを通し、学び・考え・行
動できる環境市民を育成する。
2022年３月までに策定する次期環境基本計画にゼロカーボ
ンを明記し、現行の地球温暖化対策実行計画の削減目標
の見直しに着手する。

410
東京都
とうきょうと

荒川区
あらかわく

2021/6/22

令和3年度荒川区議会６月会議において、
２０５０年までに脱炭素社会の実現を目指
し、温暖化対策の一層の充実を図っていく
ことを区長が表明

・区施設の電力に関して、CO₂排出係数の低い電力事業者
からの一括調達を実施。
・再配達に伴うCO₂排出削減を目的として、23区で初となる
宅配ボックス購入費用の助成事業を実施
・省エネ性能の高い（統一省エネラベル4つ星以上）の
　エアコン購入費用の助成事業を実施
・シェアサイクルの運用拡大
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411
新潟県
にいがたけん

新発田市
しばたし

2021/6/23
2021年6月23日市議会定例会において、市
長が「2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指し、取組を進める」ことを宣言

2021年、市の最上位計画である「まちづくり総合計画」に脱
炭素社会を目指す施策「グリーン社会」を新たに設けた。
・再生可能エネルギーの拡大、省エネルギーの推進、木材
利用の促進、森林整備
・ごみの排出抑制
・地球環境問題への市民理解の促進

412
東京都
とうきょうと

北区
きたく

2021/6/24

令和3年6月北区議会定例会にて議決後、
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ
（カーボンニュートラル）」を目指し、区民・事
業者・区が一体となって取り組んでいくこと
を北区長が宣言。

令和3年度から改定作業に着手する環境基本計画（地方公
共団体実行計画［区域施策編］包含）に、中・長期的な方針
と目標の設定を盛り込み、具体的なロードマップを示す。

413
福岡県
ふくおかけん

小竹町
こたけまち

2021/6/24

北九州連携中枢都市圏の自治体のうち、
2021年6月から公共施設への再エネ100％
電力の導入を開始した首長が合同で記者
会見を行うその席上で「ゼロカーボンシティ
宣言」を表明

・公共施設の再エネへの転換（再エネの地産地消）を目指
す
・食品ロス削減、資源循環を踏まえたごみ減量化の促進
・あらゆる世代、事業者に対するCOOLCHOICEの促進
・ローカルSDGsの実現を目指す

414
福岡県
ふくおかけん

太宰府市
だざいふし

2021/6/25

報道機関へ「宣言」することをプレスリリー
ス
宣言賛同者同席のもと宣言発出式を開催
し、市長が宣言を表明
宣言文に市長と賛同者が署名

第四次太宰府市環境基本計画に2050年温室効果ガス排出
量ゼロを目指すことを掲げ、脱炭素に向けた取組を推進す
る。
※主な取組
・観光客による渋滞抑制対策、公共交通機関への利用促進
・環境にやさしいライフスタイルやビジネススタイルの推進
・ごみ減量（生ごみリサイクル、紙類リサイクル）の推進
・公共施設等総合管理計画に基づく中長期的な最適化
・公共施設等へのLEDや再生可能エネルギー導入
・コミュニティバスの電動化やオンデマンドバスの導入

415
滋賀県
しがけん

近江八幡市
おうみはちまんし

2021/7/1

「近江八幡市気候非常事態宣言」をするこ
とについて、令和３年６月定例会において
議案を上程し、「びわこの日」の４０周年に
あたる令和３年７月１日に表明。

ごみ減量化や公共交通機関の利用促進などの既存の施策
に加えて、新たな具体策についても検討していく。

416
福井県
ふくいけん

敦賀市
つるがし

2021/7/1

市長定例記者会見において、市長が、これ
まで取り組んできた総合計画へのSDGsの
位置付けや市庁舎のZEB Ready認証取
得、水素の普及啓発、ＶＰＰ等の取り組みを
進めることで、「2050年までの二酸化炭素
排出実質ゼロ」を目指すことを宣言

・民間企業と太陽光発電の電気を蓄電池等で成形して供給
する再エネ成形VPPの実証事業中。令和3年度は公共施設
への成形再エネの供給実証を実施。
・民間企業と連携し、ローカル水素サプライチェーンの構築
に向けた実証を実施。
・2021年度に竣工する市庁舎は地中熱等を活用し、ZEB
Ready認証を取得。
・大手電力会社と2021年6月22日に締結した連携協定にお
いて、太陽光発電PPAモデル推進や卒FIT電源対応、公共
施設へのカーボンフリーエネルギーの供給、水素エネル
ギー活用推進等を位置付け
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417
北海道
ほっかいどう

紋別市
もんべつし

2021/7/6
紋別市ホームページにおいて、「紋別市ゼ
ロカーボンシティ宣言」の宣言文を掲載

・低炭素・循環型社会に関する意識啓発に向けたイベント等
の開催。
・木材の積極的な利用推進及び森林の好循環の一層の推
進を図る。
・今後、整備される公共施設等のカーボンニュートラル化を
目指す。

418
鹿児島県
かごしまけん

瀬戸内
せとうち

町
まち

2021/7/7
令和3年第2回臨時議会（令和3年7月7日開
催）において、町長が「瀬戸内町ゼロカーボ
ンシティ宣言」を行う。

瀬戸内町の豊かな自然と生物多様性を守り、海洋資源の
再生、ブルーカーボンの促進を図るとともに、再生可能エネ
ルギーへの転換を推進し、CO₂吸収および排出削減に向
け、町民と一体となって取り組む。同時に、離島における気
候変動適応策として、町民及び本町に訪れる方々の災害対
策を強化し、分散型エネルギーコミュニティの構築を図る。

419
青森県
あおもりけん

七戸町
しちのへまち

2021/7/7
2021年7月臨時議会において、町長が
「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目
指すことを表明。

・公共施設における、再生可能エネルギーの活用及び省エ
ネ照明導入の推進
・学校での環境教育の推進
・家庭での省エネ、創エネの推進
・発電設備の関連業者と情報交換を図りつつ、その他の施
策を検討し、2050年のCO2実質ゼロを目指す。

420
東京都
とうきょうと

江東区
こうとうく

2021/7/9
区議会において、区長が2050年の二酸化
炭素実質排出ゼロを目指す旨を表明

・再生可能エネルギー、省エネルギー機器等の利用促進
・事業者の省エネ対策の推進
・乗り物からのCO2排出削減
・家庭の省エネ化の促進
・「風の道」の創出
・人工被覆面の熱環境の改善
・空調等の負荷による人工排熱の抑制
・資源循環型地域社会への理解促進
・５Ｒの推進
・廃棄物の適正処理
・環境情報の共有
・環境教育･学習の推進
・多様な主体が取り組むエコ意識の向上

421
鹿児島県
かごしまけん

肝付町
きもつきちょう

2021/07/14
2021年6月町議会において、町長が「2050
年ゼロカーボン」に取り組むことを表明。

・町民，町内事業者の脱炭素行動の促進
・自治体新電力（おおすみ半島スマートエネルギー株式会
社）を中心とした事業展開
・民間事業者による再エネ導入の促進

422
鹿児島県
かごしまけん

南
みなみ

大隅町
おおすみちょう

2021/07/14
2021年6月町議会において、町長が「2050
年ゼロカーボン」に取り組むことを表明。

・町民，町内事業者の脱炭素行動の促進
・民間事業者による再エネ導入の促進
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423
鹿児島県
かごしまけん

錦江町
きんこうちょう

2021/07/14
2021年6月町議会において、町長が「2050
年ゼロカーボン」に取り組むことを表明。

・町民，町内事業者の脱炭素行動の促進
・民間事業者による再エネ導入の促進
・木質バイオマス発電の推進

424
埼玉県
さいたまけん

上尾市
あげおし

2021/7/17

2021.7.17「上尾市環境推進大会2021」にお
いて、2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指すことを表明。
同日、公益社団法人埼玉中央青年会議所
と「ゼロカーボンシティ共同推進宣言」を締
結。

・再生可能エネルギーの利用促進
・省エネ対策奨励金
・地球温暖化対策啓発
・ごみの減量化

425
沖縄県
おきなわけん

沖縄市
おきなわし

2021/7/19
 市長が記者会見において、2050年までに
二酸化炭素を実質排出ゼロを目指す「ゼロ
カーボンシティ」を宣言。

・地域脱炭素ロードマップを踏まえた脱炭素先行地域づくり
・公用車のゼロカーボン・ドライブの推進
・産業部門へ環境にやさしいエネルギーの導入促進
・公共施設への太陽光発電設備の導入
・シェアリング・エコノミーの推進

426
大阪府
おおさかふ

岸和田市
きしわだし

2021/7/19

202１年２月に改訂した「岸和田市地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）」において、
「2050年の温室効果ガス排出量実質ゼロを
目指すこと」を記載。
市のホームページにて「2050年二酸化炭素
実質排出ゼロ」を目指す宣言文を記載。

・再生可能エネルギー普及のため太陽光発電システム、蓄
電池等を導入する個人等へ設置費用の一部を助成。
・プラスチックごみゼロ宣言表明済。
・環境フェア等のイベント、ホームページ、メールマガジン等
を通じてCOOL　CHOICE等の温暖化防止につながる啓発
活動を実施。
・2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けて新たな施策の
検討や、既存施策の充実・強化を検討。
・地球温暖化防止対策に関連する各種補助事業等の周知
を実施。

427
大阪府
おおさかふ

太子町
たいしちょう

2021/7/20
2021年7月20日、報道発表により「2050年
における二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目
指すことを宣言

・太子町では、豊かな自然を守り育んでいくため、平成30年
（2018年）４月に「太子町地球温暖化対策実行計画（事務事
業編）」を策定し、基本方針のもと温室効果ガスの排出削減
に向けたさまざまな取組を推進してきた。
・今後もその取組を継続するとともに、一人ひとりが当事者
として危機感を持ち、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」に関
する公民が連携した取組を進めながら、2050年までに本町
の二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指す。

428
静岡県
しずおかけん

湖西市
こさいし

2021/7/21

市長が定例記者会見において、2050年ま
でに市内の温室効果ガス排出を実質ゼロ
にする「ゼロカーボンシティ」を目指し、市民
や産業界、行政が連携し、温室効果ガス排
出量を実質ゼロに目指すことを宣言する。

・省エネルギーの推進と再生可能エネルギー等の普及
・「モノづくり産業」の持続可能な発展に向けた産業支援
・オール湖西による脱炭素型社会の形成に向けた、地球温
暖化に対する意識啓発
・行政におけるゼロカーボン化の推進
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429
愛知県
あいちけん

常滑市
とこなめし

2021/7/27

令和３年７月２７日（火）に常滑市議会協議
会にて、市長が「２０５０年温室効果ガス排
出実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシティ
宣言」を表明。

今後策定する「地方公共団体実行計画（区域施策編）」の中
で、2050年二酸化炭素実質排出量ゼロを見据え、有識者・
事業者・市民等の意見を踏まえ、取組みを検討。

430
兵庫県
ひょうごけん

宝塚市
たからづかし

2021/7/27

2021年7月27日、市長定例記者会見におい
て、市長が2050年実質排出ゼロを表明。
同日策定した、第２次宝塚市地球温暖化対
策実行計画（区域施策編）の市の取組にお
いては、ゼロカーボンシティの表明を明記し
ている。

・2021年7月に策定した第２次宝塚市地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）及び第２次宝塚エネルギー2050ビジョン
に掲げた取組を進める。
・宝塚市気候非常事態宣言を策定する。
・市域北部地域のバイオマス資源の活用を検討するととも
に、南部市街地の住宅や事業所等の省エネルギー化・再生
可能エネルギー導入を推進し、市域の脱炭素化を図る。

431
奈良県
ならけん

田原本町
たわらもとちょう

2021/7/28

町長が定例記者会見において、町民や町
内事業者と町が一丸となって、2050年まで
に二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すこと
を宣言。

・田原本町地球温暖化対策実行計画（令和3年3月）を策定
し、各取組を推進している。
・町民の行動変容を促す取組として、COOL CHOICEイベン
ト用展示ツールを活用したVR体験・パネル展示を実施する
とともに、リサイクル収集拠点やSDGsコーナーを設置した。
・今後は、食品資源循環事業（学校給食残渣等の肥料化）
など廃棄物焼却量減少に係る取組や	地域新電力会社設置
に向けた実施体制構築事業など町内の再エネ推進に係る
取組を実施していく予定。

432
兵庫県
ひょうごけん

高砂市
たかさごし

2021/7/30

記者会見の場で、市長が「2050年までにゼ
ロカーボンシティを目指すこと」を表明

令和3年度改訂中の「第２次高砂市環境基本計画」に、2050
年までにゼロカーボンの目標を盛り込み、令和4年度改定
する高砂市地球温暖化対策実行計画【区域施策編】におい
て、行政、事業者、市民のそれぞれで、目標に向け、実効
性のある取り組みを増やしていく。
・家庭用蓄電池システム及び太陽光発電システムとの同時
設置に対する補助事業の実施
・食品ロスの削減等を目的とした「フードドライブ事業」を行
政・事業者・市民の連携で実施
・行政・事業者・市民と連携した「ボトルtoボトルリサイクル事
業」の実施（ペットボトルの100％リサイクル）
・市と事業者（不用品Webサイト）が連携し、市民のリユース
活動を促進
・環境に関する最先端技術を持つ市内企業と連携した取組
みを検討する
・広域ごみ処理施設においてバイオマス発電を実施し、電
力の地産地消を検討する

433
大分県
おおいたけん

日田市
ひたし

2021/8/1

2021年4月1日、市ホームページ上に「2050
年温室効果ガス排出実質ゼロ」を目指し
て、地球温暖化対策に積極的に取り組むこ
とについて掲載するとともに、市広報8月1
日号に特集記事を掲載（環境省へ2021年8
月1日報告）

「第3次日田市環境基本計画」のなかに、「日田市地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）」を位置づけし、基本的方向
性に「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」を目指し、令和
12（2030）年度における温室効果ガス排出量を平成25
（2013）年度比で40％削減を目指すなど、地球温暖化対策
に積極的に取り組むことを明記している。
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434
兵庫県
ひょうごけん

淡路市
あわじし

2021/8/11

2021年1月28日淡路市地域新電力設立連
携協定の記者会見において、2050年脱炭
素社会の実現、あわじ環境未来島構想が
掲げる、「エネルギーの地産地消」を推進す
ることを表明。（環境省へ2021年8月11日報
告）

地域新電力をプラットフォームとした、環境・経済・社会が統
合的に循環するローカルSDGｓ、カーボンニュートラルを目
指し次の取組みを進めます。
・地域資源を活用した再生可能エネルギーの創出
・エネルギーの地産地消
・BCP対策と地域レジリエンスの向上
・地域の課題解決

435
千葉県
ちばけん

佐倉市
さくらし

2021/8/18

報道機関に「2050年佐倉市ゼロカーボンシ
ティ宣言」することをプレスリリース。

市ホームページにおいても「2050年佐倉市
ゼロカーボンシティ宣言」について掲載。

「第2次佐倉市環境基本計画（地球温暖化対策実行計画区
域施策編）」、「第2次佐倉市地球温暖化対策実行計画（事
務事業編）」を前倒しで改定を行い、その中で「2050年佐倉
市CO2排出実質ゼロ」を目標に掲げ、市民・事業者・行政が
一体となった「オール佐倉」で取り組んでいく。

436
福井県
ふくいけん

越前市
えちぜんし

2021/8/19

北陸新幹線越前たけふ駅周辺での「フォレ
ストシティ＆越前市版スマートシティ」の実
現に向けた、官民連携プロジェクトによるま
ちづくりの実施に関する基本協定締結と合
わせて、2050年ゼロカーボンシティの実現
に向けた取組を着実に進めていくことを宣
言

現在改定を進めている市環境基本計画において、脱炭素
社会の実現に向けた取組みを重点項目として位置付けると
ともに、北陸新幹線駅周辺でのスマートシティ形成も見据え
た再生可能エネルギーの利用促進など、市民・事業者・行
政が一体となって目標の実現を目指す。

437
愛知県
あいちけん

知多市
ちたし

2021/8/23
2021年8月の定例記者会見で、「2050年ま
でに二酸化炭素排出量の実質ゼロ」に挑戦
することを宣言

・水素を利用した低炭素なくらし・基盤づくりとして水素の受
入基地、配送拠点、利用拠点となることを目指す。
・再生可能エネルギーの利用促進に取り組む。
・市民、事業者、市がそれぞれの立場で協働することによ
り、実現を目指す。

438
北海道
ほっかいどう

苫小牧
とまこまい

市
し

2021/8/24

臨時市長記者会見において、市長が２０５０
年までに二酸化炭素の実質排出量ゼロを
目指す「ゼロカーボンシティ」へ挑戦するこ
とを宣言

１　低炭素・循環型社会の構築
２　ＣＣＵＳ・カーボンリサイクルの推進
３　再生可能エネルギー導入の推進
４　水素エネルギー利活用の推進
５　森林等の吸収源対策
【 今後の取組 】
　・市域における現状を調査・把握した上で、再エネ導入等
に関する計画を作成し、また、未活用エネルギーの利用可
能性を模索しながら、脱炭素社会へ向けた取組みを始めて
いく。
・苫小牧市第3次環境基本計画（実行計画）の改定の際に、
2050年二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた具体的施策を
盛り込む。
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439
石川県
いしかわけん

小松
こまつ

市
し

2021/8/25
2021年8月の市長プレスリリースにおいて
「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指
すことを宣言

・令和3年3月に策定した環境基本計画である「第3次こまつ
環境プラン」および「第2次小松市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」において、2050年CO2排出実質ゼロを目指
すことを明記。
・「エネルギーを大切にする省エネ行動を実践」「自然エネル
ギーや新エネルギーの利活用」「次世代モビリティの普及な
どクリーンな移動手段を提案」「資源を有効に使い循環型の
社会を形成」「里山の再生とスマートな農林業でCO2吸収と
排出を抑制」をテーマに市民、事業者、市が協働してCO2削
減に取り組む。

440
福岡県
ふくおかけん

みやま市
し

2021/8/26

2021年3月に策定した「第2次みやま市環境
基本計画」に基づき、2021年8月4日の定例
記者会見にて市長が2050年までに温室効
果ガス排出量の実質ゼロを目指すゼロカー
ボンシティを表明（2021年８月26日環境省
に報告）

・メガソーラー設置事業（みやまエネルギー開発機構：市出
資20％）
・前述するメガソーラーで発電した電気を含む電力小売り事
業（日本初行政が出資する地域新電力　みやまスマートエ
ネルギー株式会社：市出資95％）
・太陽光発電システム・蓄電池・パワーコンディショナーの設
置補助
・脱ＦＩＴにむけたパワーコンディショナー更新補助
・メタン発酵発電施設バイオマスセンター「ルフラン」の稼働
に伴い、家庭系・事業系生ごみの発酵処理による焼却量の
削減
・同施設によるし尿・浄化槽汚泥の膜処理廃止に伴う使用
電気量削減
・発酵時に発生したメタンガスを活用したコジェネ発電による
温熱と電力の自家消費
・自家発電したことで削減したＣＯ２によるＪクレジットの創出
・廃プラスチック油の農業利用実証実験
・2050年脱炭素社会を見据えたロードマップ作成
・みやま市地球温暖対策実行計画の策定

441
宮崎県
みやざきけん

宮崎市
みやざきし

2021/8/30
令和3年9月市議会定例会において、市長
が「ゼロカーボンシティみやざき」を目指す
ことを表明。

・令和４年度改訂予定の第三次宮崎市環境基本計画に、ゼ
ロカーボンシティ宣言の内容を盛り込む。
・太陽光等の再生可能エネルギーの導入促進。
・学校等における環境教育の推進。

442
千葉県
ちばけん

館山市
たてやまし

2021/8/30
定例記者会見の場で、市長が温室効果ガ
ス排出量実質ゼロを目指す「館山市ゼロ
カーボンシティ宣言」を表明

以下の３点を大きな施策とし、市民や事業者の皆様にご協
力いただきながら、様々な取組みを検討・実施していきま
す。
（１）循環型社会の形成
ごみの減量化・再資源化や、既存ストック資源の有効活用
に努め、焼却処理による温室効果ガスの排出を抑制しま
す。
（２）省エネルギーの推進
市民や事業者のみなさまの省エネルギーに対する意識向
上を図り、エコライフや省エネ設備導入などを推進し、エネ
ルギー消費量を削減します。
（３）環境負荷の少ないまちづくり
グリーンカーボン、ブルーカーボンなどによる二酸化炭素の
吸収機能の向上や、自動車への依存を少なくするための施
策など、環境負荷を減らす取組を進めます。
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443
徳島県
とくしまけん

阿南市
あなんし

2021/8/30
市議会令和3年9月定例会市長所信表明に
おいてゼロカーボンシティを目指すことを表
明。

①公共施設の徹底した省エネと再エネ電気調達、更新や改
修時のZEB化（ゼロエネルギービル）の検討
②公共施設の屋根等への太陽光発電設備の設置の検討
③道路照明灯・公園照明灯のLED化
④学校教育・生涯教育の場における環境啓発
⑤その他、各種施策における脱炭素の意識徹底

444
千葉県
ちばけん

南房総市
みなみぼうそうし

2021/8/31

令和３年南房総市議会第３回定例会の一
般質問への答弁の中で、「2050年二酸化炭
素排出量実質ゼロ、ゼロカーボンシティを
目指す」ことを表明。

省エネルギー対策の推進、再生可能エネルギーの普及促
進、ごみの資源化・減量化の推進、森林等の吸収源対策、
地球温暖化防止の意識向上等への取組を推進する。
今後策定する地球温暖化対策実行計画（区域施策編）にお
いて、脱炭素社会に向けた施策や具体的な取組等を盛り込
んでいく予定。

445
千葉県
ちばけん

君津市
きみつし

2021/9/1

2021年８月31日の定例記者会見の場にお
いて、市長が市制施行50周年となる９月１
日付けで「2050年までにカーボンニュートラ
ルを達成しつつ、環境と経済が調和した「環
境グリーン都市」を目指す」ことを宣言する
ことを発表。
2021年９月１日に市発行の広報誌（広報き
みつ９月号）と市のホームページで宣言の
内容を公表。

・水と緑の保全、森林の整備
・環境に配慮した企業の立地、企業の脱炭素に向けた設備
の更新・導入等
・公共施設の新築・改修時の省エネルギー性能向上、再生
可能エネルギーを活用したエネルギー効率の高い建築物
の普及
・省エネルギー家電の利用、エコドライブ、ごみの４Ｒ
・電動車等への転換、ＩＣＴを活用した公共交通機関の最適
化

446
北海道
ほっかいどう

足寄町
あしょろちょう

2021/9/1

「足寄町ゼロカーボンシティ宣言」の中に
2050年までにCO2排出量を実質ゼロとする
ことを目指すと明記し、議会における行政
報告およびホームページにて表明

足寄町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）「足寄町エ
コアクションプラン」の改訂作業を通じて新たな目標とロード
マップを策定し、実践する計画

447
愛知県
あいちけん

稲沢市
いなざわし

2021/9/2

令和３年９月２日（木）に稲沢市議会定例会
の記者会見にて、市長が「2050年温室効果
ガス実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシ
ティ宣言」を表明。

・公用車として電気自動車の導入を進める
・公共施設の照明を順次ＬＥＤ化する
・温暖化対策補助を継続実施し、新規メニューを加える
① 住宅用太陽光発電システム等一体的設置費補助
② 家庭用燃料電池システム設置費補助
③ 住宅用リチウムイオン蓄電システム設置費補助（集合住
宅も可）
※①及び③は、蓄電池又は電気自動車等充給電設備を選
択可能とする
　・環境センター焼却施設の発電電力の公共施設利用や
「地域新電力」について調査・研究する

448
鹿児島県
かごしまけん

阿久根市
あくねし

2021/9/2

地域内再生可能エネルギー活用モデル構
築事業に関する包括協定オンライン記者発
表会見の中で，2050年までに二酸化炭素
の排出を実質ゼロにすることを目指す「ゼロ
カーボンシティー宣言」を表明

・公共施設への再生可能エネルギー導入，公用車へのEV
導入などを実施
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449
青森県
あおもりけん

つがる市
し

2021/9/2
９月市議会定例会の議案説明冒頭におい
て、「2050年までに、二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指す。」と市長が宣言

第２次総合計画後期基本計画において「再生可能エネル
ギー・省エネルギーや省エネルギーの推進を掲げている。
2016年つがる市再生可能エネルギー基本計画を作成（農
林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー
電気の発電の促進による風力発電事業の推進）
2050年までの脱炭素社会を見据えて再生可能エネルギー
導入目標策定し、2024年度までに地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）を策定する。

450
京都府
きょうとふ

綾部市
あやべし

2021/9/6
市長が9月議会の開会当初において、2050
年に「ゼロカーボンシティの実現」を目指す
ことを宣言

・「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」及び「地球温
暖化対策実行計画（事務事業編）」を2050年カーボンニュー
トラルを目標に改定予定
・公共施設への再生可能エネルギー設備導入検討
・2050年カーボンニュートラルを目指した地域循環共生圏の
調査を実施

451
鹿児島県
かごしまけん

長島町
ながしまちょう

2021/9/6
9月定例町議会において２０５０年までに二
酸化炭素排出実質ゼロを目指すことを町長
が宣言

エネルギー自給率の向上を目指し、再生可能エネルギーの
利用拡大、クールチョイスの推進。
ゴミの減量と再資源化を図るなど住民参加型の二酸化炭素
排出抑制の取組。

452
栃木県
とちぎけん

宇都宮
うつのみや

市
し

2021/9/6
市議会において，市長が「2050年に二酸化
炭素排出を実質ゼロにするカーボンニュー
トラルの実現を目指す」ことを宣言

「宇都宮市環境基本計画（後期計画）」において脱炭素社会
の実現を掲げ，様々な施策・事業を推進
・家庭向け低炭素化普及促進事業による創エネ・蓄エネの
導入促進（太陽光発電，ＺＥＨ，蓄電池，エネファーム，ＥＶ
の導入補助）
・地域新電力「宇都宮ライトパワー」を核とした地域循環共
生圏の構築と，再生可能エネルギーの地産地消の推進
・ＬＲＴ整備など，ネットワーク型コンパクトシティ（ＮＣＣ）の形
成による環境負荷の少ない都市整備
・もったいない運動の推進　　　　　　　など

453
北海道
ほっかいどう

更別村
さらべつむら

2021/9/7

令和３年９月１日、村ホームページ内に「二
酸化炭素（ＣＯ２）の排出量実質ゼロを目指
す」宣言文を掲載。（令和３年９月７日環境
省へ報告）
　令和８年４月改定予定の「村地球温暖化
対策推進計画」に、2050年までに実質排出
量ゼロを目指す文言を盛り込む予定。

　太陽光発電及び蓄電設備の整備を推進することを通じて
再生可能エネルギーの自給率向上を目指すとともに、本村
の面積の大部分を占める畑や森林を守る取組み推進し、温
室効果ガスの吸収力向上を図っていく。

454
香川県
かがわけん

坂出市
さかいでし

2021/9/8
市議会令和3年9月定例会において，市長
が「2050年までにＣＯ２等の温室効果ガス
排出量実質ゼロを目指す」旨を表明。

・今年度改定予定の「坂出市地球温暖化対策実行計画」に
温室効果ガス排出量の実質ゼロを見据えた新たな目標を
掲げ取組みを進める。
・再生可能エネルギーの導入促進。
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455
福岡県
ふくおかけん

篠栗町
ささぐりまち

2021/9/8
2021年9月8日、町議会において、町長が
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指すことを宣言。（予定）

・方向性や具体的な施策については、総合計画や地球温暖
化対策実行計画のなかで、有識者や事業者等、町民のご
意見を踏まえて検討する。                                      ・町
全体の約70％を森林が占めており、二酸化炭素の吸収源と
して森林の保全に取り組む。

456
香川県
かがわけん

宇多津
うたづちょう

町

2021/9/10

令和３年第３回宇多津町議会定例会の開
会冒頭において、町長が「2050年までに温
室効果ガス排出量の実質ゼロ」を目指すこ
とを宣言。町ホームページ上に趣旨や取
組、宣言文を掲載。

・公共施設における再生可能エネルギーの導入及び調達、
公用車における電気自動車の導入拡大。
・家庭や事業所における省エネ促進に向けた啓発など、省
エネルギーの推進。
・「COOL CHOICE(クールチョイス)」の推進。
・２０５０年までに温室効果ガスの実質ゼロ及び二酸化炭素
の排出削減につながる新たな取り組みの導入検討につい
ては、２０２２年度に行う「宇多津町地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）」の策定の中で検討を行う。

457
青森県
あおもりけん

深浦
ふかうら

町
まち

2021/9/10
町ホームページ上で町長が「2050年までに
二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指すこと
を宣言。

つがる市、鰺ヶ沢町、深浦町の３市町共同で、西つがる３市
町脱炭素社会構築事業を策定し、再生可能エネルギーの
導入目標を策定する。
２年後に３市町共同で2050年の二酸化炭素排出実質ゼロ
を盛り込んだ地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策
定する予定。

458
宮崎県
みやざきけん

都農町
つのちょう

2021/9/13
二酸化炭素排出実質ゼロを目指すため議
会で「都農町ゼロカーボンシティ宣言」を表
明。

・太陽光メガソーラー発電事業及び超早生樹等を活用した
木質バイオマス事業を中心とするレジリエンス強化及び経
済と資源の町内循環の実現に向けた取組みを行う。
(具体的にはVPPを念頭に置き、自治体新電力、PPA事業、
CHPの設置等の検討を行う)
・４Rに加えサーキュラーエコノミーの浸透を図ることで町内
事業者の成長や企業誘致を促進する。
・緑化率の高める取組みを行い、まちを挙げて二酸化炭素
の吸収を促進する。
◎これらの取組みを2050年の主役である小中学生への
キャリア教育の一環として推進し、子ども達が「環境」や「エ
ネルギー」といったこれからの世界共通の事項に触れること
で、グローバルな人材となっていくことに期待する。

459
北海道
ほっかいどう

清水
しみず

町
ちょう

2021/9/13

2021年9月13日、令和3年第5回清水町議会
定例会における一般質問「脱炭素への取り
組みについて」において、「町民、事業所等
と連携し、2050年に温室効果ガスの排出を
実質ゼロにする脱炭素の町の実現に取り
組む」ことを表明

・環境教育・学習の推進
・気候変動への適応など広報による情報発信と啓蒙
・公共施設における省エネルギーの推進
・太陽光発電設備の普及促進
・廃棄物、食品ロスの削減
・バイオガスプラントの設置促進

460
福島県
ふくしまけん

喜多方市
きたかたし

2021/9/16

令和3年度9月定例議会において、2050年
までに二酸化炭素排出量をゼロとする
「カーボンニュートラル」実現を目指すことを
議案として提案、9月16日決議予定。

2050カーボンニュートラルの実現に向け、市民・事業者・市
が連携して、次の対策に取り組む。
・再生可能エネルギー導入拡大と活用、温室効果ガス吸収
源の確保
・省エネルギーの推進
・３Ｒの徹底による循環型社会の形成
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）など、今後は関
係計画等を策定し施策に取り組む。
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461
北海道
ほっかいどう

沼田町
ぬまたちょう

2021/9/16

先人たちのたゆまぬ度努力により受け継が
れた素晴らしい財産と資源を、未来を担う
子どもたちや、その先の世代へ安心して引
き継ぐことが出来るよう、ＳＤＧsの取り組み
と併せて、今後「ゼロカーボンシティ」の実
現へ向け、町民及び事業者と共に、知恵と
工夫を集結し「オールぬまた」により取り組
んでいく。

二酸化炭素の吸収源である森林整備や雪冷熱エネルギー
のほか、太陽光発電やバイオマスなど新エネルギーの導入
に向け、環境にやさしい取り組みを推進していく。

462
大阪府
おおさかふ

泉佐野市
いずみさのし

2021/9/29

気候非常事態宣言及びゼロカーボンシティ
の表明について市民から請願があり、令和
３年３月議会において承認を受け、令和３
年９月議会で「泉佐野市気候非常事態宣
言」を表明（2021年９月16日）。その宣言文
の中で2050年までに二酸化炭素排出量を
実質ゼロにすると明記。（2021年９月29日
環境省へ報告）

・庁舎及びその他の市所有施設の省エネ推進
・省エネルギーや再生可能エネルギーの利用推進。
・廃棄物の減量化やリサイクル、グリーン購入の推進により
温室効果ガスの排出抑制。
・エネルギーの地産地消を目的とし、本市の出資による新
電力会社を設立。

463
岡山県
おかやまけん

西粟倉村
にしあわくらそん

2021/9/29

2021年9月29日 西粟倉村議会において、
環境モデル都市及びＳＤＧｓ未来都市として
の取組をさらに加速させ、日本全体で2050
年に二酸化炭素排出量を実質ゼロ実現に
貢献できるよう村長が宣言

・再生可能エネルギーの活用を推進し、2050年までに地域
エネルギー自給率100％を目指す。
・村管理施設の省エネ推進
・一般家庭における低炭素の推進
・走行時ＣＯ２排出量ゼロの電気自動車・燃料電池自動車
の普及促進

464
鹿児島県
かごしまけん

日置市
ひおきし

2021/9/30

第3回日置市議会定例会において、市長所
信表明にて、自然環境を守るため循環型社
会に向けた取り組みに「ゼロカーボン社会」
への転換に向け取り組むことを表明。
市ホームページ上に「2050年までに、温室
効果ガス排出実質ゼロを目指す」について
掲載。（2021年９月30日環境省へ報告）

マニュフェスト７.景観・環境・防災
・自然環境を守るため循環型社会に向けた取り組み。
・ゼロカーボン社会への転換の観点から暮らしに必要
なエネルギーの調達と供給について地域での議論を進め
る。
第2次日置市総合計画後期基本計画
6　地球規模の環境・エネルギー問題への対応
省エネルギーの取組（エコドライブ、家電製品や自動車等の
トップランナー基準対象機器の買換など）
・地域資源を活用した再生可能エネルギーの推進
・脱炭素型の持続可能な地域循環共生圏における地域づく
り
・地域新電力等におけるコンパクトネットワーク構築事業
非常時におけるコンパクトグリッド内の自立運転動作確認
及び停電時電源供給
地域新電力等と連携し、電源開発等の事業を軸とした再生
可能エネルギーの地産地消の推進
市公共施設のCO2排出量ゼロに向けた取り組みの推進

465
宮崎県
みやざきけん

五ヶ瀬町
ごかせちょう

2021/10/1

令和３年第2回五ヶ瀬町議会定例会にて行
政報告、10月1日「五ヶ瀬町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を表明。
同日、町ホームページに掲載を行うとともに
報道機関へプレスリリース。
あわせて、町広報紙へ掲載。

2011年に施行した「五ヶ瀬町における低炭素社会実現のた
めの基本条例」を2021年4月に見直し、あわせて「第6次五ヶ
瀬町総合計画」の実施計画の一つと位置付け、以下の取組
を実施する。
①地球温暖化防止及び脱炭素社会
②循環型社会
③再生可能エネルギー
④環境教育・意識啓発
⑤森林資源を活用した交流及び人口減少対策
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466
埼玉県
さいたまけん

鴻巣市
こうのすし

2021/10/1

2021年10月1日、市HP等から発信した市長
メッセージにおいて「2050年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを表
明。

2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し、今後、環境基
本計画、地球温暖化対策実行計画等の見直しを行う中で、
具体的な取組・施策を検討する。

467
徳島県
とくしまけん

北島町
きたじまちょう

2021/10/1
記者会見により、ゼロカーボンシティを目指
すこと宣言。

・ＺＥＨ，ＺＥＢの普及促進
・ＥＶ、ＦＣＶの普及促進
・公共交通の利用促進
・スマートライティングの導入
・水素エネルギーの活用検証

468
青森県
あおもりけん

佐井村
さいむら

2021/10/4

これまで取り組んできた自治体地域新電力
会社設立や小水力発電事業可能性調査な
どの取り組みを加速化させ、脱炭素社会の
実現に貢献するため、2050年村内のCO2
排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシ
ティ」へ挑戦することを10月4日記者発表に
て表明。

・自治体地域新電力会社「株式会社さいエナジー」を核とし
て、公共施設等への再生可能エネルギーの率先導入。
・小水力発電事業性評価調査による民間事業者による小水
力発電施設の導入。
・Ｊクレジット制度を活用した公共施設でのＲＥ１００の取組
みや公用車へのＥＶ車の導入推進。
・災害時の防災拠点や指定非難所への太陽光発電と蓄電
設備の整備。

469
静岡県
しずおかけん

裾野市
すそのし

2021/10/5

　令和3年3月に策定した「第2次裾野市環
境基本計画（後期計画）」及び「裾野市地球
温暖化対策地方公共団体実行計画（区域
施策編）」において、長期目標として「2050
年までに温室効果ガス排出実質ゼロを目
指す」ことを明記。

　裾野市議会9月定例会で、市長が「2050
年までに温室効果ガス排出実質ゼロを目
指す」カーボンニュートラルシティを宣言。

「第2次裾野市環境基本計画（後期計画）」及び「裾野市地
球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）」に基
づき脱炭素社会の実現を目指す。

◆再生可能エネルギーのf普及
　太陽熱高度利用システムの設置補助
◆省エネルギーの推進
　蓄電池システムや燃料電池システムの設置補助
　環境イベント・環境教育講座による啓発
◆環境負荷の少ない交通の普及
　公共交通機関の維持確保と利用促進
◆集約したまちづくり
　次世代の環境水準を目指したスマートシティ分譲地の開
発
◆まちの緑を増やす
　都市部のヒートアイランド対策としての軽量薄層緑化技術
による屋上緑化のＰＲ
◆6Rの推進
　廃棄物の減量・資源有効活用

今後は、新たな施策も導入しながら、2050年の温室効果ガ
ス排出実質ゼロを目指す。
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470
東京都
とうきょうと

墨田区
すみだく

2021/10/5

  　地球温暖化を防ぐための行動を加速し
ていくため、区民・事業者・区の協働により
２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロの実現
を目指す「すみだゼロカーボンシティ２０５０
宣言～脱炭素社会の実現を目指して」を区
長及び区議会議長が宣言書に署名するこ
とにより表明

   本区の環境基本計画である「第二次すみだ環境の共創プ
ラン」の中で、脱炭素社会の実現、気候変動への対応等に
係る環境施策を推進する。
　今後、①区民目線で実践可能な取組の普及　②環境教育
による啓発、気運の醸成　③区が自ら一事業所としての早
急な取組の推進　④今年度中に、第二次すみだ環境共創
プラン（本区の環境基本計画）の中間改定でＣＯ₂削減目標
の強化を検討

471
福岡県
ふくおかけん

宗像市
むなかたし

2021/10/8
2021年10月8日国際環境会議において、
「2050年までにＣＯ２排出量実質ゼロ」を目
指すことを宣言。

調整中

472
新潟県
にいがたけん

胎内市
たいないし

2021/10/12
市議会定例会において、市長の所信表明
の中でゼロカーボンを宣言。

・洋上風力発電の誘致。
・再生可能エネルギーの利活用を行う。
・市民、事業者、行政が協働し、持続可能な地域づくりを進
める。

473
福島県
ふくしまけん

白河市
しらかわし

2021/10/17

ゼロカーボンシティ宣言式典を開催し、市長
が2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ
にする「ゼロカーボンチャレンジしらかわ」を
宣言。また、小学生により「僕たち、私たち
の未来の白河市への取り組み」を発表。同
式典内で「脱炭素の未来の白河」をテーマ
とした小学生ポスターコンクールの優秀作
品表彰式を行った。

〇地球温暖化防止の意識向上等への取組を推進
〇COO LCHOICEの促進
〇学校等における環境学習・教育の推進
〇食品ロス削減、資源循環型社会の促進によるごみの減
量化
〇環境保全行動の実践に向けた普及・啓発
〇白河市環境基本計画及び地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）の改定時に脱炭素化の具体的な施策を盛り込
む（太陽光、水素等の新エネルギー導入の検討）
これらの施策に取り組み、市民、事業者、市が一体となり、
2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す。

474
東京都
とうきょうと

利島村
としまむら

2021/10/18 村ホームページに宣言文を掲載。

平成27年度「再生可能エネルギーを活用した自立・幸福ア
イランド計画」を策定、太陽光発電や電気自動車の導入と
共に、SDGs達成に向けゴミ等の分別を進め、より再資源化
や再生利用を図る取り組みを、住民の皆さんと共に進めて
います。
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475
神奈川県
かながわけん

伊勢原市
いせはらし

2021/10/22

定例記者会見において、市長が2050年に
おける二酸化炭素排出量実質ゼロと、気候
変動に強いまちを目指す「ゼロカーボンシ
ティいせはら」を表明。
市ホームページ上に宣言文を掲載予定。

2022年度末に策定予定の「第三次伊勢原市環境基本計
画」において、2030年46％削減、2050年二酸化炭素実質排
出ゼロを目指し、「ゼロカーボンのまちづくり（気候変動適応
策・緩和策）」と「次世代を担う人づくり」を柱として、具体的
な施策等を検討していく。

476
北海道
ほっかいどう

旭川市
あさひかわし

2021/10/22
令和３年第３回定例会の所信表明におい
て、市長が「2050年までに二酸化炭素の排
出実質ゼロを目指します。」と表明。

・家庭や事業所における再生可能エネルギー設備・省エネ
設備の導入を促進するための補助制度
・地球温暖化、気候変動問題に関する意識啓発と環境教育
・エコ通勤、エコドライブ、クールチョイス等の推進
・令和４年度以降に地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）を改定する際に、新たな施策・取組を検討しながら、
「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指す。

477
北海道
ほっかいどう

室蘭市
むろらんし

2021/10/25
令和３年１０月２５日　市長記者会見におい
て、「２０５０年までに二酸化炭素排出実質
ゼロ」を目指すことを表明。

次の３本の柱に基づき、2050年に向けた地域のカーボン
ニュートラルを推進する。
■官民連携による産業部門の脱炭素化を推進し、水素エネ
ルギー等の新たな産業創造と地域企業の競争力強化を図
る。
■港湾都市としてのカーボンニュートラルポートの形成に向
けた取り組みを推進するとともに、洋上風力発電部材の事
前組立・積出・保守等を行う拠点機能としての展開を図る。
■公共施設や交通などを含む民生部門におけるカーボン
ニュートラルを推進する。

478
東京都
とうきょうと

中野区
なかのく

2021/10/28
定例記者会見において、区長が「2050年ま
でに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す」
ことを表明。

・今年９月に策定した「第４次中野区環境基本計画」におい
て、５つの基本目標を定め、2050年までに二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指していく。
・区有施設の環境負荷の少ない電力使用への切り替え
・なかの里・まち連携自治体とのカーボン・オフセット（森林
整備支援）事業

479
岩手県
いわてけん

釜石市
かまいしし

2021/10/29
2021年10月29日記者会見で市長が「2050
年までに二酸化炭素排出実質ゼロを目指
す」ことを表明。

「釜石市環境基本計画」（2023年3月策定予定）及び「地球
温暖化対策実行計画（区域施策編）」（2023年3月策定予
定）に「2050年までに二酸化炭素排出を実質ゼロを目指す
こと」を盛り込む。
具体的な取り組み内容については、今後「釜石市環境基本
計画」策定の際に検討する。

480
埼玉県
さいたまけん

桶川市
おけがわし

2021/10/30
桶川市市制施行50周年記念式典にて、
「2050年までに二酸化炭素の排出量実質
ゼロ」を目指すことを市長が表明。

次期「桶川市環境基本計画」にて具体的な取組・施策を検
討する。
・再生可能エネルギーの利用促進
・新・省エネルギー機器の普及促進
・ごみの減量化
・みどりの保全対策
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481
東京都
とうきょうと

杉並区
すぎなみく

2021/11/１

・杉並区議会全員協議会において、杉並区
として2050年ゼロカーボンシティを目指すと
表明。

・現在改定作業中の「杉並区総合計画案」
（令和4年度～令和12年度）にて明記。

・「杉並区総合計画案（令和4年度～令和12年度）」に、区内
温室効果ガス排出量を令和12年度に平成12年度比50％の
削減に当たる目標値を明示。
・「杉並区実行計画（第1次）案（令和4年度～令和6年度）」
や、今後策定する「環境基本計画」・「地球温暖化対策実行
計画」等において、再生可能エネルギーの拡充や省エネル
ギーの推進に係る助成、遊休区有地等を活用した再生可
能エネルギー発電事業の検討等、地球温暖化対策等の強
化に取り組んでいく。

482
山形県
やまがたけん

白鷹
しらたか

町
まち

2021/11/3

2021年11月3日、町議会議員、環境関係者
等を対象に開催した環境講演会に先立ち、
町長が「白鷹町ゼロカーボンシティ」宣言を
表明。地球温暖化防止への取り組みや、二
酸化炭素の吸収源である森林の整備等を
行い、2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指していくことを宣言。

白鷹町地球温暖化対策実行計画(区域施策編、事務事業
編)を策定し、脱炭素に向けた取組みを実施していく。
・省エネルギーの推進
　ごみの減量化や分別、４Ｒの推進、クールチョイスの取組
み、脱炭素型ライフスタイルなどの普及
・再生可能エネルギーの利用推進
　太陽光発電や木質バイオマスの利用促進を図るとともに、
再生可能エネルギーの地産地消を目指す
・森林吸収対策の推進
県内一の人工林地帯（約5,300ｈａ）を持つ本町の特徴を活
かし、森林整備への支援や分収造林整備を行い、緑の循環
システムを推進
・地球温暖化防止に関する啓発の推進

483
宮城県
みやぎけん

名取市
なとりし

2021/11/4

令和3年10月31日開催の「なとり環境フェス
タ」において、「2050年二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指す」ことを表明。（2021年11月
４日環境省に報告）

 再生可能エネルギーの普及促進、ごみ減量化の強化や省
エネルギーの推進など、脱炭素に向けた取り組みを検討・
実施し、二酸化炭素排出量実質ゼロの実現を目指す。

484
北海道
ほっかいどう

名寄市
なよろし

2021/11/4
定例記者会見において、2050年までに二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指すことを市長
が宣言

・市内公共施設の二酸化炭素排出量削減に向けた取組の
推進
・再生可能エネルギー導入計画の策定
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定　　　　　・
地域新電力会社と連携した再生可能エネルギーの地産地
消に向けた取組
・再生可能エネルギー発電事業の推進

485
東京都
とうきょうと

千代田区
ちよだく

2021/11/5

2021年11月5日に「千代田区気候非常事態
宣言」を発表し、2050年までのゼロカーボン
ちよだの実現を表明予定。
また、同時に公表する「千代田区地球温暖
化対策地域推進計画2021」において、計画
の将来像として「2050 ゼロカーボンちよだ」
を掲げる。

地域推進計画に定める2030年度のCO2排出量の削減目標
（2013年度比42.3%削減）を達成するため、再生可能エネル
ギーの利用促進、建物の省エネの推進、地方との連携によ
る森林整備事業、クリーンエネルギー自動車の普及促進等
を行い、2050年までにCO2排出量実質ゼロを達成する
「2050ゼロカーボンちよだ」の実現を目指す。

486
愛知
あいち

県
けん

豊橋市
とよはしし

2021/11/6
2021年11月にし開催の「530のまち環境フェ
スタ」において2050年二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指すことを市長が表明。

再生可能エネルギーの導入促進、公共施設の省エネル
ギー対策等、施策を検討・推進し、2050年二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指す。
・本市が出資する地域新電力会社と共同し、再生可能エネ
ルギーの地産地消の推進。
・バイオマス利活用センターによる未利用バイオマス資源の
エネルギー利用。
・省エネ機器等の導入推進。
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487
高知県
こうちけん

本山町
もとやまちょう

2021/11/15

2021年9月1日、9月議会において、町長が
行政報告の中で「持続可能な環境づくり・ゼ
ロカーボンシティ宣言」を行い、「2050年まで
に二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す」こ
とを表明。（2021年11月15日環境省に報
告）

主要な取り組み・施策としては、
１．低炭素・循環型社会の構築。
２．再生可能エネルギーの導入と利用推進。
３．森林等の吸収源対策。
以上、３点を柱として具体的な施策を計画して取り組みを進
めます。

488
東京都
とうきょうと

府中市
ふちゅうし

2021/11/24

市長定例会見において、市長が2050年実
質排出ゼロを表明。
現在改定を予定している「府中市環境基本
計画」に、2050年に実質排出ゼロに向けた
文言を盛り込む予定。

市内事業者を中心とした二酸化炭素排出実質ゼロに向け
た協働に関する協定を結び、ゼロカーボンの実現に向けた
取組を行っていく。

489
京都府
きょうとふ

城陽市
じょうようし

2021/11/27

「第２０回記念　城陽市環境フォーラム」に
おいて、首長から、「2050年までに二酸化炭
素の排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボ
ンシティ」に挑戦すること」を宣言

市民への周知啓発、植樹による吸収量増、2030年度までと
した国の表明に準じた公共施設における太陽光発電設備
導入の早期実施等

490
和歌山県
わかやまけん

日高
ひだか

川
がわ

町
ちょう

2021/11/29
町議会全員協議会にて町長が「2050年まで
に二酸化炭素排出量の実質ゼロ」を目指す
ことを宣言

1 災害に強いまちづくりを目指し、防災・減災に取り組みま
す。
2 森林・農地の保全と水資源の保全に取り組みます。
3 ゴミの減量化、分別化、海洋プラスチックゴミ防止に取り
組みます。
4 地球温暖化防止や気候変動問題の環境教育・啓発活動
に取り組みます。
5 蓄電池ｼｽﾃﾑなど新しいエネルギー技術の普及促進に取
り組みます。

491
新潟県
にいがたけん

小千谷市
おぢやし

2021/11/30
市議会定例会において、市長が「2050年ま
でに二酸化炭素の排出量実質ゼロを目指
す」ことを表明。

再生可能エネルギーへの転換・導入や「地球温暖化対策実
行計画（区域施策編）」の策定に取り組み、市民・事業者・行
政が一体となって実施する地球温暖化対策や脱炭素化の
具体化を進める。

492
福岡県
ふくおかけん

古賀市
こがし

2021/11/30
2021年12月議会初日の市長所信表明によ
り、「2050年までにＣＯ２排出量実質ゼロ」を
めざすことを宣言

・令和6年度改訂予定の「第3次古賀市環境基本計画」及び
「古賀市地球温暖化対策実行計画」内にゼロカーボンシ
ティーの考え方を反映
・現在推進中の地球温暖化対策を強化継続
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493
埼玉県
さいたまけん

吉見町
よしみまち

2021/12/1

吉見町12月定例議会において、町長が
「2050年までにCO2排出量実質ゼロ」を宣
言」
吉見町のホームページ上に「二酸化炭素排
出量の実質ゼロ」について掲載

・令和4年度に環境基本計画の見直しの際に脱炭素化を位
置付ける。
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）及び気候変動適
応計画を策定し、取組を推進する。

494
千葉
ちば

県
けん

匝瑳市
そうさし

2021/12/3

令和３年１２月市議会定例会の提案理由説
明の際に、市長が「2050年までに二酸化炭
素排出量の実質ゼロを目指す匝瑳市ゼロ
カーボンシティ」を表明

市内に多く残る里山等、温室効果ガスの吸収源となる自然
を保護し、省エネルギー化や再生可能エネルギーの利用、
ごみの減量化を推進する。
また、脱炭素社会の実現に向け、市民・事業者・市が協働し
て取り組むことができる新たな施策や取組を検討する。

495
福岡県
ふくおかけん

みやこ町
まち

2021/12/6
2021年12月6日、12月定例議会において、
町長が2025年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指すことを宣言

公共施設における再生可能エネルギー（太陽光）の導入、
公共施設の計画的な適正化による電気の排出削減の実
施、公用車における電気自動車の導入拡大・EV急速充電
器の増設

496
北海道
ほっかいどう

大樹町
たいきちょう

2021/12/6
2021年12月6日、大樹町議会定例会におい
て、町長が「2050年までに二酸化炭素排出
実質ゼロ」を目指すことを宣言

・公共施設への再生可能エネルギーの導入
・家畜ふん尿由来のバイオガスを活用したエネルギーの地
産地消
・住宅用太陽光発電システム導入支援
・今後策定する「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」
において、脱炭素社会の実現に向けた具体的な施策を検
討する。

497
岐阜県
ぎふけん

大野町
おおのちょう

2021/12/7
大野町議会において、町長が「2050年まで
に温室効果ガス排出量の実質ゼロ」を目指
すことを表明

地球温暖化防止対策を強化するため「エコタウンおおの基
本計画」を見直し、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを
加速させる。
・公共施設の省エネ、創エネの整備促進
・住宅用再生可能エネルギ－設備等設置補助金
・ＥＶ、ＰＨＶの導入促進に係るインフラ整備
等、脱炭素施策を展開する。

498
山形県
やまがたけん

最上町
もがみまち

2021/12/9

2021年12月定例議会において町長が2050
年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目
指し、「ゼロカーボンシティ」を宣言。
報道発表するとともに、ホームページ上に
宣言文を掲載。

山形県の計画に沿った形での推進
・ごみ排出量の削減、環境問題に関する普及啓発
・家庭並びに事業所での省エネの推進
・再生可能エネルギー利用の推進
・「COOL CHOICE」の推進
町民・事業者と協働して2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ
を目指す。

499
北海道
ほっかいどう

秩父別町
ちっぷべつちょう

2021/12/9

令和3年12月町議会定例会の一般質問の
場で、町長が「2050年までに温室効果ガス
排出量を実質ゼロとする2050年ゼロカーボ
ンシティの実現を目指します」と表明。

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、再生可
能エネルギーの利用促進や省エネルギーの強化など環境
への負荷を抑える取組を推進する。

500
北海道
ほっかいどう

釧路町
くしろちょう

2021/12/10

令和３年釧路町議会第3回定例会におい
て、行政報告の中で、町長が「2050年まで
に温室効果ガス排出量を実質ゼロとするこ
とを目指す」旨を表明

2023年度に予定している「釧路町地球温暖化対策実行計
画」の見直しにおいて、脱炭素社会を見据えた長期的な視
点を踏まえ、取組の方向性や推進方策を検討
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501
北海道
ほっかいどう

弟子屈町
てしかがちょう

2021/12/10

弟子屈町地球温暖化対策実行計画を着実
に実行し、2050年までに二酸化炭素排出量
ゼロを目指す「てしかがゼロカーボンシ
ティ」へ挑戦することを宣言する。

弟子屈町は、これまでも公共施設では、豊富な温泉の温泉
熱を活用した暖房設備や雪氷冷熱を活用した冷房設備、地
中熱を活用した冷暖房設備などを推進し、一般家庭でも温
泉を活用した浴用・暖房設備を推進してきました。
また、農業では温泉熱を活用した温室栽培に取り組み、観
光でも脱炭素の電気自動車活用や二酸化炭素の影響調査
のため、町を代表する景勝地である摩周湖への、自家用車
交通規制、BDFバス運行などの先駆的実験も実施してきた
ところです。
今後は、さらに地熱を利用した発電事業など、環境に配慮し
持続可能なまちづくりのため、積極的な温暖化対策に取り
組みます。

502
長崎県
ながさきけん

南
みなみ

島原市
しまばらし

2021/12/13
市長記者会見の場で、市長が「2050年脱炭
素社会実現に向けてＣＯ２排出量実質ゼ
ロ」実現に向けた決意を宣言

エネルギーに係る施策をはじめ、廃棄物対策や市民の環境
意識の醸成、自然環境の保全など、「二酸化炭素の発生を
抑える」又は「大気中の二酸化炭素を減らす」取組を積極的
に推進・展開していく。
ごみ焼却施設の廃熱を貯蔵し、市内の離れた温浴施設で
熱源として利用する実証実験、食品残渣発酵分解装置によ
る焼却処分予定の調理くず等を堆肥化する事業を実施予
定。

503
北海道
ほっかいどう

三笠市
みかさし

2021/12/15
令和３年第4回定例市議会において、市長
が「2050年までに温室効果ガス排出量の実
質ゼロ」を目指すことを宣言

バイオマスなどの再生可能エネルギーや未利用エネルギー
を活用した脱炭素による地方創生を目指し、2050年までに
二酸化炭素の実質排出量ゼロを目指す

504
奈良県
ならけん

葛城市
かつらぎし

2021/12/16
議会において、市長が「「２０５０年の脱炭素
社会」の実現を目指して全力で取り組む」と
表明

・資源循環施策（家庭用生ごみ減量化等処理機器購入補
助、再生資源集団回収助成、生ごみの堆肥化事業　など））
の継続実施
・再生可能エネルギー導入施策（公共施設への太陽光パネ
ルの設置、一般住宅への太陽光発電や家庭用燃料電池エ
ネファーム設置補助）の継続実施
・小学校の環境教育の推進
・葛城市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の長期目
標として「２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロ」を設定する。
・今後は、新たな施策も検討しながら、２０５０年のCO2実質
ゼロを目指す。

505
北海道
ほっかいどう

妹背牛町
もせうしちょう

2021/12/16
2021年12月定例議会において、町長が
「2050年までに二酸化炭素実質排出量ゼ
ロ」を目指すことを表明。

「妹背牛町地球温暖化対策実行計画」に基づき、2050年二
酸化炭素実質排出量ゼロを見据え、町民・事業者・町が協
働して取り組み、「ゼロカーボンシティ」の実現を目指す。

506
群馬県
ぐんまけん

みどり市
し

2021/12/17
地球温暖化に伴う急激な気候変化・異常気
象、地球規模で進行する環境問題に取り組
むべく、「みどり5つのゼロ」 宣言を表明。

・温室効果ガス排出量「ゼロ」
　みどり市内の豊富な日照時間と森林資源を最大限活用
し、「再生可能エネルギーの利用増進」を図り、「環境に優し
い移動手段の推進」と「ごみ排出量削減の推進」により、
カーボンニュートラルを実現するとともに、温室効果ガス排
出量実質「ゼロ」を目指す。
・プラスチックごみ「ゼロ」
　「5Ｒの啓発・促進」と「リサイクルの推進」により、市民・事
業所と協働し、ゴミの減量化を図り、プラスチックごみ「ゼロ」
を目指す。
・食品ロス「ゼロ」
　「事業所・家庭からの廃棄食品削減」と「食育の推進」によ
り廃棄食品削減の機運を高め、食品ロス「ゼロ」を目指す。
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507
滋賀県
しがけん

草津市
くさつし

2021/12/17

草津市気候非常事態宣言の中で2050年ま
でに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す
ことを草津市長と草津市議会議長と共同で
表明。

温室効果ガス（CO2）の削減において、国の中長期的な削減

目標および滋賀県の削減目標の達成に寄与することを目
標とし、草津市独自の施策を推進することで脱炭素社会へ
の転換を図る。
・温室効果ガス（CO2）の排出量について、2030年度に2013

年度比で50％削減を目指す。

2050年カーボンニュートラルの実現に向けたまちづくりを進
める。
・2020年度に改定した草津市地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）＜草津市地球冷やしたいプロジェクト＞に基づ
き、より積極的な施策の展開を図る。
　未来へつなぐ低（脱）炭素スタイルの推進
　安全安心な暮らしに向けた適応の推進
・草津市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を2021年
度に改定し、市の事務事業における取組を推進する。

508
富山県
とやまけん

小矢部市
おやべし

2021/12/17

2021年12月9日、12月議会において、市長
が「2050年までに二酸化炭素排出量を実質
ゼロとする「ゼロカーボンシティ」を目指すこ
とを表明。（2021年12月17日環境省に報
告）

・今後策定予定の（仮称）小矢部市地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）にて、今後取り組む施策等を決定してい
く。

509
高知県
こうちけん

梼原町
ゆすはらちょう

2021/12/22

2021年12月22日、12月議会において、町長
が所信表明の中で「2050年までに二酸化炭
素排出量実質ゼロを目指す」ゼロ・カーボン
シティを宣言し、地域脱炭素による持続可
能なまちづくりを推進していくことを表明。

脱炭素社会の実現に向け、環境モデル都市の取組みを継
続・拡大し、豊富な地域資源を活用した地域脱炭素による
持続可能なまちづくりを推進する。
・2050年に電力の再生可能エネルギー自給率100％の実現
・再エネ事業の継続・拡大
・さらなる環境価値の創出
・地域雇用の創出や防災対策
・林業を活性化しつつCO2吸収量を確保

510
徳島県
とくしまけん

三好市
みよしし

2021/12/22

2021年12月22日の市議会12月定例会議閉
会日において、宣言書により「2050年まで
のＣＯ2排出量実質ゼロ」を目指すことを宣
言。

2022年度策定予定の「三好市環境基本計画」（仮称）におい
て、2050年までのＣＯ2排出量実質ゼロを目標に、地球温暖
化対策、自然環境の保全対策、環境教育等の具体的施策
を策定する。

511
栃木県
とちぎけん

日光市
にっこうし

2021/12/24

定例記者会見において、市長が、日光市と
して2050年までに温室効果ガスの実質排
出量をゼロにする「ゼロカーボンシティ」の
実現を目指すことを宣言

国が示す新たな制度の導入や国及び県が示すロードマップ
を踏まえ、地球温暖化実行計画の見直しに向けた調査やこ
れに基づく当市のロードマップ等を策定し、身近な事業から
進めてきた「脱炭素」に向けた取り組みを拡大していく。
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512
北海道
ほっかいどう

上士幌町
かみしほろちょう

2021/12/24

上士幌町議会において、町長が2050年ま
でに二酸化炭素排出量実質ゼロの実現を
目指すことを表明
同時に町ホームページにて二酸化炭素排
出量実質ゼロの実現について掲載

畜産バイオマスを活用した資源循環のまちづくりをはじめ、
MaaSやドローンを活用した交通・物流網の最適化、様々な
再生可能エネルギーの有効活用、食品ロスの削減など、脱
炭素社会を見据えた取組を体系的に推進する。
また、2021年に選定されたSDGs未来都市の理念に基づ
き、経済・社会・環境の３側面における新しい価値の創出を
目指す。

513
山口県
やまぐちけん

山口市
やまぐちし

2021/12/27

定例記者会見で、2050年までに二酸化炭
素排出実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシ
ティ宣言」を市長が宣言。
今後改訂予定の「山口市環境基本計画」及
び「山口市地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）」に、ゼロカーボンシティ宣言の内
容を盛り込み、脱炭素社会の実現に向けた
取組を推進していく予定。

・クールチョイスの啓発・推進
・市民や事業所への再生可能エネルギー等の設備導入促
進
・市施設への太陽光発電などの再生可能エネルギー設備
の導入推進
・市施設への省エネ設備・機器の更新
・環境基本計画及び地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）の改訂

514
福島県
ふくしまけん

会津若松
あいづわかまつ

市
し

2021/12/27

2021年12月の市長記者会見により、「2050
年までのできるだけ早い時期に、温室効果
ガス実質排出ゼロにする」ことを目指すこと
を宣言

以下の基本的な方向性に基づいて取り組む。
・非電力部門の電化を推進すること
・省エネルギー・エネルギー効率が高いものを利用すること
・使用する燃料のより低炭素なものへの転換すること、特に
地域で生み出される再生可能エネルギーの地産地消を推
進すること
・３Ｒ＋Ｒenewableを推進すること

515
東京
とうきょうと

都

小金井市
こがねいし

2022/1/1

小金井市気候非常事態宣言において、
2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロと
する「ゼロカーボンシティ」の実現を目指す
ことを、小金井市長と小金井市教育委員会
教育長と連名で宣言

温室効果ガス排出量削減のため、家庭や事業所における
電力やガスの消費量削減への意識を醸成する「省エネチャ
レンジ事業」の実施及び新エネルギー機器等普及促進補助
制度の拡充、食品ロスをはじめとしたごみの発生抑制の促
進を、重点施策として実施していくとともに、環境教育の充
実にも注力していく。

516
愛知県
あいちけん

長久手市
ながくてし

2022/1/4

2022年1月4日の市制１０周年記念セレモ
ニーの中で「２０５０年までにゼロカーボンシ
ティの実現に向けた取組を推進していくこ
と」を宣言

・市職員に向けた地球温暖についての研修
・公共施設のＬＥＤ化の設備改修を段階的に推進
・市内事業所の環境配慮事業の収集・紹介
・ゼロカーボンに向けた企業と市との連携について検討
・環境配慮型まちづくりチェックリストを活用した建築物整備
・市民に向けた動画配信、環境クイズ、市民一人一人が考
えるゼロカーボン宣言の収集・紹介

517
埼玉県
さいたまけん

行田市
ぎょうだし

　2022/1/5

市ホームページ・市報・ツイッター・フェイス
ブック・ラインに「2050年までにCO2（二酸化
炭素）の排出量実質ゼロを目指す」表明を
掲載

・省エネルギーの推進
・創エネルギーの普及促進
・ゼロカーボン・ドライブの普及
・自然環境の保全
第２次行田市環境基本計画（計画期間は令和５年まで）の
改定時、具体的な施策について盛り込む予定。

77/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

518
兵庫県
ひょうごけん

丹波
たんば

篠山市
ささやまし

2022/1/5

2022年1月5日に市長及び市議会議長が気
候非常事態宣言を表明。同宣言の中にお
いて、2050年までの二酸化炭素排出量実
質ゼロ（ゼロカーボン）を目指すことを表明。

2050年ゼロカーボンの実現に向けて、市民、事業者、行政
が一体となって二酸化炭素の排出削減に取り組む。丹波篠
山市は、まずは自らがその模範となるよう率先して下記の
方針により取り組む。
（方針1）2050年ゼロカーボンの実現に向けて、エネルギー
をつくり、かしこく使うまちを目指す。
・再生可能エネルギーの最大利用
・エネルギー消費の削減
（方針2）ごみを減らし、資源としてうまく循環させるまちを目
指す。
・ごみの削減
・ごみの資源循環
（方針3）豊かな自然環境のもとで人と生きものが共生する
まちを目指す。
・生きものの生息環境の保全
・野生生物の保護・管理
（方針4）災害による被害を軽減するまちを目指す。
・災害による被害軽減
・災害発生時の備えの充実
・ピーク流出量抑制による洪水被害の軽減
・森林の水源かん養機能の保全
（方針5）みんなが気候変動を正しく理解し、積極的に行動
するまちを目指す。
・気候変動対策に取り組む人の育成
・気候変動対策に取り組む関係づくり

519
福井県
ふくいけん

勝山市
かつやまし

2022/1/6

市長定例会見において、市長が2050年実
質排出ゼロを表明。

現在改定中の「第６次総合計画」の目標
に、2050年に実質排出ゼロに向けた文言を
盛り込む予定。また、2022年度中に二酸化
炭素排出抑制計画を策定予定。

2021，2022年度で、二酸化炭素排出抑制計画を策定する。
また、ごみの減量化に取り組む。

520
鹿児島県
かごしまけん

和泊町
わどまりちょう

2022/1/7
町議会及び記者会見において、町長が
「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を宣
言。

・あらゆる資源を活用したエネルギーミックス離島モデルの
構築やマイクログリッドの構築に向け、関係団体や事業者
等と連携して取り組む。
・本町総合振興計画に掲げられる新たなライフスタイルへの
転換に関するプロジェクトの推進や「持続可能なまちづくり
町民３大運動」の普及啓発等による町民と一体となった、脱
炭素まちづくりを目指す。

521
埼玉県
さいたまけん

北本市
きたもとし

2022/1/15

市制５０周年記念式典において、２０５０年
までに二酸化炭素の排出量を実施ゼロに
する「ゼロカーボンシティ」の実現を目指す
ことを宣言する。

来年度以降、地球温暖化対策実行計画を改定し、その中で
二酸化炭素の排出量を実施ゼロにする取組・施策を定める
予定。

522
福岡県
ふくおかけん

吉富町
よしとみまち

2022/1/17

町長と議会議長の共同宣言式を行い、町
ホームページにおいて「2050年までに二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指すこと」を表
明

山林率0％の町が挑む脱炭素社会の実現として、民間事業
者との包括連携協定に基づき、公共施設・民間住宅への
ESG投資によるPPAモデルを活用した太陽光パネル設置を
実施中。また、宣言に合わせ、住民の再エネ設備、省エネ
機器、EVバイク、CEVを取得し継続して使用する活動に対し
奨励措置を講じる『よしとみ「エコまち」プロジェクト奨励金交
付事業』を開始する。
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523
北海道
ほっかいどう

留寿都村
るすつむら

2022/1/20
令和４年第１回留寿都村議会臨時会におい
て、村長が「2050年までに二酸化炭素排出
量を実質ゼロにする」ことを宣言

令和４年度に再生可能エネルギー導入目標を策定し、
令和５年度に地球温暖化対策実行計画の事務事業編の見
直し及び区域施策編の策定を行う。

524
熊本県
くまもとけん

あさぎり町
ちょう

2022/1/24
記者会見において、町長が2050年の二酸
化炭素実質排出ゼロを目指す旨を表明。町
のホームページにその旨の掲載を行う。

・令和4年度中に、地球温暖化対策実行計画に「2050年二
酸化炭素排出の実質ゼロ」を目指すことを明記する。
・令和2年7月豪雨災害からの復興と合わせて、公共施設の
省エネ化や再生可能エネルギーの地産地消に取り組み、
環境に配慮した脱炭素のまちづくりを目指す。
・森林資源を利用したカーボンオフセット（Jクレジット）の導
入を検討し、森林整備による温室効果ガス吸収量の増加を
図る。
・廃棄物の減量化と資源化を促進し、循環型社会の構築と
地球環境の保全を図る。
・二酸化炭素の排出削減につながる新たな取り組みの情報
収集及び検討を進める。

525
大分県
おおいたけん

国東市
くにさきし

2022/1/24

2022年1月21日、市長記者会見により、「ゼ
ロカーボンシティ」からひとつ歩を進め、
2050年までに二酸化炭素排出量を実質マ
イナスまで持っていく「カーボンネガティブ」
を目指すことを宣言。（2022年1月24日環境
省に報告）

・国東市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、
今回の宣言を反映させる。
・包括連携協定を活用するなど、産学官民の連携により、市
内の森林・農地を活用したＣＯ2吸収の仕組みづくりと、ＣＯ2
クレジットの創出・取引による、サーキュラーエコノミー形成
を目標とする。

526
東京都
とうきょうと

町田市
まちだし

2022/1/24

2022年1月24日　定例記者会見において、
脱炭素を様々な環境課題解決のための柱
として捉え、市内の温室効果ガス排出量を
2030年までに99万8千ｔ-CO2に削減し
（2013年度／148万9千ｔ-CO2）、2050年ま
でには温室効果ガスの排出実質ゼロを目
指すべく、環境先進都市「ゼロカーボンシ
ティまちだ」に向けて取り組むことを市長が
宣言しました。

・新たに完成した町田市の廃棄物処理施設
　　「町田市バイオエネルギーセンター」における発電電力
の地産地消
・市有施設等における太陽光発電等による再生可能エネル
ギーの利用拡大
・電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）の積極的な導
入及び活用
・民間企業や教育機関等との連携・協定関係強化による市
域のブランド力向上
・将来を担う子どもたちに対する、環境教育機会の創出

527
北海道
ほっかいどう

苫前町
とままえちょう

2022/1/24
令和４年１月２４日、プレスリリースとホーム
ページにおいて、苫前町ゼロカーボンシティ
宣言を表明

苫前町では風力発電による再生可能エネルギー先駆けの
地として、先人より受け継がれた素晴らしい財産と限りない
資源を、未来を担う子どもたちやその先の世代へ安心して
引き継ぐことが出来るよう、「２０５０年までに二酸化炭素排
出量の実質ゼロ」をさらに進展させ、脱炭素社会への移行
に向けた姿勢を示すための条例を制定するとともに、住民、
住民団体、事業者の皆様と連携し、知恵と工夫を集結させ、
地球温暖化対策の取り組みを進める

528
大分県
おおいたけん

別府市
べっぷし

2022/1/25

別府市気候帆異常事態宣言において「全
市民が今ある気候変動の危機感を共有し
た上で、２０５０年における二酸化炭素実質
排出ゼロを目指します。」と明記している。

公共施設において省エネに積極的に取り組むと同時に、地
熱などの地域資源に恵まれた立地条件を活かし、余剰の温
泉（熱エネルギー）などの再生可能エネルギーの利活用に
よる緩和策を進めていきます。

529
福岡県
ふくおかけん

中間市
なかまし

2022/1/25

「人とまち再生力日本一宣言」協定式にお
いて、市長が2050年までに二酸化炭素の
排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシ
ティ」を目指すことを表明

改訂予定の「中間市第3次環境基本計画」に2050年二酸化
炭素排出量実質ゼロを目指すことを掲げ、脱炭素に向けた
取組を推進する。
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530
東京都
とうきょうと

板橋区
いたばしく

2022/1/26
令和4年1月の記者会見にて、２０５０年に二
酸化炭素排出量実質ゼロをめざす「ゼロ
カーボンいたばし２０５０」を区長が表明

人と緑を未来へつなぐスマートシティを推進し、持続可能な
社会を構築するため、気候非常事態を宣言し、あらゆる主
体と連携・協働して社会全体の自主的な行動変容を促すと
ともに、エコロジー、エネルギー、エコノミーが調和した取組
をすすめる。
１　エネルギー消費効率化の推進、再生可能エネルギーを
最大限活用したまちづくりへの貢献
２　環境配慮型製品・サービスの普及と、限りある資源の循
環的な利用の推進
３　持続可能な森林整備と適正に管理された森林資源の活
用推進、緑と調和したまちづくり
４　スマートインフラやデジタルトランスフォーメーションの積
極的活用と、地球環境を考えた持続可能な活動の実践
５　気候変動の影響による被害の防止・軽減と、安心・安全
な社会構築への貢献

531
群馬県
ぐんまけん

高山村
たかやまむら

2022/1/31

令和４年１月３１日、高山村議会の令和４年
度予算大綱説明において、群馬県の2050
年に向けた「ぐんま５つのゼロ宣言」と連携
し、「一人一人が次世代を想い１００年先も
住みたい持続可能な村に」の実現を目指
し、村長が2050年に向けた「たかやま５つの
ゼロ宣言」を表明。

高山村地球温暖化対策実行計画に基づく施策を展開して
いき、官民連携しながらCO2削減のための取組を検討し実
施していく。
・森林整備の推進による循環型社会の構築
・再生可能エネルギーの促進
・各家庭、事業所への蓄電池の整備
　などの取組を2050年に向けて推進をしていく。
　また、高山村地球温暖化対策実行計画の見直しも実施し
ていく。

532
神奈川県
かながわけん

逗子市
ずしし

2022/1/31

令和４年逗子市議会第１回定例会における
「施政方針」の中で、市長が、「チャレンジ！
逗子カーボンニュートラル2050（ニーゼロ
ゴーゼロ）」をスローガンに掲げ、2050年度
までに温室効果ガス排出実質ゼロを目指し
取り組むことを表明。

・令和４年度に改定予定の「第２次地球温暖化対策実行計
画」において、2050年脱炭素に取り組むことを盛り込み、具
体的な施策の構築を進める
・市所有の施設における再生可能エネルギー100％電気の
導入及び省エネの推進
・カーボンニュートラル推進支援制度の導入による再エネ、
省エネ及び蓄エネの促進
・公用車の電気自動車及びEVカーシェアリングの導入

533
福岡県
ふくおかけん

うきは市
し

2022/1/31
うきは市ホームページ上に「二酸化炭素排
出量の実質ゼロ」について掲載

　2017年に水力発電所「うきは藤波発電所」を設置、年間約
97万kWh、一般家庭約270世帯分の電気を生み出し、年間
約498トンの二酸化炭素排出量を削減。
　また、本市面積の約半分が森林であり、貴重な水源であ
ると同時に二酸化炭素の吸収にも大きく寄与していることか
ら、「伐って、使って、植える」資源利用の好循環を生み出す
適切な森林整備や木材利用の普及・拡大などにも取り組ん
でいる。
　今後も、「地域脱炭素ロードマップ」に示された脱炭素先行
地域づくりや重点対策を行い、2050年までに二酸化炭素排
出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」の実現に向け
て取組みを進めていく。

534
福岡県
ふくおかけん

朝倉市
あさくらし

2022/1/31

2022年1月31日　朝倉市ホームページ上に
て「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」実現に向けた「朝倉市ゼロカーボンシ
ティ宣言」を表明

現在取り組んでいる温暖化抑止策（庁舎等の省エネ、節電
等）の推進を継続して行う。今後は、家庭の省エネ促進に向
けた啓発、地域内の二酸化炭素排出量の把握及び削減の
検討、地域内の新エネ・再エネ等の把握と活用の検討。ま
た、温室効果ガス排出量実質ゼロを目指した計画策定予
定。

535
静岡県
しずおかけん

袋井市
ふくろいし

2022/2/1

「ゼロカーボンシティ」宣言式を開催し、市長
が宣言を行った。
同日、事業者と「ゼロカーボンシティの実現
に向けた包括連携協定」を締結した。

官民一体となって、「ゼロカーボンシティ」の実現に向けた施
策を推進する。まずは、公共施設におけるCO2削減を目指
す。
・公共施設への再生可能エネルギー等ゼロエミッション電力
の導入推進。
・公共施設への太陽光発電設備の設置。
・環境教育、環境啓発の推進。　　　等
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536
東京都
とうきょうと

目黒区
めぐろく

2022/2/1
令和４年度予算プレス発表の席上におい
て、２０５０年のゼロカーボンシティの実現を
目指すことを表明。

環境基本計画及び地球温暖化対策地域推進計画の一体
的な改定を行い、２０５０ぜロカーボンシティの実現に向けた
目標を掲げ、具体的な取り組みを検討する。

537
福岡県
ふくおかけん

新宮
しんぐう

町
ちょう

2022/2/1

2022年2月1日に、町長が、住民、事業者、
行政が一体となって、「2050年までに二酸
化炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを宣
言。事前に報道機関へプレスリリースを実
施。宣言後は、町ホームページ、町の広報
誌で周知を行う。

温室効果ガスを削減するための職員によるプロジェクトチー
ムを立ち上げ、2022年３月までに実行計画（事務事業編）の
第２次計画を策定する。また、脱炭素先行地域を含む実現
可能な脱炭素に向けた取組の検討・選定を実施し、実行計
画（区域施策編）の素案を作成する。住民に対しては、ゼロ
カーボンアクション３０を推進していく。

538
北海道
ほっかいどう

白糠町
しらぬかちょう

2022/2/1
白糠町ホームページにおいて、「2050年ま
でに二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す
宣言文を掲載。

地球温暖化防止実行計画及び今後策定予定の再エネ導入
利活用計画に基づき、再エネの導入促進・地産地消、公共
施設の省エネ化など2050年までに二酸化炭素排出量の実
質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」の実現に向けて取組
を推進する。

539
佐賀県
さがけん

基山町
きやまちょう

2022/2/2

町長が、記者発表において「2050年までに
二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す「ゼ
ロカーボンシティ」を表明

基山町環境基本計画及び基山町地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）及び気候変
動適応計画に「国の削減目標（2050年まで
に二酸化炭素排出量実質ゼロ）を見据えて
町でできる取組を着実に進めて行く」と明記

国の削減目標（2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ）
を見据えて町でできる取組を着実に進めて行く
・電気自動車等への庁用車の更新
・バイオマスを活用した再生可能エネルギーの可能性調査
の実施
・公共施設への再生エネルギーの導入

540
宮城県
みやぎけん

多賀城市
たがじょうし

2022/2/3
令和４年２月３日の定例記者会見におい
て、２０５０年までに二酸化炭素排出量の実
質ゼロを目指すことを表明。

・「第三次多賀城市環境基本計画」を改定し、２０５０年まで
に二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指すことを明記。
・令和４年度以降に「地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」の策定、「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の
改定を予定。
・プラスチックに係る資源循環の促進。
・「多賀城版花いっぱいプロジェクト」による緑地推進

541
宮城県
みやぎけん

登米市
とめし

2022/2/3

令和４年度施政方針において、市長が、
2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロにする「ゼロカーボンシティ」を目指すこと
を表明。

これまで行ってきた、公共施設における照明灯のＬＥＤ化や
太陽光発電等の設置、住宅用新エネルギー設備の導入支
援等の取組みに加え、公用車への低公害車の導入や森林
環境譲与税を活用した森林整備の取組などにより、市民や
事業者の地球温暖化対策への理解を深めながら、官民を
挙げて脱炭素化の取組を進める。

542
東京都
とうきょうと

練馬区
ねりまく

2022/2/4
令和４年第一回区議会定例会の区長所信
表明において、2050年の二酸化炭素実質
排出ゼロを目指すことを表明

2050年の二酸化炭素実質排出ゼロに向けて、2022年度中
に脱炭素社会の実現に向けた計画を策定する。
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543
北海道
ほっかいどう

千歳市
ちとせし

2022/2/7
2022年2月の定例記者会見により、「2050
年までに温室効果ガス排出量実質ゼロ」を
目指すことを宣言

市民、事業者、市が一体となり、脱炭素社会の実現に向
け、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー活動を積
極的に推進する。市における主な取組
・再生可能エネルギーの導入推進
・省エネルギーの推進
・脱炭素型のまちづくりの推進
・循環型社会の形成
・豊かな自然環境の保全
・環境意識の向上

544
東京都
とうきょうと

小平市
こだいらし

2022/2/8

令和４年度予算編成に当たっての記者会
見の中で、国や東京都と連携し、市民・事
業者・大学等の多様な主体と力を合わせて
地球温暖化対策に取り組み、2050年に二
酸化炭素排出量実質ゼロとするゼロカーボ
ンシティの実現を目指す旨の宣言を表明
し、宣言書を公表する。

・２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロを目指し、市域の脱炭
素化に向けた、現状の二酸化炭素排出量の推計や排出量
削減の可能性調査を実施するとともに、その調査結果を踏
まえ、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく、地方
公共団体実行計画（区域施策編）である「小平市地域エネ
ルギービジョン」の見直しを行う。
・脱炭素社会の構築を見据え、省エネルギーの推進、エネ
ルギーの有効活用等の取組を意欲的に進めていく。

545
東京都
とうきょうと

文京区
ぶんきょうく

2022/2/8

令和4年2月文京区議会定例議会区長施政
方針において、2050年までに二酸化炭素排
出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ」
を目指すことを表明。

「文京区地球温暖化対策地域推進計画」（令和2年3月改
定）に掲げる5分野の行動計画（アクションプラン）を一層推
進し、計画の最終到達点である「クールアース文京都市ビ
ジョン（脱炭素社会）」の達成を目指す。
⑴暮らしや事業活動における環境配慮行動を促す省エネル
ギーの推進
⑵再生可能エネルギー等の利用促進
⑶環境に配慮した交通手段の利用やまちづくりを促すス
マートシティの推進
⑷家庭ごみや事業系ごみの3Rを推進し、効率的な資源利
用を促進する循環型社会の形成
⑸気候変動の影響への適応

546
岐阜県
ぎふけん

関市
せきし

2022/2/9
2022年2月9日の市長定例記者会見で、
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指すことを宣言

令和4年度の取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
道路照明灯のLED化
・森林保全整備
・ものづくり脱炭素経営促進事業補助
・電気自動車の購入
・脱炭素啓発事業
・森のエネルギー利用促進事業（薪ストーブ等購入補助）
など

547
岩手県
いわてけん

岩泉町
いわいずみちょう

2022/2/10
岩泉町議会において、町長が「2050年ゼロ
カーボン」に取り組むことを表明。

・今後建設が予定される風力発電事業へ協力の実施
・公共施設への太陽光パネルの設置、ごみ減量化対策、森
林の整備促進等の既存施策の継続実施
・さらに、新たな施策を検討しながら2050年のＣＯ２実質ゼ
ロを目指す。

548
東京都
とうきょうと

八王子市
はちおうじし

2022/2/10
2022年2月市長記者会見で、「2050年まで
にＣＯ２排出実質ゼロ」を目指すことを宣言

・令和4年度中に策定する地方公共団体実行計画の改定時
に脱炭素社会の実現に向けた取組を盛り込んでいく。
・まずは、令和4年度から再生可能エネルギーの導入支援、
充電インフラの導入支援、適応に関する施策、市民への普
及啓発などの新規事業を展開する。

82/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

549
北海道
ほっかいどう

枝幸町
えさしちょう

2022/2/10
町ホームページ内に「枝幸町ゼロカーボン
シティ宣言」の宣言文を掲載

令和３年に策定した「枝幸町環境基本計画」に基づき脱炭
素社会の実現を目指す。
・公共施設の省エネルギー化を推進
・再生可能エネルギーの導入・普及啓発
・温室効果ガス排出量削減に向けた具体的な施策検討

550
茨城県
いばらきけん

つくば市
し

2022/02/14
令和４年３月議会の市政運営の所信で、市
長がゼロカーボンシティを目指すことを宣
言。（別途宣言文あり）

環境・経済・社会の統合的な向上を図りながら、市民、地
域、事業者と連携・協力して持続可能な脱炭素社会をともに
創り、ゼロカーボンシティを目指す。

551
岐阜県
ぎふけん

美濃加茂市
みのかもし

2022/2/14

SDGs未来都市である本市は、経済と環境
の好循環により生み出される「脱炭素社会」
「循環社会」「分散型社会」への移行を目指
し、地域循環共生圏＝「ローカルSDGsみの
かも」を掲げ、カーボンニュートラルの実現
に向けての取組を始めており、今後さらに
再エネ普及・省エネ推進を推し進めるため、
宣言を行うものである。

【美濃加茂市版脱炭素まちづくり　実施検討項目（案）】
① 再エネを含めた公共施設のエネルギー管理の一元化
② 市内における「エネルギー地産地消 （創る・販売する・普
及する）」の仕組みづくり
③ 公共施設・民間施設のZEB・ZEH化誘導
④ 遊休地などを活用したオフサイトPPAによる太陽光発電
設置事業
⑤ エスコ事業等を活用した、省エネ設備導入や蓄電池・
EMS導入によるDRなどの省エネ・省コスト事業
⑥ 木質バイオマス発電所の有効活用（廃熱利用、BCPエリ
アの構築等）
⑦ 耕作放棄地を活用した早生樹の栽培（バイオマスチッ
プ）
⑧ 公用車のEV化によるシェアリングサービスの構築
⑨ 再エネによるコンパクト+ネットワーク＆サテライト（分散
型エリア）の構築
⑩ コンテナハウスを活用した賑わいエリアと防災拠点とな
るミニマイクログリッド（自立分散型エリア）の構築
⑪ 中山間地域のマイクログリッド（自立分散型エリア）の構
築
⑫ 食品廃棄物等を活用したバイオガス発電による循環型
エネルギーシステムの構築

552
神奈川県
かながわけん

座間市
ざまし

2022/2/14
2022年2月の市長プレスリリースにおいて、
「座間市ゼロカーボンシティ宣言」を表明。

2022年度末に策定予定の次期「座間市環境基本計画」の
中に「気候変動適応計画」と「地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）」を内包することで、「2050年までに二酸化炭素
排出実質ゼロを目指す」ことを盛り込む。
具体的な取り組み内容については、2021年度と2022年度の
2箇年をかけて同計画を策定する中で、環境審議会に諮り
ながら検討していく。

553
長野県
ながのけん

長野市
ながのし

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力強
化に係る連携協定
・ごみ発電電力の市庁舎への供給
・バイオマス産業都市構想
・公共施設への民間事業者による太陽光発電設備等導入
事業（ＰＰＡ事業）
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554
長野県
ながのけん 

須坂市
すざかし

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
 ・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力
強化に係る連携協定
・既存の施策（公共施設への屋根貸し事業、一般住宅への
太陽光発電システム等の設備設置費補助、ごみ減量対策
のためのコンポスト購入の補助）等の継続実施
・各種啓発活動

555
長野県
ながのけん

千曲市
ちくまし

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
 ・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力
強化に係る連携協定
・蓄電システム設置補助制度

556
長野県
ながのけん

坂城町
さかきまち

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
 ・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力
強化に係る連携協定
・坂城町スマートタウン構想（町全体の創・蓄・省エネル
ギー）の推進

557
長野県
ながのけん

小布施町
おぶせまち

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力強
化に係る連携協定
(独自の取組を令和４年度以降に向けて検討中）

558
長野県
ながのけん

高山
たかやま

村
むら

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力強
化に係る連携協定

559
長野県
ながのけん

信濃町
しなのまち

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
 ・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力
強化に係る連携協定
・木質バイオマス循環利用普及促進事業
・フォレスタイル事業
・生ごみ処理機器購入費補助事業

560
長野県
ながのけん

小川
おがわ

村
むら

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
 ・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力
強化に係る連携協定
・木質バイオマス推進事業
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561
長野県
ながのけん

飯綱町
いいづなまち

2022/2/14

長野地域連携推進協議会の中で、長野地
域連携中枢都市圏（長野市、須坂市、千曲
市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、
小川村、飯綱町）として圏域において2050
までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボン宣言」を発出

・長野圏域ゼロカーボンチャレンジ事業（低炭素電力共同購
入促進事業、スマートハウス化応援隊事業、果樹剪定枝・
薪ストーブ活用推進事業）
・電気自動車を活用した脱炭素社会の実現と災害対応力強
化に係る連携協定

562
鹿児島県
かごしまけん

南九州市
みなみきゅうしゅうし

2022/2/15
令和４年３月定例会の施政方針演説におい
て，ゼロカーボンシティの実現に向けてチャ
レンジしてくことを市長が表明

・市民，事業者等の省エネの推進と地球温暖化対策の促進
・公共施設の省エネルギー化の推進
・公共施設等への再生可能エネルギー設備導入
・公用車への次世代自動車の導入
・森林等の吸収源対策
・地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の策定や環境基
本計画など各種計画の見直し

563
東京都
大田区 2022/2/15

令和３年度第１回区議会定例会の区長挨
拶において「2050年までに温室効果ガス排
出量実質ゼロ」を目指すことを発表。

令和３年度末に策定（予定）の「大田区環境
アクションプラン」において、2050年までに
①「温室効果ガス排出量実質ゼロ」「プラス
チックごみゼロ」「食品ロス実質ゼロ」の３つ
ゼロを目指す「大田区環境ビジョン2050」と
して目標を明記する。

区民、事業者等と連携しながら、脱炭素ライフスタイルへの
転換を目指す区民運動「おおたクールアクション」を推進し
ている。また、区の率先行動として区役所本庁舎への
RE100の電力の導入や、学校施設に排出係数の低い電力
の導入拡大などを実施している。
令和４年度には区内全域の温室効果ガス排出量を削減し
ていく具体的なロードマップとして「（仮称）大田区脱炭素戦
略」を策定予定。

564
北海道
ほっかいどう

北見市
きたみし

2022/2/15

北見市議会第1回定例会にて、市政執行方
針の中で、2050年カーボンニュートラルの
実現に向け、ゼロカーボンシティを目指すこ
とを宣誓

省エネルギー対策、再生可能エネルギーの導入拡大、森林
整備等による二酸化炭素の吸収源対策の推進に加え、ご
みの削減や再利用に力を入れ、2050年までに温室効果ガ
スの排出量と旧流量を均衡させ、実質ゼロにするカーボン
ニュートラルの実現にを目指す。

565
宮城県
みやぎけん

塩竈市
しおがまし

2022/2/16

令和4年2月定例会の施政方針において、
2050年までに温室効果ガスの排出をゼロ
にする「ゼロカーボンシティ・塩竈」の実現に
向け取り組んでいくことを表明。

・令和4年度中に地球温暖化に対する市民意識調査や町内
会等との懇談会を通じて、本市の特性を活かした脱炭素施
策を検討していき、「ゼロカーボンシティ・塩竈」の実現に向
け取り組む。

566
山形県
やまがたけん

天童市
てんどうし

2022/2/16

市長記者会見の場で、市長が「2050年にお
ける二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す
ことを宣言。

市ホームページ上においても宣言について
掲載。

・現在策定中の第三次天童市環境基本計（地球温暖化対
策実行計画（区域施策編）を包含）において、温室効果ガス
の削減目標を掲げて取り組む（2050年カーボンニュートラ
ル、2030年度までに46％削減）。
・再生可能エネルギーのさらなる利用拡大
・公用車に電気自動車及びプラグイン・ハイブリッド自動車
を計画的に導入。

567
千葉県
ちばけん

白井
しろい

市
し

2022/2/16
令和４年第１回白井市議会定例会におい
て、市長が「２０５０年ゼロカーボンシティ」に
取り組むことを表明。

・計画期間を令和４年度から１２年度とする「白井市第３次
環境基本計画」に地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
を包含させ、市域の脱炭素に取り組む。
・計画期間を令和４年度から１２年度とする「白井市第５次
地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」の中で、市の事
務及び事業における温室効果ガス排出量を平成２５年度比
で令和１２年度に４６％削減を目指す。
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568
北海道
ほっかいどう

登別市
のぼりべつし

2022/2/16

令和４年第１回登別市議会定例会における
「令和４年市政執行方針」の中で、市長が２
０５０年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロにする「ゼロカーボンシティ」への挑戦を
表明

・環境に配慮した市役所新庁舎の建設、既存の公共施設へ
の太陽光発電設備の設置、クリーンエネルギー自動車の導
入等を検討する。
・「登別市温暖化対策実行計画（区域施策編）」の次期改訂
の際には、2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを
目指すことを明記する。

569
愛知県
あいちけん

刈谷市
かりやし

2022/2/17
令和４年３月定例会の市長施政方針におい
て、市長が「２０５０年までに二酸化炭素の
実質排出量ゼロを目指す」と表明

・ごみ焼却場で作られる電力を広域連携で活用するなどの
エネルギー地産地消の取組
・太陽光発電など再生可能エネルギーの積極的活用
・自動車産業のまちとして、企業との連携、技術を活用した
脱炭素施策の推進
・講座やイベントなどの拡充による、家庭の省エネ・創エネ・
蓄エネの推進

570
岡山
おかやま

県
けん

新見
にいみ

市
し

2022/2/17

令和4年3月の新見市議会定例会市長施政
方針により、「2050年までにＣＯ２排出量実
質ゼロ」に向け、取り組むことを表明

・2023年度からの環境基本計画に脱炭素化、気候変動適
応を盛り込む。
・2022年度に地域の再エネ導入目標を策定する。
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、取組を
推進する。
・公共施設への太陽光発電設備設置を推進する。

571
長崎県
ながさきけん

佐世保市
させぼし

2022/2/17

定例記者会見において、市長が2050年カー
ボンニュートラルの実現に向け、様々な検
討を進め、市民や事業者との協働のもと
「ゼロカーボンシティ」に積極的に挑戦する
ことを表明。

「佐世保市環境基本計画（地球温暖化対策実行計画）」改
定の中で、2050年カーボンニュートラル実現に向けた具体
の取組を検討し、実施可能なものから推進する。

572
東京都
とうきょうと

あきる野市
のし

2022/2/17

令和４年２月１７日の３月議会の市長による
令和４年度施政方針演説において、２０５０
年までに温室効果ガス排出実質ゼロを目
指す「ゼロカーボンシティへの挑戦」に取り
組むことを表明。

森づくりを通じた二酸化炭素吸収源の拡大や公共施設にお
ける照明のＬＥＤ化、公用車における次世代自動車の導入
などを推進する。

573
東京都
とうきょうと

国分寺市
こくぶんじし

2022/2/18

令和４年第１回定例会における「令和４年
度施政方針」の中で，2050年までに温室効
果ガスの排出量を実質ゼロとする「ゼロ
カーボンシティ」として，脱炭素社会を目指
すことを市長が表明。

・新庁舎に再生可能エネルギーを活用するなど省エネ・創エ
ネに向けて取り組む
・ 『（仮称）地球温暖化防止行動計画（市域版）』の策定（令
和５年度策定予定）
・長野県飯山市（友好都市）との連携によるカーボンオフ
セット事業の検討
・ 住宅用太陽光発電機器等の設置助成や市民・事業者へ
の啓発活動
・事業者への，温室効果ガス削減対策に対する依頼・協議

574
鹿児島県
かごしまけん

鹿屋市
かのやし

2022/2/21

記者会見で2050年までに二酸化炭素排出
量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティか
のや」を目指し、市民、事業者、行政が一体
となって、脱炭素社会の実現に向けて取り
組んでいくことを宣言

・地球温暖化対策実行計画に2050年二酸化炭素排出実質
ゼロを目指すことを明記
・クールチョイスやごみ減量など、市民が身近にできる取組
の啓発
・電力の地産地消、再生可能エネルギーの利活用の検討
・森林吸収源対策の推進
・電気自動車の導入促進
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575
大阪府
おおさかふ

摂津市
せっつし

2022/2/21

2022年2月の第1回定例会において、市長
が「ゼロカーボンシティ」の実現を目指す旨
表明
現在改訂中の「摂津市地球温暖化対策地
域計画」に文言を盛り込む予定

2021年度中に策定する「摂津市地球温暖化対策地域計画」
において、省エネルギーの推進や再生可能エネルギー等の
利用拡大等を基本方針に掲げ、市民・事業者と連携しなが
ら2050年にゼロカーボンを目指す。

576
愛知県
あいちけん

西尾市
にしおし

2022/2/22

西尾市議会令和４年３月定例会の市長施
政方針演説において、市長が「2050年まで
にCO2排出量を実質ゼロにするため、市民
や企業とともに一丸となって取り組む」旨、
表明

・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）にて、2050年度
の地球温暖化効果ガス排出量実質ゼロを目指す。
・市内公共施設のLED化等の取組を始めとして、市内事業
者と情報共有を図りつつ、脱炭素化に向けた施策を検討す
る。

577
愛知県
あいちけん

知立市
ちりゅうし

2022/2/22
令和４年３月定例会の「令和４年度施政方
針」の中で、市長が「２０５０年までに二酸化
炭素排出実質ゼロを目指す」ことを表明

・バイオマスプラスチック製ごみ袋の導入
・住宅用地球温暖化対策設備補助事業の拡充
・ごみ焼却場の余剰電力を活用した地域間連携の取り組み

578
愛知県
あいちけん

日進市
にっしんし

2022/2/22

令和4年第1回日進市議会定例会における
市長施政方針にて、2050年までに二酸化
炭素排出量を実質ゼロを目指す「ゼロカー
ボンシティ宣言」を表明。
令和4年度以降に策定作業を予定している
「第2次環境基本計画」に、2050年に実質排
出ゼロに向けた文言を盛り込む予定。

・本市の脱炭素を実現するため、「ゼロカーボンシティ」を宣
言し、2024年3月までに策定する次期環境基本計画にゼロ
カーボンを明記し、現行の地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）の目標値の見直しに着手する。
・市民向けの地球温暖化対策機器設置費補助を継続し、再
エネ機器・省エネ機器・蓄エネ機器の導入を推進する。
・「COOL CHOICE」普及啓発を推進する。
・ゼロカーボンに関する学びの場を通じ、考え・行動できる
人づくり（ＥＳＤ）を推進する。
・公共交通の利用促進を推進する。
・公共施設の省エネの徹底・再エネ導入を推進する。

579
群馬県
ぐんまけん

沼田市
ぬまたし

2022/2/22

市議会定例会の施政方針で市長が表明。
同日、臨時記者会見で市長が2050年まで
のゼロカーボンシティの実現を目指すことを
宣言

2050年までのカーボンニュートラルを明記した沼田市地球
温暖化対策実行計画を令和4年度に改定予定。

580
群馬県
ぐんまけん

片品村
かたしなむら

2022/2/22

令和４年２月２２日の片品村議会全員協議
会において村長が2050年までに温室効果
ガス排出量実質ゼロを目指すとともに「片
品村５つのゼロ宣言2050」を表明した。

「片品村５つのゼロ宣言２０５０」の中の宣言２：温室効果ガ
ス排出量ゼロとして水資源や森林資源を活かし、再生可能
エネルギー利用を推進し温室効果ガスの排出量を実質ゼロ
にします。
・適切な森林管理と自然環境保全
・再生可能エネルギーの地産地消促進
・EV（乗用車やバス）、E-bike等、電動化の積極的推進

「片品村地球温暖化対策実行計画」の見直し。
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581
千葉県
ちばけん

市川市
いちかわし

2022/2/22

令和4年2月議会において、市長が「環境に
責任をもつまち」として、2050年のカーボン
ニュートラルの達成に向けて挑戦していくと
答弁。

市域については、「第二次市川市地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）」に基づき、住宅・事務所への太陽光発電
設備の導入や建物の省エネ改修、市民・事業者の電気自
動車等の購入などを推進する。
また、紙ごみやプラスチックごみの削減を図るとともに、地
域新電力会社を設立し、再生可能エネルギーの地産地消を
進める。
庁内においては、「市川市地球温暖化対策実行計画（事務
事業編）」に基づき、公共施設への太陽光発電設備の導入
や公用車の電気自動車への転換などを進める。

582
東京都
とうきょうと

台東区
たいとうく

2022/2/22

令和４年第１回区議会定例会所信表明に
おいて、区長が2050年までに二酸化炭素
排出量を実質ゼロとする、「ゼロカーボンシ
ティ」を目指し、脱炭素化社会の実現に向け
た取い組みを進めていくことを表明。

令和5年度から改定作業に着手する環境基本計画に、二酸
化炭素排出量削減のための中・長期的な方針と目標達成
に向けての具体的な取組みについて盛り込む予定。

583
北海道
ほっかいどう

士別市
しべつし

2022/2/22
令和４年第１回定例会の令和４年度市政執
行方針の中で「2050年脱炭素社会」をめざ
すことを表明。

本市に適したゼロカーボンに向けた調査・検討等を実施し、
めざす都市像である「天塩の流れとともに人と大地が躍動
するすこやかなまち」を未来に引き継ぐことができるよう、
2050年脱炭素社会をめざす。
令和４年度に策定する「士別市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」等の内容を踏まえ、関係部署と具体的な内
容を実施するとともに、市民・企業・関係団体・行政が一体と
なり取り組みを推進する。

584
佐賀県
さがけん

小城市
おぎし

2022/2/23

本年2月23日に予定されている小城市庁舎
防災機能強靭化事業の完成落成式時に、
市長が宣言文を読み上げることで表明す
る。

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団
体実行計画（小城市地球温暖化防止計画）にゼロカーボン
シティ宣言の内容を反映させる。

市民の一人ひとりが地球温暖化対策に寄与する意識改革・
行動変容が求められるため引き続き啓発を行いながら、ご
み減量化・リサイクルの推進、自然環境の保全に努めてい
く。

585
愛知県
あいちけん

幸田町
こうたちょう

2022/2/24
令和４年第１回幸田町議会定例会の施政
方針にて「2050年二酸化炭素実質排出ゼ
ロ」を目指すことを町長が表明

令和４年度において「幸田町環境基本計画」の見直し及び
「幸田町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の策定を
行い、2050年二酸化炭素実質排出ゼロを目指していくため
に取り組んでいく事業を洗い出していく

586
鹿児島県
かごしまけん

志布志市
しぶしし

2022/2/24

2022年第1回志布志市議会定例会におい
て、市長所信表明にて、脱炭素社会の実現
に向け、2050年二酸化炭素実質排出量ゼ
ロに取り組むため、「ゼロカーボンシティ宣
言」を表明

・気候変動とカーボンニュートラルの必要性に関し、市民へ
の周知啓発に努め、全市民が更なるごみの削減を図るた
め、リフューズ、リデュース、リユース、リサイクル、リペアの
５Ｒに積極的に取組む
・市民、事業者と共に省エネルギーの推進と再生可能エネ
ルギーの自給率向上を目指す
・SDGsに掲げる「誰一人取り残さない、持続可能でよりよい
社会の実現」を目指し、住民の暮らしの向上と豊かな自然を
生かしたまちづくりを市民と共に進める
・「2050年ゼロカーボンシティ」の実現のため、市民、事業
者、行政が一体となって全力で取組む
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587
千葉県
ちばけん

松戸市
まつどし

2022/2/24

市議会における市長の施政方針演説の中
で2050年までに二酸化炭素排出量を実質
ゼロにする「ゼロカーボン」の実現に向け、
取り組みを進めて行くことを表明

2022年3月に策定予定の松戸市地球温暖化対策実行計画
の中で2050年度の目指す将来のすがたとして「みんなでつ
くる脱炭素のまちまつど」を掲げ、市民、事業者及び市役所
が連携し、省エネルギー及び再⽣可能エネルギーの普及促
進、脱炭素型のまちづくりの推進、気候変動への適応の推
進、地域における連携の推進等に取り組む。

588
山口県
やまぐちけん

柳井市
やないし

2022/2/25

定例記者会見において、2050年までに二酸
化炭素排出量を実質ゼロにする「ゼロカー
ボンシティ」の実現に向けた挑戦を開始す
ると市長が宣言した。

・市庁舎のLED化、公用車の電気自動車の導入
・市施設等への太陽光発電の設置の検討
・クールチョイスの啓発・推進
・環境教育・啓発の推進

589
鹿児島県
かごしまけん

南
みなみ

さつま市
し

2022/2/25

令和４年南さつま市議会定例会において、
市長が施政方針の中で脱炭素社会実現に
向けて「2050年二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指した取組みを進めていくことを表
明。

令和４年度に中間見直しとなっている環境基本計画に、
2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを長期目標として設定
し具体的な取組みを盛り込む。
地球温暖化防止実行計画の事務事業編の中間見直し、及
び地域施策編の策定に向けた取組みを進める。
市民や事業者等が取り組む脱炭素の取組への支援や公共
施設へ再生可能エネルギー(太陽光発電設備)の設置、環
境に配慮した公用車の導入等を検討する。

590
石川県
いしかわけん

かほく市
し

2022/2/25

令和4年第1回かほく市議会定例会におけ
る提案理由説明の中で、市長が「ゼロカー
ボンシティ」を目指すことを表明。
また、同日付け宣言書において、市民・事
業者・行政が共創でゼロカーボンシティを実
現することを宣言した。

令和4年度中に「かほく市地球温暖化防止実行計画（区域
施策編）」を策定し、その中で脱炭素社会実現のための具
体的な取り組みを示す。
共創をテーマに、市のあらゆる分野の施策を、脱炭素と関
連付けて実施する。

591
千葉県
ちばけん

柏市
かしわし

2022/2/25

令和4年第1回定例議会において、市長が
施政方針で気候危機宣言を行うとともに２０
５０年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロ
を目指すことを表明

市内最大の排出事業者である柏市公共施設の脱炭素化に
向け，太陽光発電設備等の設置，照明のLED化，環境に配
慮した電力調達及び公用車の電動化など，再生可能エネ
ルギーの利用促進と徹底した省エネ化を推進。
区域の脱炭素化については，第三期柏市地球温暖化対策
計画の改定時において具体的な取組を盛り込む予定。

592
東京都
とうきょうと

西東京市
にしとうきょうし

2022/2/25

令和４年２月25日、令和４年第１回西東京
市議会定例会で表明する施政方針のなか
で、ゼロカーボンシティ宣言を行う。
同日、宣言文をプレス発表を行う。

・ゼロカーボンシティ宣言に併せ、ガイドラインを策定
・幼少期からの環境教育の推進
・再生可能エネルギー由来の電力利用の推進
・環境に配慮した自動車の普及啓発
・森林資源を利用したカーボンオフセットの導入を検討し、
森林整備による温室効果ガス吸収量の増加を図る。
・地球温暖化防止対策基金の設置・活用
・環境に配慮した行動への意識啓発、ゼロカーボンシティの
機運醸成のためのイベントや環境学習講座等の開催

593
北海道
ほっかいどう

函館市
はこだてし

2022/02/25

令和４年第１回市議会定例会の市政執行
方針において，市長がゼロカーボンシティ
の実現に向けて，2050年までに温室効果ガ
スの排出量実質ゼロを目指すことを表明。

令和４年度に改定を予定している函館市地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）において，2050年温室効果ガス排
出実質ゼロを目指すことを盛り込むとともに，その実現に向
けて，徹底した省エネルギーの推進や再生可能エネルギー
の導入拡大などの地域特性を踏まえた効果的な施策を検
討し，市民や事業者と一体となって取り組みを進める。
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594
福岡県
ふくおかけん

直方
のおがた

市
し

2022/2/26

2050年に市内の二酸化炭素（CO2）の排出
量・実質ゼロを目指す

令和6年度から新たにスタートする「第3次
直方市環境基本計画」に、2050年に実質排
出ゼロに向けた文言を盛り込む

市の率先垂範による取組みを推進

北九州都市圏域での脱炭素の推進

地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE」の更
なる推進

595
京都府
きょうとふ

八幡市
やわたし

2022/2/28

令和4年八幡市議会第1回定例会におい
て、市長が施政方針を述べるにあたり、第3
次八幡市環境基本計画策定を契機に
「2050年CO2（二酸化炭素）実質排出ゼロ」
を目指すことを宣言する。

温室効果ガスを排出しない再生可能エネルギーへの転換を
はじめ、グリーントランスフォーメーション（GX)などの取組を
推進する。

596
熊本県
くまもとけん

八代市
やつしろし

2022/2/28
八代市議会3月定例会において、市長が
2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼ
ロを目指すことを表明。

令和3年度に策定予定の「第2次八代市総合計画第2期基
本計画」において、カーボンニュートラルの実現に向けた取
組の推進を掲げるとともに、今後、再生可能エネルギー導
入目標等の策定や「八代市地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）」の改定を行い、再生可能エネルギーの導入な
ど具体的な取組を推進していく。

597
福岡県
ふくおかけん

那珂
なか

川
がわ

市
し

2022/2/28
「2050年までに那珂川市内の二酸化炭素
（ＣＯ２）の排出量実質ゼロを目指す」と市長
が議会で表明。

・再生可能エネルギー導入戦略、地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）及び気候変動適応計画（第3次環境基本
計画に内包）を策定し、取組を推進する。

598
兵庫県
ひょうごけん

加古川市
かこがわし

2022/2/28

2022年２月22日に、市長の施政方針演説
の中で、2050年二酸化炭素実質排出ゼロ
を目指すことを表明。同日、「加古川市　ゼ
ロカーボンシティ宣言」を発表。（2022年２月
28日環境省へ報告）

再生可能エネルギーの利用促進や電動自動車等の導入促
進などの、二酸化炭素の排出量を抑制する取組や、里山林
の保全・活用や環境教育啓発の推進など、2050年二酸化
炭素排出量実質ゼロに向け、環境先進都市をめざした取組
を進めてていく。

599
愛知県
あいちけん

東海市
とうかいし

2022/3/1

　市議会３月定例会において、市長が施政
方針演説の中で、「本市における温室効果
ガス排出量について２０５０年を目処に実質
ゼロにする。」と表明

・令和５年度（２０２３年度）に東海市地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）を策定
・住宅用地球温暖化対策設備について市民向け補助を実
施
・地球温暖化対策に係る環境学習（エコスクール）を実施

600
沖縄県
おきなわけん

宮古島
みやこじま

市
し

2022/3/1

令和４年３月議会の施政方針演説におい
て、「国が掲げる脱炭素社会の構築を見据
え、エコアイランド宮古島として「２０５０年ゼ
ロカーボンシティ」を目指します。」と表明。

・再生可能エネルギー最大限導入計画の策定
　本市の高い再エネポテンシャルを活かし、市民の豊かさに
資する再エネ導入のあり方についての計画を策定する。
・スマートコミュニティ実証事業（ＥＭＳ）の成果を踏まえた太
陽光発電の普及
　太陽光発電を安定的に、かつ効率的に活用するエネル
ギーマネジメントシステムを構築した成果を活かし、その社
会実装の拡大を図る。
・地域マイクログリッドの推進
　実証後の横展開
・公共施設での再エネ導入、公用車の電気自動車化
・ＺＥＢ、ＺＥＨの推進
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601
香川県
かがわけん

観音寺市
かんおんじし

2022/3/1
令和４年３月議会の施政方針にて市長が宣
言

市が率先して庁舎等での太陽光発電や電気自動車の導入
を進める。一般住宅等への省エネ設備・蓄電池の普及拡大
に向けた取組。ノウハウを有する様々な事業主体との連携
を視野に入れ、将来的な温室効果ガスの排出抑制に向け
て、あらゆる社会資本についてその導入の可能性を検討。

602
埼玉県
さいたまけん

嵐山町
らんざんまち

2022/3/1

2022年３月開催の町議会議員全員協議会
において、町長より、2050年までにCO2排
出量を実質ゼロにして脱炭素化社会を目指
す「嵐山町ゼロカーボンシティ宣言」につい
て報告する。
その後、宣言に基づき報道各社に情報提
供を行い、町HP等を活用して内外に周知を
図る予定。

既存の環境基本計画（地球温暖化対策実行計画（区域施
策編））が2023年度までのものとなっており、計画の見直し
を見据え宣言し、改定後の計画に脱炭素化を位置付ける。

603
三重県
みえけん

尾鷲市
おわせし

2022/3/1

2050年までに温室効果ガス排出量を実質
ゼロにする「ゼロカーボンシティ尾鷲」を目
指し、脱炭素社会の実現に向け、全力で取
り組んでいくことを表明。

２２世紀に向けたサステナブルシティの実現
・施策の柱①～脱炭素（炭素固定）～
　森林資源・海洋資源の保全を通した温室効果ガス吸収量
の増加
・施策の柱➁～脱炭素（排出削減）～
　温室効果ガス排出量の削減
・施策の柱③～教育～
　豊かな森林資源・海洋資源を生かした新しい教育モデル
の検討

604
島根県
しまねけん

安来市
やすぎし

2022/3/1
2022年3月1日安来市議会において、「2050
年温室効果ガス排出量実質ゼロ」を長期的
な目標に掲げることを、市長が表明。

2021年に策定した「第２次安来市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）に基づき、脱炭素に向けたまちづくりを目指
し、「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」を長期的な目標
に掲げて取り組む。

605
北海道
ほっかいどう

音更町
おとふけちょう

2022/3/1

令和4年第１回町議会定例会の町政執行方
針において、町長が「2050年までの温室効
果ガス排出量実質ゼロを目指し、ゼロカー
ボンシティの実現に取り組む」と表明

CO2の排出を抑制するために、2022年度に再生可能エネル
ギー導入目標量の検討を行い、地球温暖化対策計画であ
る「音更町再生可能エネルギー導入戦略」を策定し、2050
年までにCO2排出量実質ゼロを目指す具体的な手段等を
盛り込む予定

606
茨城県
いばらきけん

日立市
ひたちし

2022/3/2
令和４年第１回日立市議会定例会の施政
方針において、市長が「ゼロカーボンシ
ティ」を目指すことを表明

令和４年度に策定する「第４次日立市環境基本計画」「第３
次日立市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」にカー
ボンニュートラルの実現に向けた取組を盛り込む予定であ
る。
また、分野横断的に脱炭素に取り組むべく、令和３年１１月
に市役所内に「ゼロカーボンシティひたち推進本部」を設置
した。

607
宮崎県
みやざきけん

日南市
にちなんし

2022/3/2

３月２日の議会本会議の所信表明のなかで
市長が「２０５０年までに二酸化炭素排出量
を実質ゼロにする」と宣言。
第二次日南市環境基本計画のなかに温室
効果ガス排出実質ゼロの取組として、ゼロ
カーボンシティ宣言を盛り込む。

・再生可能エネルギー等の利用促進
・省エネルギーの推進
・森林資源循環確立等の促進
・循環型社会の形成
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608
香川県
かがわけん

三木町
みきちょう

2022/3/2
令和４年第1回三木町議会においての施政
方針説明で「2050年までに二酸化炭素排出
量実質ゼロ」に取り組むことを宣言。

第２期三木町まち・ひと・しごと創生総合戦略では地球温暖
化に」関する具体的な目標値を定めている。
2022年度に「三木町地球温暖化対策実行計画（事務事業
編）」「2030年度、2050年の各段階における削減目標」「削
減目標に向けた脱炭素シナリオ(ロードマップ)」を作成予
定。2023年度に「三木町地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）」を作成予定。「若者が帰ってくるふるさとを創る」将来
像を掲げ、行政、町民、事業者が一体となり地球温暖化対
策の推進を図る。

609
香川県
かがわけん

多度津町
たどつちょう

2022/3/ 2

令和４年３月２日の町議会3月定例会にお
ける施政方針演説の中で町長が「ゼロカー
ボンシティ」を宣言

町HPにゼロカーボンシティ宣言を掲載

報道機関へのプレスリリース

多度津町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）で掲げる
温室効果ガス削減に向けた取り組みの更なる推進

多度津町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定に
向けた検討

住宅用太陽光発電設備を設置する住民に対する補助

香川県と連携した「緑のカーテン」普及推進

再生可能エネルギー導入計画策定に向けた準備

610
静岡県
しずおかけん

沼津市
ぬまづし

2022/3/2
市議会定例会において、市長が2050年ま
での二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す
「ゼロカーボンシティ」を表明。

再生可能エネルギー導入目標を策定し、「沼津市地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）」に「2050年二酸化炭素排
出実質ゼロ」を目指すことを明記するとともに、再生可能エ
ネルギーの導入、省エネルギーや資源循環の促進、市民
へ向けた環境教育等を積極的に推進する。
・再生可能エネルギー導入目標の策定と普及促進
・省エネルギー・資源循環の促進
・環境教育・環境学習の推進
・緑化の推進
・産学官連携による沼津市版スマートシティ「X-Tech
NUMAZU」の推進

611
大阪府
おおさかふ

茨木市
いばらきし

2022/3/2
令和４年３月定例会の施政方針において、
市長が「ゼロカーボンシティ」として2050年
二酸化炭素実質排出ゼロを目指すと表明

住宅用太陽光発電等設備導入補助、事業所向け省エネ省
CO2設備導入事業補助、公共施設への太陽光発電の導
入、小学校向け環境教育・学習、市民団体と協働した環境
家計簿運動、環境配慮行動に対するエコポイントの発行

612
福岡県
ふくおかけん

須恵
すえ

町
まち

2022/3/2

令和４年３月定例会の当初本会議におい
て、町長が「2050年までに温室効果ガス排
出量の実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシ
ティすえ」を宣言

令和4年度策定予定の「須恵町地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」に2050年までに二酸化炭素排出量の実質
ゼロに向けた取組の方向性を示す。

613
北海道
ほっかいどう

せたな町
ちょう

2022/3/2

令和４年第１回せたな町議会定例会の町政
執行方針に「２０５０年のカーボンニュートラ
ル、脱炭素社会の実現を目指すため、「せ
たな町地域エネルギービジョン」を策定し、
地域経済の活性化や新しい再生可能エネ
ルギービジネスの創出などの事業の推進
に努める」と明記

　日本初の洋上風力発電施設である「風海鳥」の運転を
2004年4月から運開している。
　2022年度中に「せたな町地域エネルギービジョン」を策定
予定で、再生可能エネルギーの最大限の導入目標や温室
効果ガス排出量の削減など2050年のカーボンニュートラル
に向けた取り組み進めるとともに、将来的なエネルギーの
地産地消を目指す。
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614
北海道
ほっかいどう

当麻町
とうまちょう

2022/3/2

「2050年までに二酸化炭素排出を実質ゼロ
にする「ゼロカーボンシティ」の実現を目指
す」ことを令和４年第１回定例町議会で町政
執行方針の中で表明

2022年度に予定している「当麻町地球温暖化対策実行計
画」の見直しにおいて、2050年の二酸化炭素排出量実質ゼ
ロを目指した取組の方向性や推進方策を検討する。

615
北海道
ほっかいどう

美幌町
びほろちょう

2022/3/2

令和４年第３回町議会定例会の「令和４年
度町政執行方針」において、町長が「ゼロ
カーボンシティ」の実現に向けて、2050年度
までに二酸化炭素の実質排出量ゼロを目
指すことを表明。

　地球温暖化対策の更なる推進に向けて、持続可能なまち
づくりの実現と、豊かな自然と調和した環境を次の
世代に引き継いでいくため、町民、事業者、行政が一体と
なって連携・協働しながら、「ゼロカーボンシティ」の実現に
向けて取り組む。

【脱炭素に向けた主な取組内容・施策】
１　令和３年５月に供用開始した役場新庁舎は、年間で消費
するエネルギー量を基準値の５割以下に削減するＺＥＢ
（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）認証を取得し、快適な室内
環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネル
ギーの収支をゼロにすることを目指す建物とし、運用を開始
している。
２　植林や森林保護などの実施により、二酸化炭素吸収源
の拡大を推進する。
３　公用車に電気自動車を導入するほか、環境意識の高い
観光客に人気のサイクルツアーを実施するなど、脱炭素に
向けた機運を高めるため、より具体的な取組を推進する。

616
岐阜県
ぎふけん

輪之内
わのうち

町
ちょう

2022/3/3
令和４年第１回定例議会において、令和4
年度施政方針の中で、町長が「2050年二酸
化炭素排出実質ゼロ」を目指すことを宣言

・住宅用太陽光発電設置者に対する補助、生ごみ処理機設
置者に対する補助の継続実施
・資源ゴミの積極的な回収を継続実施
・人材育成等のために環境講座等を開催し、新たな施策も
検討しながら、住民・事業者と協働し、「ゼロカーボンシティ」
の実現を目指す。
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定する際に、
長期目標として脱炭素社会に向けた施策を掲げていく。

617
高知県
こうちけん

日高村
ひだかむら

2022/3/3
令和４年３月日高村議会定例会にて、
「2050年のカーボンニュートラル」を目指し、
取り組んでいいくことを村長が宣言。

令和３年に令和２年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等
補助金（再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材
の育成を通じた持続可能でレジリエントな地域社会実現支
援事業）を活用して、日高村の温室効果ガスの排出量の現
状や今後の推計。それに対する、二酸化炭素削減のため
の省エネや再生可能エネルギーの導入方法などのロード
マップを盛り込んだ「日高村地域再エネ導入戦略」を策定
し、それに基づき、令和４年中に地球温暖化対策地方公共
団体実行計画（区域施策編）を策定予定。

618
埼玉県
さいたまけん

川口市
かわぐちし

2022/3/3
令和４年３月定例市議会において、市長が
「２０５０年温室効果ガス排出実質ゼロ」を
宣言

令和４年度に改定を予定している「川口市地球温暖化対策
実行計画」において、「2050年までに温室効果ガス排出実
質ゼロ」を新たな目標として明記し、ゼロカーボンシティ実現
に向けた具体的な取り組みを盛り込んでいく。
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619
北海道
ほっかいどう

幌加内町
ほろかないちょう

2022/3/3
令和４年第１回町議会定例会において、町
長行政報告の中で、町長が「2050年二酸化
炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを宣言

豊かな自然環境を次世代に引き継いでいくため、脱炭素社
会の推進と気候変動への適応の課題についての取組を、
町民や事業者と一体となって実施し、本町のまちづくりの基
本理念である「人に自然にやさしい故郷づくり」を目指してい
く。

620
宮城県
みやぎけん

亘理町
わたりちょう

2022/3/4

2022年２月25日、２月議会において、町長
が「亘理町ゼロカーボンシティ宣言」を行
い、「2050年までに二酸化炭素排出量実質
ゼロを目指す」ことを表明。（2022年3月4日
環境省に報告）

方向性や具体的な施策については、2023年度に予定してい
る「亘理町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（仮称）」
策定に向けた議論の中で、有識者や事業者等、町民のご
意見を踏まえて検討する。

621
神奈川県
かながわけん

大井町
おおいまち

2022/3/4

町議会の「気候非常事態宣言に関する議
決」を受けて、町長が「大井町気候非常事
態宣言」を行い、この中で「2050年までに二
酸化炭素排出実質ゼロ」をめざすことを宣
言

地球温暖化対策を強化するため「大井町環境基本計画」、
「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を見直とともに、
再生エネルギー導入検討調査事業を実施し、脱炭素社会
の実現に向けた取り組みを加速。

622
島根県
しまねけん

津和野町
つわのちょう

2022/3/4
2022年３月４日 津和野町議会において、
「2050年に二酸化炭素実質排出量ゼロ」を
長期的な目標に掲げることを、町長が表明

・再生可能エネルギー設備等の導入促進を行う。
・町面積の約9割を占める豊かな森林資源を有効活用する
ために間伐と主伐を推奨して、木材搬出と木材利用を推進
し、木質バイオマスガス化発電の原料チップとして利用し、
電気と熱の両方を活用する。
また、主伐した森林では再造林を推奨して、島根県が提唱
する「伐って、使って、植えて、育てる」という循環型林業を
推進する。
・「津和野町地球温暖化対策地域推進計画」を早期に改定
し、その中で具体的な施策について検討する。また、家庭部
門における脱炭素の推進については地球温暖化対策地域
協議会である「津和野町環境パートナーシップ会議」を中心
に取組を強化する。

623
北海道
ほっかいどう

標茶町
しべちゃちょう

2022/3/4
３月定例議会の場において、町長が町政執
行方針の中でゼロカーボンシティを目指す
ことを表明。

基幹産業である酪農畜産を生かした家畜ふん尿由来による
バイオガスプラントや、地球温暖化の主な原因の１つと考え
られているメタンを多くふくむ牛のゲップ削減の研究を進め
ていく。また、町有車両のEV化や、町有施設の照明器具の
LED化など、さまざまな再生エネルギーの有効活用、食品ロ
スの削減などに町全体で取組むとともに、町面積の５５％を
占める森林による豊富な吸収源を生かし、ゼロカーボンの
実現を目指す。

624
広島県
ひろしまけん

東広島市
ひがしひろしまし

2022/3/7

定例記者会見で、市長が「東広島市ゼロ
カーボンシティ宣言」を表明。

「第２次東広島市環境基本計画」（令和4年3
月策定）において、「2050年の望ましい将来
像」として脱炭素化の実現と省エネルギー・
脱炭素社会への転換を明記している。

脱炭素社会の形成に向けて、省エネルギーの推進、再生可
能エネルギーの導入促進、カーボンサイクルの推進、気候
変動を見据えた適応策の推進を実施する。また、環境先進
都市の実現に向けた重要な取組みとして、カーボンニュート
ラルエリアの形成を目指す。
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625
高知県
こうちけん

いの町
ちょう

2022/3/7
令和４年第１回定例議会において、町長が
2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指
す「ゼロカーボンシティいの」を宣言

再エネポテンシャルの高い風力、小水力及び太陽光発電を
中心に、豊富な森林資源を活用した木質バイオマス発電や
熱利用、主産業である製紙業の省エネ・再エネ、業務での
EV化等を検討して、各施策の導入目標を策定し、実現に向
け取り組む

626
石川県
いしかわけん

野々市市
ののいちし

2022/3/7

令和４年第２回野々市市議会定例会におけ
る一般質問に対して市長が、2050年に二酸
化炭素実質排出ゼロを目指す「ゼロカーボ
ンシティ」を表明

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を改定し、2050年
までにCO2を実質ゼロにすることを目指す旨を明記したうえ
で、実現のための施策を検討する。

627
北海道
ほっかいどう

下川町
しもかわちょう

2022/3/7
2022年３月に議会において、「2050年にお
けるＣＯ２排出量実質ゼロ」を目指すことを
宣言

・下川町がこれまで取り組んできた循環型森林経営を基軸
とした二酸化炭素排出削減や森林吸収など地球温暖化防
止につながる取組みを拡充し、2050年までに二酸化炭素排
出実質ゼロを目指す。

628
北海道
ほっかいどう

比布
ぴっぷ

町
ちょう

2022/3/7

2022年３月定例会の町政執行方針におい
て、町長が2050年二酸化炭素排出量実質
ゼロを目指す「カーボンシティ宣言」を表明
し、町ホームページ上に宣言文を掲載。

2022年より改定を行う比布町まちづくり計画において、
「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを盛り込
むとともに、具体的な取り組み等については、比布町温暖
化対策実行計画に掲載する（2022年12月改定予定）。

629
北海道
ほっかいどう

東川
ひがしかわ

町
　ちょう

2022/3/7
2022年３月７日 東川町議会において
「2050年までに県内CO2排出実質ゼロを目
指す」ことを町長が宣言

来年度、具体策を盛り込んだ計画を策定する方針

630
宮城県
みやぎけん

白石市
しろいしし

2022/3/8

2022年２月17日第454回白石市議会定例
会において、令和４年度施政方針の中で、
市長が「令和32年までに二酸化炭素の排
出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシ
ティ」を目指す」ことを表明。(2022年3月8日
環境省へ報告）

2023年度の第３次白石市地球温暖化対策実行計画見直し
に合わせ、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すこと
を長期目標として設定し、併せて区域施策編の策定と具体
的な取組について検討する。

631
北海道
ほっかいどう

月形町
つきがたちょう

2022/3/8
2022年３月定例議会での「町政執行方針」
において「ゼロカーボンシティ」を宣言するこ
とを町長が表明。

調整中

632
北海道
ほっかいどう

知内町
しりうちちょう

2022/3/8
令和４年度第１回定例会にて「2050年ゼロ
カーボンシティ」を目指すことを首長自ら宣
言

これまで木質バイオマスを核とした再生可能エネルギーの
導入や省エネ化に向けた機器等の導入を進めてきたとこ
ろ。
今後は、新たな再生可能エネルギーの導入推進や省エネ
ルギー行動の徹底、先進技術等を活用した環境負荷の低
減を図るなど、町民、行政、事業者が一丸となって脱炭素社
会の実現に向けた取り組みを進める。
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633
北海道
ほっかいどう

鶴居村
つるいむら

2022/3/8
令和４年第１回村議会定例会において、村
長が「2050年までに二酸化炭素排出実質
ゼロを目指す」ことを宣言

2021年12月に策定した「第２次鶴居村環境基本計画」にお
いて、「『2050年ゼロカーボンシティ宣言』を行い、脱炭素社
会の実現を目指すための様々な取り組みを推進する」と明
記し、省エネルギー・省資源の推進、再生可能エネルギー
の活用、森林の育成・管理、環境保全型農業の推進などを
進める。
今後は、当村における二酸化炭素の吸収・排出量を調査し
た上で、ゼロカーボンを実現するための具体な指針や課題
等を村民や事業者などと共有し、再生可能エネルギーの導
入をはじめ、事業所や家庭で実践できる行動内容を一体的
に進める。

634
岐阜県
ぎふけん

飛騨
ひだ

市
し

2022/3/9
令和４年第２回飛騨市議会定例会におい
て、「2050年までに市の二酸化炭素排出量
実質ゼロを目指すこと」を宣言。

・地域資源を活用した再生可能エネルギーの利活用、森林
吸収源の保全、省エネ、ごみのリサイクル等を推進する。
・策定を予定している実行計画（区域施策編）の中で、具体
的な取組内容を検討する。

635
熊本県
くまもとけん

五木
いつき

村
むら

2022/3/9
2022年３月９日、村議会において、村長が
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指すことを宣言。

・令和４年度に環境基本計画の見直しの際に脱炭素化を位
置付ける。
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）及び気候変動適
応計画を策定し、取組を推進する。

636
大阪府
おおさかふ

岬町
みさきちょう

2022/3/9
2022年３月９日に「岬町ゼロカーボンシティ
宣言」を表明し、2050年までに排出量実質
ゼロを目指す。

平成31年３月に策定した「岬町地球温暖化対策実行計画
（事務事業編）」を基に、省エネルギー設備の導入促進や、
地球環境負荷の少ないエネルギーへの転換などに取り組
んでいく。

637
北海道
ほっかいどう

八雲町
やくもちょう

2022/3/9
2022年３月の定例会において「2050年まで
の二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指すこ
とを町長が表明

様々な自然エネルギー資源に恵まれた土地柄を生かし、再
生可能エネルギーの導入を促進するとともに、地域新電力
による自立分散型エネルギーシステムの構築によるエネル
ギーとキャッシュの域内循環を目指す。

638
北海道
ほっかいどう

浜中町
はまなかちょう

2022/3/9
令和４年度町政執行方針で、「2050年まで
に二酸化炭素の排出量実質ゼロを目指す
ゼロカーボンシティ」を宣言

・バイオマス産業都市構想の策定
・ゼロカーボンに向けたロードマップの策定
・一層の省エネ推進、啓発

639
北海道
ほっかいどう

鹿部町
しかべちょう

2022/3/10

　町議会３月定例会の令和４年度町政執行
方針において、「本町における二酸化炭素
排出量を2050年までに実質ゼロとする「ゼ
ロカーボン」を目指し、省エネルギー施策や
再生可能エネルギー導入に向けた取り組
みを推進する。」と表明

令和４年度にゼロカーボン実行計画及び地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）を策定予定であり、その中で今後
の取組、施策について検討。
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640
北海道
ほっかいどう

京極町
きょうごくちょう

2022/3/11

令和４年町政執行方針において、「2050年
における温室効果ガス排出量実質ゼロを
目指す」と表明。
策定中の第6次京極町総合計画に「2050年
における温室効果ガス排出量実質ゼロを
目指す」と明記。

地球温暖化対策を事業者、町民と一体となって実施し、脱
炭素に向けた取組により、地域内で経済を循環させ地域課
題の解決及び地域の魅力を向上させることを目指します。
そのために、本町の地域資源を最大限活用した再生可能エ
ネルギーを積極的に導入し、温室効果ガスの排出量を削減
します。
公共施設・公共インフラにおける更新・改修時の省エネ性能
の向上と再エネ・創エネ及び蓄電池等設備の導入を進める
とともに、地域の住宅・建築物に対しても、再エネ・創エネや
蓄エネのメリット等をわかりやすく情報発信し、持続可能で
豊かな暮らしを実現できる地域づくりを行います。
町民一人ひとりが地球温暖化対策へ取り組めるよう、日常
生活の中での行動変容を促し、「社会」や「暮らし」を段階的
に脱炭素へと移行していけるような支援を行います。
・再エネ等の地域資源の活用
・非常時のエネルギー源の確保
・地域内循環経済への移行
・公共施設等への省エネ・再エネ・創エネ・畜エネ設備の導
入
・町民への情報発信

641
北海道
ほっかいどう

真狩村
まっかりむら

2022/3/11

令和４年第１回真狩村議会定例会におい
て、村長が「2050年までに二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指すこと」を宣言
村ホームページへ宣言を掲載

真狩村第３次温暖化対策実行計画（事務事業編）を令和４
年度に改訂し、区域施策編についても策定予定。公共施設
の省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入、適正な
森林整備による森林資源活用など二酸化炭素排出実質ゼ
ロを目指した検討を進める。

642
秋田県
あきたけん

鹿角市
かづのし

2022/03/14
記者会見において市長が２０３０年までの
温室効果ガス排出量実質ゼロを目指すこと
を宣言

・自給率３００％超の地域再エネ電力を、地域電力小売会社
かづのパワーが再エネ電気を特定し供給することで市内の
電力由来のCO2排出量を削減する。
・更なる再エネの導入として、自家消費やマイクログリッド、
EVなど電力系統に依存しない電力利用方法を進めるほか、
省エネやピークシフト等効率的なエネルギー利用を促進す
る。
・熱・動力部門の電化の推進を進めるほか、再エネ水素の
利活用モデルを構築する
・CO2排出量の見える化を進め、市民・企業が脱炭素に取り
組みやすい環境を整えるとともに、市や市内企業の付加価
値向上を図る
・市内の再エネを支える産業を育成する
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643
福島県
ふくしまけん

飯舘村
いいたてむら

2022/3/14

震災前、飯舘村は「日本で最も美しい村」連
合に加盟している自然豊かな村です。飯舘
村は「ふるさと」を愛し、楽しみ、その喜びを
ともにする「ふるさとの担い手」が手を携え
る「明日が待ち遠しくなるようなワクワクする
楽しいふるさと」をめざす村民です。健康で
生き生きと暮らせるふるさと、ふるさと資源
のフル活用、生き生きとした学びの場を目
指し、「ゼロカーボンビレッジいいたて」の目
標を村民・事業者とともに共有し進めてまい
ります。
村民一人ひとりが将来に対する責任を自覚
し、次にあげる短期的な取組み、長期的な
取組みの基本方針を推進し、中山間地域
特有の自然条件、立地条件を活かした持続
可能な未来を創出してまいります。

■ 短期的取組み
1) 未利用農地の適正管理・農地等の多様な利活用の推進
2) 再生可能資源の分別・資源化
3) 公用車の電気自動車の導入及び充電設備の推進
4) 公共施設等への再生可能エネルギー導入
5) 住宅の省エネルギー化の推進

■ 長期的な取組み
1) 木質バイオマス発電施設による森林の活用と排熱の利
用促進
2) 既存太陽光事業の維持と2050年を見据えた長期的な利
用促進
3) 未利用資源等の活用によるSDGsに貢献する産業の創
出
4) ゼロカーボンビレッジの取組みを継続する次世代育成と
村民意識の向上
5) 再エネ導入の法制度や情報の提供

644
神奈川県
かながわけん

綾瀬市
あやせし

2022/3/15
令和４年３月定例会の一般質問において、
2050年までに二酸化炭素の排出量実質ゼ
ロを目指すことを市長が表明。

令和４・５年度に環境基本計画及び地球温暖化対策計画の
一体的な改訂を行い、2050年脱炭素社会の実現に向けた
目標を掲げ、効果的な施策を検討し、取組みを進める。

645
北海道
ほっかいど

美深町
う

2022/3/15

令和４年３月２日開催の町議会の「令和4年
度町政執行方針」において「豊かで美しい
自然と農村環境を未来の子供たちへ
引き継ぐことができるようゼロカーボンの推
進に努めます」と表明。

当面の間、現在取り組んでいる温暖化抑止策（庁舎等の省
エネ・節電等）の推進に取り組む。

646
北海道
ほっかいどう

和寒
わっさむ

町
ちょう

2022/3/16

令和４年度第１回定例会の令和４年度町政
執行方針の中で「未来を担う子どもたちや
そのその先の世代へと引き継いでいけるよ
う２０５０年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロを目指す「ゼロカーボンシティ」を宣言す
ることを表明

これまでも、公共施設等のＬＥＤ化、太陽光発電、木質チッ
プボイラーの導入、森林整備など、温室効果ガス排出量の
削減に取り組んできましたが、さらにゼロカーボンに向けて
調査・検討を実施し、具体的内容を町民・事業者・関係団
体・行政が一体となって取り組み、2050年脱炭素社会をめ
ざす。

647
愛媛県
えひめけん

伊予市
いよし

2022/3/18
令和４年３月定例会の冒頭において、市長
が「2050年までに二酸化炭素の排出量の
実質ゼロ」を目指すことを宣言

・クールチョイスの啓発・推進
・市民への再生可能エネルギー等の設備導入促進
・市施設への太陽光発電などの再生可能エネルギー設備
の導入推進
・市施設への省エネ設備・機器の更新
・2022年度策定予定の「伊予市環境基本計画」において、
2050年までのＣＯ2排出量実質ゼロを目標に、地球温暖化
対策、自然環境の保全対策、環境教育等の具体的施策を
策定。
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定予定
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648
秋田県
あきたけん

大仙市
だいせんし

2022/3/18

2022年３月18日市議会最終日閉会後の表
明式において、市長と市議会議長が共同で
2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼ
ロを目指し、取り組みを進めていくことを宣
言。

・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、取組を
推進する。
・カーボンニュートラルに向けた２つのアプローチ（エネル
ギー使用量の削減・再エネの最大限導入）を柱として取り組
みを進めていく。

649
静岡県
しずおかけん

三島市
みしまし

2022/3/18

定例記者会見において市長が、「2050年
カーボンニュートラルシティ」を表明。併せて
2022年３月に策定した三島市地球温暖化
対策地方公共団体実行計画（区域施策編）
において、「2050年度までに、温室効果ガス
排出量を実質ゼロ」を明記。

2022年度を初年度とする新たな三島市環境基本計画（三島
市地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）を
含む）において、「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」を
目指す中長期的な取組を策定。

650
福岡県
ふくおかけん

粕屋町
かすやまち

2022/3/18
2022年３月議会において、2050年までに、
二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロ
カーボンシティかすや」を町長が宣言。

町域における再生可能エネルギーのポテンシャル調査や将
来の温室効果ガス排出量の推計等を基に、再生可能エネ
ルギー導入戦略を策定し、省エネルギーの促進、廃棄物の
発生抑制等を踏まえた地球温暖化実行計画（区域施策編）
を策定する。

651
北海道
ほっかいどう

斜里町
しゃりちょう

2022/3/18

令和３年斜里町議会3月定例会議におい
て、町長が「2050年までに二酸化炭素排出
量の実質ゼロを目指す」旨を宣言し、町議
会で議決する。

・再生可能エネルギー導入戦略の策定
・公共施設における省エネルギーの推進
・公用車の環境適応車の導入推進
・再生可能エネルギー実行計画を策定し、脱炭素社会の実
現に向けた具体的な施策を検討する

652
滋賀県
しがけん

長浜市
ながはまし

2022/3/20

令和４年３月20日開催「環境にやさしい日
フェア」の記念式典において、長浜市ゼロ
カーボンシティ宣言を行い、2050年までに
温室効果ガス排出実質ゼロを目標とするこ
とを市長が表明。
併せて、定例記者会見で発表。

2050年脱炭素社会の実現に向け、
・本市の地域資源に由来する再生可能エネルギーのさらな
る活用
・市民活動や事業活動における省エネ行動
・高効率エネルギー機器の導入
・森林の整備による二酸化炭素の吸収や炭素の貯蔵効果
もある市産材の活用
などを積極的に進めていく。
また、緩和策と適応策の両輪で取組を行い、温室効果ガス
排出実質ゼロを目指す。

653
鹿児島県
かごしまけん

宇検村
うけんそん

2022/3/20
令和４年３月20日にエフエムうけんまつりの
際に宇検村立田検小学校「緑の少年団」と
ゼロカーボンシティ宣言を行った。

村内の公共交通手段の1つとして,グリーンスローモビリティ
車両と電気自動車等の活用。宇検村立田検小学校「緑の
少年団」と国内企業共同でのによる未来のブルーカーボン
マングローブ植樹活動の実施。
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654
熊本県
くまもとけん

人吉市
ひとよしし

2022/3/22

令和２年７月豪雨を契機として、地球温暖
化対策を喫緊の課題と捉え、地球環境に貢
献する施策に取り組むため、２０２２年３月２
２日に、市長が「２０５０年までにＣО2実質
排出量ゼロ目指すゼロカーボンシティ」を宣
言。

４つの目標を設定し、ＣО2実質排出量ゼロに向けて施策を
推進する。
①人吉市から地球に貢献
・脱炭素社会の実現（復興を見すえた新たな取り組み・ソフ
ト事業による取り組み）
・省エネルギー・新エネルギーの推進（公共施設の取り組
み）
②限りある資源を大切にし、有効活用を推進
③環境教育・学習の推進（環境に対する意識醸成の推進）
④身近なところから率先行動（私たち市職員から始めます）

655
長野県
ながのけん

岡谷市
おかやし

2022/3/22

2022年３月22日の定例記者会見において
市長が表明。2022年3月に策定した「第２次
岡谷市地球温暖化対策実行計画」に「２０５
０年までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロ
にすることを目指す」ことを明記

「第２次岡谷市地球温暖化対策実行計画」に基づき各種施
策を推進し、2050年カーボンニュートラルを目指す。
・太陽光発電システム・蓄電システムの普及促進等による
再生可能エネルギーの利用促進
・「COOL CHOICE」による省エネルギーの推進
・森林や緑地帯の適正管理による低炭素型の地域づくり
・３Rの促進による循環型社会の推進

656
岐阜県
ぎふけん

恵那市
えなし

2022/03/23

令和４年３月23日ゼロカーボンシティえな宣
言式を開催、市長が2050年カーボンニュー
トラルを目指す旨を宣言。令和４年３月策定
予定の恵那市地球温暖化対策実行計画に
「2050年カーボンニュートラルえな」を将来
ビジョンとした。

クリーンエネルギー導入促進、事業者省エネ取組ネットワー
クの形成、

657
京都府
きょうとふ

京丹波町
きょうたんばちょう

2022/3/23

令和４年３月22日、令和４年第１回京丹波
町議会定例会において、2050年温室効果
ガス排出量実質ゼロを目指すことを明記し
た京丹波町地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）が可決成立。
（令和４年３月23日環境省に報告）

森林の保全管理による二酸化炭素吸収源の維持、機能向
上を図る。
住民の生活に沿った温室効果ガス削減の取組の普及促進

658
広島県
ひろしまけん

三原市
みはらし

2022/3/23

市長が定例記者会見において，市民や事
業者など多様な主体と連携し，『２０５０年ま
でに二酸化炭素排出量の実質ゼロ』を目指
すことを宣言
宣言後は三原市のホームページ上に「ゼロ
カーボンシティ宣言」について掲載

まずは2030年までに2013年比46％削減を目指す。
〇市民・事業者との脱炭素化に向けた取組
　　市民・事業者とともにCOOL CHOICEへの取組や，蓄電
池や宅配ボックス，HEMS等の補助事業を推進
〇公共施設の脱炭素化の取組
　公共施設の脱炭素化に向けた専門部会を庁内に設置し，
削減可能性を調査・検討し，推進する。
〇電気自動車普及への環境整備
　充電環境の整備に向け，本市に適した施策について検討
する。

659
山形県
やまがたけん

寒河江市
さがえし

2022/3/23

2022年３月の寒河江市議会令和4年第1回
定例会において、「寒河江市ゼロカーボン
シティ宣言」を議決し、都市宣言として制
定。2050年までに二酸化炭素の排出量を
実質ゼロにすることを目指す。

・現行の「寒河江市環境基本計画」及び「寒河江市地球温
暖化対策実行計画」を見直し、ゼロカーボンシティに向けた
新たな目標の設定と取り組みにより、温室効果ガスの削減
を推進する。
・家庭で排出する温室効果ガスの削減や事業所等での省エ
ネルギー活動の啓発と小中学生への省エネルギー活動に
関する環境教育の充実を推進する。
・家庭での再生可能エネルギー設備導入への支援の拡充
と公共施設で使用する電力の再生可能エネルギーへの切
り替えを推進する。
・森林経営管理制度等を活用し、森林環境の保全を推進す
る。
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660
神奈川県
かながわけん

平塚市
ひらつかし

2022/3/24
市長定例会見において、市長が、「2050年
までに温室効果ガス排出を実質ゼロ」を目
指すと表明。

・脱炭素社会に対応するライフスタイルの普及促進
・再生可能エネルギーや高効率の省エネ機器の導入促進
・公共施設におけるカーボンフリーの電力の調達割合を２０
２６年までに50％とする

661
大阪府
おおさかふ

河南町
かなんちょう

2022/3/24
河南町議会において、町長が「2050年二酸
化炭素排出実質ゼロ」を宣言。

・再生可能エネルギー の普及促進
・地球温暖化防止や気候変動問題の環境教育、啓発活動
・ゴミの減量化、分別再資源 化、プラスチックゴミ削減
・自然環境の 保全

662
長野県
ながのけん

大町市
おおまちし

2022/3/24
定例記者会見において市長が「大町市ゼロ
カーボンシティ宣言」を表明

2022年2月に策定した「大町市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」に基づき、行政・市民・事業所が一体とな
り、二酸化炭素排出量を削減し、2050年ゼロカーボンシティ
の実現を目指す。

663
兵庫県
ひょうごけん

宍粟市
しそうし

2022/3/24
2022年３月24日市議会において、市長より
2050年までに二酸化炭素排出量をゼロを
めざす「ゼロカーボンシティ」を宣言

　「宍粟市地球温暖化対策地方公共団体実行計画」(2022
年3月策定）に基づき、省エネルギーの推進や再生可能エ
ネルギーの利用拡大と併せて、市の約9割を占める森林の
整備を進め、森林の二酸化炭素吸収量を高め、「ゼロカー
ボンシティ」をめざす。

664
宮崎県
みやざきけん

木城町
きじょうちょう

2022/3/25
木城町のホームページ上に「木城町ゼロ
カーボンシティ宣言」について掲載し、合わ
せてプレスリリースを行う。

2022年度に地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定
する際に、長期目標として2050年の温室効果ガス排出量実
質ゼロを目指す旨記載し、脱炭素社会に向けた施策を掲げ
ていく。
・緑豊かな森林資源を生かし森林の整備促進によるＣＯ２
吸収効果増大の推進
・自然や景観と調和した太陽光発電など再生可能エネル
ギーの導入促進
・産業・家庭での省エネルギー化の推進

665
京都府
きょうとふ

宇治市
うじし

2022/3/25

市議会にて、市長が将来にわたって安心し
て暮らせる『ふるさと宇治』を築くため、2050
年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを
目指す「市民と築くゼロカーボンのまち」を
宣言

・ZEHやエコアクションポイントの推進により、民生家庭部門
の排出削減を推進する。
・環境マネジメントシステムのさらなる導入を推進し、企業か
らのCO2の排出削減を促す。
・公共施設における省エネ設備導入の加速化

666
滋賀県
しがけん

大津市
おおつし

2022/3/25

先人たちが守り、育ててきた本市の恵まれ
た環境を次世代に引きついでいくため、市
役所が率先した取組を行うともに、市民、事
業者との連携、協働のもと、市域における
「脱炭素」の取組を加速させ、2050年までに
CO2排出量の実質ゼロを目指す。

・2021年12月に策定した「大津市環境基本計画（第3次）」
で、温室効果ガスの削減目標を新たに設定（2030年度にお
いて2013年度比46％削減）
・同計画に基づき、2050年のカーボンニュートラルの実現に
向け、低炭素型エネルギーの利用促進、環境負荷の少ない
都市基盤の整備及び気候変動による影響の低減に係る取
組を推進していく。

667
大分県
おおいたけん

杵築市
きつきし

2022/3/25

第２次杵築市環境基本計画に「本市におけ
る地球温暖化対策の長期的な取組の考え
方として、『2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロ』を目指し取り組んでいきます。」と明記

調整中
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668
東京都
とうきょうと

青梅市
おうめし

2022/3/25

2022年２月17日の市長施政方針により、
「2050年までにＣＯ２排出量実質ゼロ」を目
指すことを宣言（令和４年３月25日環境省に
報告）

「第７次青梅市総合計画」、「第３次青梅市環境基本計画
（地球温暖化対策体実行計画（区域施策編）」において、
2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目指した施策や具体的
な取組を推進していく。
1　地産地消エネルギー推進事業
（地域新電力の設立に向け、市内事業者との協議）
2　再生可能エネルギー促進事業
（民間事業者等との連携、協定により、関係を強化して具体
的な施策を展開していく）
3　クリーンエネルギー自動車の普及拡大
（庁用車の積極的な導入、庁舎内EV充電スタンド設置）
4　持続可能で環境負荷の少ないまちづくりの実現
（公共施設の省エネ施設等へ更新を実施し、環境負荷低減
のための率先行動を実践していく。）

669
北海道
ほっかいどう

東神楽町
ひがしかぐらちょう

2022/3/25
東神楽町のHPにゼロカーボンシテイ宣言
書を掲載。2050年までに二酸化炭素排出
量を実質ゼロとすることを宣言。

令和4年度、二酸化炭素排出抑制対策事業費補助金を活
用し、再エネのポテンシャルを調査。エネルギーの域内循
環や災害に強い安全安心なまちづくの観点から再エネ導入
計画等を策定予定。今後、各種施策を検討し温室効果ガス
排出削減を進め、花と緑に包まれた美しく安全なまちづくり
を目指す。

670
埼玉県
さいたまけん

三芳町
みよしまち

2022/3/26

2022年３月の三芳町町政施行50周年記念
式典において、町長が「2050年までに二酸
化炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを宣
言。

改定予定の「三芳町環境基本計画」において、2050年二酸
化炭素排出量実質ゼロに向けた取組・施策を検討していく。

671
長野県
ながのけん

諏訪市
すわし

2022/3/26

「諏訪市環境フェア～ゼロカーボンシティ
キックオフイベント～」において、第二次諏
訪市地球温暖化対策実行計画区域施策編
を包含した第三次諏訪市環境基本計画の
公表と合わせて、諏訪市ゼロカーボンシティ
宣言を市長により表明

再生可能エネルギー設置支援事業、行動変容を促すため
啓発活動の充実を図り、2030年度に2010年度比で60％削
減、2050年のゼロカーボン実現を目指す

672 福岡県
ふくおかけん 2022/3/28

2022年３月に策定した「福岡県地球温暖化
対策実行計画（第2次）」において「2050年
度に福岡県の温室効果ガス排出の実質ゼ
ロを目指す」ことを明記

温室効果ガスの排出削減（緩和策）
・洋上風力発電等の再生可能エネルギーの最大限の導入
の促進（産業の集積、新規参入の促進、人材育成、関係者
の理解醸成）
・水素エネルギー利活用の推進（研究開発、燃料電池等の
普及拡大、ＣＯ２フリー水素の普及）
・電動車の普及促進
・家庭における取組（省エネルギー化への普及啓発、ＺＥＨ
の普及促進、省エネ改修促進）
・オフィスビル・店舗・中小企業等における取組（脱炭素経営
の普及啓発、省エネ人材育成、省エネ機器導入への補助）
・公共施設の省エネ化、太陽光発電設備の設置の促進 等
温室効果ガスの吸収源対策（緩和策）
森林の保全、都市の緑化、県産木材の長期利用 等

673
京都府
きょうとふ

木津川市
きづがわし

2022/3/29

2022年３月29日の議会において、市町が
「気候非常事態・ゼロカーボンシティ宣言」
を表明。
同宣言において「2050年までに二酸化炭素
排出量実質ゼロ」を目指すこととしている。
市HPに宣言文を掲載。

「COOL　CHOICE」普及啓発事業の推進。
2022年度に地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の改
定、（区域施策編）の策定を予定している。
合わせて、市域の再生可能エネルギーの導入可能性を調
査し、再エネ設備の導入計画を検討する。
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674
静岡県
しずおかけん

小山町
おやまちょう

2022/3/29
定例記者会見において、町長が「2050年ま
でに二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す
ことを宣言。

・木質バイオマス発電施設の整備
・大規模太陽光発電施設の整備
・地域資源とICTを活用した次世代施設園芸拠点の整備
・森林循環利用サイクルの確立
・地域公共交通活性化事業(町内全域における乗合のデマ
ンドバス網の整備、利用推進)　　　　など

675
鳥取県
とっとりけん

倉吉市
くらよしし

2022/3/29

第２次倉吉市環境基本計画に内包した倉
吉市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）に、2050年までの二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指すことを明記

『二酸化炭素排出量を削減するために』
・省エネ行動の普及啓発によるエネルギー使用量削減
・再生可能エネルギーの利用の推進
・Jクレジット制度の普及啓発
『森林の二酸化炭素排出量を増やしていくために』
・間伐等の森林保全の取組の推進
・木材を取り入れたライフスタイルの価値等を発信し、ウッド
チェンジにつながる具体的行動の促進

676
福岡県
ふくおかけん

久山町
ひさやままち

2022/3/30

「カーボンネガティブ＆ネイチャーポジティ
ブ」宣言を記者発表にて行いました。
豊かな自然環境を強みに、CO2排出量より
も吸収量が上回る状態を目指し、日本全体
のカーボンニュートラルの実現に寄与する
とともに、自然環境を将来世代に継承する
ことに取り組むことを表明。

九州大学（都市研究センター所長　馬奈木教授）と連携し
て、新たに増やす植林や農作物などのCO2吸収量を金銭
的価値（クレジット化）に置き換え、販売を行います。
最終的には、持続可能性を高めるために、森林や農作物を
経済と繋げていくことで、久山町の大切な景観（山林・田園
風景）維持しながら、最終的には、農林業の担い手の確保
や人材づくりに繋がる仕組みの構築を目指します。

677
大阪府
おおさかふ

池田市
いけだし

2022/3/30

市ホームページにて2050年までに二酸化
炭素（ＣＯ２）の排出量実質ゼロを目指す宣
言文「池田市ゼロカーボンシティ宣言」を掲
載

住宅用及び非住宅用の太陽光発電システムや、家庭用燃
料電池システム、家庭用蓄電システムの設置費用に対する
補助を実施するほか、市内公共施設への市民共同発電所
の設置を引き続き行う。
令和４年度には、現行の「池田市地球温暖化防止実行計画
（事務事業編）」における2030年度までの温室効果ガス排出
量削減目標を引き上げるべく、改定を予定。

678
宮崎県
みやざきけん

高鍋町
たかなべちょう

2022/3/31

令和４年３月３日、令和４年第１回高鍋町議
会定例会における施政方針の中で、町長
が2050年までにＣＯ２排出量を実質ゼロと
する「ゼロカーボンシティ」を目指すことを宣
言。（2022年３月31日環境省に報告）

策定中の「高鍋町環境基本計画」に、「2050年までにＣＯ２
排出量を実質ゼロ」を長期的な目標に掲げ、取組を推進す
る。

679
大阪府
おおさかふ

交野市
かたのし

2022/3/31

2022年３月31日に策定した第二次交野市
環境基本計画において市長が「2050年二
酸化炭素排出実質ゼロ」を目指すことを表
明

脱炭素にむけた再生可能エネルギーの導入促進、エネル
ギーの地産地消を踏まえた取り組みやフードドライブの推
進などゼロカーボンアクション３０によるライフスタイルの転
換を市民・事業者と共に取り組む

680
京都府
きょうとふ

長岡京市
ながおかきょうし

2022/4/1

令和４年度から始動する「長岡京市第三期
環境基本計画」において明記するとともに、
４月１日、市幹部職員を対象に行う市長と
の「対話のわ」行事の中で宣言書の発表、
及び発表したことのプレスリリース

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を兼ねる「長岡京
市第三期環境基本計画」に基づき、市民の温暖化対策を財
政面で支援するCOOL CHOICE実践補助金を拡充するほ
か、事業者等と連携した温暖化対策を順次展開していく。

681
神奈川県
かながわけん

大和市
やまとし

2022/4/1

2022年４月１日、「市長ビデオメッセージ」に
て表明。宣言実施と併せ、「大和市地球温
暖化対策実行計画」を改定。2030年度まで
の温室効果ガス排出量削減目標と取組を
示した。

平成15年度に公共施設への太陽光発電設備の設置を開
始。平成21年度に住宅用太陽光発電設備等への導入補助
を開始。また、容器包装プラスチックを9割以上再資源化し
ており、温室効果ガス排出量削減につなげている。
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682
福岡県
ふくおかけん

飯塚市
いいづかし

2022/4/1

「第3次飯塚市環境基本計画（地球温暖化
対策実行計画【区域施策編】）」において、
長期目標値として、2050年度に飯塚市の温
室効果ガスの排出実質ゼロを目指すことを
明記。

「第3次飯塚市環境基本計画（地球温暖化対策実行計画
【区域施策編】）」に掲げる以下取組及び施策を実施する。
①4R（リフューズ、リデュース、リユース、リサイクル）の推進
・ごみ発生の抑制（断る、減らす）
・再利用・再資源化の促進
②省エネ活動、再生可能エネルギー導入の促進
・国民運動「COOL CHOICE」の推進
・家庭や事業所、学校などへの省エネ・再エネ設備の導入
促進
・地産地消の推進
・「飯塚市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に基づ
く対策の推進

683
北海道
ほっかいどう

中川
なかがわ

町
ちょう

2022/4/1

報道機関に対し、町長が「2050年までに二
酸化炭素排出量実質ゼロを目指して～中
川町ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、町
ホームページ上に宣言文を掲載。

省エネルギーの実践、地域資源を活用した再生可能エネル
ギーの導入、豊富な森林資源の適切な管理による二酸化
炭素の吸収源対策など積極的な対策に加え、町民や事業
者と一体となって、目標達成のための様々な施策等を検討
し、2050年の二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指す取り組
みを行う。

684
青森県
あおもりけん

五所川原市
ごしょがわらし

2022/4/4
令和４年４月４日の定例記者会見におい
て、市長が２０５０年までに二酸化炭素排出
実質ゼロを目指すことを表明。

・令和２年度から令和６年度までを計画期間とする「五所川
原市総合計画後期基本計画」に資源循環型社会の形成を
掲げ、ごみ減量化の推進、廃棄物の適正処理の推進、省エ
ネルギーの推進、再生可能エネルギーの活用促進に取り
組む。
・２０１７年度から２０３０年度までを計画期間とする「地球温
暖化対策実行計画（事務事業偏）」の中で、市の事務及び
事業に伴い排出される温室効果ガスの総排出量を２０１５
年度に比べ４０％削減を目指す。
・「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の策定に取り
組み、その中で地球温暖化防止に向けた対策の取組を実
施していく。

685
福島県
ふくしまけん

南
みなみ

相馬
そうま

市
し

2022/4/4
定例記者会見において、市長が「ゼロカー
ボンシティ」を宣言

市民・事業者・行政がそれぞれの役割を自覚するとともに、
互いに協力・連携のもと、次の基本方針に沿った温室効果
ガス削減に向けた取組みを推進し、すべての世代が安心し
て暮らせる１００年のまちづくりを目指す。

《ゼロカーボンに向けた基本方針》
１．再生可能エネルギーの推進
２．脱炭素に向けた取組の推進
３．省エネルギー社会の推進
４．循環型社会の推進
５．温室効果ガス吸収源の保全・育成の推進

686
福井県
ふくいけん

あわら市
し

2022/4/5

第2次あわら市環境基本計画の中で2050年
までのカーボンニュートラルの実現に向け、
目指す環境像を「自立分散型のゼロカーボ
ンシティあわら」と明記

・市民が取り組める脱炭素化の実現（省エネ、ZEH）
・事業者が取り組める脱炭素化の実現（ZEB、再エネ導入、
企業間連携の推進）
・自立・分散型社会の創造（食とエネルギーの地産地消）

687
北海道
ほっかいどう

厚真町
あつまちょう

2022/4/6

公共・民間を挙げてのさらなる脱炭素の取
り組みにより、持続可能な地域づくりを実現
するため、「2050年二酸化炭素排出量ゼロ
に挑戦すること」を宣言

・再生可能エネルギー地産地消事業により、「防災力の強
化」、「公共施設群の再生可能エネルギー活用」、「排熱利
用による産業創出」を一体的に推進
・北海道胆振東部地震により崩壊した約3200haの森林再生
・地球温暖化防止対策推進補助金（町単独補助事業）によ
り、太陽光発電施設、蓄電池、薪・ペレットストーブ設置に対
する支援

688
埼玉県
さいたまけん

富士見市
ふじみし

2022/4/10
富士見市市制施行50周年記念式典にて、
「2050年までに市内の二酸化炭素の排出
量実質ゼロ」を目指すことを市長が表明。

　再生可能エネルギーの活用推進や水素自動車などの次
世代自動車の普及促進のため、補助制度の拡充。
　また、現在、策定を進めている、第3次富士見市環境基本
計画及び地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（計画期
間：令和5年度～14年度）において、脱炭素社会の実現に向
けた具体的な施策等を盛り込む予定。
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689
岩手県
いわてけん

大船渡市
おおふなとし

2022/4/13

2022年３月25日に「大船渡市地球温暖化対
策実行計画（区域施策編）」を策定し、2022
年３月31日に市ホームページに掲載。計画
の中で「2050年度に温室効果ガス排出量の
実質ゼロを目指します」と表明。（2022年４
月13日環境省に報告）

・大船渡市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づ
き、脱炭素に向け取り組んでいきます。
・基本目標１　省エネルギーの推進
・基本目標２　再生可能エネルギーの利用促進
・基本目標３　多様な手法による地球温暖化対策の推進

690
鹿児島県
かごしまけん

大崎町
おおさきちょう

2022/4/14

2022年４月14日に町公式ＨＰに宣言文を掲
載し、2022年４月15日南日本放送ラジオ番
組に町長が生出演し、「2050 年にＣＯ₂ の
排出を実質ゼロにすることを目指す」ゼロ
カーボンシティを表明。

今後実施予定である環境活動家等の有識者や、町の衛生
自治会代表者等で推進を組織化し、ゼロカーボンシティの
実現のため、再生可能エネルギー導入目標を盛り込んだ大
崎町地球温暖化防止活動実行計画の見直しを図り策定し、
削減目標や取組内容等の強化を図り、「2050年ゼロカーボ
ンシティ」の実現を目指す。

691
福井県
ふくいけん

池田町
いけだちょう

2022/4/14

令和４年４月14日に、池田町のＨＰにおいて
「2050年の二酸化炭素排出実質ゼロ」を掲
げ、地球温暖化対策法の地方公共団体の
区域施策編を策定するとともに、ゼロエミッ
ション社会の構築、自然環境の保全による
生態系サービスの維持向上など、総合的な
環境政策の取組ビジョンを含めた「池田町
環境向上基本計画」の改定を行うことを表
明。

・池田町役場新庁舎建設予定エリアに地域熱供給システム
による冷暖房を導入するほか、同施設をＺＥＢを目指した
高気密高断熱の木造建築とする
・伝統的木造住宅の断熱改修支援を行うほか、町営住宅に
ついても断熱基準を高めて住宅の消エネを図る
・森林環境譲与税などを活用して森林整備や森林の吸収源
対策を加速化する
・地域内の小水力発電のポテンシャルを踏まえた再エネの
開発を行う
・木材資源からの熱利用として、薪を利用した暖房利用を
促進する
・交通部門での脱炭素のためにＥＶ車シフトを図る。

692
栃木県
とちぎけん

矢板市
やいたし

2022/4/15
定例記者発表において、市長が、矢板市と
して「2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目
指す」ことを表明

矢板市環境基本計画に基づく次の取組を軸に、脱炭素に向
けた取組を推進する。
①省エネルギー対策
②地球温暖化対策地方公共団体実行計画の策定
③再生可能エネルギーの導入拡大
④森林吸収源対策

693 秋田県
あきたけん 2022/4/20

２０２２年４月20日に開催した
「カーボンニュートラル秋田 テイクオフ会
議」において
知事が「2050年カーボンニュートラル」を目
指し取り組むことを表明。

令和4年3月に策定した「第２次秋田県地球温暖化対策推進
計画（改定版）」に基づき
「温室効果ガスの排出削減対策」、「再生可能エネルギー等
の導入」、「脱炭素地域づくり」、「循環型社会の形成」、「環
境教育・環境保全活動等の推進」
「気候変動への適応策の充実」に取り組む。

694
埼玉県
さいたまけん

羽生市
はにゅうし

2022/4/22
羽生市ホームページ内に、気候非常事態
宣言に併せて、温室効果ガス排出量実質
ゼロを目指す旨の宣言文を掲載

・公共施設の脱炭素化の推進（省エネ化・再エネ電力の活
用など）
・市民や企業との協働による脱炭素社会実現に向けた取組
の推進
・COOLCHOICE、グリーン購入、ごみ削減の取組推進

695
北海道
ほっかいどう

遠別町
えんべつちょう

2022/4/28

令和４年第3回遠別町議会臨時会におい
て、町長からゼロカーボンシティ宣言をし、
「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指
すことを表明

・今年度中に公共施設等のＬＥＤ化に取り組む。
・公用車のＥＶ化、ＰＨＥＶ化に取り組む。
・公共施設に太陽光または風力発電設備を整備し、脱炭素
化に努める。

696
北海道
ほっかいどう

美瑛町
びえいちょう

2022/4/28
美瑛町議会において、町長が「2050年ゼロ
カーボン」を目指すことを表明。

「豊かな自然と共生し、持続可能な循環型社会を目指すま
ち」を掲げ、その目標達成に向けて、町民・事業者・町が協
働して積極的に脱炭素化に取り組み、地域資源を最大限活
用しながら環境と経済の好循環による持続可能なまちづくり
を目指す。

697
東京都
とうきょうと

昭島市
あきしまし

2022/5/1

「昭島市環境基本計画」に内包する「昭島
市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」に基づき各施策に取り組み、計画に定
める目標（2030年度までに市域の温室効果
ガス排出量50％削減（2000年度比））達成
を目指す。

昭島市気候危機・気候非常事態宣言の中で2050年までに
二酸化炭素排出実質ゼロを目指すことを表明。
また、令和４年３月策定の「昭島市環境基本計画」に「2050
年二酸化炭素（CO2）排出実質ゼロ」を目指すことを明記。
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698
愛知県
あいちけん

安城市
あんじょうし

2022/5/8

市制施行７０周年発展祭において、市長
が、「地域におけるカーボンニュートラルを
進め、2050年のCO2排出量の実質ゼロ」を
目指す旨を表明

　環境クリーンセンターにおける「エネルギーセンター化」の
推進を図るため、焼却処理によって生まれる余剰電力の有
効活用を検討する。また、将来基幹改良工事を行うにあた
り、カーボンリサイクル（CCU）技術の導入を検討する。
　市内における再エネ設備・省エネ設備の導入拡大を図る
ため、公共施設の再エネ設備等導入可能性調査を実施し、
設備の導入を進めることで市民・事業者に対する意識醸成
を図る。
　再エネ設備・省エネ設備の導入拡大のため、市民や事業
者に対する支援策の拡充を図る。

699
埼玉県
さいたまけん

新座
にいざ

市
し

2022/5/20

市長が記者発表において、市民・事業者・
市が一体となって、2050年までに二酸化炭
素排出量実質ゼロを目指すゼロカーボンシ
ティを宣言

・市が運営している地域コミュニティバスについて、新たに電
気仕様で１台分導入する
・市民向けの啓発物の設置

700
福島県
ふくしまけん

三島町
みしまちょう

2022/5/26

2022年5月1日に町の2050年二酸化炭素排
出量実質ゼロを目指す「三島町ゼロカーボ
ンビジョン」を策定。

同月26日の「三島町地域循環共生圏推進
協議会総会」終了後に計画策定の報告も
兼ねて「 三島町 2050 ゼロカーボン 」を宣
言 。

「三島町ゼロカーボンビジョン」の取り組みを実施。

また、2019年に設立した森林整備と 再生可能エネルギー
導入 など による 地域材有効活用に 取り組む「三島町地域
循環共生圏推進協議会」と連携し、ビジョンを推進。

701
長野県
ながのけん

喬木村
たかぎむら

2022/5/31
喬木村のホームページ上に「二酸化炭素排
出量の実質ゼロ」について掲載

喬木村地球温暖化防止実行計画（事務事業編・区域施策
編）を策定し、2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロ
に向けた取組の方向性を示す。

702
栃木県
とちぎけん

高根沢
たかねざわ

町
まち

2022/5/31
町議会全員協議会にて、2050年までに二
酸化炭素排出実質ゼロを目指す旨、町長
が宣言。

町のポテンシャルをしっかり把握した上で、町の地域特性に
合った、本当に町にとって必要な取組を検討して進めてい
く。計画策定は令和４年度中に着手することを想定して進め
ている。また、計画策定が完了した時点で、脱炭素先行地
域へ応募することを想定している。

703
茨城県
いばらきけん

八千代町
やちよまち

2022/6/1
八千代町公式ホームページ上にて、２０５０
年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目
指す宣言文を掲載。

・３Ｒの推奨によるごみの減量化
・再生可能エネルギーの利用促進
・役場庁舎をはじめとする公共施設の省エネ推進
・住民や事業所などに協力を得ながら省エネ化を推進す
る。

704
北海道
ほっかいどう

乙部町
おとべちょう

2022/6/1
町ホームページにおいて、2050年までに二
酸化炭素排出量実質ゼロの達成を目指す
ことを宣言

・エネルギー使用量の約１割を占める温泉熱の持続可能な
利用
・民生部門、産業部門における太陽光発電の導入拡大
・陸上風力発電の新規導入
・省エネ対策および自家用車等のEVへの転換
・蓄電池とヒートポンプによる再エネ電源の最大限の地域内
利用の推進

705
岩手県
いわてけん

盛岡市
もりおかし

2022/6/2

「盛岡市気候変動対策実行計画～もりおか
ゼロカーボン2050～」に掲げた2050年まで
に温室効果ガスの排出量を実質ゼロにす
る「ゼロカーボンシティ」の実現を目指し、行
動することを、市長記者会見の場で行動宣
言として表明。

太陽光発電設備の普及拡大
住宅の高断熱化
クリーンエネルギー自動車の普及拡大
市有施設へのＬＥＤ導入

706
福岡県
ふくおかけん

宇美町
うみまち

2022/6/3
2022年6月定例議会において、町長が
「2050年までに二酸化炭素実質排出量ゼ
ロ」を目指すことを表明。

次期総合計画に「2050年の二酸化炭素実質排出ゼロを目
指す」ことを盛り込むとともに、地球温暖化防止行動計画
（区域施策編）の策定を今後行う。
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707
福岡県
ふくおかけん

苅田町
かんだまち

2022/6/3

・令和４年６月定例記者会見において、町
長が、苅田町として２０５０年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロにする「ゼロカーボン
シティ苅田」の実現に向けて取り組むことを
宣言。

温暖化抑止策（庁舎等の省エネ・節電等）の推進に取り組
む。
・公共施設における再生可能エネルギー等の利用拡大
・電気自動車の導入及び推進
・環境問題に関する普及啓発
・カーボンニュートラルに資する設備投資等促進条例
他、具体的な取組みについて議論を深めていく。

環境基本計画改定時に「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ
を目指す」を盛り込む

708
福岡県
ふくおかけん

志免町
しめまち

2022/6/3
令和4年6月定例議会初日の町長招集挨拶
の際に、町長が「2050年までに二酸化炭素
排出量実質ゼロ」を宣言

・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定
・ゼロカーボンアクション30の推進
・公共施設への太陽光発電施設等の再生可能エネルギー
の導入
・省エネルギーの推進
・廃棄物・食品ロスの削減
・COOL CHOICEの推進
・環境教育
・４R運動

709
兵庫県
ひょうごけん

神河町
かみかわちょう

2022/6/5

「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」
の中で、2050年度までに森林吸収量を加味
せず「ゼロカーボン」の達成を目標として設
定
2022年6月5日、2050年二酸化炭素排出実
質ゼロとする「ゼロカーボンなまち」を宣言

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき2050年度
のゼロカーボンを目標として取り組みを進める。
エネルギーの脱炭素化として、太陽光発電システムの設置
及び自家消費の促進、森林バイオマスの利活用を検討す
る。
省エネルギーの推進として、住宅、建築物における省エネ
性能の向上、省エネ性能の高い設備、機器等の導入を促
進する。
エネルギーマネジメントの推進として、ＨＥＭＳ、ＢＥＭＳ等の
普及促進。
脱元炭素化意識の醸成として、国民運動「ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣ
Ｅ」の推進、環境教育、環境学習の取組を推進。
ゴミの減量化として、プラスチック製容器包装の分別収集、
リサイクルの推進、食品廃棄物のエネルギー利用を検討。
移動手段、輸送手段の脱炭素化として、公共交通機関の利
用促進、電気自動車、燃料電池自動車等の導入推進及び
インフラ整備、カーシェアリングサービスの導入検討、エコド
ライブの推進。
森林吸収機能の増強として、健全な森林の整備、保安林等
の適切な管理保全、公共建築物、民間建築物の木造、木質
化、地場木材の利用促進に向けた支援。

710
宮城県
みやぎけん

角田市
かくだし

2022/6/6

2022年6月6日に角田市のホームページ上
に宣言文を掲載。
2022年6月8日に定例記者会見において、
市長が「ゼロカーボンシティ宣言」を表明。

2022年度の角田市第3次環境基本計画の改定に合わせ、
2050年二酸化炭素排出実質ゼロ目指すことを盛り込むとと
もに、併せて角田市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）の策定と具体的な取組について検討する。

711
鹿児島県
かごしまけん

出水市
いずみし

2022/6/6

同日のラムサール条約湿地自治体認証発
表にあわせ、「再生エネルギーの地産地消
などを通じて2050年に二酸化炭素の排出
量実質ゼロ」を目指すことを市長が表明。

地域エネルギー会社の設立による再生可能エネルギーの
利用をさらに推進するなど、市民・事業者との協働により地
球温暖化防止対策を進めるとともに、令和６年度の「出水市
総合計画」の改訂に向けて、新たな施策・取組を検討する。

712
石川県
いしかわけん

津幡
つばた

町
まち

2022/6/6

令和4年津幡町議会6月会議において、矢
田町長の町政運営4期目の所信表明の中
で「2050年までに町全体の二酸化炭素排出
量を実質ゼロにすることを目指す」と表明。

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金の採択を受け、
令和4年度中に脱炭素社会に実現に向けた再エネの最大
限導入のための計画を策定。またこれをふまえ、地球温暖
化防止実行計画（区域施策編）を令和5年中に策定し、施
策・取り組みを示す。

713
大阪府
おおさかふ

門真市
かどまし

2022/6/6
令和４年６月の門真市議会第２回定例会に
おいて、市長が「2050年までに二酸化炭素
の排出量実質ゼロを目指す」と表明

2022年度に予定している「門真市地球温暖化対策実行計
画」の改定において、公共施設における省エネルギー化、
再生可能エネルギーの導入及び公用自動車の次世代自動
車への転換等、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロに向け
た施策を検討し、取組の方向性を示す。

714
千葉県
ちばけん

習志野市
ならしのし

2022/6/7
習志野市議会において、２０５０年温室効果
ガス排出実質ゼロを目指すことを市長が表
明

「習志野市地球温暖化対策実行計画」の改定及び「習志野
市SDGｓ戦略」の策定を通して、本市が率先して温室効果ガ
ス排出抑制への行動を起こし、市、市民、事業者が共に２０
５０年温室効果ガス排出実質ゼロを目指す。
設置可能な公共施設に太陽光発電設備を設置すること、公
用車に電動車を導入することなどを検討107/146
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715
東京都
とうきょうと

清瀬市
きよせし

2022/6/7
2022年6月議会において、市長が「所信表
明」として表明する

・「清瀬市新エネルギー機器等設置補助金」を実施し、市内
の家庭へ太陽光発電システム、家庭用燃料電池及び蓄電
池の普及を推進。
・令和５年度に地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を
策定予定。
・公共施設への太陽光発電の導入の推進
・電気自動車、電動バイク及び水素自動車の導入

716
北海道
ほっかいどう

滝上町
たきのうえちょう

2022/6/7
令和4年6月定例会町長行政報告におい
て、町長が「2050ゼロカーボンシティ宣言」
を表明。

滝上町バイオマス産業都市構想を核とした、再生可能エネ
ルギー導入計画や省エネルギー対策、森林によるCO2吸収
を促進し、「人いきいき町わくわく　童話村たきのうえ」の
テーマにある10年、50年、100年後も、美しく自然が豊かで、
花と香りに包まれたまちづくりを未来に繋げるため、自然環
境を守り、ゴミを減らし、再生可能エネルギーを取り入れる
など、町民・事業者・町が協働して積極的に取組を進める。

717
北海道
ほっかいどう

士幌町
しほろちょう

2022/6/8
令和4年第2回定例町議会において、「2050
年までに二酸化炭素の実質排出量ゼロを
目指す」ことが議決された。

「士幌町環境基本計画」及び「士幌町地域再生可能エネル
ギー導入計画」に基づき、士幌町環境審議会や士幌町ゼロ
カーボンシティ推進協議会の意見も踏まえながら、脱炭素
社会の実現に向けた取り組みを検討

718
北海道
ほっかいどう

中富良野町
なかふらのちょう

2022/6/8
町議会の全員協議会において、中富良野
町と中富良野町議会が共同で「2050年二酸
化炭素排出量実質ゼロ」を表明した。

・公共施設における再生可能エネルギー・省エネルギー設
備導入
・企業等との協働による脱炭素社会に向けた取組の推進
・町の特色を活かした脱炭素社会に向けた取組の検討・推
進

719
広島県
ひろしまけん

廿日市市
はつかいちし

2022/6/9

2022年6月定例市議会において、市長は、
廿日市市環境基本計画に掲げる将来像
「海と緑と人が育む環境創造都市はつかい
ち」の実現に向け、「2050年カーボンニュー
トラル」を目指し、市民、事業者、行政の
「オールはつかいち」で取組を進めていくた
めに「ゼロカーボンシティ」を宣言することを
表明した。

2022年度から策定に着手する「地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」において、「2050年カーボンニュートラル」の
実現に向けた効果的な施策を検討し、「オールはつかいち」
で取組を進める。

720
宮崎県
みやざきけん

小林
こばやし

市
し

2022/6/10
小林市議会において、市長が「2050年二酸
化炭素排出実質ゼロ」を宣言する。

　令和5年度改定予定の小林市環境基本計画において
2050年二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた取組み及び数
値目標を設定する。

721
三重県
みえけん

玉城町
たまきちょう

2022/6/10

2022年6月10日、記者発表
町民、事業者、玉城町にかかわるすべての
みなさんと連携・協働しオール玉城で「ゼロ
カーボンシティ玉城」に取組むことを宣言

脱炭素社会の実現に向け、今年度、再エネ導入計画を策
定。今後、各施策を検討し温室効果ガス排出削減を進め
る。
【主な取組】
再エネ導入の為の計画策定（R4）
家庭用蓄電池設置補助の創設（R4）
公用車へのEV車の導入（R4）
家庭用太陽光発電システム補助（継続）
企業との連携による環境学習の充実（継続）
緑のカーテン事業（継続）
防犯灯LED化補助事業（継続）

722
山形県
やまがたけん

上山
かみのやま

市
し

2022/6/10
プレス発表により2050年までに二酸化炭素
排出実質ゼロを目指すことを表明

大規模公共施設のＺＥＢ化事業を開始。また省・再生可能エ
ネルギーに係る可能性調査を実施予定。

2022年度は、国の補助事業を活用しながら、大規模公共施
設のＺＥＢ化を目指すとともに、市域全体における脱炭素に
向けた検討を進め、脱炭素の取組を通じて、地域課題の解
決や住民の暮らしの質の向上を目指していく。
　また、地域計画（区域施策編）の策定、先導モデル事業を
並行して推進し、2023年度以降の脱炭素先行地域を目指
す。

723
北海道
ほっかいどう

七飯町
ななえちょう

2022/6/13

令和４年第２回七飯町議会定例会における
「令和４年度施政方針」の中で、町長が
2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ
を目指すことを表明

太陽光をはじめとした再生エネルギー、EV車、FCV車等の
導入検討、二酸化炭素吸収源としての森林環境整備、長期
的な視点からの長期的な視点からの地域脱炭素化実現に
向けて、再生可能エネルギーの導入量の現状把握、先進
地域事例調査、適切な導入目標の設定等を行い、「七飯町
地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」策定のための準
備を行う。
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724
北海道
ほっかいどう

帯広
おびひろ

市
し

2022/6/13
2022年6月議会のなかで、市長が「2050年
ゼロカーボン」の実現を目指すことを表明。

これまで帯広市環境モデル都市行動計画（2019年3月策
定）に基づき、温室効果ガス排出量を2050年度までに2000
年度比50.5％削減することを目標として、温室効果ガス排出
削減の取り組みを進めてきた。

令和5年度に地方公共団体実行計画（区域施策編）を、
2050年ゼロカーボンを目標とした計画に改定することを予
定しており、新たな計画に基づき、地域特性に応じた温室効
果ガス排出削減の取り組みを進めていく。

725
鹿児島県
かごしまけん

姶良市
あいらし

2022/6/14

2022年6月14日の姶良市議会定例会での
所信表明演説において、市長が「2050年ま
でに本市の二酸化炭素排出実質ゼロを目
指す「ゼロカーボンシティ」を表明

令和５年度に策定する第２次姶良市環境基本計画におい
て、2050年に温室効果ガスの排出を全体としてゼロを目指
すことを盛り込む。具体的には、今後、地球温暖化対策実
行計画の見直しの中で検討する。

726
新潟県
にいがたけん

燕
つばめ

市
し

2022/6/14

燕市議会6月定例会初日に市長が所信表
明と合わせて「2050年までに二酸化炭素排
出量実質ゼロ」を目指し、取り組みを進めて
いくことを宣言

・令和5年に見直しを行う、「第三次燕市環境基本計画」や
「燕市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」において、
2050年二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた、具体的な施
策・取組を検討する
・第二次燕市環境基本計画における取組である公共施設
のLED照明化や太陽光発電所の誘致など施設の省電力
化、再生可能エネルギーの推進を引き続き実施

727
石川県
いしかわけん

珠洲市
すずし

2022/6/14
市議会6月定例会の冒頭において、市長が
「2050年までに二酸化炭素排出量の実質
ゼロを目指すこと」を表明。

本市の脱炭素ロードマップとなる「地域脱炭素の実現を目
指した計画」の策定を進める。

728
石川県
いしかわけん

輪島市
わじまし

2022/6/14
　輪島市議会の冒頭において、市長が2050
年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロに
することを表明。

　輪島市地球温暖化防止実行計画の改定を進める中にお
いて、2030年度までのCO2排出削減目標の見直しや2050
年までのCO2排出量実質ゼロの達成に向けた新たな施策
等について検討を行い、地球温暖化対策を加速させること
により市民が暮らしやすいまちづくりを進めるとともに世界
農業遺産「能登の里山里海」を未来につなぐ、2050年ゼロ
カーボンシティの実現を目指す。

729
長崎県
ながさきけん

対馬市
つしまし

2022/6/14

「誰一人取り残さず、いつまでも安心安全に
暮らせる持続可能なしま社会の実現を目指
し、2050年脱炭素に向けた国際社会の気
候変動対策に協調しながら不断のチャレン
ジを行うこと」を令和4年第2回対馬市議会
定例会において対馬市長・対馬市議会議
長連名で表明し、「気候危機を回避して持
続可能なしまの実現を目指す宣言」として
可決されました。

「対馬市SDGsアクションプラン」に基づきながら、市民、地域
団体や企業等と連携し、温室効果ガスの削減と吸収による
気候変動の「緩和策」と、すでに起きている気候変動による
影響を和らげ、あるいは起こり得る影響を回避する「適応
策」の両方のアプローチから気候変動対策に努めます。

730
富山県
とやまけん

朝日町
あさひまち

2022/6/14

報道機関に対し、町長と議長と共同で「朝
日町ゼロカーボンシティ宣言」を行い、この
中で「2050年までに二酸化炭素排出量実質
ゼロ」を目指すことを表明

・公共施設への再生可能エネルギー設備導入として、役場
庁舎と文化体育センターに太陽光発電設備及びLED照明を
導入
・令和4年度中に地球温暖化対策実行計画(区域施策編)を
策定し、2050年脱炭素社会の実現に向けた施策を推進す
る。

731
岡山県
おかやまけん

高梁市
たかはしし

2022/6/15
令和4年6月定例市議会において、市長が
「2050年までにCO2排出量実質ゼロ」を宣
言

令和4年3月に策定した「第2次高梁市環境基本計画」に掲
げる取り組みを実践していくことで、2050年に二酸化炭素排
出実質ゼロを目指す。

732
栃木県
とちぎけん

市貝町
いちかいまち

2022/6/15
記者会見において、町長が「ゼロカーボン
シティ」を宣言

地球温暖化対策実行計画等の策定により、温室効果ガス
排出実質ゼロに向けた取り組みを行う。
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733
長野県
ながのけん

生坂村
いくさかむら

2022/6/16

環境に配慮したライフスタイルを提案するモ
デル事業『創造の森』（下生坂雲根地区）で
村長が「2050年二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を宣言

生坂村は「生坂村第６次総合計画」を根幹に「いくさか村づく
り計画」の実施計画に第２期の「生坂村まち・ひと・しごと創
生総合戦略」を加え、生坂村と各地区の活性化や人口減少
対策などの生坂創生のために多くの事業を実施してきた。
そのなかで、脱炭素型地域づくりに向けて、村営福祉セン
ター「やまなみ荘」再生可能エネルギー導入プロジェクト（太
陽光発電、蓄電池の設置）、住宅向け地球温暖化対策設備
補助金（太陽光発電、燃料電池、太陽熱利用に対する設置
補助）等の取組みを進めている。世界的にも脱炭素化が求
められているなかで、生坂村の持つ豊富な再エネという強
みを活用しながら、先に挙げた地域課題の解決にもつなが
る、実質的なゼロカーボンタウンを目指して、戦略的に取り
組みを強化していく。

734
北海道
ほっかいどう

愛別町
あいべつちょう

2022/6/16

2022年6月千枝例会の行政動向報告後、町
長が「2050年までに二酸化炭素排出量を実
質ゼロの実現を目指す」ことを宣言する。
また、議会終了後町のホームぺージに宣言
書を掲載する。

愛別町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の見直し年
にあたり、本宣言の内容盛り込みを検討し、推進していく。
併せて区域政策編の策定に向けて協議する。

735
北海道
ほっかいどう

占冠村
しむかっぷむら

2022/6/16

2022年6月16日 占冠村議会において2050
年までに温室効果ガスを実質ゼロとする
「ゼロカーボンシティ占冠」を目指し、脱炭素
社会の実現に向けて取り組んでいくことを
村長が宣言

温室効果ガスの吸収源となる森林資源の保全整備と循環
利用を図りながら、脱炭素・省エネに向けた具体的な取組を
検討していく。

736
北海道
ほっかいどう

南富良野町
みなみふらのちょう

2022/6/17
令和4年6月定例議会の町政執行方針にお
いて「2050年までにCO2（二酸化炭素）実質
排出ゼロ」を目指してまいります。と表明

南富良野町地球温暖化対策実行計画に基づき、地域エネ
ルギーの利活用、省エネルギーの推進や廃棄物の減量
化、環境負荷の削減に配慮した施設等の整備と維持管理
の促進など、取り組みのロードマップとなる再生可能エネル
ギー導入推進計画の策定に向け取り組む。

737
静岡県
しずおかけん

伊豆市
いずし

2022/6/20
定例記者会見の場で市長が、伊豆市ゼロ
カーボン戦略「かけがえのない地球を守る
小作戦」を宣言。

・化石燃料に頼らない「脱化石燃料」、自然環境を守りなが
ら新たなエネルギーを創出・消費する「創エネ」を推進
・市域内木材の活用促進に努め、無秩序な森林開発を抑制
し、良好な森林環境を維持していくための整備を推進
・狩野川の源流を有することに誇りを持ち、プラスチックごみ
を海洋汚染の原因としないよう、プラスチック製品の適正な
処理に努めるとともに、脱プラスチック社会の実現を目指す

738
福岡県
ふくおかけん

豊前市
ぶぜんし

2022/6/20
市議会令和4年6月定例会で、市長が2050
年実質ゼロに向けて取り組んでいくことを表
明

　今後策定する地球温暖化対策実行計画においてゼロカー
ボンシティ宣言を盛り込み、2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロを目指す。

739
茨城県
いばらきけん

阿見町
あみまち

2022/6/21
2022年6月21日、町議会において、町長が
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指すことを表明した。

・ゼロカーボンシティ実現のためのシンポジウムを開催。
・あみの自然を活かした再生可能エネルギーの利活用な
ど、自然と共生するまちづくりを進めます。
・霞ケ浦や平地林・農地などのあみの自然の多面的機能を
守り、育て、気候変動の緩和と適応を図っていきます。
・５Rの推進、地産地消と環境にやさしい農業の推進、食品
ロス対策など資源を大切にする持続可能な循環型社会づく
りを進めます。
・あみの自然を楽しむライフスタイルづくりなど、省エネル
ギーや脱炭素に向けたライフスタイルの見直しや技術の普
及と対策を進めます。
・町民、事業者、協力団体と連携を図り、地域、家庭、職場
での環境学習や体験学習など「あみの自然大好きプロジェ
クト」を進めます。

740
北海道
ほっかいどう

剣淵町
けんぶちちょう

2022/6/21

2022年６月21日開会の第２回剣淵町議会
定例会において、町民・事業者・行政が一
体となり取り組み、本町での「二酸化炭素
排出実質ゼロ」をめざすこと、町長が表明す
る。

既存計画の第２期剣淵町地球温暖化対策実行計画が令和
４年度までであること、第３期実行計画の改定に合わせてよ
り具体的に盛り込むか、又は新たな形での計画を策定す
る。
当該計画に基づき、温室効果ガス（二酸化炭素等）の排出
量を抑える取組の実現・実行をめざす。
当面の取組としては、住民等向けの啓発をはじめ、食品ロ
ス削減、公用車のＥＶ化、自然エネルギーの利活用の調
査・研究等を行うとする（予定）。
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741
神奈川県
かながわけん

南足柄市
みなみあしがらし

2022/6/22

市議会において「2050年二酸化炭素排出
量実質ゼロ」への取り組みを明言。
「第26回環境フェア」開会式において宣言を
表明。

市庁舎や道の駅「足柄・金太郎のふるさと」をはじめとした
市内公共施設への太陽光発電施設等の再生可能エネル
ギーの導入や照明設備のLED化等の省エネルギー改修の
推進、地球温暖化や気候変動問題に関する普及啓発、地
球温暖化防止実行計画のうち、事務事業編の改定及び区
域施策編の策定を行い、行政だけでなく、市民に向けた施
策を実施する予定。
今後は、市民・事業者・行政が一体となって、新たな施策や
取組を検討・実施しながら「2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロ」を目指す。

742
北海道
ほっかいどう

恵庭市
えにわし

2022/6/22
2022年6月に記者発表で、「2050年におけ
るＣＯ２排出量実質ゼロ」を目指すことを宣
言。

第2次恵庭市環境基本計画、第1次恵庭市地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）の計画期間終了に伴い両計画を統
合、第3次恵庭市環境基本計画（兼地球温暖化対策実行計
画区域施策編）として更新し、2022年6月策定。本計画にお
いて、地球温暖化対策に向けた取組を推進する基本的方
針を定めた。また、2022年度からゼロカーボン主幹を配置
し、脱炭素に向けた取組を強化することとした。

743
北海道
ほっかいどう

上富良野町
かみふらのちょう

2022/6/22
令和４年第２回定例議会において、町長が
「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指
すことを宣言。

「第６次上富良野町総合計画」、「第２期上富良野町地球温
暖化対策実行計画・地域省エネルギー新エネルギービジョ
ン」の中間見直しにおいて、2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロを目指した施策や取組を検討していく。

744
岐阜県
ぎふけん

山県市
やまがたし

2022/6/23
定例議会において、山県市「カーボン・マイ
ナス・シティー宣言」を表明。

今年度中間見直しを実施する山県市環境基本計画に2050
年カーボンマイナスを目指すことを盛り込むとともに、2024
年度に策定する地球温暖化対策推進実行計画（区域施策
編）にて具体的な取組を記載する。

745
熊本県
くまもとけん

上天草市
かみあまくさし

2022/6/23
2022年6月市議会において、市長が「2050
年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目
指すことを宣言。

上天草市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に、2050
年二酸化炭素排出実質ゼロを見据えた具体的施策を盛り
込んだ別冊版を令和５年度に策定する予定。

746
島根県
しまねけん

雲南市
うんなんし

2022/6/23

市議会定例会本会議において、その最終
日に「2050 年を目標に脱炭素社会実現に
向けた様々な取組みにチャレンジし、成果
を上げる」と市長が宣言。

次の4つの観点で具体策をとりまとめ、2023年度までに地球
温暖化対策実行計画（区域施策編）に反映する。
・再生可能エネルギーの推進
・森林資源の活用
・省エネの推進
・ゴミゼロ社会の実現

747
愛媛県
えひめけん

八幡浜市
やわたはまし

2022/6/24
2022年6月市議会において「2050年までに
市内の温室効果ガスの排出量を実質ゼロ
にすることを目指す」と市長が宣言

・2022年度に再生可能エネルギーポテンシャル及び将来の
エネルギー消費量等を踏まえた導入目標や、目標を実現す
るための具体的施策等を検討する。
・2023年度に地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく
実行計画（区域施策編）を策定し、市民・事業者・行政が一
体となって地球温暖化対策に取組む。

748
秋田県
あきたけん

湯沢市
ゆざわし

2022/6/28
記者会見、湯沢市長、湯沢市議会議長、湯
沢商工会議所会頭、ゆざわ小町商工会会
長の4者で共同宣言を行った。

脱炭素を起点とした持続可能なまちづくりの実現に向けて、
以下のことに取り組む。
【短期】
　オール湯沢でエコ活動の推進、各種セミナーの開催、公
共施設における先行事業（LED化・再エネ導入・ZEBほか）、
長期方針の策定
【長期イメージ】
　「①再エネの地産地消化・省エネ促進」、「②脱炭素型のま
ちづくり」、「③豊かな森づくり」を３本柱とした事業展開を予
定（具体的には長期方針を策定した上で展開）

749
岩手県
いわてけん

矢巾町
やはばちょう

2022/6/29

矢巾町人と自然にやさしい環境基本条例
（平成12年矢巾町条例第８号）の一部改正
により、同条例第３条（基本理念）第５項に
おいて、「地球温暖化対策の推進は、2050
年までの脱炭素社会（人の活動に伴って発
生する温室効果ガスの排出量と吸収作用
の保全及び強化により吸収される温室効果
ガスの吸収量との間の均衡が保たれた社
会をいう。）の実現を旨として、自ら取り組む
社会の実現を目指して行わなければならな
い。」と規定。

・zeroboardによる温室効果ガス排出量の算出と可視化を行
い、排出量削減に向けた取り組みを推進。
・再生可能エネルギーに取り組む企業の誘致。
・公共施設への太陽光パネルの設置、一般住宅への太陽
光パネル設置補助、生ごみ減量化対策への補助（コンポス
ト購入等）の継続実施
・文部科学省委託事業による、官民連携での「ZEB小学校」
の実現可能性の検討
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750
福岡県
ふくおかけん

春日市
かすがし

2022/7/1
春日市ウェブサイト上で、2050年に二酸化
炭素排出量の実質ゼロ（ゼロカーボンシ
ティ）を目指すことを表明。

令和４年度以降
・環境対策会議などで二酸化炭素の排出量ゼロに向けた効
果的な施策の検討
令和６年度以降
・第３期春日市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の
改定
・第５期エコオフィスプランかすが（事務事業編）の改定

751
北海道
ほっかいどう

上川町
かみかわちょう

2022/7/1

令和4年6月13日上川町議会全員協議会に
おいてゼロカーボンシティ宣言の表明につ
いて説明。令和4年7月1日付で町ホーム
ページ上に「2050年までにCO2（二酸化炭
素）の排出量実質ゼロを目指す」表明を掲
載。

総合計画において掲げる町の将来像「～自然と調和した未
来～恵み豊かな大地と人がおりなすおもてなしのまち　上
川」の実現に向け、優れた自然環境の中で恵まれた地域資
源を活用し、持続可能なまちづくりに取り組む。
・「COOL CHOICE（クールチョイス）」の推進等により脱炭素
に向けた意識の啓発に努めるとともに、更なる省エネル
ギーの推進、再生可能エネルギーの利用促進等を図る。
・地球温暖化対策実行計画（事務事業編）における削減目
標や取組内容等の強化
・森林吸収源対策の強化
・自然、環境教育の充実

752
北海道
ほっかいどう

鷹栖町
たかすちょう

2022/7/1

2022年6月26日に町主催イベント（植樹関
係）の冒頭でゼロカーボンたかす宣言を実
施。開基130周年を記念する植樹も同時開
催。

人が輝き、地域資源を活かし、安心を未来へとつなぎ、今を
生きるあらゆる人が関係し各々を高め合う「鷹栖らしさ」へ
の意識づくりが何よりも大切であること。
また、今できることを町民のみなさんと共に考え、共に実践
し、２０５０年までに二酸化炭素の排出量を実質ゼロとする
「ゼロカーボンシティ」を目指す。

753
長野県
ながのけん

箕輪町
みのわまち

2022/7/3
町民、事業者等が参加するゼロカーボン
キックオフイベントにおいて、ゼロカーボン
シティに挑戦する旨を町長が宣言する。

箕輪町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を2022年
（令和4年）7月に施行し、「1再生可能エネルギーの導入促
進と利用等」、「2省エネ対策とゼロカーボンの推進」、「3サ
スティナブルな地域循環づくり」の3つの基本方針に取り組
むべき施策をまとめ、町民、事業者、行政等が連携協力し
てゼロカーボンの実現を目指す。

754
岐阜県
ぎふけん

可児市
かにし

2022/7/5

改定した「可児市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」において「2050年温室効果
ガス実質ゼロ」を明記するとともに、市と協
定を締結した事業者が協力して開催した環
境学習の場で、「２０５０年までに温室効果
ガス排出量実質ゼロ」を目指す「ゼロカーボ
ンシティ」を宣言。

可児市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の中に
2050年温室効果ガス実質ゼロを目指すことを明記し、取り
組みます。
・公共施設等への再生可能エネルギーの導入・利用促進
・プラスチック資源循環体制の強化
・フードドライブの推進及びフードバンク活動の実施
・公共施設、機器の省エネ化の推進
・公用車への次世代自動車の導入
・環境教育の推進

755
三重県
みえけん

いなべ市
し

2022/7/7

いなべ市ホームページ内に「チャレンジ・
カーボンニュートラルいなべ」と題し「二酸化
炭素（ＣＯ２）の排出量実質ゼロに取り組
む」宣言文を掲載

再生可能エネルギーを積極的に導入。地域条件や実情に
応じたリソースを組み合わせ、エネルギーマネジメントシス
テムにより最適に運用しカーボンニュートラル化と、防災レ
ジリエンスの強化を図る。

756
群馬県
ぐんまけん

下仁田町
しもにたまち

2022/7/13

しもにた5つのゼロ宣言の宣言1で温室効果
ガス排出量0を表明。併せて官民共同で取
りくみを行うため東海ガス㈱とゼロカーボン
シティ実現に向けての連携協定を締結

公共施設でのカーボンニュートラルガスの導入の検討
住宅への太陽光発電設備・蓄電池等の補助事業の検討
教育機関への環境教育

757
高知県
こうちけん

香美市
かみし

2022/7/15

香美市地球温暖化対策地域推進計画にお
ける削減目標の改定のなかで、「2050年度
までに温室効果ガス排出量実質ゼロ」を目
指すことを明記

・市民、事業者の省エネルギーの推進に向けた活動支援
・再生可能エネルギーの導入促進
・地域環境の整備及び改善
・循環型社会の構築

758
兵庫県
ひょうごけん

赤穂市
あこうし

2022/7/20
定例記者会見において、市長が「赤穂市ゼ
ロカーボンシティ宣言」を表明

公共施設の照明のＬＥＤ化等の省エネルギー対策、太陽光
発電や下水管理センターでの消化ガス発電といった再生可
能エネルギーの導入を進めるとともに、脱炭素社会構築に
向けた庁内プロジェクトチームによる組織横断的な取組の
検討や官民一体となった推進体制の整備を進める。
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759
兵庫県
ひょうごけん

川西市
かわにしし

2022/8/1

２０２２年８月１日　川西市制施行記念日に
２０５０年までに、二酸化炭素排出量の実質
ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」を市長
が宣言し、取り組みを進めていくことを表
明。

２０２４年を初年度とする川西市環境基本計画（地球温暖化
対策地方公共団体実行計画（区域施策編）を含む）におい
て、２０５０年までに、二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指
す目標を掲げ、計画に則り、具体的施策を推進する。

760
広島県
ひろしまけん

北広島町
きたひろしまちょう

2022/8/12

シンポジウム「カーボンニュートラルでひらく
北広島町の未来」において、2050年までの
二酸化炭素排出量正味ゼロを目指すことを
町長が表明

北広島町の文化的景観や生物多様性を保全するとともに、
地域の課題解決に資することを前提に、①省エネルギー社
会の推進、②小さなエネルギー生産工場の整備、③森林の
適正管理の推進の３つの基本方針に基づく取組を行う。具
体的な削減目標と施策を記載した地域計画は2022年度中
に策定する。

761
福岡県
ふくおかけん

宮若市
みやわかし

2022/8/19

・令和4年第2回定例議会において,市長の
施政方針演説の中で、地球温暖化対策とし
て、温室効果ガスの排出削減に努め、２０５
０年までに脱炭素社会を目指すことを表明

・「第２次宮若市環境基本計画」において、2050年二酸化炭
素排出実質ゼロについて明記し、具体的な施策内容や目
標値を設定していく。
・脱炭素先行地域に北九州都市圏１８市町で選定されてお
り、公共施設への太陽光設備等及び再エネ由来電気の導
入を２０２６年度までに進めていく。

762
宮崎県
みやざきけん

延岡市
のべおかし

2022/8/20

2022年8月20日、延岡市脱炭素推進協議会
設立総会において、市長が2050年までに温
室効果ガスの排出量を全体としてゼロにす
る「ゼロカーボンシティのべおか」を宣言

2023年度に策定する「延岡市地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）」において、2050年に温室効果ガスの排出を全
体としてゼロを目指すことや具体的な施策や取組を盛り込
む。

763
長野県
ながのけん

長和町
ながわまち

2022/8/29

令和４年９月長和町議会第３回定例会開会
日（8/29）に、町長が気候非常事態を宣言
し、住民、事業者、行政が一丸となって、
2050年二酸化炭素排出量実質ゼロの実現
を目指すことを表明

今後、「地方公共団体実行計画（事務事業編及び区域施策
編）」等の策定を進めるなかで、当該計画等に2050年まで
に二酸化炭素排出量実質ゼロに向けた具体的な取組・施
策等を示していく。また、その実現のための組織体制を構築
していく。

764
三重県
みえけん

津市
つし

2022/8/30
2022年8月19日、臨時記者会見において、
市長が「2050年までに二酸化炭素排出量
実質ゼロ」を目指すことを宣言。

　カーボンニュートラルの実現に向けた取組の推進に関し、
共に実践する主体とパートナーシップを合意形成し、連携・
協力体制を構築。
　この連携・協力のパートナーを増やしていくことで、地域脱
炭素の取組を増幅。
　また、年内に脱炭素に関する情報、価値観を共有するた
めのプラットフォームを市がWeb上に設置。

765
千葉県
ちばけん

鴨川市
かもがわし

2022/8/30

市長が令和４年８月30日の記者会見におい
て、同年９月1日の一般廃棄物中継施設ク
リーンステーション鴨川の稼働開始を契機
とし、脱炭素社会の実現を目指すこととし
て、ゼロカーボンシティ宣言を表明。

ゼロカーボンシティの実現に向け、環境基本計画及び一般
廃棄物処理基本計画の取組を踏まえ、市民、事業者、市が
一体となり「オール鴨川」での取組を可能なものから順次進
める。
「ゼロカーボンアクション30」の推進に加え、環境学習の推
進等による、環境意識の向上への取組を進める。これに加
え、本市の喫緊の課題である燃やせるごみの削減を中心的
な取組として位置付け、年間約10％、年間約1,000ｔの削減
を目指す。

766
茨城県
いばらきけん

大子町
だいごまち

2022/8/31
令和４年第３回大子町議会定例会におい
て，「2050年CO₂排出量実質ゼロ」を宣言。

①環境基本計画等の既存計画の見直し及び脱炭素ビジョ
ンの策定
②公共施設や一般住宅への屋根置き太陽光発電設備（蓄
電池を含む。）の導入推進
③森林の保全及び管理を推進し広域連携
④「ゼロカーボンアクション３０」の推進
⑤クールビズ・ウォームビズの推進，省エネルギー化の推
進など町職員による率先行動を実施

767
三重県
みえけん

東員町
とういんちょう

2022/9/1
2022年9月1日、町議会において、町長が
「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロ」を目指すことを宣言。

本町の地域特性、地域資源を最大限度に活用し、脱炭素社
会の実現を目指した先導的・率先的な取組を取りまとめた
「ゼロカーボン実現計画」を策定する。脱炭素社会の実現に
向けた町の先導的・率先的取組として、LED照明リースによ
る消費電力を削減する。

113/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

768 石川県
いしかわけん 2022/9/1

令和４年９月県議会定例会の予算記者発
表の場で、知事が「２０５０年カーボンニュー
トラルの実現を目指す」ことを宣言

2022年9月に改定予定の「石川県環境総合計画」において、
省エネ・再エネの推進や家庭・運輸部門の排出割合が高い
本県の特性を踏まえた取組として、ZEHの普及支援、電気
自動車等の導入支援などを盛り込む予定

769
島根県
しまねけん

浜田市
はまだし

2022/9/1
９月定例市議会の開会日の全員協議会で
市長がゼロカーボンシティを表明し、その直
後に同様の記者会見を開催し公表

脱炭素に向けた次の3つの事業に取り組んでいく。
・市民共に学ぶ環境づくり事業：スマートホンアプリを導入
し、地球温暖化対策や脱炭素化に関するクイズや動画を提
供し、様々な情報を提供する。
・再エネ導入支援事業：住宅や事務所が再生可能エネル
ギー（太陽光、太陽熱、蓄電池、木質ストーブ、林地残材運
搬装置、畜産バイオ）を導入する際に補助金で支援する。
・公共施設への再エネ導入事業：公共施設の新設や改修時
に再エネ導入を検討し導入する。

770
宮崎県
みやざきけん

川南町
かわみなみちょう

2022/9/2

令和４年９月定例会の本会議において、町
長が「2050年を目途にCO2排出量を実質ゼ
ロにする目標を掲げ、地球温暖化対策に取
り組む。」と表明

川南町地球温暖化対策実行計画のなかで、2050年までに
二酸化炭素排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティか
わみなみ」を目指すことを明記する。

771
佐賀県
さがけん

鹿島市
かしまし

2022/9/2

9月議会において2050年までに鹿島市の温
室効果ガス排出量実質ゼロを目指すことを
宣言。今後2030年度までに2013年度と比べ
て温室効果ガス排出量を５０％削減し、
2050年実質ゼロを実現

１ 自然と調和したまちづくりをすすめ、地域特性を活かした
再生可能エネルギーの利活用と二酸化炭素吸収源となる
緑を増やす取り組みや干潟由来のブルーカーボンを活用す
る取り組みを行っていきます。
２　脱炭素先行地域を設け、積極的に再生可能エネルギー
を導入します。その際、再生可能エネルギー導入地域の
ゾーニングを行い、住み続けられる街づくりを行います。
３　循環型社会の実現のため、今より一層ごみの再資源化
を進め、クローズドリサイクルの促進に努めます。

772
東京都
とうきょうと

武蔵村山市
むさしむらやまし

2022/9/5
令和４年第３回市議会定例会において、市
長が「2050年までにゼロカーボンシティの実
現を目指していくこと」を表明。

市民・事業者・行政が一体となって、市域における地球温暖
化対策として、取り組むための方向性と具体策を示す「地球
温暖化対策実行計画（区域施策編）」の策定に着手し、
・地球温暖化対策補助メニューの創設
・公共施設における再生可能エネルギーへの移行
・学校におけるゼロカーボン教育の推進
などの取組について検討していく。

773
岐阜県
ぎふけん

安八町
あんぱちちょう

2022/9/6
令和4年第3回定例会の冒頭において、町
長が「2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロ」を目指すことを宣言

・高効率な設備の導入による省エネルギー化
・公共施設での再生可能エネルギー利用促進
・公用車への次世代自動車の導入推進
・ごみ減量化・分別化・海洋プラスチックごみ防止の推進
・資源ごみ回収のためのエコドーム建設
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定する際に、
長期目標として脱炭素社会に向けた施策を盛り込む

774
東京都
とうきょうと

大島町
おおしままち

2022/9/9
2022年6月21日に大島町議会の一般質問
の中で、2050年までにゼロカーボンシティを
目指すと表明

・浮体式洋上風力発電により島内内燃力発電による主電力
を再エネ化する取組をすすめる。
・今後策定する「第7次大島町基本構想・前期基本計画」に
おいて、2050年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すこと
を明記する。

775
東京都
とうきょうと

小笠原村
おがさわらむら

2022/9/12
令和4年９月議会定例会の村長の冒頭発言
において、「2050年までに温室効果ガス排
出量の実質ゼロ」を目指すことを宣言

母島における再生可能エネルギー100％電力供給実証事
業の推進、村内における省エネルギー対策の推進、ごみ焼
却量の削減を図ります。
具体的な取組については地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）の策定をとおし検討していきます。
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776
北海道
ほっかいどう

浦河町
うらかわちょう

2022/9/13

令和４年９月議会において、「浦河町ゼロ
カーボンシティ宣言」を町議会の議決をもっ
て表明。

公共・民間を挙げて、脱炭素化の取り組み
を推進し、持続可能な地域づくりの実現の
ため、2050年までに二酸化炭素排出量を実
質的にゼロとすることを目指す。

地域協議会や民間事業者等との合意のもと、浦河町温暖
化対策実行計画を策定し、三位一体の取組を推進する。
・再生可能エネルギー導入促進
・環境教育・学習推進及び普及
・省エネルギーの推進
・循環型社会の推進（３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌe）
・吸収源対策
などを重点項目とし、従来取り組んできた事業を継続しつ
つ、地域課題の解決を見据えた新たな施策に取り組み、二
酸化炭素排出量実質ゼロを目指す。

777
北海道
ほっかいどう

北竜町
ほくりゅうちょう

2022/9/14
第3回町議会定例会の行政報告にて「ゼロ
カーボンシティ宣言」を報告

・2050年まで二酸化炭素排出量を実質ゼロを目指すため、
具体的な施策等を検討する。
・公用車のEV車の導入
・公共施設の太陽光パネル設置

778
鹿児島県
かごしまけん

南種子町
みなみたねちょう

2022/9/16
2022年９月町議会において、町長がゼロ
カーボンシティ」を目指すことを表明し、町
ホームページ上に宣言文を掲載。

脱炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギーの利用拡
大や省エネの推進、みどりの保全・創出などの施策に取組
んでいく。
最初の取り組みとして役場庁舎への再生可能エネルギー
（太陽光発電）導入とEV車を活用した防災機能の強化を計
画している。

779
茨城県
いばらきけん

常陸太田市
ひたちおおたし

2022/9/21
2022年9月21日、市議会定例会において、
市長が「2050年までに二酸化炭素排出量
実質ゼロ」を目指すことを宣言。

・住宅用太陽光発電システム、蓄電池、高効率給湯器、電
気自動車等購入補助金の継続実施
・生ごみ処理容器等設置補助金の継続実施
・ごみの分別を徹底し、減量化・再資源化を推進
・カーボンニュートラル推進基金による先進的な取組に対す
る顕彰
・小中学生への環境教育・市民への啓発活動の推進
・森林整備・保全等による二酸化炭素吸収源対策
・クールチョイスの推進

780
埼玉県
さいたまけん

坂戸
さかど

市
し

2022/9/22

2022年(令和4年）9月定例会において、「坂
戸市ゼロカーボンシティ宣言の制定につい
て」の議決をもって、都市宣言として「2050
年までの脱炭素社会の実現に取り組む」こ
とを宣言。市民、事業者等と一体となり二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指す。

・現行の第2次坂戸市環境基本計画、地球温暖化対策実行
計画(事務事業編）に基づき、省エネルギー対策や普及啓
発活動を推進していく。
・令和6年度を初年度とする第3次坂戸市環境基本計画に内
包する坂戸市地球温暖化対策実行計画(区域施策編）策定
の中で、具体的な施策や取組み方策を検討する。

781
鹿児島県
かごしまけん

さつま町
ちょう

2022/9/22

令和４年９月議会、町長が「持続可能な未
来づくりカーボンニュートラル宣言」を行う。
今後、「さつま町カーボンニュートラルロード
マップ」の策定及び具体的な取り組みを実
施していく予定。

豊かな森林環境の保全、再生可能エネルギーの活用、省エ
ネルギー活動の促進などに関する取り組みを行っていく予
定。
鹿児島銀行、九州電力鹿児島支店、さつま町による「さつま
町のカーボンニュートラルの実現に向けた連携協定」を締
結し、取り組みを進める予定。

782
大阪府
おおさかふ

松原市
まつばらし

2022/9/26

定例記者会見の場で、市長が「2050年に二
酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを
宣言。

「地球温暖化対策の推進に関する松原市
実行計画（第3次）」を改定し、「市域におけ
る2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」へ
挑戦する旨を明記。

実行計画に基づき、市自らが二酸化炭素の排出削減に最
大限取り組み、その取組を市民や市内事業者に波及させる
ことで、市全体での「2050年二酸化炭素の排出実質ゼロ」を
目指す。

（取組内容）
・脱炭素行動に関する普及啓発活動の推進
・市域のごみの減量推進
・再生可能エネルギー設備や省エネルギー機器の普及促
進

783
静岡県
しずおかけん

熱海市
あたみし

2022/9/28

2022年9月28日の熱海市議会定例会での
所信表明演説において、市長が「2050年ま
でに本市の二酸化炭素排出量実質ゼロを
目指すｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨｰ」を表明

今年度中に策定する「第三次熱海市環境基本計画」、「地
球温暖化対策実行計画（区域施策編）」において二酸化炭
素排出量実質ゼロを目指すことを明記する。具体的には当
該計画の策定の中で検討する。
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784
三重県
みえけん

鈴鹿市
すずかし

2022/9/30
２０５０年までに温室効果ガス排出量を実質
ゼロにする「ゼロカーボンシティ」の実現に
向け，全力で取り組むことを市長が表明

　主な取組みとして，地域新電力会社を設立し，電力の地
産地消を進め，温室効果ガス排出量の削減を図る。
　また，「鈴鹿市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」
を策定し，市内のカーボンニュートラルの実現に貢献する
様々な取組みを，事業者，市民のあらゆる主体と一体となり
推進する。

785
滋賀県
しがけん

甲賀市
こうかし

2022/9/30

令和４年９月甲賀市議会定例会最終日終
了後、議場において、市長・議長共同で「甲
賀市環境未来都市宣言～ゼロカーボンシ
ティへオール甲賀の挑戦～」を宣言。

2050年カーボンニュートラルに向け、オール甲賀で５つの挑
戦を行う。
・再生可能エネルギーを軸としたエネルギーシフト
・エネルギーと農林水産物の地産地消
・豊かで健康な森づくり
・環境に配慮した住みやすいまちと災害に強いまちづくり
・環境を意識した行動ができるひとづくり

今後、甲賀市地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務
事業編）を策定し、具体的な取り組みを推進する。

786
茨城県
いばらきけん

石岡市
いしおかし

2022/10/1

2022年10月1日の市民の日に市長が「2050
年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロに
する「ゼロカーボンシティ」を目指す」ことを
宣言することで表明

・ごみ焼却熱で発電した電力を購入予定。
・令和５年度に策定予定の環境基本計画の実行計画に、
2050年に二酸化炭素の実質排出量をゼロに向けた内容を
盛り込む予定。

787
京都府
きょうとふ

向日市
むこうし

2022/10/1
2022年10月1日付けの辞令交付式にて、
「2050年までに市内の二酸化炭素の排出
量実質ゼロ」を目指すことを市長が表明。

・2022年10月制定予定の「向日市環境基本計画」の中に、
「2050年温室効果ガス排出量実質ゼロ」を見据えた目標数
値や施策を盛り込み、計画的に推進していく。

・再生可能エネルギーの導入や建築物の省エネルギー化
等の施策を推進していく。

788
埼玉県
さいたまけん

ふじみ野
の

市
し

2022/10/1

ふじみ野市のホームページにおいて、市
民・事業者・行政が一体となり、２０５０年ま
でに二酸化炭素排出量を実質ゼロを目指
す宣言文を掲載。

令和４年度に策定する「第２期ふじみ野市環境基本計画・後
期行動計画」及び「地球温暖化対策実行計画」（計画期間
令和５年度～令和９年度）においてカーボンニュートラルシ
ティ向けた取組を推進する。
・再生可能エネルギーの普及促進及び次世代自動車の
　導入促進に向けた補助事業の検討
・包括連携協定の締結により「ゼロカーボンシティ」実現
　に向けての具体的実施内容の検討

789
福岡県
ふくおかけん

築上町
ちくじょうまち

2022/10/1

2022年10月3日（月）11時より10月の定例記
者会見で豊前記者クラブの記者に対し「築
上町ゼロカーボンシティ宣言」を行い、会見
を行います。

2022年度内に　築上町地球温暖化対策実行計画（事務事
業編）を新規に改訂しなおします。
次年度以降には　築上町地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）をつくり、「2050年までにCO2（二酸化炭素）実質排
出ゼロ」をめざし、町民や事業者とともに「ゼロカーボンシ
ティ」の実現に向けて脱炭素への取り組みを進めます。

790
宮城県
みやぎけん

利府町
りふちょう

2022/10/3
令和４年度利府町功労者表彰式において、
「利府町ゼロカーボンシテイ宣言」を表明

利府町は、文化複合センター「リフノス」の地中熱利用設備
の整備や、町内全ての道路照明灯・防犯灯の完全ＬＥＤ化
などを先駆けて進めており、今後もこれらカーボンニュートラ
ルの取組みをさらに推進し、自然環境を守り、持続可能で
安心して暮らせるまちを将来にわたって次世代に引き継い
でいくための具体的な目標や方向性を示す、利府町地球温
暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、２０５０年までに
町内の二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指すことを表明
する「利府町ゼロカーボンシティ宣言」を行う。

791
栃木県
とちぎけん

佐野市
さのし

2022/10/7
「ゼロカーボンシティさのキックオフイベント」
にて、市長が「2050年度までにCO2排出実
質ゼロ」を表明

・ゼロカーボンへの機運醸成のためのイベントの開催。
・「ＣＯＯＬＣＨＯＩＣＥ」の普及啓発。
・ＺＥＨ化推進のための補助事業の実施。
・市有施設及び市有地への再生可能エネルギーの積極的
導入。
・民間企業と脱炭素に係る協定を締結し、市内企業へのＣＯ
2排出量の可視化の普及啓発、企業保有の広報ネットワー
クを活用した脱炭素を目指す意識の醸成、域内で融通でき
る再生可能エネルギーの普及を図る。
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792
三重県
みえけん

伊勢市
いせし

2022/10/10
「伊勢市環境フェア」において、市長が
「2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロ」を目指すことを表明

再生可能エネルギーの導入促進、脱炭素ライフスタイルの
推進、脱炭素経営の促進、公共施設の脱炭素化、温室効
果ガス吸収源対策について、様々な主体と連携・協力を図
りながら進める。

793
北海道
ほっかいどう

むかわ町
ちょう

2022/10/11
町議会9月定例会において、町長が「2050
年までに二酸化炭素排出量実質ゼロの実
現を目指す」ことを表明。

2018年北海道胆振東部地震で被災したことから、防災対策
先導のまちとして、未来に向けた創造的復興・創生を目指
し。省エネルギーの実践、地域資源を活かした再生可能エ
ネルギーの導入、豊かな森林づくりによる二酸化炭素の吸
収源対策など、積極的な脱炭素対策を図っていくことを目指
す。

794
宮崎県
みやざきけん

三股町
みまたちょう

2022/10/13
2022年10月三股町議会において
「2050年までに二酸化炭素実質排出量ゼ
ロ」を目指す」ことを町長が宣言

・2022年度の「三股町地球温暖化対策実行計画（事務事業
編）」の見直しにおいて、2050年二酸化炭素排出実質ゼロ
を見据えた数値目標を設定し、これまでの取組に加えて、
再生可能エネルギー利活用の積極的な推進を図っていく。
また、今後、「三股町環境基本計画」の改定及び地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）の策定を進め、本町のカー
ボンニュートラルの実現に向けて指針となる計画の整備を
図っていく。
・庁内に組織する、三股町役場地球温暖化対策委員会を軸
に、今後新たな施策を検討してく。

795
埼玉県
さいたまけん

熊谷市
くまがやし

2022/10/28
2022年10月の市長記者会見により、「2050
年までにＣＯ２排出量実質ゼロ」を目指すこ
とを宣言

第２次熊谷市総合振興計画（後期基本計画）において、「脱
炭素社会の実現」を掲げるとともに、第２次熊谷市環境基本
計画（後期基本計画）等において、脱炭素社会の実現に向
けた具体的な施策等を盛り込む予定

796
山形県
やまがたけん

河北町
かほくちょう

2022/10/29

R4.10.29に2050年までに二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指す【河北町「ゼロカーボン
かほく」宣言式を行い、町長が表明した。
引き続き「カーボンニュートラルに関する講
演会」を実施し気運を高めた。

・2023年度改訂予定の「第３次河北町環境基本計画」内に
2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目指すこと、二酸化炭
素実質ゼロを見据えた具体的施策を明記する。
・環境負荷の少ない住宅・暮らしの普及、資源循環型産業・
農業、公共交通、雪対策など地域課題解決につながる脱炭
素を推進するための具体的施策を検討する。

797
長野県
ながのけん

飯島町
いいじままち

2022/10/29

キックオフミーティングを開催し、イベントの
中で町長より、飯島町は2050年二酸化炭素
排出量実質ゼロを目指す「飯島町カーボン
ニュートラル宣言」を表明。

飯島町の森林や水資源などの地域資源を最大限に活用す
ることにより、地域課題の解決と脱炭素社会の実現を目指
す「環境循環ライフ構想」を推進する。これにより再生可能
エネルギーの創出と森林整備によるCO2削減を図る。

798
山形県
やまがたけん

金山町
かねやままち

2022/11/3
金山町長が第65回公民館大会において
2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指
すことを表明する。

・金山町地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業
編）を策定し、脱炭素に向けた取り組みの実践
・ごみの分別・減量化を強化推進
　５Rの推進、紙ごみの減量化、生ごみの減量化
・省エネルギーの取組と健康
・公共施設や事業所、家庭への再生可能エネルギー技術
の積極的な導入
・農業への再生可能エネルギーの活用
・環境教育の実施

799
神奈川県
かながわけん

海老名市
えびなし

2022/11/3

市制施行５１周年式典における式辞にて本
市における「２０５０年ゼロカーボンシティ宣
言」を表明するとともに、市ホームページ上
に「海老名市ゼロカーボンシティ宣言書」を
公開予定。

市民・市内事業者に対し、太陽光発電設備や電気自動車等
の設置・購入費用の補助を行うとともに、市域における現状
を調査・把握した上で、再エネ導入等に関する具体的な施
策を検討し、脱炭素社会へ向けた取組みを加速させる。

800
石川県
いしかわけん

七尾市
ななおし

2022/11/10
令和4年度市議会定例会11月会議の提案
説明理由の説明の中で、「2050年二酸化炭
素排出量実質ゼロを目指す」ことを表明。

・既設公共施設への再エネ設備導入や高効率設備への更
新、公共施設建設の際には省エネタイプの建築の推進、電
気自動車の導入拡大など進め、CO2削減を目指す。
・2023年度で策定する地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）の中で、具体的な施策を検討していく。
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801
東京都
とうきょうと

日野市
ひのし

2022/11/10
日野市環境フェアの中で、市長が2050年二
酸化炭素排出量実質ゼロを目指すこと、”
日野市気候非常事態宣言”を発出。

1.あらゆる機会を利用し、気候危機が非常事態といえる段
階にまで達していることを広く知らせ、認識の共有を図りま
す
2.二酸化炭素に代表される温室効果ガスの排出量削減を
加速化するため、市所有施設における再生可能エネルギー
等の積極的な導入・活用を推進します
3.気候変動について市民・地域で学び考える機会を設け、
諸力融合によって地球温暖化阻止の対策へ挑みます

802
宮城県
みやぎけん

大崎市
おおさきし

2022/11/12

おおさき環境フェア2022において，市長が
市民や事業者，子供たちの立会いのもと，
持続可能な地域としてＳＤＧｓへの貢献と
2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロとする「ゼロカーボンシティ」へチャレンジ
することを宣言した。

持続可能な「宝の国（くに）・大崎」の創造と継承」をテーマ
に，エネルギー利用の効率化と豊かな地域資源の活用によ
る地域循環共生社会の構築に向けて，市民・事業者・市の
協働による取り組みを推進する。
市は，環境教育を始めとした普及啓発や公共施設への再
生可能エネルギーの導入，市民や事業者への再生可能エ
ネルギー等の支援を行っている。

803
千葉県
ちばけん

茂原市
もばらし

2022/11/19
茂原市制施行70周年記念式典にて、市長
が「2050年までに市内の二酸化炭素排出
量実質ゼロ」を目指すことを宣言。

ゼロカーボンシティの実現に向けた取り組みとして
・省エネルギー、再生可能エネルギー設備導入促進
・３R（リデュース・リユース・リサイクル）の推進
・脱炭素ライフスタイル・ビジネススタイルの定着推進
など、従来取り組んできた事業を継続・拡大するとともに、
新たに取り組み可能な施策についても順次取り組んでいく。

804
福島県
ふくしまけん

いわき市
し

2022/11/24

市域の2050年脱炭素社会実現に向け、官
民による推進体制「市脱炭素社会推進パー
トナーシップ会議」を設立し、同組織による
宣言を実施

・いわき市環境基本計画（第三次）及び脱炭素社会実現プ
ラン【ビジョン編】に基づき、地球温暖化による危機に対応
するため、スマートタウンモデル地区推進事業によるスマー
トシティ等への取組みやバッテリバレー推進事業による技
術開発支援や人材育成等の取組み推進など、次世代エネ
ルギー社会の構築や省エネルギーの推進による化石燃料
の削減を進めることより、2050年のカーボンニュートラルを
目指す。

805
東京都
とうきょうと

三鷹市
みたかし

2022/12/1

2050年までに温室効果ガス排出量を実質
ゼロにする「2050年ゼロカーボンシティ」を
目指し、脱炭素社会の実現に向け、地球温
暖化対策を実行していく旨の宣言文を三鷹
市公式ホームページに掲載

・太陽光発電設備や高効率給湯器等の省エネ機器導入等
補助を継続実施し、さらに断熱改修工事の助成を検討し対
象拡大を図るなど、住宅・建築物の省エネを推進する。
・開発事業における指導や助成制度などにより、温暖化対
策設備を含むゼロエネルギーハウスの建築を誘導する。
・2030年には設置可能な公共施設の50％に太陽光発電設
備の導入を目指す。
・公用車やコミュニティバスなど地域交通の脱炭素化を目指
す。

806 山口
やまぐち

県
けん 2022/12/2

山口県環境政策推進本部において、知事
が「ここに山口県として、2050年までに温室
効果ガス排出量の実質ゼロを目指す」と宣
言

改定中の「山口県地球温暖化対策実行計画」に、目指す
2050年の将来像として、「2050年までに温室効果ガス排出
量の実質ゼロを目指す」ことを掲げるとともに、目標や取組・
施策を盛り込む予定

807
青森県
あおもりけん

六ヶ所村
ろっかしょむら

2022/12/2
2022年12月、議会定例会において、2050年
までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指
すことを宣言した。

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に2050年二酸化
炭素実質排出ゼロを目指す旨を記載するとともに、再生可
能エネルギー導入目標を定める。

808
高知県
こうちけん

土佐清水市
とさしみずし

2022/12/5

通年議会における、令和4年12月会議で、
再会日の市長提案理由説明の中で「2050
年二酸化炭素排出実質ゼロ」を目指すこと
を宣言する。
※市ホームページ等で宣言を告知

・脱炭素に関する普及啓発
・売電収入を財源とした脱炭素に向けた現在までの取
　組の継続強化
・公共施設への太陽光発電設備の設置
・地球温暖化対策実行計画（事務事業編）策定及び更
　新（区域施策編策定予定）
・地域新電力会社の設立に向けた近隣自治体との再
　エネ・　省エネ事業等の推進

809
北海道
ほっかいどう

奥尻
おくしり

町
ちょう

2022/12/6

奥尻町議会において、町長が「奥尻町ゼロ
カーボンシティ -2050年二酸化炭素排出量
実質ゼロを目指して-」を宣言。（令和4年第
4回定例会）

地域内の地熱・太陽光・木質バイオマス等の多様な再エネ
資源を活用して島全域の脱炭素化を進めるとともに、離島
におけるエネルギーコストの低減と電力供給の安定化を図
り、町有バスや公用車のEV化、家庭や公共施設などの電
力消費に伴う二酸化炭素排出の実績ゼロを目指す。
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810
福島県
ふくしまけん

柳津町
やないづまち

2022/12/7
令和4年第4回議会定例会の冒頭の、施政
方針の中で、町長が「2050年二酸化炭素排
出実質ゼロ」を目指すことを宣言

・地球温暖化防止実行計画（区域施策編）の策定
・更なる再生可能エネルギー導入と活用
・温室効果ガスの吸収源となる森林環境の整備の継続
・省エネルギー対策の推進
・３Ｒ（リデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、リサイクル
（Recycle））の推進による循環型社会の形成

811
高知県
こうちけん

三原村
みはらむら

2022/12/8
令和４年１２月議会において、村長が「2050
年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ」
を目指すことを宣言

・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、取組の
推進を図る。
・再生可能エネルギーの導入、森林整備による吸収などに
より脱炭素を推進し、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロの
実現を目指す。

812
福岡県
ふくおかけん

広川
ひろかわ

町
まち

2022/12/9
令和4年12月議会の広川町全員協議会に
おいて、町長が「2050年二酸化炭素排出実
質ゼロ」を目指すことを表明

・再生可能エネルギーのさらなる利用拡大
・地域の省エネ推進
・庁舎内、関係施設の省エネ推進
・来年度以降、具体策を検討し、これを踏まえた計画を策定
する方針。

813
北海道
ほっかいどう

平取町
びらとりちょう

2022/12/15

令和4年12月町議会定例会において、町長
が2050年までに温室効果ガス排出量を実
質ゼロにする「平取町ゼロカーボンシティ」
の実現を目指すことを宣言

・2050年ゼロカーボンシティの実現に向けた実行計画を策
定し、目標や具体的な施策等を検討
・温室効果ガスの吸収源となる森林資源の保全整備と循環
利用を図りながら、施設への木質バイオマスや太陽光など
の再生可能エネルギー設備導入を検討
・公用車として電気自動車を導入

814
富山県
とやまけん

上市町
かみいちまち

2022/12/16

2022年12月定例会本会議において、町長
が「脱炭素社会の実現に向けて、2050年ま
でに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする
「ゼロカーボンシティ」に、住民や事業者、行
政が一体となって取り組むこと表明。

再生可能エネルギーを最大限導入するための計画を策定
し、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の改定を行い、
ゼロカーボンシティの実現を目指す。

815
福岡県
ふくおかけん

福津市
ふくつし

2022/12/17

2022年12月17日「第17回環境フォーラムin
ふくつ」において、「2050年までに二酸化炭
素排出量を実質ゼロ」の実現を目指すこと
を宣言

「第3次福津市環境基本計画」内に、ゼロカーボンシティの
考え方を反映する

816
三重県
みえけん

鳥羽市
とばし

2022/12/22

定例記者会見にて、市長が鳥羽市における
２０５０年ゼロカーボンに向けて、市民・事業
者・行政が一体となってチャレンジすること
を表明。

・実践してきた廃棄物の減量・資源化をさらに徹底する。
・自然環境や景観に十分配慮しながら、洋上風力を含め、
地域のポテンシャルを活かしたエネルギーの研究を進める
など、未来を見据えた地産エネルギーの活用に取り組む。
・グリーンカーボン」はもとより、豊かな海に囲まれた本市の
特性を踏まえ、藻場・浅瀬等の海洋生態系における「ブルー
カーボン」への取り組みを進める。

817
熊本県
くまもとけん

山江村
やまえむら

2022/12/23
報道機関へのプレスリリースにて、村長が
2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指
す旨を表明

・豊富な森林資源を利活用した二酸化炭素排出量実質ゼロ
を推進し、森林環境の保全を図る。
・「鎮山親水」の理念のもと令和2年7月豪雨の復興を併せ
て、再生可能エネルギーの地産地消を目指し、災害にも対
応したシステムの構築を図る。

818
埼玉県
さいたまけん

越生
おごせ

町
まち

2022/12/25

山並み連携ゼロカーボンシティ協議会（毛
呂山町・越生町・ときがわ町・東秩父村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」
を目指すことを表明

・森林再生による緑の循環システムの推進
・ゼロカーボンシティ広報活動・環境学習

819
埼玉県
さいたまけん

毛呂山町
もろやままち

2022/12/25

山並み連携ゼロカーボンシティ協議会（毛
呂山町・越生町・ときがわ町・東秩父村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」
を目指すことを表明

・森林再生による緑の循環システムの推進
・ゼロカーボンシティ広報活動・環境学習
・令和5年度に策定予定の「毛呂山町地球温暖化対策実行
計画（区域施策編）」において、具体的な取組施策等を規定
する。

820
埼玉県
さいたまけん

ときがわ町
まち

2022/12/25

山並み連携ゼロカーボンシティ協議会（毛
呂山町・越生町・ときがわ町・東秩父村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」
を目指すことを表明

・森林再生による緑の循環システムの推進
・ゼロカーボンシティ広報活動・環境学習
・ごみ減量化の推進
・再生可能エネルギー利用の推進
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821
埼玉県
さいたまけん

東秩父村
ひがしちちぶむら

2022/12/25

山並み連携ゼロカーボンシティ協議会（毛
呂山町・越生町・ときがわ町・東秩父村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」
を目指すことを表明

・森林再生による緑の循環システムの推進
・ゼロカーボンシティ広報活動・環境学習
・家庭等でのエコスタイルへの転換
・一般住宅への太陽光パネル設置補助、ごみ減量化対策
への補助（コンポスト購入））等の推進・検討

822 愛知県
あいちけん 2022/12/26

「あいち地球温暖化防止戦略2030（改定
版）」を策定し、知事が定例記者会見で、
「2050年までにカーボンニュートラルを目指
す」ことを表明。

2022年12月に策定した「あいち地球温暖化防止戦略2030
（改定版）」に基づき、以下の6つの重点施策を柱として、本
県がこれまで進めてきた「徹底した省エネルギー」と「創エネ
ルギーの導入拡大」を加速するとともに、「愛知発の脱炭素
イノベーションの推進」や「水素利用のさらなる拡大」等によ
り、目標の実現を目指す。
・1 脱炭素プロジェクトの創出・支援
・2 意識改革・行動変容
・3 建築物の脱炭素化の推進
・4 脱炭素型事業活動の促進
・5 ゼロエミッション自動車の普及加速
・6 水素社会の構築

823
兵庫県
ひょうごけん

丹波市
たんばし

2022/12/27
記者会見にて、市長と議長が連名で2050年
までに二酸化炭素排出量を実質ゼロとする
「ゼロカーボンシティ」を目指すことを宣言

市民向けに丹波市ゼロカーボンアクションを作成、周知。
令和５年度、６年度の2ヵ年をかけて、再エネ導入可能性調
査及び丹波市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（仮
称）を策定予定。

824
北海道
ほっかいどう

厚沢部町
あっさぶちょう

2023/1/1
厚沢部町ホームページ内に「二酸化炭素排
出量実質ゼロの達成を目指す」旨の宣言文
を掲載

令和４年９月に「厚沢部町カーボンニュートラルビジョン」を
策定し、地域の特性を最大限活用することで、2030年まで
にカーボンニュートラル、2050年までにマイナスカーボンを
達成するという意欲的な目標を実現するための具体的な施
策やロードマップを検討した。

825
京都府
きょうとふ

南丹市
なんたんし

2023/1/4
南丹市議会との互礼会の中で「2050年温室
効果ガス排出量実質ゼロ」に向け取り組む
ことを表明

・公共施設への更なる再生可能エネルギー設備の導入
・地域の未利用エネルギー（バイオマス等）の活用
・温室効果ガスの吸収作用の強化のため、森林吸収源対策
・行政、市民、事業者が一体となった二酸化炭素排出削減
に向けた取り組み推進

826
岩手県
いわてけん

陸前高田市
りくぜんたかたし

2023/1/5

市広報における市長の年頭あいさつにおい
て、2050年までに二酸化炭素の実質排出
ゼロを目指すゼロカーボンシティとなること
を宣言

・地球環境にやさしいエネルギーを活用したまちづくり
・市民や事業者、市が協力した温室効果ガスの抑制
・森林資源、再生可能エネルギー等の地域資源を地域内で
循環させるための循環型地域づくりの推進

827
群馬県
ぐんまけん

長野原町
ながのはらまち

2023/1/12
2023年1月、長野原町バイオマス産業都市
構想認定に併せて、町長が「ゼロカーボン
シティ」を目指すことを表明。

長野原町バイオマス産業都市構想に基づく各種プロジェクト
と連携を図りながら、脱炭素社会を目指す。また、町独自の
補助金施策である「太陽光発電システム・蓄電池システム
導入補助金」のさらなる普及を進めていく。

828
北海道
ほっかいどう

洞爺湖
とうやこ

町
ちょう

2023/1/13

「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」
を目指すため、町を挙げて「ゼロカーボンシ
ティ」の実現に向け取り組んで行くことを表
明

１．再生可能エネルギー導入の推進
２．省エネルギーの推進
３．脱炭素によるまちづくりの推進
４．循環型社会の形成
５．豊かな自然環境の保全
６．環境意識の向上

829
群馬県
ぐんまけん

富岡市
とみおかし

2023/1/23

定例記者会見の場で、市長が市民・事業者
の皆様とともに、2050年までに二酸化炭素
排出量を実質ゼロとするゼロカーボンシティ
を目指すことを表明

・第3次富岡市環境基本計画にゼロカーボンシティーを目指
すことを明記。
・EV充電器を５基設置
・公共施設への太陽光発電設備の導入計画
・民間事業者とのカーボンニュートラルシティ実現に向けた
包括連携協定の締結

830
茨城県
いばらきけん

稲敷市
いなしきし

2023/1/26
地域新電力会社設立の記者会見におい
て、市長が「2050年までに二酸化炭素の排
出量実質ゼロを目指す」ことを表明。

・「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」「再生可能エネ
ルギー導入計画」の策定
・地域新電力会社と連携し、再生可能エネルギーの有効活
用と地産地消の推進
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831
鳥取県
とっとりけん

三朝町
みささちょう

2023/1/27
令和5年1月臨時議会において、「2050年ま
での二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す
ことを町長が表明

省エネルギー対策、再生可能エネルギーの導入拡大、森林
整備等による二酸化炭素の吸収源対策の推進に加え、
2022年度末に策定予定の「地球温暖化防止計画（区域施
策編）で、ゼロカーボンの実現に向けた施策等を盛り込んで
いく。

832
東京都
とうきょうと

江戸川区
えどがわく

2023/2/3

　令和5年度当初予算プレス発表で、区長
が「カーボン・マイナス」を宣言。
　
　令和4年12月策定「みんなで『いまの生
命』と『みらいの地球』を守る計画（江戸川
区気候変動適応計画）」のなかで、2050年
度までに温室効果ガスの排出量を吸収量
が上回る「カーボン・マイナス」を目標に明
記。

　地球温暖化の防止に向けて、「エコタウンえどがわ推進計
画（第1次：2008～2017年度）（第2次：2018年度～）」のなか
で温室効果ガスの削減目標を設定し、取り組んできた。
　国のカーボン・ニュートラル宣言を踏まえ、既存のエコタウ
ンえどがわ推進計画を包含した気候変動適応計画の策定
に合わせて、2030年度までに５０％削減、2050年度までに
カーボン・マイナスを目標に改定した。
　区民向けに「気候変動に備え、脱炭素を目指す補助金」と
して太陽光発電設備や蓄電池の設置補助、電動自動車な
どの購入助成制度を開始。区内事業者に対しては「えどが
わ脱炭素サイクル」として、セミナーや経営支援に取り組ん
でいく。

833
秋田県
あきたけん

由利本荘市
ゆりほんじょうし

2023/2/8

2023年2月8日定例記者会見において、市
長が「脱炭素社会の実現に向けて、2050年
までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする
「ゼロカーボンシティ」に、市民や事業者等
と一体となって取り組むこと宣言。

・市全域での省エネ推進
・再生可能エネルギー利用の推進
・温室効果ガス吸収のため、森林整備対策の充実
・今後、策定を予定する2050年ゼロカーボンに向けたロード
マップ等にて、具体的な施策等を検討

834
三重県
みえけん

四日市市
よっかいちし

2023/2/10
所信表明において、市長が、「四日市市ゼ
ロカーボンシティ」を目指すことを宣言する。

・家庭並びに事業所での省エネの推進
・再生可能エネルギー利用の推進
・四日市コンビナートと連携したCN化の推進

835
栃木県
とちぎけん

栃木市
とちぎし

2023/2/11
環境イベント「エコライフ㏌とちぎ」において
2050年までに二酸化炭素を実質ゼロにす
る「栃木市ゼロカーボンシティ宣言」を表明

・令和5年度に(仮称)カーボンニュートラル推進課を新設
・第2次環境基本計画の重点的な取り組みに「カーボン
ニュートラルの推進」を位置づけ
・栃木市地球温暖化防止実行計画（区域施策編・事務事業
編）を改訂し、温室効果ガスの排出削減を図る。
・次世代自動車、自転車等の脱炭素型移動手段や公共交
通の活用
・地球温暖化対策に関する活動やイベント開催を推進し、地
球温暖化への理解の促進
・省エネ家電製品への買換えを促進
・木材利用を促進し、森林等の二酸化炭素の吸収源対策を
推進
・再生可能エネルギー導入の推進
・太陽光発電施設等の適正な導入・管理

836
愛知県
あいちけん

碧南市
へきなんし

2023/2/13

定例記者会見にて、「市長施政方針演説の
中で2050年に温室効果ガス排出量を実質
ゼロを目指す」ことを宣言

環境基本計画等に新たな温室効果ガス削
減目標を設定する。

・環境基本計画に新たな温室効果ガス削減目標を設定
・再生可能エネルギー利活用の推進
・脱炭素型のライフスタイル及び事業活動の推進
・市自らも事務事業により発生する温室効果ガス削減を推
進

837
静岡県
しずおかけん

菊川
きくがわ

市
し

2023/2/13
報道機関へのプレスリリースで、2050年ま
でに菊川市の二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロにする旨を表明。

2023年3月に第3次菊川市地球温暖化対策実行計画（事務
事業編）を改定し2030年地球温暖化効果ガス46％削減、
2050年実質ゼロの目標を策定する。また、令和5年度に第1
次菊川市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を新たに
策定するため、令和4年度中から市、市民、市内事業者が
集まり、計3回のワークショップを開催する。ワークショップで
出た意見を反映した計画を策定していく。

838
秋田県
あきたけん

秋田市
あきたし

2023/2/14

秋田市地球温暖化対策実行計画にて、2
03 0年度に温室効果ガス排出量を20 1 3年
度比で50 . 1％削減し、2050年までに温室
効果ガスの排出量を実質ゼロとする。

再生可能エネルギーの最大限の利活用や省エネ機器の普
及促進、廃棄物の発生抑制などの４ つの基本方針を定め、
実効性のある取組を推進する。
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839
北海道
ほっかいどう

北広島市
きたひろしまし

2023/2/14

市政執行方針において、市長が「北広島市
ゼロカーボンシティ」を宣言。
現在改定中の第３次北広島市環境基本計
画において、2050年ゼロカーボンシティを明
記

・一般家庭に対する太陽光発電設備や蓄電池、ペレットス
トーブの設置補助
・市有施設のLED化の推進
・公用車の次世代自動車の入替
・ごみ減量化の推進
・地元企業等との連携した温暖化対策の検討

840
三重県
みえけん

松阪市
まつさかし

2023/2/15

2023年2月15日、令和5年第1回議会定例会
の市長所信表明において、「松阪市ゼロ
カーボンシティ宣言」を表明。また、2月20
日、定例記者会見において「松阪市ゼロ
カーボンビジョン」を公表。

□地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定
□リース方式による公共施設の一括LED化
□PPA方式による公共施設への太陽光発電の導入
□住宅の脱炭素化支援補助金
□中小企業の脱炭素化支援補助金
□水道施設を活用したマイクロ水力発電
□森林整備による吸収系Ｊ-クレジットの創出
□公用車のEV化

841
兵庫県
ひょうごけん

猪名川町
いながわちょう

2023/2/15
「2050年に二酸化炭素（ＣＯ２）の排出量・実
質ゼロを目指す」と町長が表明

来年度以降、地球温暖化対策実行計画を改定し、CO₂排出
実質ゼロに向けた施策を盛り込む方針

842
愛知県
あいちけん

江南市
こうなんし

2023/2/16

令和５年２月１６日（木）の江南市議会令和
５年３月定例会に向けた記者発表におい
て、市長が「2050年温室効果ガス実質ゼ
ロ」を目指す、「江南市ゼロカーボンシティ
宣言」を表明。

・「COOL CHOICE(賢い選択)」の推進。
・資源循環に取組み、EV・PHVの普及促進を目指す、「エコ
シティ江南行動計画」の推進。
・公共施設の照明機器のLED化、再エネ率を考慮した施設
建設の検討。
・住宅用ゼロカーボン推進設備設置の推進。
・環境イベントの開催による、環境に配慮した行動ができる
人づくり。

843
埼玉県
さいたまけん

宮代町
みやしろまち

2023/2/16
令和5年第1回宮代町議会定例会（3月議
会）の町長施政方針演説において「ゼロ
カーボンシティ宣言」を表明

町の事務・事業のみならず、町の区域における温室効果ガ
スの発生抑制に向けた具体的な取組みを推進するため、ま
ずは計画策定を進める。

844
千葉県
ちばけん

流山市
ながれやまし

2023/2/16

令和5年2月1日策定の第4期流山市地球温
暖化対策実行計画（区域施策編）におい
て、目標として「2050年度の二酸化炭素排
出量実質ゼロ」と明記。
あわせて、令和5年2月16日、令和5年流山
市議会第1回定例会の冒頭、市長が市政の
一般報告にて実行計画の策定を報告する
とともに「ゼロカーボンシティ」を表明。

全ての市民や事業者が、それぞれの活動において脱炭素
型のライフスタイルや事業活動を取り入れ、地域そのもの
が二酸化炭素排出量実質ゼロのまちとなる「脱炭素都市な
がれやま」を目指します。
＜重点施策＞
・市民・事業者との協働による省エネルギー生活への転換
の推進
・再生可能エネルギーの活用
・環境負荷の大きい自動車からの転換
・廃棄物の発生抑制と資源循環
・緑地保全と都市緑化による二酸化炭素吸収源対策

845
鹿児島県
かごしまけん

霧島市
きりしまし

2023/2/20

市議会令和５年第１回定例会（３月）及び直
前の定例記者会見において、2050年までに
二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す旨を
宣言する予定。

令和５年度に地域の実情に即した地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）を策定し、令和６年度以降、下記に示す取
組を進め、環境にやさしいまち、災害に強いまち、資源・資
金が好循環するまちを目指す。
・豊富な地域資源を活かした再生可能エネルギーの最大限
導入促進
・次世代自動車普及のための充電・水素インフラ整備
・立地優位性を活かした水素の輸送、貯蔵施設の拠点化
・森林の適切な維持保全による吸収源対策の強化
・ＲＥ100及び水素利用により脱炭素化を目指す企業の支
援、誘致
・災害、停電時に電力を供給できる体制の整備（避難所等
の再エネ設備及び蓄電池の設置、公用車のＥＶ化等）
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846
佐賀県
さがけん

嬉野市
うれしのし

2023/2/21
記者会見において、市長が「二酸化炭素排
出量実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）」を目指
すことを表明。

①市各公共施設の建設においては、再生可能エネルギー
の活用など環境に配慮した設計を目指す。

②市の保有する再生可能エネルギーのポテンシャルを把握
し、今後策定する『再生可能エネルギー導入計画』へ反映
し、脱炭素社会の実現に向けた各施策を検討。

③『嬉野市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)』の見直
し、『同計画の区域施策編』を新たに策定し、再生可能エネ
ルギーの利用促進・省エネルギー強化などの脱炭素に向け
た具体的な取組みを推進。

④３Ｒの推奨によるごみの減量化・分別の更なる推進

847
鹿児島県
かごしまけん

伊佐市
いさし

2023/2/21

2023年2月に市議会定例会において、市長
が「2050年におけるＣＯ２排出量実質ゼロ」
を目指すことを宣言

現在,改定中の「伊佐市環境基本計画」に、
2050年に実質排出ゼロに向けた文言を盛
り込む予定。

・自動車メーカーとのゼロカーボンシティの実現に向けた連
携協定の締結
・公共施設の改修時における省エネルギー化・ZEB化の検
討
・今後は、新たな施策も検討しながら、2050年のCO2実質ゼ
ロを目指す。

848
北海道
ほっかいどう

中頓別町
なかとんべつちょう

2023/2/21

第２期中頓別町環境基本計画に、「2050年
までに二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指
すことを明記。

あわせて、町ホームページに宣言文を公
表。

・再生可能エネルギーの活用拡大（太陽光発電、木質バイ
オマスなど）
・二酸化炭素の吸収源となる森林資源の育成と活用
・省エネルギーの推進（LED化、電気自動車の普及など）

849
長崎県
ながさきけん

雲仙
うんぜん

市
し

2023/2/22

令和５年第１回雲仙市議会定例会における
「令和５年施政方針」の中で、市長が、温室
効果ガスの排出実質ゼロを目指し、再生可
能エネルギーの最大限の活用や省エネル
ギー活動などに、市民・事業者・行政の
「オール雲仙」で取り組むことを宣言。

・2022年11月に「雲仙市脱炭素計画」を策定。
・2023年度に「雲仙市地球温暖化対策実行計画」を改訂し、
2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すことを記載し、
豊富な再エネポテンシャルの最大限の活用等、脱炭素へ向
けた具体的施策を定める予定。

850
兵庫県
ひょうごけん

稲美町
いなみちょう

2023/2/22
令和5年3月定例会の町長施政方針におい
て、町長が2050年までに二酸化炭素の実
質排出ゼロとすることを表明。

・住宅用太陽光発電システム及び住宅用蓄電池の設置費
用に対する補助
・役場庁舎の電力に再エネの環境価値を持つ電力を導入す
る。

851
宮崎県
みやざきけん

日向市
ひゅうがし

2023/2/24

2023年2月24日の市議会３月定例会におけ
る市政の基本方針の中で、市長が、2050年
を目途にCO2排出量を実質ゼロとする目標
を掲げ、地球温暖化対策に取り組む「ゼロ
カーボンシティ」を目指すことを表明。

「ゼロカーボンシティ」を目指し、以下の施策を推進する。
・省エネルギー・省資源の推進
・再生可能エネルギーの導入
・海と陸の二酸化炭素吸収量の維持
・気候変動への適応
・あらゆる主体の意識醸成・行動変容

852
鹿児島県
かごしまけん

西之表市
にしのおもてし

2023/02/24
西之表市議会本会議において、市長が
「「2050年CO２(二酸化炭素）実質排出ゼ
ロ」を目指した取組を推進」と表明

・市内全域で運行するデマンド型乗合タクシーの一部車両
をEV化する実証実験を民間企業と連携して実施。
・産官学連携により、廃油を利用した「新たなバイオディー
ゼル燃料製造」の実証実験を実施。
・脱炭素先行地域を目指す。
・西之表市環境基本計画に「CO2実質排出ゼロ」を盛り込
み、ゼロカーボンシティの実現に向け,計画的に各施策を展
開する。

853
秋田県
あきたけん

男鹿市
おがし

2023/2/24

令和５年３月定例会、市政運営の基本方針
の中で、市長が「2050年までにCO2排出量
を実質ゼロにするゼロカーボンシティを目指
すことを宣言。

令和５年度、2050年CO2排出量実質ゼロ及びその具体策を
盛り込んだ地球温暖化対策実行計画を策定する予定。

854
長崎県
ながさきけん

大村市
おおむらし

2023/2/24

施政方針説明において、「2050年CO2実質
排出ゼロ」を目指すことを宣言するととも
に、令和5年策定の「第三次大村市環境基
本計画(地球温暖化対策実行計画【区域施
策編】を含む)」において、カーボンニュート
ラルを目指すことを明記する。

・省エネルギーの取組
・再生可能エネルギーの利用促進
・ごみの減量化・資源化の取組
・利用しやすい都市・交通環境の整備
・地球温暖化防止の意識向上の取組
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855
長崎県
ながさきけん

諫早市
いさはやし

2023/2/24

令和5年第2回諫早市議会定例会において
令和5年度市政方針の中で、市長が2050年
までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し
「オール諫早」で取り組むことを表明

・令和5年度に、市全域の脱炭素に向けたシナリオや再生
可能エネルギーの導入目標値などを盛り込んだ推進計画を
策定予定
・その後、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定
し、ゼロカーボンシティの実現を目指した取組を推進する

856
東京都
とうきょうと

東村山市
ひがしむらやまし

2023/2/24

令和5年東村山市議会3月定例会におい
て、「市民・事業者と協働し、『2050年までに
温室効果ガス排出量を実質ゼロとするゼロ
カーボンシティの実現に向けて、地域が一
体となって全力で取り組むこと』」を明記した
「東村山市ゼロカーボンシティ宣言」を決議
することで表明。

2023年4月からスタートする「東村山市エネルギービジョン」
にて、市内温室効果ガス排出量を、2030年度に2013度比で
53％削減することを目標値として定め、「2050年までに温室
効果ガス排出量実質ゼロ」の達成を目指すことを明記。
同計画において、目標達成に向け具体的なアクションプラン
を掲げており、6つの分野で取組を推進していく。
（1）再生可能エネルギーの利用拡大
（2）環境負荷の少ない日常生活や事業活動への転換
（3）脱炭素まちづくりの推進
（4）循環型社会の形成
（5）吸収源となるみどりの保全
（6）環境意識の向上

857
愛知県
あいちけん

一宮市
いちのみやし

2023/02/27

令和５年３月定例会の市政運営方針におい
て、市長が「2050年を目途にCO2排出量を
実質ゼロにする目標を掲げ、地球温暖化対
策に取り組む。」と表明する予定

・R5年度に「第３次一宮市環境基本計画」を策定し、その中
で脱炭素社会の実現に取り組むことを明示する。
・R5年度に区域施策編を改訂し、温室効果ガスを2030年度
までに2013年度比で46%削減とし、2050年度には実質ゼロ
を明示する。
・本市が51％出資する地域新電力会社「いちのみや未来エ
ネルギー㈱」の事業利益を活用した再エネ利用の普及拡大
・その他、脱炭素社会の実現に向けた、省エネ、森林吸収
などの各対策に順次取り組む

858
愛知県
あいちけん

岩倉市
いわくらし

2023/2/27

2023年３月定例会の施政方針演説におい
て、市長が「2050年にCO2排出量を実質ゼ
ロにする目標を掲げ、地球温暖化対策に取
り組む。」と表明

2023年3月に第２次岩倉市環境基本計画に内包する形で岩
倉市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定し、
2050年度までにＣＯ2排出量実質ゼロを長期目標として掲げ
る。
主に、
・ＣＯＯＬ　ＣＨＯＩＣＥの促進
・住宅用地球温暖化対策設備の設置促進
・省エネ型家電製品等の利用促進
・次世代自動車の導入促進
・緑のカーテンの設置拡大
・公共施設のＬＥＤ化、再エネ導入
・事業者の取組支援、連携強化
・環境学習の推進
などを中心に、市民・学校・地域・事業者など、様々な主体と
のマルチパートナーシップを構築して取組を進める。

859
広島県
ひろしまけん

福山市
ふくやまし

2023/2/27

2023年（令和5年）2月27日，令和5年3月定
例市議会において，市長が２０５０年までに
温室効果ガス排出量を実質ゼロにする「ゼ
ロカーボンシティ」を宣言

現在改定中の第二次福山市環境基本計画において，市
民，事業者，行政が一体となり，2050年までに温室効果ガ
ス排出量を実質ゼロにすることをめざす。
〇省エネルギーの推進
〇再生可能エネルギーの普及促進
〇地域新電力会社「福山未来エナジー㈱」と連携した，
　 再生可能エネルギーの地産地消の推進
〇カーボンニュートラルポートの形成促進

860
山形県
やまがたけん

舟形町
ふながたまち

2023/2/27

舟形町のホームページ上に2050年までに
二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「舟形
町ゼロカーボンシティ宣言」を掲載
同日、報道機関へプレスリリースを行った。

・「第７次舟形町総合発展計画」の「短期アクションプラン」の
見直しにおいて、2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目指し
た施策や取組みを検討していく。
・環境に優しいエネルギー政策の推進、循環型社会の推進
等について計画・推進していく。

861
石川県
いしかわけん

内灘町
うちなだまち

2023/2/27

令和５年内灘町議会３月会議の提案理由
説明において、町長が2050年までに二酸化
炭素排出量を実質ゼロにする「内灘町ゼロ
カーボンシティ」を宣言

・公共施設のエネルギー使用量の削減に向け、電気照明設
備のLED化を計画的に進める。
・太陽光発電などの新エネルギー・省エネルギーシステム
の設置に対する補助を継続して実施するとともに、省エネ家
電買換促進補助制度を創設し家庭における温室効果ガス
排出量削減を後押しする。
・事業者・町民・行政が、連携・協働のもと各種施策を推進
し、脱炭素社会の実現を目指す。
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862
大阪府
おおさかふ

大東
だいとう

市
し

2023/2/27

市議会において、市長が施政方針で、2023
年度新たに地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）を策定する中で、2050年に温室
効果ガス排出量実質ゼロを掲げることを表
明。

2023年度に「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を新
たに策定する際に、長期目標として2050年の温室効果ガス
排出量実質ゼロを目指し、再生可能エネルギーの活用も含
め、脱炭素社会に向けた取組を盛り込む。

863
東京都
とうきょうと

稲城
いなぎ

市
し

2023/2/27
令和５年第１回稲城市議会定例会における
稲城市長の令和５年度施政方針にて表明

・公共施設における再生可能エネルギーの導入
・公共施設における省エネルギーの取組
・環境問題に関する普及啓発
・カーボンニュートラル推進住宅設備等導入費補助金の交
付

864
北海道
ほっかいどう

岩見沢市
いわみざわし

2023/2/27

令和5年岩見沢市議会第1回定例会の市政
方針で、2050年までにCO2排出量を実質ゼ
ロとする「ゼロカーボンシティ」を目指すこと
を表明。

現在策定を進めている「岩見沢市地球温暖化防止実行計
画（区域施策編）」に、2050年カーボンニュートラルの実現に
向けた施策や取組を盛込む予定。

865
北海道
ほっかいどう

根室市
ねむろし

2023/2/27

市議会において、市長より市政方針表明時
に「本市の持つ独自の自然環境や景観を
未来に繋ぎ、持続可能な地域づくりに地域
全体で取組むため、2050年のCO2（二酸化
炭素）実質排出ゼロを目指す。」と表明

具体的な取組・施策については、今後、地球温暖化対策推
進実行計画（区域施策編）の策定を踏まえて取組む

866
北海道
ほっかいどう

壮瞥町
そうべつちょう

2023/2/27

先人から受け継がれた豊かな自然環境を
次世代へと引き継いでいくため、町民の皆
様や事業者の皆様と一体となって、2050年
までにＣＯ２排出量実質ゼロの実現を目指
すと明記

・古くから水力発電所が整備され、電力供給の一翼を担い、
また、地熱（温泉水）を活用した施設園芸野菜の生産をはじ
め、療養施設などでの二次、三次利用などエネルギーの有
効かつ効率的な活用に取組んでいる。
・今後は、新たな施策を検討し、2050年のＣＯ２排出量実質
ゼロの実現を目指す。

867
高知県
こうちけん

室戸市
むろとし

2023/2/28
令和５年２月定例記者会見において、市長
が「ゼロカーボンシティ」実現に向け取り組
んでいくことを宣言。

①室戸海洋深層水を活かして、海藻の陸上養殖によるブ
ルーカーボン事業への取組み。
②土佐備長炭の原木となるウバメガシのどんぐりから苗を
育て、山に植樹するグリーンカーボンへの取組み。
③公用車へのＥＶ車の導入。
④公共施設への太陽光パネルの導入。
⑤ごみ減量化の推進。

868
石川県
いしかわけん

能美市
のみし

2023/2/28
「2050年に能美市内の二酸化炭素（ＣＯ２）
の排出量実質ゼロを目指す」と市長が議会
で表明。

・「能美市地球温暖化対策実行計画」(策定中)に基づき、
2050年の温室効果ガス排出量実質ゼロを目指し、脱炭素
社会に向けた施策を、市民や企業とともに推進していく。

869
千葉県
ちばけん

酒々井町
しすいまち

2023/2/28
令和５年３月定例会の冒頭において、町長
が「2050年までに温室効果ガス排出量の実
質ゼロ」を目指すことを宣言

2022年度に「酒々井町地球温暖化対策実行計画」の策定を
完了し、2023年度に2050年までに温室効果ガス排出量の
実質ゼロに向けた取り組みを早期に実現するための重点
施策を引き続き検討し具体化する予定。

870
富山県
とやまけん

射水市
いみずし

2023/2/28

2023年3月の市長定例記者会見により、
「2050年までにＣＯ２排出量実質ゼロ」を目
指す、いみず「ゼロカーボンシティ」宣言を
表明

・地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策
定
・公共施設及び未利用市有地等に関する民間提案制度に
よる省エネ・再エネの推進
・公共施設における再生可能エネルギーの率先的な導入及
び調達、電気自動車の導入拡大等
・地域の未利用エネルギー（バイオマス等）の活用の推進
・バイオマスプラスチック材料を使用した燃えるごみ収集指
定袋の導入
・市民、事業者に対し、再生可能エネルギー導入や省エネ
を促進するための事業に補助

871
長野県
ながのけん

小海町
こうみまち

2023/2/28
2022年3月23日に開催したイベントにおいて
町長が「小海町ゼロカーボン構想」を表明。
（環境省へ2023年2月28日に報告）

①憩うまちこうみ事業を基軸とした、関係企業・団体のワー
ケーション等推進 
②再エネ電気や地産地消電気を利用した、クリーンエネル
ギーの推進
③J-クレジットや排出権等をベースに据えた、新規事業展
開
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872
青森県
あおもりけん

風間浦村
かざまうらむら

2023/3/1

令和5年2月22日風間浦村議会全員協議会
において、村長が村民・事業者・行政が一
丸となって「2050年CO₂（二参加炭素）実質
排出ゼロ」を目指す「ゼロカーボンシティ」へ
の挑戦を説明し、3/1に地元記者クラブへ
情報提供すると共に、村HPへ掲載します。

小水力発電などクリーンエネルギーの導入促進、省エネル
ギー対策、森林整備や沿岸での藻場造成によるCO₂吸収な
どにより、村内の二酸化炭素排出量をゼロとする取り組み
を推進します。

873
東京都
とうきょうと

東久留米市
ひがしくるめし

2023/3/1
令和５年第１回市議会の施政方針においい
て、市長が、「2050年ゼロカーボン社会の実
現」を目指すことを表明

省エネルギー化に加え、地域資源としてのグリーン電力、再
生可能エネルギーへの転換や減災レジリエンスとの連動等
を図り、持続可能で強靭性の高いまちを創造していく。ま
た、更なる廃棄物の減量、資源の循環利用にも取り組んで
いく。

874
北海道
ほっかいどう

美唄市
びばいし

2023/3/1

2050年までに二酸化炭素の排出量を実質
ゼロにすることを目指すことをうたった「ゼロ
カーボンシティ美唄市～2050年二酸化炭素
実質排出ゼロを目指して～」の宣言文を市
公式HPにて公開し、3/3の記者懇談会にて
プレスリリースするとともに、令和5年第１回
市議会定例会にて報告する。

市役所等の公共施設の照明設備のLED化、雪の冷熱エネ
ルギーを活用したホワイトデータセンターの事業化

875
三重県
みえけん

木曽岬町
きそさきちょう

2023/3/2

2023年3月の木曽岬町議会において、町長
が2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロにする「ゼロカーボンシティ」を宣言。（環
境省へ2023年3月2日に報告）

・本町に拠点を置く企業には町と連携した脱炭素事業の展
開を要請する．特に町内のCO2排出量の約2割を占めると
推計される食品飲料製造業関連企業については、町と連携
した脱炭素施策の実現を目指す予定。
・今後新たに木曽岬干拓地へ誘致する企業には，再生可能
エネルギーの導入や省エネ施策を促し，環境と産業機能の
併存を推進する予定。
・電気自動車の普及啓発を進め，木曽岬町における脱炭素
社会の実現に向けた温室効果ガスの削減や、電気自動車
普及を通じて自助力，共助力，公助力向上を図るための災
害対策強化等，地域課題の解決を目指す予定。
・防災拠点だけでなく，被災時の備えとして町内一般家庭へ
の再エネ・蓄電池導入支援を行う予定。
・本町西部を流れる木曽川の上流にあたる木曽川流域市町
村との地域間連携を模索する予定。

876
山形県
やまがたけん

大江町
おおえまち

2023/3/2
令和５年３月定例会の町政運営所信におい
て、町長が「2050年までに温室効果ガス排
出量の実質ゼロ」を目指すことを表明

再生可能エネルギーの利用拡大、家庭や事業所、庁舎等
公共施設における省エネ推進を図るとともに、今後、新たな
施策も検討し取り組んでいくことで、2050年のCO2実質ゼロ
を目指す。

877
千葉県
ちばけん

横芝光町
よこしばひかりまち

2023/3/2
横芝光町議会において、町長が「二酸化炭
素排出量実質ゼロ(ゼロカーボンシティよこ
しばひかり」を宣言

・行政、町民、事業者が一体となった二酸化炭素排出量実
質ゼロに向けて、太陽光や風力発電等の自然由来エネル
ギーの活用、省電力の家電製品の使用等による行動様式
の醸成を訴求する。

878
長野県
ながのけん

佐久穂町
さくほまち

2023/3/2
2023年3月2日佐久穂町議会において、佐
久穂町長と佐久穂町議会議長が「2050年
二酸化炭素排出量実質ゼロ」を宣言

地球温暖化に起因する気候変動の影響を最小限にとどめ、
先人から受け継いだ広大な森林と、そこから生み出される
清流に代表されるこの美しい自然環境を未来の子どもたち
に引き継ぐため2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロとする　「カーボンニュートラル」　の実現を目指す。

879
北海道
ほっかいどう

雨竜町
うりゅうちょう

2023/3/2

2023年3月2日定例議会の行政報告におい
て、町長が「2050年までに温室効果ガス排
出量実質ゼロ社会の実現」を目指す宣言を
表明。

調整中

880
北海道
ほっかいどう

深川市
ふかがわし

2023/3/2
令和５年第１回市議会において、市長が施
政方針において、2050年に温室効果ガス排
出量実質ゼロを目指すことを表明。

令和５年に供用開始する新庁舎において、建物の年間一次
エネルギー消費量を削減するZEBの実現を目指し、地球温
暖化対策実行計画の改定を行う。
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881
愛媛県
えひめけん

内子町
うちこちょう

2023/3/3
町議会定例会において、町長が、2050年ま
でに「ゼロカーボンシティうちこ」を目指すこ
とを表明

2023年3月策定の脱炭素戦略に基づき、再エネ地産地消に
よる地域経済活性化をテーマに、林業振興や「町並み・村
並み・山並み」を持続する再エネ導入等により、脱炭素化と
循環型社会の構築を目指す。

882
島根県
しまねけん

飯南町
いいなんちょう

2023/3/3

SNS及び町HPにおいて、町長が「2050年ま
でにCO2排出量実質ゼロ」を宣言
報道機関には上記のとおり「宣言」した旨の
プレスリリースを実施

2023年度策定予定の「飯南町地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」に2050年までに二酸化炭素排出量の実質
ゼロに向けた取組の方向性を示す。
COOL CHOICE、J－クレジット制度の推進について、継続し
て取り組む。

883
北海道
ほっかいどう

浦臼
うらうす

町
ちょう

2023/3/3

2023年3月3日開催第１回議会定例会にお
いて、町長が令和５年度町政執行方針の中
で「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼ
ロとするゼロカーボンシティ」を目指すことを
表明。

『できることからコツコツと』をテーマに、庁舎・街灯のＬＥＤ化
や家庭用廃油の回収など身近にできることを実施する。

884
北海道
ほっかいどう

森町
もりまち

2023/3/3

令和５年第１回森町議会３月会議の「令和５
年度町政執行方針」において、町長が２０５
０年までに二酸化炭素排出量実質ゼロとす
る「ゼロカーボンシティ」を目指すと表明。

脱炭素社会の実現に向けて、二酸化炭素の人為的排出と
吸収の均衡を達成させるための様々な施策を展開。①Ｊ-ク
レジット制度を活用した持続可能な森林経営。②水産業に
おける未利用バイオマスの新たな利活用並びに藻場の回
復に向けたブルーカーボン生態系の保全と拡大。③再生可
能エネルギーの普及促進。④ゴミの減量化や再資源化の
促進。⑤「地球温暖化対策実行計画」の着実な遂行。

885
宮城県
みやぎけん

川崎町
かわさきまち

2023/3/6

2023年3月6日川崎町議会定例会におい
て、令和５年度施政方針の中で、町長が
2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ
「ゼロカーボンシティ」を目指すことを表明・
宣言した。(2023年3月3日環境省へ報告）

令和４年度の第３次川崎町地球温暖化対策実行計画見直
しに合わせ、2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを目指すこ
とを長期目標とし、公共施設の断熱化や再生可能エネル
ギーの普及促進及び家庭での省エネルギー化の啓発活動
など、取り組みについて検討する。

886
北海道
ほっかいどう

松前町
まつまえちょう

2023/3/6
令和５年３月町議会において、町長が
「2050年ＣＯ₂実質排出ゼロ」を目指すことを
宣言

「松前町総合計画後期基本計画（Ｒ5－Ｒ9）」、令和4年度に
策定した、持続可能な松前町の実現に向けた具体的取り組
みの施策を登載する「松前町スマート・シュリンクＳＸビジョン
（Ｒ4－Ｒ14）」、松前町の脱炭素化へ向けた取組み等を登
載する「松前町脱炭素ロードマップ（Ｒ4-Ｒ32）において、再
生可能エネルギーの導入及び脱炭素化へ向けた具体的事
業を登載
今後、地域エネルギー会社の設立を中心に据え、松前町全
域への再エネ由来の電気の送電によるＲＥ１００まつまえを
目指す。

887
北海道
ほっかいどう

浜頓別町
はまとんべつちょう

2023/3/6
町議会第１回定例会町政執行方針におい
て、 町長が「２０５０年までに二酸化炭素の
排出量実質ゼロを目指す」ことを表明

自然環境と調和した快適で住みよいまちづくりを実現するた
め、更なる省エネルギー対策や再生可能エネルギーの追
求、森林整備促進等による二酸化炭素吸収効果対策を推
進し、町民や事業者とともに2050年までに二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指す。

888
北海道
ほっかいどう

由仁町
ゆにちょう

2023/3/6
2050年までに温室効果ガス排出量を実質
ゼロとすることを、3/6開会予定の１定町議
会本会議において宣言する。

町民、事業者、行政それぞれが脱炭素に向けた取組みを進
めることが大切であることを明記し、宣言後において普及啓
もうや既取組の継続、新たな取組について検討する。
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889
愛媛県
えひめけん

久万高原町
くまこうげんちょう

2023/3/7

令和５年３月７日から開催した町議会にて、
既にゼロカーボンシティーであることをここ
に宣言をし、カーボンニュートラルの継続に
向け取り組むことを宣言

・地球温暖化実行計画（区域施策編）を令和７年３月下旬ま
でに策定する。
【令和４年度】
○再生可能エネルギー導入目標の策定
○公共施設等への太陽光発電設備等の導入調査
○太陽光発電設備等設置に係る第三者所有モデル活用促
進支援委託業務のモデル自治体
【令和５年度（予定）】
○再エネ促進区域の設定等に向けたゾーニング等の合意
形成
○総務省：地域経済循環創造事業交付金
（分散型エネルギーインフラプロジェクト（マスタープラン策
定事業）に関する事業）
○条件が整い次第、脱炭素先行地域へ応募

890
北海道
ほっかいどう

音威子府村
おといねっぷむら

2023/3/7
音威子府村議会第１回定例会の行政報告
にて首長から「2050年におけるＣＯ２排出量
実質ゼロ」を目指すことを宣言

・公共施設・公共物の省エネ推進
　（施設照明及び街灯のLED化、エコカーの導入）
・地域のごみの減量化及び省エネ推進
（バイオマスプラスチックを使用したごみ袋の推進、ごみ分
別の徹底）

891
北海道
ほっかいどう

砂川市
すながわし

2023/3/7
令和５年第１回砂川市議会定例会におい
て、市長がゼロカーボンシティ宣言をするこ
とを表明。

公共施設照明や防犯灯、商業街路灯のLED化を計画的に
実施し、市庁舎空調設備へのヒートポンプ導入、住宅用太
陽光発電システムへの助成等の取り組みを実施してきた。
今後も引き続き、カーボンニュートラルの実現を目指した取
り組みや施策を実施していく。
・省エネルギーの推進
　　公共施設照明設備、道路照明を計画的にLED化
　　駅前地区整備施設への電気式ヒートポンプエアコン、
　　全熱交換式換気扇導入
・再生可能エネルギーの利用促進
　　住宅用太陽光発電システム導入に対する助成
　　駅前地区整備施設への太陽光発電システム導入

892
北海道
ほっかいどう

小清水町
こしみずちょう

2023/3/7

令和5年第1回町議会定例会の「令和５年度
町政執行方針」において、温室効果ガスの
排出量を可能な限り抑制し、持続可能な地
域社会の実現に向けて「ゼロカーボンシ
ティ」を目指すことを宣言

小清水町の豊かな自然がもたらす恩恵を確実に未来に引
き継ぐためにも、2023年2月に策定した「こしみずゼロカーボ
ンシティ戦略」に基づき、町民・事業者の皆さまからご協力
いただきながら、さまざまな主体と連携し、自然と共生した
脱炭素のまちづくりに取り組み、2050年までにカーボン
ニュートラルの実現をめざす。

893
北海道
ほっかいどう

標津町
しべつちょう

2023/3/7

町議会行政報告にて、2050年までに本町
の二酸化炭素排出量を実質ゼロにする「ゼ
ロカーボンシティ」の実現に向け、脱炭素化
に向けた取組みを積極的に進めていく旨表
明。

国などが行っている地熱開発調査の支援の継続、太陽光
条例による太陽光発電施設の適正な設置管理の推進、公
共施設の照明LED化、近隣町や関係団体との連携による河
川や森林環境の保全など、二酸化炭素の排出抑制と緩和
策により脱炭素化を進める。

894
北海道
ほっかいどう

陸別
りくべつ

町
ちょう

2023/3/7
陸別町議会において、町長が「2050年二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指す」と宣言

省エネルギー・再生可能エネルギーの利活用と森林整備に
よる二酸化炭素吸収源対策を通じて脱炭素社会を目指す。

895
広島県
ひろしまけん

呉市
くれし

2023/3/8

「第３次呉市環境基本計画」において，2050
年度の温室効果ガス排出量の実質ゼロを
目指すことを表明

※「第３次呉市環境基本計画」は，「呉市地
球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務
事業編）」を内包する。

令和５年３月策定の「第３次呉市環境基本計画」において，
気候変動への対応に係る主な取組として，以下の４項目を
掲げ，目標の実現を目指す。
・省エネルギー対策の推進
・再生可能エネルギーの導入促進
・多様な手法による地球温暖化対策の推進
・気候変動影響への適応

896
北海道
ほっかいどう

上砂川町
かみすながわちょう

2023/3/8
令和５年第１回上砂川町議会定例会の町
政執行方針において、「ゼロカーボンシ
ティ」を宣言

2023年度中に地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を改
訂、新たに地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定
し、施策や取組について盛込む予定。
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897
北海道
ほっかいどう

南幌町
なんぽろちょう

2023/3/8
令和５年３月南幌町議会定例会において、
町長が「2050年までに二酸化炭素排出量
実質ゼロの実現を目指す」ことを表明。

令和５年３月改定の「第４次南幌町地球温暖化対策実行計
画（事務事業編）」に基づき、公共施設のLED等の高効率照
明への更新や再生可能エネルギーを利用した設備の導入
を積極的に検討し、温室効果ガス排出量を2030年に2013年
比で50％削減、2050年には実質ゼロとすることを目指す。

898
高知県
こうちけん

大月町
おおつきちょう

2023/3/9
定例議会において、町長が2050年までに二
酸化炭素排出量実質ゼロを目指すと表明

今後、脱炭素化に向けた具体策を盛り込んだ計画を策定予
定。

899
静岡県
しずおかけん

下田市
しもだし

2023/3/9

令和５年３月６日施政方針にて、市長が「下
田市ゼロカーボンシティ宣言」を表明

第２次下田市環境基本計画において、「地
球温暖化対策実行計画」を策定（環境省へ
2023年3月9日に報告）

・2022年からの10年計画である第２次下田市環境基本計画
中「地球温暖化対策実行計画(区域施策編)」を策定し、温室
効果ガス排出削減目標を定め、その実現のための各施策
に取り組む。
・下田市の公共施設と電力需給業務提携しているガス会社
と「SDGsとカーボンニュートラルを先導し持続可能なまちづ
くりの推進に関する連携協定」を締結し、公共施設の脱炭素
化に向けた取組みを強化
・太陽光発電システム設置や生ごみ処理機器購入への補
助金事業等により、脱炭素化を推奨

900
北海道
ほっかいどう

芦別
あしべつ

市
し

2023/3/9

2023年3月9日定例市議会にて、令和5年度
市政執行方針により、市長が「2050年まで
に二酸化炭素の実質排出量ゼロに向けて
果敢に取り組む」ことを表明

2014年から地域の林地残材を活用した木質バイオマスを原
料とする木質チップボイラーの健民センター施設群への導
入のほか、年次計画による各公共施設をはじめ街路灯、公
園灯のLED化や太陽光発電設備の設置など脱炭素化への
取り組みを進めておりますが、これらの取り組みとともに、
国や北海道、近隣自治体等との連携を深め、市民並びに各
事業者・団体の皆様のご協力を仰ぎながら地域一体となっ
て、このかけがえのない自然豊かな住みよきまちを、さらに
よりよいまちにして、次代へ引き継ぐため、本市としては、再
生可能エネルギーの導入拡大や、省エネの推進、循環型社
会の形成に鋭意努めつつ、2050年までに二酸化炭素の実
質排出量ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」の実現に向
け、挑戦する

901
北海道
ほっかいどう

置戸町
おけとちょう

2023/3/9

令和５年３月定例町議会の町政執行方針
において、町長が二酸化炭素排出量実質
ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」」を宣
言。

令和５年度中に再生可能エネルギーの導入促進を中心とし
た脱炭素社会の実現に向けた具体的な戦略を策定する予
定。

902
北海道
ほっかいどう

別
べつ

海
かい

町
ちょう

2023/3/9

令和５年議会第１回定例会において、町長
が町政執行方針で、2050年までにCO2排出
量を実質ゼロにする目標に向けて更なる取
組を推進することを表明。

「別海町地球温暖化対策実行計画（2019年４月策定）」にお
いて、温室効果ガス排出量を2030年度までに2013年度比で
21％削減する目標を掲げ、省エネルギー化の推進等に取り
組んでいる。
2023年度に、取組の基準とする「別海町地球温暖化防止実
行計画」の見直しを行い、より具体的な指針を定める予定。

903
北海道
ほっかいどう

幌延町
ほろのべちょう

2023/3/9
2023年3月9日、町議会定例会において、町
長が「2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロ」を目指すことを宣言。

風力発電など再生可能エネルギーの推進、既存公共施設
の省エネ化、電気自動車導入促進等をはじめ、今後は新規
施設のZEB化や町民及び町内事業者に対する省エネ化促
進に向けた取組みや施策を検討

904
北海道
ほっかいどう

利尻町
りしりちょう

2023/3/9

２０２３年３月８日開会の令和５年第１回議
会定例会において町長の町政執行方針の
中で宣言をした。
また、利尻町・利尻富士町・礼文町との共
同宣言日は３月９日に統一した。

・利尻町地球温暖化対策実行計画を改定予定（令和５年
度）
・脱炭素推進計画を策定（令和５年度）
・EV充電設備を設置予定（令和５年度）
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905
北海道
ほっかいどう

利尻富士町
りしりふじちょう

2023/3/9

町議会定例会3月会議初日の町長による
「町政執行方針」において、利尻町・礼文町
との3町共同により、2050年までに二酸化
炭素排出量実質ゼロを目指すことを表明。
議員に対し、利礼3町による共同宣言書を
配布。

・来年の国立公園指定50年を目前に控え、豊かな自然を子
どもたちや未来へ引き継ぐため、温暖化対策に積極的に取
り組む。
・温暖化対策実行計画を策定し、町にふさわしい削減目標
を設定し町民に示す。
・ブランド品である利尻コンブに象徴される豊かな藻場を活
用したブルーカーボンの取組に注力する。

906
北海道
ほっかいどう

礼文町
れぶんちょう

2023/3/9
利尻町・利尻富士町・礼文町の3町で共同
宣言書を作成し、各町の議会において町長
がゼロカーボンシティを宣言。

２０５０年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し、「カー
ボンニュートラルに向けた取組」について、３町一体となって
推進していく。

907
北海道
ほっかいどう

豊富町
とよとみちょう

2023/3/10

2023年3月定例会において、町長が「2050
年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目
指し、取り組みを進めることを宣言。町ホー
ムページにおいても宣言文を掲載

調整中

908
広島県
ひろしまけん

府中町
ふちゅうちょう

2023/3/13

令和5年3月定例会の町長施政方針におい
て、町長が「美しく恵み豊かな地球環境を次
世代に継承するため、2050年までに温室効
果ガス排出量を実質ゼロにするゼロカーボ
ンシティの実現を目指す」ことを宣言

令和5年6月に改定予定の「府中町第2次環境基本計画」
に、2050年温室効果ガス排出実質ゼロを見据えた数値目
標を設定。
・省エネルギー対策の推進
・再生可能エネルギーの導入促進
・脱炭素社会の実現に向けた公共の率先した実行
を取り組みの柱とし、様々な施策を展開する。

909
北海道
ほっかいどう

北斗市
ほくとし

2023/3/15
2023年3月の市長臨時記者会見にて、「ゼ
ロカーボンシティ」を目指しその努力を積み
重ねることを表明。

・市単独事業の太陽光発電設備設置補助金の拡充

・公共施設の省エネルギー対策や住居の新エネルギー促
進に係る予算計上

・市有林の整備を継続

・私有林整備に関する市の支援を継続

・小学校の総合学習での木育活動を通じ、温室効果ガスの
削減等について学ぶ

・現在策定中の地球温暖化対策（事務事業編）にて
対策・施策を盛り込む。（令和5年5月策定予定）

910
栃木県
とちぎけん

上三川町
かみのかわまち

2023/3/16
2023年3月上三川町議会定例会にて、町長
が「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロを
目指す」ことを表明。

・今後改定予定の地球温暖化対策実行計画等の計画に
「2050年に二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す」ことを盛り
込むとともに、取組の方向性を計画に示す。
・令和５年度予算に家庭用の蓄電池及び電気自動車の導
入補助事業の予算を計上。

911
秋田県
あきたけん

三種町
みたねちょう

2023/3/17
2023年3月の三種町議会で「2050ゼロカー
ボンシティ」を宣言

・令和5年度で地球温暖化実行計画（区域施策編）を策定す
る。
・令和5年度で脱炭素推進体制の構築、CO2排出量の基礎
調査、CO2削減目標の設定、具体的な施策を検討する。

912
北海道
ほっかいどう

栗山町
くりやまちょう

2023/3/17
令和5年議会定例会3月定例会議におい
て、町長が「ゼロカーボンシティ」宣言（環境
省へ2023年3月17日に報告）

2023年度に予定している「地球温暖化実行計画（区域施策
編」の策定において、脱炭素社会を見据えた長期的な視点
を踏まえ、取組の方向性や推進方策を検討

913
北海道
ほっかいどう

中標津町
なかしべつちょう

2023/3/17

中標津町のホームページ上に「ゼロカーボ
ンシティ宣言」について掲載、町公式ツイッ
ター、フェイスブック、ＬＩＮＥにより周知。報
道機関へ情報提供

現状、全国初のJ-クレジットの取得や、環境基本条例の策
定、それに基づく環境基本計画を策定し、地球温暖化対策
について記述。今後、街灯や公有施設などの照明LED化工
事を広範囲で実施予定。
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914
埼玉県
さいたまけん

鶴ヶ島市
つるがしまし

2023/3/20

2023年3月20日令和5年第１回鶴ヶ島市議
会定例会修了後、議場において、市長が
「2050年までに温室効果ガス排出量実質ゼ
ロ」をの宣言。

再生可能エネルギーを軸として、脱炭素社会の実現に向け
た取組みを加速させ、幅広い分野での総合的な取組を展開
する。
・地域企業と共同し、再生可能エネルギーの地産地消の推
進。　
　　
　　
　　
　　

915
新潟県
にいがたけん

加茂市
かもし

2023/3/20

加茂市ホームページ上で、2050年までに
CO2排出量実質ゼロの実現に向けてチャレ
ンジする「加茂市ゼロカーボンシティ宣言」
を表明。

今後、策定の「加茂市環境基本計画」に、市民・事業者・行
政が一体となって地球温暖化防止対策に取り組む内容を盛
り込む。

916 埼玉県
さいたまけん 2023/3/22

埼玉県地球温暖化対策実行計画において
目指すべき将来像として「カーボンニュート
ラルが実現し、気候変動に適応した持続可
能な埼玉」を掲げ、実現時期を2050年と明
記。また、知事定例会見において、知事が
2050年カーボンニュートラルを表明。

・埼玉県地球温暖化対策計画に基づき、需要側における各
種削減対策を進める。
・主に全国に先駆けて実施している目標設定型排出量取引
制度の運用を進めるとともに、埼玉県地球温暖化対策条例
に基づく家電製品省エネ情報提供制度の推進、住宅の省エ
ネ化等を進める。
・各施策の効果を検証しつつ、必要に応じて新たな施策を
実施しながら、2050年のCO2実質ゼロを目指す。

917
宮崎県
みやざきけん

都城市
みやこのじょうし

2023/3/23

都城市ゼロカーボンシティ宣言
～ゼロカーボンシティ都城(みやこんじょ)
チャレンジ2050～

定例記者会見の場で、市長が「2050年温室
効果ガス実質排出ゼロ」を宣言

R5.2に策定した都城市カーボンニュートラル
推進計画に記載
R5.4公表予定としている「第２次都城市環
境基本計画」にも記載予定

○温室効果ガス排出削減目標
・中期目標：2030年温室効果ガス排出量2013年度比52％減
・長期目標：2050年温室効果ガス排出量”実質ゼロ”

　当市は、地域経済と脱炭素化の両立を図るとともに、２年
連続で市町村別農業産出額全国１位となった農林畜産業を
核としたカーボンニュートラルモデルの構築及び官民連携
による太陽光発電設備の導入促進等に取り組んでいきま
す。
　2050年までの脱炭素社会を実現するため、市民・事業者・
行政が一体となって、全力でチャレンジしていきます。

918
埼玉県
さいたまけん

加須市
かぞし

2023/3/23

〇「加須市ゼロカーボンシティ宣言」を都市
宣言と位置づけ、令和5年第1回加須市議
会定例会において、当該宣言をすることに
ついて議決を得て、令和5年3月23日に行わ
れる「令和4年度加須市民の日記念式典」
内において、市長が「加須市ゼロカーボン
シティ宣言」を表明予定
〇令和5年3月策定の『加須市地球温暖化
防止実行計画（区域施策編）ゼロカーボン
シティ「かぞ戦略」』において、具体的な取
組として「ゼロカーボンシティ宣言」を明記

〇加須市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）ゼロカー
ボンシティ「かぞ戦略」（令和5年3月策定）に基づき、具体的
な取組等を推進していく。
【基本方針】
Ⅰ「市民、事業者及び行政の協働による二酸化炭素排出量
削減を推進する。」
Ⅱ「再生可能エネルギーの最大限活用を促進する。」
【基本施策】
①省資源・省エネルギー対策の推進②温室効果ガスの吸
収源対策③自転車利用の促進④再生可能エネルギーの促
進⑤環境にやさしい自動車利用等の促進⑥気候変動への
対応

919
埼玉県
さいたまけん

上里町
かみさとまち

2023/3/23

令和５年第１回上里町議会定例会におい
て、町長が、2050年までに本町における二
酸化炭素排出量実質ゼロにする「ゼロカー
ボンシティ」を目指すことを宣言した。

・上里町環境基本計画の中で定めた「地球温暖化対策実行
計画」に基づいた、脱炭素の推進
・公共施設の省エネルギー化、再生可能エネルギー利用の
推進
・公共施設更新時のZEB化推進
・プラスチック製品リサイクル回収の実験的実施
・町民への周知・啓発の強化、協働の取組推進
・事業者との連携、協働による脱炭素の取組推進
・脱炭素の取組の見える化検討

920
神奈川県
かながわけん

大磯町
おおいそまち

2023/3/23
大磯町のホームページ上に、二酸化炭素
排出量を実質ゼロにすることを目指す宣言
文を掲載

令和５年３月に改定する「大磯町環境基本計画」（地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）を包含）に基づき、太陽光発
電等の再生可能エネルギーの利用や「COOL CHOICE」に
よる省エネルギーの推進等に取り組む。
今後は、2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにす
ることを目指し、新たな施策等を検討していく。
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921
長野県
ながのけん

安曇野
あずみの

市
し

2023/3/23
第２次安曇野市地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）の中で、ゼロカーボンシティ
「安曇野」ロードマップを明記している。

●太陽光・水力・バイオマス（生物資源）などにより、エネル
ギーを自給自足化します。
●建物や機器などの省エネルギー化を進めます。
●化石燃料に頼らない交通手段を選択し、環境負荷の少な
い持続可能な暮らしに転換します。
●温室効果ガスの吸収と排出の調和がとれた地域づくりの
ため、自然環境の保全に努めます。

922
北海道
ほっかいどう

新得町
しんとくちょう

2023/3/23

2023年3月定例会において、町長が「豊か
な自然環境の維持と、経済社会の発展、こ
の両輪のバランスを取り、将来の世代が安
全で快適に暮らせる、持続可能な社会を実
現するため、2050年までに二酸化炭素排出
量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」
の実現を目指す」ことを表明。

・環境基本計画・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）・
気候変動適応計画を策定し、取組を推進する。

923
埼玉県
さいたまけん

滑川町
なめがわまち

2023/3/24

令和５年３月開催の定例議会において、、
「2050年までに二酸化炭素の排出量実質
ゼロを目指す」ことを町長、議長が連名で宣
言。（環境省へ2023年3月24日に報告）

気候変動の危機的状況を自らの問題として認識し、ひとり
一人が強い危機感を持ち、町民・事業者・行政が一体とな
り、２０５０年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す

924
静岡県
しずおかけん

伊東市
いとうし

2023/3/24

第三次伊東市環境基本計画及び伊東市地
球温暖化対策実行計画（区域施策編）にお
いて、「２０５０年度までに二酸化炭素排出
実質ゼロ」とする目標とし、伊東市「ゼロ
カーボンシティ」宣言を掲載している。

・再生可能エネルギーの利用促進
・省エネルギー型の設備・機器等の利用促進
・次世代自動車の普及促進
・循環型社会の構築
・地球温暖化に関する環境教育の推進

925
兵庫県
ひょうごけん

伊丹市
いたみし

2023/3/24
令和5年第1回伊丹市議会定例会にて「伊
丹市ゼロカーボンシティ宣言」を都市宣言と
して決議。

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、市域および市
事務事業から排出される温室効果ガスを2030年度に2013
年度比で48％削減する目標を掲げ、以下の5つの方向性に
基づき、実効性ある取組を推進する。
＜取組の方向性＞
①省エネの普及拡大
②創エネ蓄エネの普及拡大
③移動手段の脱炭素化
④使用電気の脱炭素化
⑤環境価値の創造

926
佐賀県
さがけん

唐津市
からつし

2023/3/27

定例記者会見で市長が「2050年ゼロカーボ
ンシティ」目指すと表明。

第2次唐津市環境基本計画（改訂版）の中
に唐津市地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）を内包し、その中で、2030年度まで
に市域からの温室効果ガス排出量を2013
年度比50％の削減を目指し、2050年には
温室効果ガス排出量を実質ゼロ（カーボン
ニュートラル）を目指すと明記。

（1）再生可能エネルギーなどの導入促進
地域特性に合った再エネの導入と100％再エネ（RE100）の
実現を目指し、地域エネルギー会社など電気事業者との連
携による地域経済の活性化を図る。また、水素や海洋エネ
ルギーなど新エネルギー技術の推進とそうしたセミナー等
の開催による理解促進を図る。

（2）省エネルギー型設備・脱炭素型ライフスタイルの推進
更なる省エネ化やZEB・ZEHの推進を図る。

（3）脱炭素型のまちづくり
石油由来のエネルギーから脱炭素型のまちづくりを推進
し、電気自動車など次世代自動車の導入（公用車含む）促
進を図る。一方で自然の保護と管理によるCO₂吸収源の確
保に取り組む。

（4）ごみの減量・リサイクルの推進
食品ロス対策としてフードドライブや「てまえどり」などを実施
し、さらに、海洋プラスチック対策として海岸線等に「拾い
箱」の設置を進める。また、ごみ（廃プラ含む）の減量化と再
資源化とコンポストなどへの補助事業の実施。
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927
大阪府
おおさかふ

田尻町
たじりちょう

2023/3/27

令和５年３月議会における、令和５年度施
政方針にて表明を行う。
田尻町地球温暖化対策実行計画（事務事
業）に基づく公共施設のＬＥＤ化の推進等を
実施し、将来にわたり、官民一体となって、
二酸化炭素の排出削減に取り組む。（環境
省へ2023年3月27日に報告）

・公共施設の省エネ化、新築施設の省エネ・創エネ化の推
進
・住民に会する省エネ創エネ関連の補助金の具体的検討

928
新潟県
にいがたけん

上越市
じょうえつし

2023/3/28

市長定例記者会見前の表明式において、
市長と市議会議長が2050年までにカーボン
ニュートラルの実現を目指すゼロカーボン
シティを共同表明

　「上越市第2次地球温暖化対策実行計画」に基づき、脱炭
素社会プロジェクトとして、2050年カーボンニュートラルの実
現に向け、市民・事業者・行政が一体となった取組を推進

・公共施設への太陽光発電設備の設置や庁用自動車の電
動化など市による脱炭素化の率先実行
・事業者による脱炭素経営の促進に向けた支援や、産業界
との連携体制の構築
・家庭への太陽光発電や省エネ住宅の普及促進に向けた
支援や、民間事業者等との連携による取組
・地球温暖化問題や持続可能な社会の形成に向けた環境
学習や啓発の推進
・脱炭素地域づくりモデルの構築や、水素エネルギー等次
世代エネルギーの調査・研究

929
静岡県
しずおかけん

掛川市
かけがわし

2023/3/28

令和４年度に改定した第３期掛川市地球温
暖化対策実行計画（区域施策編）におい
て、「2050年カーボンニュートラル」を目指す
ことを明記し、市ＨＰにて公開。（環境省へ
2023年3月28日に報告）

令和４年度に改定した第３期掛川市温暖化対策実行計画
（区域施策編）では、市・市民・事業者が一体となって脱炭
素に取り組む「脱炭素型ライフスタイル転換プロジェクト」と
地域新電力「かけがわ報徳パワー㈱」を主軸に環境にやさ
しいまちづくりを目指す「掛川版地域循環共生圏プロジェク
ト」の２つを重点プロジェクトに定め、2050年カーボンニュー
トラルの実現を目指す。

930
滋賀県
しがけん

彦根市
ひこねし

2023/3/29

令和5年3月策定の「彦根市地球温暖化対
策実行計画(区域施策編)」において、「2050
年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を記載し、
計画の公表に合わせて、ゼロカーボンシ
ティを目指すことを表明。

低炭素社会を実現するため、平成20年7月7日に彦根市低
炭素社会構築都市宣言を実施。
令和5年3月策定の彦根市地球温暖化対策実行計画(区域
施策編)に、「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す
ための中長期的な取組を記載し、市民や事業者等と地球温
暖化問題の課題を共有し、省エネ等の対策を推進する。

931
岐阜県
ぎふけん

海津市
かいづし

2023/3/30

令和5年第1回定例会において、宣言する
旨を報告。また、海津市第3次環境基本計
画（包含計画：海津市地球温暖化対策実行
計画）を策定し、目標として2050年までに二
酸化炭素排出量実質ゼロを目指すことを明
記。その上で、「ゼロカーボンシティかいづ
宣言」を市長が表明。
同日、ホームページ上に宣言について掲載
を行うとともに報道機関へプレスリリース。

海津市第3次環境基本計画（包含計画：海津市地球温暖化
対策実行計画）に基づき二酸化炭素排出実現ゼロに向け、
市民や事業者と一体となって取組を進める。
（主な取組内容）
・太陽光発電設備、蓄電池の導入補助
・再生可能エネルギーを活用した取組への支援
・公共施設への再生可能エネルギー導入・利用促進
・ＢＤＦ製造及び利活用への支援
・省エネルギーの普及促進（緑のカーテン、クールビズ・
ウォームビズなど）
・公共交通の利便性向上、エコドライブの普及啓発
・資源循環の促進（ごみ減量、再利用や再生利用といった５
Ｒの推進）

932
北海道
ほっかいどう

猿払村
さるふつむら

2023/3/30
猿払村ホームページ上で「二酸化炭素排出
量を実質ゼロを目指す」宣言文を掲載

・第３期猿払村地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に
おいて、「2050 年ＣＯ2(二酸化炭素)実質排出ゼロ」を目指
すことを明記。
・猿払村新エネ・省エネ設備等導入促進補助制度等を
活用し、太陽光発電設備、省エネ給湯機及びLED 照明機
器等の導入を進め、二酸化炭素排出量を削減する。

933
大分県
おおいたけん

佐伯市
さいきし

2023/3/31

さいきオーガニックシティエコプラン「第２次
佐伯市環境基本計画」（2023年3月改定）に
おいて、「令和32（2050）年までに二酸化炭
素実質排出ゼロ」を目指した環境行政の推
進を明記している。

さいきオーガニックシティエコプラン「第２次佐伯市環境基本
計画」（2023年3月改定）に、「令和32（2050）年までに二酸
化炭素実質排出ゼロ」を計画の趣旨に掲げ、取組を推進す
る。
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934
北海道
ほっかいどう

黒松内町
くろまつないちょう

2023/3/31
令和5年度第1回黒松内町定例議会の町政
執行方針で、「マイナスカーボン・シティ」を
表明。（環境省へ2023年3月31日に報告）

2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロにとどまら
ず、排出量よりも吸収量が上回る「マイナスカーボン・シ
ティ」を目指す。

935
北海道
ほっかいどう

歌志内
うたしない

市
し

2023/4/17

令和５年第１回定例市議会の市政報告に
おいて市長が「歌志内市ゼロカーボンシティ
宣言」を表明
（2023年4月17日環境省に報告）

２０５０年の二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカー
ボンシティ」実現に向けて、持続可能なまちづくりに取り組
む。

936
長崎県
ながさきけん

島原市
しまばらし

2023/4/18
長崎総合科学大学と島原市との脱炭素社
会構築等に関する連携協定調印式と併せ
て表明

長崎総合科学大学と島原市との連携協定をきっかけに
2050年の脱炭素社会の実現を目指す。
【連携協力事項】
(1)脱炭素に関する技術開発、(2)島原市の特性を考慮した
再生可能エネルギーの利活用に関する技術開発、(3)水素
製造に関する技術開発、(4)蓄電に関する技術開発、(5)脱
炭素社会構築に関する市民との協働した取り組み、(6)ゼロ
ミッションに関する取り組み、(7)その他脱炭素社会構築に
関する取り組み全般

937
鹿児島県
かごしまけん

喜界
きかい

町
まち

2023/4/21

令和５年第１回喜界町議会定例会におい
て、町長が「子や孫の世代が住んでよかっ
たと思える元気な島」を将来像におき、基幹
産業である農業を核とし、「先進性・モデル
性」を念頭に離島における地域脱炭素社会
の実現に向けてすすめることを表明する。
（2023年4月21日環境省に報告）

令和５年度に2030年までの低炭素化・2050年までの脱炭素
化社会の実現を目指すための喜界町における地域脱炭素
ビジョンを策定する予定である。

938
山口県
やまぐちけん

防府市
ほうふし

2023/4/22

第42回防府市緑花祭、第1回カーボン
ニュートラルチャレンジフェスタにおいて、市
長とCO2削減に取り組む市民や事業者団
体が2050年までに二酸化炭素排出量の実
質ゼロを目指す「カーボンニュートラルシ
ティ」にチャレンジすることを表明

2050年までに二酸化炭素排出量の実質ゼロを目指し、その
実現に向けた取り組みを推進していく。

・市民、事業者、行政が一体となった「CO2削減ほうふ市民
運動」の推進
・2050年の森づくりプロジェクトによるCO2吸収確保
・漁礁設置によるブルーカーボン推進
・まちなかカーボンニュートラル構想による、歩いて暮らせる
中心市街地整備
・保育園、小学校、青少年科学館等での環境学習の推進

939
北海道
ほっかいどう

赤平市
あかびらし

2023/4/25
令和5年第1回定例会において、市長が
「2050年までにCO2排出量実質ゼロ」を宣
言（2023年4月25日環境省に報告）

・庁舎内、関係施設の省エネ推進　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　・市職員の温暖化対策に対する意識の向上

940

茨城県
いばらきけん

かすみがうら

市
し

2023/5/3
2023年5月3日の霞ヶ浦湖畔で開催された
“かすみがうらフェスタ2023”の場で市長が
宣言

再生可能エネルギーの地産地消とともに省エネルギー活動
に取り組む。

941
高知県
こうちけん

須崎市
すさきし

2023/5/8

須崎市地球温暖化対策実行計画の長期目
標として2050年カーボンニュートラルを掲げ
る。市長定例記者会見にて表明するととも
に、市ホームページに「須崎市カーボン
ニュートラルシティ宣言」を掲載。

公共施設、家庭、事業所、農業への再生可能エネルギーや
省エネ機器の導入促進。森林整備の支援、藻場の育成支
援によるグリーンカーボンとブルーカーボンの吸収源対策。
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942
滋賀
しが

県
けん

米原市
まいばらし

2023/5/16

市長が、記者会見において表明した「米原
市気候非常事態宣言」の中で、「2050年ま
でに二酸化炭素排出を実質ゼロにすること
を目指します」と表明
（2023年5月16日環境省に報告）

2022年度に改定した「第２次米原市環境基本計画」および、
この計画に内包した「米原市地球温暖化対策実行計画」内
に2050年二酸化炭素排出実質ゼロを目指すことを明記し次
の取組を行う。
１．再生可能エネルギーの導入促進
２．省エネルギー対策の推進
３．資源循環とごみ排出量の削減
４．地域の自然資源を活用した吸収源対策等の推進
５．脱炭素ライフスタイルに向けた行動変容の実現
６．気候変動に備えた適応の推進

943
岐阜県
ぎふけん

岐阜市
ぎふし

2023/5/18

2023年5月18日開催の「岐阜市脱炭素社会
推進シンポジウム」において、「ゼロカーボ
ンシティ」の実現にチャレンジすることを市
長が表明。

2023年3月に「岐阜市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」を改定し、2050年までに「温室効果ガスの排出量を実
質ゼロ」にする目標を掲げている。
特に排出割合の高い民生家庭部門や運輸部門の対策とし
て、市民の省エネ行動を促す「ぎふ減CO2（げんこつ）ポイン
ト制度」や、太陽光発電設備などへの補助金事業を推進し、
ライフスタイルの脱炭素化を進める。

944
長野県
ながのけん

中川村
なかがわむら

2023/5/22

2023年3月22日村議会全員協議会の場に
おいて、村長及び村議会議長が「中川村
カーボンニュートラル宣言」に連署し、発出
した。
（2023年5月22日環境省に報告）

令和５年度中に地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の
策定を計画しており、具体的な取組・施策については、その
計画に盛り込む予定。

945
北海道
ほっかいどう

赤井川村
あかいがわむら

2023/5/24

2015年パリ協定及び2020年の二酸化炭素
排出量を実質ゼロにする日本政府方針に
賛同し、「赤井川ゼロカーボンシティ」を宣言
し、森林資源、温泉熱、地熱等自然由来の
再生可能エネルギーの公的活用等をスター
トとしてカーボンニュートラルを推進すること
を赤井川村議会において表明
（2023年5月24日環境省に報告）

ゼロカーボンプロジェクト
観点1　地域資源開発
　・村内森林管理によるCO2吸収源開発
　・農業育苗施設への木質系バイオマス活用の調査、検討
　・小水力発電、地熱発電の環境整備
観点2　業務部門脱炭素化手法研究
　・公共施設による断熱効果・再エネ設備導入検証
　・観光施設への再エネ設備、熱利用設備導入検証
観点3　産官学民連携による推進体制構築
　・カルデラ温泉等の積極的活用からはじめる住民活動会
　・ゼロカーボン推進による地元農林業・観光業発展研究

946
福井県
ふくいけん

永平寺
えいへいじ

町
ちょう

2023/5/29

町長が、2050年までに二酸化炭素排出量
実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣
言」を、6月議会にて表明。
同日、報道発表するとともに、町ホームペー
ジ上に宣言文を掲載。

・循環型社会の推進、脱炭素社会の推進、生活環境の保
全、環境担い手の育成と確保を大きな柱とし、温室効果ガ
スの排出量を2013年度比で46％以上削減することを目標と
する。
・重点施策として、サクラマスやホタル等を指標とした水辺
環境の保全・活用と地域資源を活用した高齢化・健康社会
への適応を掲げる。

947
福島県
ふくしまけん

須賀川
すかがわ

市
し

2023/5/29
2023年5月の定例記者会見で、「2050年に
おける二酸化炭素の排出量実質ゼロ」を目
指すことを宣言

・令和3年度に第3次環境基本計画の中間改定を行い脱炭
素化を位置付けました。
・須賀川市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）、第3期
すかがわエコ実行プランに基づき脱炭素社会への取組を推
進します。
・省エネルギーや再生可能エネルギーの利用を推進し、脱
炭素社会の実現に取り組みます。
・小中学校での環境教育を推進します。

948
山形県
やまがたけん

遊佐町
ゆざまち

2023/5/31

2023年5月議会定例会において、「2050年
カーボンニュートラル」実現に向け、町民・
事業者・行政が一丸となって取り組むことを
宣言。2023年度中改定する「遊佐町エネル
ギー基本計画」において「2050カーボン
ニュートラル」に向けた具体的なの目標・取
組みを示す。

「遊佐町エネルギー基本計画」において
①再生可能エネルギー設備の導入促進、②省エネの推進、
③温室効果ガス吸収源対策の３つの観点から施策を検討
し、町の実情に合った取組みを進めていく。
また、「遊佐地産地消エネルギー協議会（仮称）」を立ち上
げ、地域エネルギー事業会社の設立に向け検討していく。
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949
埼玉県
さいたまけん

白岡市
しらおかし

2023/6/1
2023年6月定例議会において、市長が
「2050年までに二酸化炭素実質排出量ゼ
ロ」を目指すことを表明。

・地域脱炭素・再エネ推進交付金の重点対策加速化事業を
活用し、再生可能エネルギー設備の導入　
・地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の策定に向け、
基礎調査の実施

950
北海道
ほっかいどう

江差
えさし

町
まち

2023/6/1

　議会全員協議会の場で、町長が「2050年
までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにす
る「2050年ゼロカーボンシティを目指しま
す」と表明。
　令和5年3月に策定した「江差町地域再エ
ネ導入マスタープラン」に、2050年までに実
質排出量ゼロを目指す文言を盛り込んでい
る。
　また、町ホームページや広報紙に「ゼロ
カーボンシティ宣言」を掲載予定。

　自然環境の調和と適切な事業推進を目指した風力や太陽
光といった再生可能エネルギーのゾーニングを設定し、省エ
ネルギー対策の推進と森林整備をはじめとした二酸化炭素
吸収源の確保、本町の地域資源である再生可能エネル
ギーの活用を促進しながら、脱炭素社会の実現に向けた取
り組みを進める。

951
長野県
ながのけん

駒ヶ根市
こまがねし

2023/6/2

カーボンニュートラル推進プロジェクト会議
の立上げに先立ち、記者会見を開催し、
「2050カーボンニュートラル」を実現すること
を宣言

市域全体の再エネ導入目標達成に向けた取組を継続する
とともに、市民の再エネの導入や省エネ家電への買換え、
住宅のリフォーム（窓等の高断熱化）等への地域通貨発行
による補助の継続とCO2削減目標の設定を行う。

952
兵庫県
ひょうごけん

養父市
やぶし

2023/6/2

令和５年６月２日開会の第118回養父市議
会定例会おいて、市長が行政報告の中で、
2050年までに二酸化炭素の実質排出ゼロ
を目指す「2050年ゼロカーボンシティ」を表
明。

令和３年度に策定した「第二次養父市環境基本計画」に掲
げた環境スローガン『人と環境の調和を　みんなで次世代
へ繋ぐまち　養父』を基本として、豊かな自然の中、将来に
わたり住み続けることができる持続可能なまちを目指し各
種環境施策を実施。
今後改訂予定の「地球温暖化対策実行計画」に、2050年二
酸化炭素実質排出量ゼロを見据えた取組を盛り込み、脱炭
素社会の実現を目指す。

953
北海道
ほっかいどう

江別市
えべつし

2023/6/2
市議会定例会の市政執行方針において、
市長が「ゼロカーボンシティを目指す」ことを
宣言

令和５年度改訂予定の次期環境管理計画（兼地球温暖化
対策実行計画区域施策編）に、ごみの減量化・資源化や再
生可能エネルギーの導入拡大などの具体策を盛り込む。

954
北海道
ほっかいどう

白老町
しらおいちょう

2023/6/2

　令和５年白老町議会６月会議における
「町長所信表明」の中で、町長が、住民や
地域、事業者と連携・協働しながら、温室効
果ガスの人為的排出と吸収の均衡を達成
するための施策を展開することにより、２０
５０年までに温室効果ガスの実質排出量ゼ
ロを目指す「ゼロカーボンシティ」に挑戦す
ることを表明

　令和５年度（2021年）策定予定の「白老町地球温暖化対策
実行計画（区域施策編）」に2050年までに温室効果ガス排
出量の実質ゼロに向けた取組の方向性を示す。

955
高知県
こうちけん

土佐町
とさちょう

2023/6/6

土佐町地球温暖化対策実行計画（区域施
策編）の中で、2050年温室効果ガス実質排
出量ゼロのゼロカーボンタウンを目指すこ
とを明記

下記の４本の柱立てで施策を推進する。
学び：子どもや地域内事業者を対象とした学びの機会の充
実、脱炭素化の見える化
人の循環：各部門における再エネ導入、省エネ化、暮らしや
すいまちづくり
資源の循環：木材利用及び循環の創出、多面的サービスの
発揮、資金循環
誰ひとり取り残されない：全世代全員が活躍できる場づくり、
地域特性を踏まえた施策推進

956
高知県
こうちけん

津野
つの

町
ちょう

2023/6/7
令和5年6月津野町議会定例会の冒頭にお
いて、2050年までに温室効果ガス排出量を
実質ゼロとすることをを宣言。

「家庭」、「事業所」、「行政」など、CO２を排出する、あらゆる
部門を対象として、温室効果ガスの排出量削減と森林整備
による二酸化炭素の吸収により、2050年までに温室効果ガ
ス排出量の実質ゼロを目指す。
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957
宮城県
みやぎけん

松島町
まつしままち

2023/6/8
令和5年6月8日の6月議会定例会におい
て、2050年までに二酸化炭素排出量実質
ゼロを目指すことを町長が宣言。

　公共施設等における照明のＬＥＤ化やごみの分別収集に
重点を置き施策を展開する。
　脱炭素社会の実現にあたっては、住宅の省エネ化や再生
可能エネルギーの導入、森林や海洋の保護など、町民や事
業者一人一人の協力が必要不可欠であるため、家庭や事
業所にて身近なところから対策を行えるよう、広報やホーム
ページ等を通じて周知に努める。

958
北海道
ほっかいどう

上
かみ

ノ国
くに

町
ちょう

2023/6/8

令和5年6月定例議会の行政報告におい
て、町長が2050年までに二酸化炭素実質
輩出ゼロを目指すゼロカーボンシティ宣言。
（2023年6月8日環境省に報告）

調整中

959
北海道
ほっかいどう

長万部町
おしゃまんべまち

2023/6/8
令和5年第2回長万部町議会定例会の行政
報告にて「ゼロカーボンシティ長万部宣言」
を報告

2050年まで二酸化炭素排出量を実質ゼロを目指すため、
具体的な施策等を検討する。
・公共施設の太陽光パネル設置
・公用車のEV車の導入
・公共施設証明のLED化実施

960
島根県
しまねけん

奥出雲
おくいずも

町
ちょう

2023/6/9

町議会において、町長が「2050年二酸化炭
素排出量実質ゼロ」を目指すことを表明し、
町ホームページ上に宣言文を掲載。報道機
関には上記のとおり宣言した旨のプレスリ
リースを実施。

2023年度策定予定の「奥出雲町地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）」に2050年までに二酸化炭素排出量の実質
ゼロに向けた取組みの方向性を示す。
また、2023年度にJ-クレジット制度導入を推進する。

961
群馬県
ぐんまけん

安中市
あんなかし

2023/6/11

環境イベント内で、2050年に向けて市長が｢
あんなか５つのゼロプラスわん｣を宣言する
と共に、安中市議会・安中市商工会・安中
市松井田商工会と４者による共同で｢ゼロ
カーボンシティあんなか｣を表明

再生可能エネルギーの利用促進、省エネ型ライフスタイル
の促進、森林・緑地や生物多様の保全、低炭素・循環型社
会の実現、気候変動への適応の５つを基本施策として『里
山の恵みと歴史を活かし　環境文化を育むまち　あんなか』
を望ましい環境像に定め、その実現に向けて検討、推進し
ていく

962
福岡県
ふくおかけん

大牟田市
おおむたし

2023/6/12

令和5年3月に策定した「大牟田市第3次地
球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に
基づき、令和5年4月1日に「ゼロカーボンシ
ティおおむた」を宣言。
（2023年6月12日環境省に報告）

脱炭素型のまちづくりの推進、再生可能エネルギーの利用
の推進、省エネルギーの意識向上の推進、脱炭素社会の
実現に向け、協働できる仕組みづくりの推進などにより、
「ゼロカーボンシティおおむた」の実現を目指す。

963
北海道
ほっかいどう

浦幌
うらほろ

町
まち

2023/6/12

2023年6月12日 浦幌町議会定例会での町
政執行方針において
「環境に配慮した持続可能なまちづくりを進
める必要性を感じていることから「ゼロカー
ボンシティ宣言」をし、二酸化炭素排出削減
に向けた調査検討を進める」ことを町長が
表明

広大な森林資源をはじめ豊かな自然を有する“わたしたち
のまち”を次世代にしっかりとつないでいくため、浦幌町は、
「２０５０年までに二酸化炭素実質排出ゼロ」を目指し、町民
や事業者の皆さんとともに脱炭素社会の実現に向けて、環
境と経済に配慮した持続可能なまちづくりを進めていく。

964
北海道
ほっかいどう

今金町
いまかねちょう

2023/6/13

令和５年第２回今金町議会定例会閉会後、
町長が町のグリーン成長を軸に、今金町ゼ
ロカーボンシティ宣言を表明。
今金町ホームページにて概要を掲載。
https://www.town.imakane.lg.jp/gyousei/gy
ousei_info/post_3820.html

令和５年度に地球温暖化対策実行計画区域施策編を策定
し、区域における脱炭素に向けた具体的な施策の検討を行
うとともに、事務事業編の改定、再生可能エネルギー設備
の設置に関する条例制定など推進する。

965
北海道
ほっかいどう

網走市
あばしりし

2023/6/13

市議会において、市長が「ゼロカーボンシ
ティ宣言」を行い、この中で「2050年二酸化
炭素排出量実質ゼロ」を目指すことを宣
言。

　市民・事業者・市がともに協力し、地域の資源や特性を生
かしながら、産業の振興と住民の利便性の向上を図り、将
来の世代も安心して暮らすことができる社会の実現を目指
す。

966
鹿児島県
かごしまけん

中種子
なかたね

町
ちょう

2023/6/13

令和５年第３回中種子町議会定例会におけ
る「令和５年度施政方針」の中で、町長が、
2050年までにＣＯ２排出量実質ゼロを目指
す取り組みを積極的に進めることを表明

・公共施設への再生可能エネルギーの積極的な導入
・電気自動車の推進
・公共施設における省エネルギーの取組の推進
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967
島根県
しまねけん

江津市
ごうつし

2023/6/16
令和5年6月議会で市長が「2050年までに二
酸化炭素排出量を実質ゼロ」を表明

令和5年度中に地域脱炭素計画を策定し、具体的な事業計
画を決定する。

968
大阪府
おおさかふ

藤井寺市
ふじいでらし

2023/6/20

令和5年第2回定例会における、市長所信
表明の中で、2050 年までに二酸化炭素排
出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ」
の実現を目指していくことを宣言

・2024年度中に、「藤井寺市地球温暖化対策推進実行計画
（区域施策編）」を策定し、市域全体での脱炭素化に向けた
機運を高める。
・民間事業者とゼロカーボンシティ実現に向けた協定を結
び、省エネルギー化の推進や再生可能エネルギーの利用
促進に努める。

969
北海道
ほっかいどう

木古内町
きこないちょう

2023/6/22
令和５年第２回木古内町議会定例会におい
て、「ゼロカーボンシティ宣言」を議案（町提
案）として可決。

再生可能エネルギーの導入や省エネルギー化の更なる促
進、先進技術の活用による環境負荷の低減等を推進し、
2050 年までにカーボンニュートラルとする「ゼロカー
ボンシティ」を目指す。

970
兵庫県
ひょうごけん

新温泉町
しんおんせんちょう

2023/6/26
定例記者会見において、町長が「2050年ま
でにCO2排出量実質ゼロ」を宣言
（2023年6月26日環境省に報告）

・町名にふさわしい温泉を活用した省エネ策の推進
・家庭並びに事業所等での省エネの推進
・再生可能エネルギー導入推進
・温室効果ガスの吸収作用の強化のため、森林吸収源対策
の充実
・庁舎内及び関係機関における省エネの推進
・今後策定する各種計画に、「2050年にＣＯ₂ の排出を実質
ゼロにすることを目指す」旨を記載し、施策に反映する。

971
東京都
とうきょうと

品川区
しながわく

2023/6/27

令和5年6月15日開催の「ゼロカーボンシ
ティしながわ宣言」記念式典において、2050
年度までに区内の二酸化炭素排出量を実
質ゼロを目指すと区長が表明。また、宣言
文に区長・区議会議長の両名が署名。
（2023年6月27日環境省に報告）

区有施設のZEB化、太陽光発電・蓄電池システム設置助
成、高効率給湯器設置助成、LED工事助成、低公害車買換
え支援、エコアクション21認証取得助成、区有施設の素電
力会社への切替、ゼロカーボンシティ啓発動画の作成など

972
富山県
とやまけん

氷見市
ひみし

2023/6/27

定例会見において、市長が２０５０年までに
二酸化炭素排出量を実質ゼロにする“ゼロ
カーボンシティ”の実現」を目指し、市民、事
業者、行政が一体となって全力で取り組む
ことを宣言 。
（2023年6月27日環境省に報告）

1　省エネルギー化の推進
2　再生可能エネルギーの地産地消の推進
3　脱炭素型まちづくりの推進
4　温室効果ガスの吸収源対策の推進
5　循環型社会の形成
6　環境教育・環境活動の推進

973
大分県
おおいたけん

中津
なかつ

市
し

2023/6/29

2022年3月に改訂を行った第五次中津市総
合計画において、2050年までに二酸化炭素
排出量を実質ゼロにする脱炭素社会の実
現を目指すことを明記

2023年6月の定例記者会見において、2050
年脱炭素社会の実現に向けて、地球温暖
化対策に積極的に取り組むことを表明
（2023年6月29日環境省に報告）

「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」を活用して、①太陽
光発電設備・蓄電池の導入促進、②公共施設のＬＥＤ照明
化の推進、③ＥＶ自動車の普及促進、④一般住宅のＺＥＨの
推進、⑤公用車カーシェア事業の重点対策加速化事業を柱
として実施するとともに、公用車へのＥＶ自動車等の導入、
脱炭素社会推進基金の創設など、脱炭素社会の実現に向
けた取組みを推進する。

974
長野県
ながのけん

下諏訪町
しもすわまち

2023/06/30
町制施行130周年記念式典に合わせて、町
長が「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロ」
を宣言。

・昨年度策定の温暖化対策実行計画（区域施策編）などを
基に、再生可能エネルギーへの転換、照明のＬＥＤ化、電気
自動車の導入、森林の整備等推進していく。
・町民や事業者が進んで脱炭素に取り組めるよう、ゼロカー
ボンサポーター制度や家庭用ゼロカーボン補助金を開始。
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975
北海道
ほっかいどう

増毛町
ましけちょう

2023/7/4

令和５年７月に増毛町「ゼロカーボンシティ」
宣言を決議し、同年第３回増毛町議会定例
会にて行政報告として報告、増毛町ホーム
ページに宣言文を掲載。

藻場再生事業により産業の発展と脱炭素の推進を両立さ
せる取り組みを行っており、令和５年５月には「増毛町地球
温暖化対策実行計画」を策定し、地域の皆様と一層の連携
を図りながら、国や北海道の目標達成の一助となるべく、ま
た、国際社会の一員として、自然エネルギーの活用や省エ
ネルギーの対策など、環境に配慮した取り組みを推進す
る。

976
新潟県
にいがたけん

長岡市
ながおかし

2023/7/18
「長岡市カーボンニュートラル チャレンジ戦
略2050」にて、2050年カーボンニュートラル
実現を目指す旨を明記

「徹底した省エネ対策の推進」「再生可能エネルギーの日常
的な利用」「地域資源の循環促進」に市民・事業者・行政が
協働で取り組み、環境と経済の好循環による脱炭素社会の
実現を目指す。

977
栃木県
とちぎけん

野木町
のぎまち

2023/7/29

町制施行60周年記念第３２回ひまわりフェ
スティバルの中で、町長が「町・事業者・町
民が一体となって2050年までに二酸化炭素
実施ゼロを目指す」ことを表明

具体的な施策は来年度策定予定の「野木町地球温暖化対
策実行計画（区域施策編）（仮称）」の中で、有識者や地元
事業者、地元住民に意見を伺いながら決定していく予定。

978
福島県
ふくしまけん

塙町
はなわまち

2023/8/7 塙町ホームページ内に宣言を掲載 調整中

979
北海道
ほっかいどう

奈井江町
ないえちょう

2023/8/17

2023年第1回定例会において町長が「町政
執行方針」にて将来の世代が安心して暮ら
すことのできるまちづくりを推進するととも
に、地球温暖化の問題に地域レベルで貢
献する「ゼロカーボンシティ宣言」と「2050年
CO2 （二酸化炭素）実質ゼロ」を目指すこと
を宣言。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
「奈井江町地球温暖化対策推進計画」に、
2050年までに実質排出量ゼロを目指す文
言を盛り込む予定。

公民館、町立病院、文化ホール等公共施設のLDE化、建設
中の役場庁舎の省エネ家電の利用、節水・節電への取り組
み、健全な森林整備、道産木材の使用等取り組みを推進
し、町職員だけではなく、各企業、団体、町民一人ひとりにも
広がるよう広報誌を利用し呼びかける。
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980
北海道
ほっかいどう

新十津川町
しんとつかわちょう

2023/8/18

　令和５年６月28日開催の令和５年第２回
議会定例会における、町政執行方針の中
で、ゼロカーボンシティの実現を目指すこと
を表明した。
　
　【表明概要】
　先人のたゆまぬ努力によって築かれた、
豊かな大地と美しい田園風景を守り、豊富
な自然、調和した環境及び持続可能な社会
を次世代に引き継いでいくためには、再生
可能エネルギーの利活用や省エネルギー
化により脱炭素が推進されるゼロカーボン
シティの実現を目指していく必要がある。
　このことから、新十津川町ゼロカーボンシ
ティの実現を目指すことをここに表明する。

　令和５年６月23日新十津川町地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）を策定（計画期間　令和５年度から令和12年
度まで（８年間））し、脱炭素を推進することとした。
【計画における主な対策・施策】
＜再生可能エネルギーの導入促進＞
　再生可能エネルギーは脱炭素社会を目指すうえで大きな
役割を担うため、地域資源を最大限に活用しつつ、事業者
や金融機関の関係団体等とも積極的に連携し、再生可能エ
ネルギーの導入を促進することにより、エネルギーの地産
地消や町内の経済循環の活性化、災害に強いまちづくりに
取り組みます。

＜省エネルギー対策の推進及び実践＞
　温室効果ガスの削減に向け、再生可能エネルギーの導入
とあわせて省エネ機器の導入促進や建物の高断熱化等を
通じて、省エネルギーの取り組みを推進します。

＜地域環境負荷の低減＞
　温室効果ガス排出量を抑制するためだけでなく、今後予
想される人口減少や高齢化社会等に対応するため、それぞ
れの地域の課題に応じた環境負荷の小さな都市づくりを積
極的に進めます。

＜循環型社会の形成＞
　持続可能な社会に向け、これまでの大量生産・大量消費・
大量廃棄型の社会経済のあり方を見直し、廃棄物の発生
抑制と適正な資源循環による循環型社会を形成することで
天然資源やエネルギー消費の抑制を図ります。

981
北海道
ほっかいどう

長沼町
ながぬまちょう

2023/8/22

令和5年第1回定例議会において、令和5年
度施政方針の中で、町長が2050年二酸化
炭素排出実質ゼロを目指す「ゼロカーボン
シティ長沼」を表明

調整中

982
北海道
ほっかいどう

留萌市
るもいし

2023/8/29

令和５年８月２９日記者クラブとの情報交換
会の場で、２０５０年までに二酸化炭素排出
量実質ゼロを目指すことを市長が宣言。留
萌市議会第３回定例会にて行政報告として
報告し、ホームページに宣言文を掲載。

洋上風力発電やブルーカーボンの調査研究を進め、地域に
あった再生可能エネルギーの活用、省エネルギー対策等を
推進する。

983
北海道
ほっかいどう

天塩
てしお

町
ちょう

2023/9/1

令和5年8月28日天塩町議会全員協議会に
おいて町長が「2050年までに町内で排出さ
れる二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す
と説明し、同年9月1日町ホームページ上で
「天塩町カーボンシティ宣言」を掲載し表明

二酸化炭素排出要因である電気及び燃料使用量の削減に
重点を置いた取組み
　・施設設備等の省エネ化（運用改善及び更新）
　・省資源化の推進
　・省エネに対する意識啓発
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984
長崎県
ながさきけん

松浦市
まつうらし

2023/9/1

2023年9月1日の定例議会前記者発表にお
いて、市長から「市民・民間事業者・行政が
一体となって「2050年CO2排出量実質0」を
目指すこと」を表明。併せて同年度中に策
定予定の地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）に「2050年CO2実質排出０」を目指
す旨を記載する。

令和5年度採択を受けた地域脱炭素移行・再エネ推進計画
（重点対策加速化事業）を活用し、個人・事業者への太陽光
パネル・蓄電池の設置推進や公共施設にソーラーカーポー
トを設置するといった再生可能エネルギーの導入と、公共
施設のZeb化誘導といった省エネルギー化を図ることとして
いる。

985
富山県
とやまけん

滑川市
なめりかわし

2023/9/5

令和５年９月定例会において、市長が
「2050年までに二酸化炭素排出量を実質ゼ
ロとする「ゼロカーボンシティ」を目指すこと
を表明。同日、市HPにて宣言文を公開。

・「滑川市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の新規
策定を通し、市民・事業者・行政が一体となって取り組む施
策や目標等を検討・設定
・デコ活の推進及び市内での後押し

986
北海道
ほっかいどう

羽幌町
はぼろちょう

2023/9/6

令和5年9月6日、令和5年第6回羽幌町議会
定例会に関する記者会見の場において、
2050年までに二酸化炭素の排出量を実質
ゼロにする「ゼロカーボンシティ」の目標に
向けて取り組んで行くことを宣言しました。

・環境保全条例の制定
・環境基本計画の策定
・羽幌町役場地球温暖化対策実行計画として各所管施設に
おける電気、水道、燃料の使用量の削減及び証明のLED
化、エコカーの導入など

987
長野県
ながのけん

山
やま

ノ内町
うちまち

2023/9/7
2050年CO₂排出実質ゼロを目指ざす「山ノ
内町ゼロカーボンシティ宣言」を町議会の
議決をもって宣言

地域住民、事業者、団体及び行政が連携し以下に掲げる取
り組みを推進。
・CO₂排出実質ゼロの町づくりに向けたロードマップ策定
・ユネスコエコパーク登録地域として生態系の保全と持続可
能な利活用の調和
・再生可能エネルギーの研究と活用を推進
・施設や住宅などのエネルギー効率の向上
・持続可能な交通システムの確立
・農業・林業の持続可能性の確保と適切な森林整備
・廃棄物の少排出社会の実現
・環境教育（ESD）の一層の充実

988
北海道
ほっかいどう

滝川市
たきかわし

2023/9/11
行政のみならず市民や事業者の皆様との
協働の中で、2050年までに二酸化炭素の
実質排出ゼロを目指したい。

調整中

989
青森県
あおもりけん

外ヶ浜町
そとがはままち

2023/9/14
外ヶ浜町議会において、町長が「2050年ゼ
ロカーボンシティ」に取り組むことを表明。

・風力、小水力などの再生可能エネルギー事業を推進。
・庁舎や公共施設等における、環境配慮型の設備、機器
等の更新・導入を推進。
・全町的に、脱炭素にむけた普及啓発を行うとともに、連
携・協力を強化。

141/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

990
福島県
ふくしまけん

磐梯町
ばんだいまち

2023/9/25 2050年よりも早いゼロカーボンの実現
・省エネの推進
・３Ｒの促進
・再生可能エネルギーの推進

991
奈良県
ならけん

奈良市
ならし

2023/9/27

市議会にて、市長が「2050年までに二酸化
炭素排出実質ゼロ」を目指し、市民や事業
者と連携を行い、脱炭素社会の実現に向け
て、全力で取り組むことを宣言。

2050年カーボンニュートラルの実現に向けた将来ビジョンを
具体化した「奈良市ゼロカーボン戦略」を策定。
地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事
業）を活用し、公共施設への太陽光発電設備等の設置、民
間施設へ再エネ・省エネ設備の設置補助等を行っている。

992
栃木県
とちぎけん

小山市
おやまし

2023/10/1

小山市ゼロカーボンシティ＆ネイチャーポジ
ティブ宣言式典を開催し、市長と市議会議
長が共同で宣言文に署名。また、市全体で
脱炭素に取り組んでいくために、併せて市
民・事業者が参加する環境啓発イベントを
開催。

・地域カーボンニュートラル推進の基盤構築のため県や近
隣市町、事業者との連携を強化し、環境配慮行動の啓発を
推進する。
・太陽光発電やバイオマス等の再生可能エネギーを推進す
るとともに、平地林の保全などネイチャーポジティブについ
ても両立して取り組む。
・「ボトルtoボトル」の水平リサイクルに取り組み、プラスチッ
クごみの減量を推進する。
・脱炭素につながる住宅設備等を導入した市民や認証を取
得する事業者に対する補助事業を実施する。

993
北海道
ほっかいどう

夕張市
ゆうばりし

2023/10/12

令和５年２月24日付けの行政常任委員会
において宣言することを報告し、令和５年３
月１日付けで当市HPに宣言文を掲載。
（2023年10月12日環境省に報告）

調整中

994
福島県
ふくしまけん

浅川町
あさかわまち

2023/10/12

2023年10月12日、ゼロカーボンシティ推進
に関する包括的連携協定締結式に併せ町
長が「脱炭素社会の実現に向けて、2050年
までに二酸化炭素排出量を実質ゼロにする
「ゼロカーボンシティ」に町民や事業者等と
共に「オールあさかわ」で挑戦することを宣
言。

2022年度策定の「浅川町地球温暖化対策実行計画（区域
施策編）」を基に、2023年度に地域・公共施設の再生可能エ
ネルギーに係るポテンシャル調査を実施し、2050年の二酸
化炭素排出量実質ゼロを目指した取組の方向性や推進方
策を検討する。
・再生可能エネルギーの導入促進
・公共施設等への太陽光発電等の再エネ最大限導入
・電気自動車・燃料電池自動車の普及促進　など

142/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

995
福岡県
ふくおかけん

小郡市
おごおりし

2023/10/19

①2023年10月2日、小郡市のホームページ
上に「小郡市ゼロカーボンシティ宣言」や
「2050年カーボンニュートラル」の概要等を
掲載
②イベント会場内に「小郡市ゼロカーボンシ
ティ宣言」を掲示
（2023年10月19日環境省に報告）

①「小郡市地域温暖化対策ビジョン」の見直し
②EV充電インフラ整備促進事業
③省エネ家電製品買換え促進補助金交付事業
④生ごみ処理機設置費補助金交付事業
⑤「緑のカーテン運動」の普及･啓発
⑥啓発のための各種教室（「緑のカーテン講習会」「エコ･
クッキング教室」等）の取組
⑦福岡県地球温暖化防止活動推進員による啓発活動
⑧食品ロス削減の取組（フードドライブ等）
⑨「雑草等除去対策事業（雑草等の適正処理業務）」での
取組（刈草の堆肥化）
⑩「エコ･オフィス（小郡市役所の環境保全に向けた率先行
動計画）」の取組
⑪その他、公共施設の照明のLED化、公用車の電動化、公
共施設への災害対応型太陽光発電システムの設置等

996
熊本
くまもと

県
けん

氷川
ひかわ

町
まち

2023/10/20

町長が2050年までに二酸化炭素排出量実
質ゼロを目指し、「氷川町ゼロカーボンシ
ティ」宣言。
報道発表するとともに、町ホームページ上
に宣言を掲載。

2050年ゼロカーボンに向けて下記の取り組みを実施する。
・町リサイクルの日に併せて町内各地区で廃食油の回収
・一般廃棄物焼却量の減量化
・再生可能エネルギーの導入促進
・町民に向けて脱炭素社会への意識啓発

997
栃木県
とちぎけん

下野市
しもつけし

2023/10/29
2050年までに、二酸化炭素排出実質ゼロ
目指す「下野市ゼロカーボンシティ」を表明

第二次下野市環境基本計画において、ゼロカーボンシティ・
プロジェクトとして掲げ様々な施策を推進していく。

□再生エネルギーの最大活用
□COOLCHOICE(賢い選択)の普及
□省エネ・脱炭素型コンパクトシティの構築
□ＣＯ２吸収・都市熱緩和対策

998
北海道
ほっかいどう

興部町
おこっぺちょう

2023/11/10

2023年11月10日に、町内事業所・団体とゼ
ロカーボンの取り組みを推進するための検
討組織である「興部町ゼロカーボン推進会
議」を設立。設立と合わせて、参加団体とゼ
ロカーボンシティ宣言とそれぞれの重点取
り組みをゼロカーボンアクション宣言として
共同宣言を実施。

町民ひとりひとりが、身近な生活の中でゼロカーボンを意識
しながら行動できるような取り組みを進めていく。また、持続
可能な経済活動を進めるべく、様々な変化に対応しながら、
適切な再エネ導入などを行うなどを、推進会議で検討しな
がら進めていく。具体的なアクションについては、推進会議
の意見等を区域施策編などの計画に登載し、すべての町民
で実施していく。

999
岐阜県
ぎふけん

高山市
たかやまし

2023/11/14
記者会見「2050市全域ゼロカーボンの実現
を目指して」において、市長より表明

・脱炭素先行地域事業（小水力発電10箇所、木質バイオマ
ス熱電併給設備3箇所、新電力会社がグリーン電力を供給
することによる自然エネルギーの地産地消ほか）
・新ごみ処理施設での水素生成及び水素の利活用ほか
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1000
栃木県
とちぎけん

塩谷町
しおやまち

2023/11/18

令和5年11月18日に開催した「塩谷町役場
新庁舎開庁記念式典」において、塩谷町長
が2050年までに二酸化炭素排出量を実質
ゼロにする脱炭素社会の実現に向けた取り
組みを進めていく「ゼロカーボンシティ宣言」
を表明。

クリーンエネルギー関連の補助制度の拡大
公共施設・町内防犯灯のLED化等

1001
長野県
ながのけん

塩尻市
しおじりし

2023/11/27

2023年11月27日の定例記者会見において
市長が表明。2023年7月に策定した「塩尻
市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」に「2050年までに二酸化炭素の排出
量を実質ゼロにすることを目指す」ことを明
記した。市ホームページにおいても宣言文
を掲載。

・「塩尻市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づ
き各種施策を推進し、2050年カーボンニュートラルを目指
す。
・太陽光発電システム・蓄電システム等の普及促進による
再生可能エネルギーの利用促進
・事業所向け省エネ診断の支援
・ESG投資の推進
・森林整備計画に基づく、森林・適正管理
・塩尻市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を見直し、
率先して地球温暖化対策に取り組む

1002
北海道
ほっかいどう

小平町
おびらちょう

2023/11/27

令和５年11月27日に町ホームページ上で
「小平町ゼロカーボンシティ宣言」を表明。
同日開催された小平町議会全員協議会に
て、上記表明を行った旨を報告。

省エネルギー・省資源、廃棄物の減量化などの取組を推進
し、温室効果ガスの排出量を削減する

1003
愛媛県
えひめけん

今治
いまばり

市
し

2023/11/27

2023年11月27日「今治市ＧＸスタートアップ
シンポジウム」において、市長が「2050年ま
でに二酸化炭素排出量を実質ゼロ」を目指
すことを宣言

2023年度に改定及び策定を行う「第二次今治市環境基本
計画」、「今治市地球温暖化対策実行計画(区域施策編）」
に二酸化炭素の排出を抑制するための新たな取組、再生
可能エネルギーへの転換など2050年までに二酸化炭素排
出量実質ゼロを目指す具体的な手段を盛り込む。
2023年10月に市内企業・団体等で組織する「今治市ＧＸ推
進協議会」を設置し、官民が連携した脱炭素社会の実現を
目指す。

1004
千葉県
ちばけん

鎌ケ谷市
かまがやし

2023/11/30

市議会において、市長が「2050年までに二
酸化炭素排出実質ゼロ、カーボンニュート
ラルを実現することを目指し、市民・事業
者・行政が一体となり、全力で取り組む」こ
とを表明

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、温室効果ガス
の排出削減をはじめとする約30年間の長期にわたる取組
みが求められることから、鎌ケ谷市第３次環境基本計画の
目標年次である2032年度までをカーボンニュートラル実現
への加速期間としてとらえ、省エネルギー行動の徹底、再
生可能エネルギー利用促進、次世代自動車の普及拡大や
エネルギー効率の高い住宅・建築物の普及など、脱炭素型
まちづくりなどの充実・強化を図ります。
これらは市民・事業者・行政が一体となって取り組んでいく
ことが求められますが、ＰＰＡによる公共施設への太陽光発
電設備設置、風力発電による再エネ電力の導入など、まず
は行政が率先して脱炭素化への取組を進めます。

1005
富山県
とやまけん

高岡市
たかおかし

2023/12/01
2050年二酸化炭素排出実質ゼロに取り組
む

・徹底的な省エネルギーを推進し、環境に配慮した活動を
推進や、建築物等のエネルギー消費性能向上に取り組む

・再生可能エネルギー創出と利活用を促進するため、再生
可能エネルギーの積極的導入や、温室効果ガス排出量の
少ないエネルギーへの転換に取り組む

・エネルギー分野等の産業育成・地域ビジネスを創出する
ため、循環型社会形成の推進や脱炭素を契機とした競争力
強化、脱炭素による豊かなまちづくりの推進に取り組む。

144/146



(2023.12.28)

№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

1006
島根県
しまねけん

隠岐
おき

の島町
しまちょう

2023/12/01

隠岐の豊かな自然や歴史・文化を子どもた
ちやその先の世代へ引き継ぎ、「隠岐の人
が隠岐のことを誇りにもって語れる」ように
なるために、町民・行政・事業者が一体とな
り、2050 年までにCO2排出量を実質ゼロと
する「ゼロカーボンシティ」を表明します。

(1） 2050年カーボンニュートラルに向けた機運醸成と次世
代育成プロジェクト(2） 木質ペレット発電プロジェクト(3） EV
導入拡大プロジェクト

1007
徳島県
とくしまけん

徳島市
とくしまし

2023/12/8

市議会１２月定例会の市長提案理由説明
において、SDGｓの推進の一環として、２０５
０年までに徳島市の温室効果ガスの排出
量を実質ゼロにするを目指すことを宣言

２０２４年度に見直しを行う第３次徳島市環境基本計画の見
直しにおいて、２０５０年までに温室効果ガス排出量実質ゼ
ロに向けた施策等を盛り込んでいく予定

1008
鹿児島県
かごしまけん

屋久島町
やくしまちょう

2023/12/11
屋久島の世界自然遺産登録30年登録日で
ある、2023年12月11日、屋久島町長により
宣言する。

町独自でのEV車購入補助金の交付制度を実施。自動車
メーカーとの包括連携協定による充電ステーション等のイン
フラ整備や脱炭素学習プログラムの実施。

1009
群馬県
ぐんまけん

吉岡町
よしおかまち

2023/12/13

「思いを紡ぎ、未来につなげる　まちづくり　
吉岡」の理念に基づき、次世代につなげる
生活環境の充実のためにも、町民や事業
者の皆様と連携・協働し、地球温暖化対策
を推進し、2050年までに二酸化炭素排出量
を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」の
実現に向けて取り組むことを宣言したい
旨、吉岡町議会に報告。
その後、宣言をHPに掲載し、正式に表明。

・吉岡町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の中間見
直し（令和６年度予定）の際に宣言の実施を明記し、併せて
具体的な取り組みを検討、盛り込んでいく
・「吉岡町住宅用太陽光発電システム等設置整備事業費補
助金交付要綱」に基づき、太陽光発電システム及び蓄電池
システムを設置した方に対して補助金を交付
・令和６年度から渋川地区市町村圏振興整備組合（一部事
務組合）におけるプラスチック類ごみの分別回収の開始

1010
宮崎県
みやざきけん

新富町
しんとみちょう

2023/12/15

令和5年12月1日新富町議会全員協議会に
て町長が「2050年までに町内の二酸化炭素
排出量実質ゼロを目指す」旨を説明し、町
ホームページ上で「新富町ゼロカーボンシ
ティ宣言」を表明

調整中

1011
宮崎県
みやざきけん

西都市
さいとし

2023/12/19

西都市議会令和５年12月定例会の文教厚
生常任委員会にて、2050年二酸化炭素排
出実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣
言」を報告する。

①市の保有する再生可能エネルギーへのポテンシャルを
しっかり把握した上で、「西都市地球温暖化対策実行計画
（事務事業編）」の見直しや「同計画の区域施策編」を新た
に策定し、再生可能エネルギーの利用促進や省エネルギー
の強化など、脱炭素に向けた具体的な取組みへの推進。
②公用車の電気自動車導入や充電インフラの整備等のEV
普及への取組み。
③生ごみや畜産の糞尿等を活用した再生可能エネルギー
の構築への取組み。
④４Rの推奨によるごみの減量化の更なる推進。
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№ 自治体名 表明日 2050年カーボンゼロ表明概要 脱炭素に向けた主な取組・施策

2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた取組等

1012
三重県
みえけん

菰野町
こものちょう

2023/12/21

省エネルギー対策や再生可能エネルギー
の活用などにより、町民や事業者と一体と
なってゼロカーボンシティの実現に向けて
取り組む

・公共施設への再生可能エネルギー電気の導入、照明のＬ
ＥＤ化、省エネルギー機器への更新
・従来から行っているプラスチック製容器包装品の地域での
回収に加えて、資源化をさらに進展させる集積所回収を開
始
・ペットボトル水平リサイクルの協定締結
・製品プラスチックの再商品化計画の認定（申請中）
・太陽光発電設備等設置費補助事業の実施（環境省「地域
脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）」の
活用）

1013
佐賀県
さがけん

鳥栖市
とすし

2023/12/21

令和５年１２月議会定例会において、「鳥栖
市議会の議決すべき事件に関する条例」に
基づき議案を提出し、議会の議決を経て市
長が宣言を行った。

（１）脱炭素型ライフスタイルへの転換（ソフト系）
（２）省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進（ハー
ド系）
（３）鳥栖市におけるエネルギー転換（再生可能エネルギー
の導入促進）
（４）脱炭素交通への転換
（５）その他廃棄物対策などの推進
（６）地球温暖化への適応策
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